
A

特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

た
。2
0
0
3
年
の
準
則
主
義
化
で
は
、

最
低
限
必
要
な
客
観
的
基
準
に
再
整
理

さ
れ
、届
出
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。

　こ
れ
ら
連
綿
と
続
く
「
多
様
で
特
色

あ
る
教
育
を
促
す
」
規
制
緩
和
の
流
れ

の
下
、
今
回
の
改
正
の
発
端
と
な
っ
た

の
が
、
2
0
1
8
年
の
グ
ラ
ン
ド
デ

ザ
イ
ン
答
申
だ
。「
時
代
の
変
化
や
情

報
技
術
の
進
歩
、
大
学
教
育
の
進
展
を

踏
ま
え
、（
中
略
）
抜
本
的
に
見
直
す

必
要
が
あ
る
」
と
の
提
言
を
受
け
、
質

保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
で
審
議
を
重
ね
、

今
般
の
改
正
に
至
っ
た
が
、
実
は
そ
の

前
に
、基
幹
教
員
制
度
の
布
石
と
な
る
、

学
科
を
超
え
た
教
員
編
制
が
可
能
な

「
工
学
系
の
課
程
制
」（
２
０
１
８
年
）

や
、
教
員
が
他
学
部
と
の
兼
務
可
能
な

「
学
部
等
連
係
課
程
」（
２
０
１
９
年
）

も
導
入
さ
れ
て
い
る
。

　改
正
の
狙
い
は
、
一
言
で
言
う
と
、

文
科
省
資
料
の
副
題
に
も
な
っ
て
い
る

「
学
修
者
本
位
の
大
学
教
育
の
実
現
」

の
た
め
。
よ
っ
て
改
正
の
キ
ー
コ
ン
セ

プ
ト
は
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
質
化
だ

【
図
表
３
】。学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
本
来
、

3
ポ
リ
シ
ー
を
基
に
編
成
さ
れ
、
内
部

質
保
証
に
よ
り
教
育
研
究
の
不
断
の
見

直
し
が
行
わ
れ
る
も
の
だ
が
、
そ
の
実

質
化
が
十
分
で
な
い
現
状
が
あ
る
。
文

科
省
は
、
今
回
の
改
正
を
機
に
「
３
P

の
再
検
討
も
求
め
ら
れ
て
い
る
」
と
し

て
い
る
。
実
際
、
今
回
取
材
し
た
桐
蔭

横
浜
大
学
は
、「
大
学
全
体
の
ユ
ニ
バ
ー

シ
テ
ィ
・
ポ
リ
シ
ー
」
を
策
定
し
、
神

田
外
語
大
学
は
、「
D
P
を
見
直
し
カ

リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
や
質
保
証
へ
の
取
り

組
み
を
強
化
」
し
て
い
る
。
新
基
準
に

は
、
大
学
団
体
や
有
識
者
、
産
業
界
の

意
見
、
閣
議
決
定
な
ど
も
反
映
さ
れ
て

お
り
、
各
大
学
が
学
修
者
本
位
の
教
育

に
転
換
で
き
る
か
否
か
は
、
日
本
全
体

の
関
心
事
で
あ
る
と
言
え
る
。

規
制
緩
和
に
よ
り
大
学
の
裁
量
が

拡
大
。
問
わ
れ
る
教
育
へ
の
姿
勢
。

　今
回
の
改
正
の
特
徴
は
、
大
幅
な
規

制
緩
和
に
よ
る
変
更
点
が
多
い
こ
と

【
図
表
４
】。
以
下
、
主
な
変
更
点
を
見

て
い
く
。

「
総
則
」
に
関
し
て
は
３
P
に
基
づ

く
教
育
課
程
の
編
成
等
や
自
己
点
検
・

評
価
、
認
証
評
価
の
結
果
を
踏
ま
え
た

不
断
の
見
直
し
を
行
う
旨
が
明
確
化
さ

れ
た
。

「
学
内
組
織
等
」
と
「
教
員
関
係
」

で
は
、
大
き
な
変
更
が
3
つ
あ
る
。
1

つ
目
は
、
別
々
に
設
け
て
い
た
教
員
組

織
と
事
務
組
織
や
、厚
生
補
導
の
組
織
、

教
職
協
働
の
規
定
の
一
体
化
。
教
育
研

究
活
動
か
ら
、
課
外
活
動
を
含
む
厚
生

補
導
は
、
教
職
協
働
に
よ
る
「
教
育
研

究
実
施
組
織
」
で
関
わ
る
こ
と
が
定
め

ら
れ
た
。
文
科
省
の
解
説
で
は
、
こ
れ

は
新
た
な
部
署
を
つ
く
る
こ
と
で
は
な
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※          は、特に転機となった答申等とそれを受けての改正の例

く
、「
し
く
み
」
を
指
し
て
い
る
こ
と

に
注
意
。
2
つ
目
は
、
T
A
・
S
A
の

授
業
分
担
の
拡
大
だ
。
併
せ
て
研
修
も

義
務
化
さ
れ
て
い
る
。
3
つ
目
は
、「
一

の
大
学
に
限
り
、
専
ら
当
該
大
学
に
従

事
」
と
い
う
専
任
教
員
制
度
が
、「
学

位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責
任
を
持
つ
」
基
幹

教
員
制
度
に
改
め
ら
れ
、
か
つ
常
勤
以

外
の
教
員
も
必
要
最
低
教
員
数
に
算
入

可
能
に
な
っ
た
。「
施
設
等
関
係
」で
は
、

運
動
場
等
は
必
ず
設
け
な
く
て
も
よ
く

な
り
、
図
書
館
の
資
料
は
電
子
ジ
ャ
ー

ナ
ル
も
対
象
に
な
っ
た
。

「
教
育
課
程
等
」
の
主
な
変
更
点
は

６
つ
。
1
つ
目
は
編
成
方
針
・
方
法
に

つ
い
て
、
３
P
に
基
づ
く
編
成
、
自
己

点
検
・
評
価
、
認
証
評
価
の
結
果
を
踏

ま
え
た
不
断
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
が

明
確
化
さ
れ
た
こ
と
。
教
学
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
が
実
質
義
務
化
さ
れ
た
と
言
え

る
。
2
つ
目
は
、
単
位
の
計
算
方
法
の

変
更
だ
。「
１
単
位
あ
た
り
標
準
45
時

間
の
学
修
を
必
要
」は
変
わ
ら
な
い
が
、

授
業
方
法
別
の
時
間
数
は
大
学
が
自
由

に
決
め
て
よ
い
。
３
つ
目
と
し
て
、
授

業
期
間
も
大
学
の
判
断
に
よ
り
、10
週
、

15
週
以
外
の
多
様
な
期
間
を
設
定
で
き

る
よ
う
に
な
っ
た
。
4
つ
目
は
卒
業
要

件
。「
1
2
4
単
位
以
上
を
修
得
す
る

こ
と
の
ほ
か
、
大
学
が
定
め
る
こ
と
と

す
る
」
と
変
更
さ
れ
、
厳
密
に
丸
4
年

間
の
在
籍
が
求
め
ら
れ
る
も
の
で
は
な

く
な
っ
た
。
５
つ
目
は
、
単
位
の
授
与

が
、
試
験
以
外
の
方
法
で
も
認
定
で
き

る
こ
と
を
明
確
に
し
た
こ
と
。
そ
し
て

6
つ
目
は
、「
特
例
制
度
」
の
新
設
だ
。

こ
れ
は
、
大
学
が
挑
戦
し
た
い
新
し
い

教
育
が
あ
っ
て
も
、
設
置
基
準
が
ネ
ッ

ク
に
な
る
場
合
、
申
請
し
認
定
さ
れ
れ

ば
、
基
準
を
超
え
た
取
り
組
み
が
可
能

に
な
る
制
度
だ
。
な
お
、「
事
後
チ
ェ
ッ

ク
」
で
は
、
認
証
評
価
に
お
い
て
基
幹

教
員
制
度
の
こ
と
な
ど
は
チ
ェ
ッ
ク
さ

れ
る
よ
う
に
な
る
。
巻
頭
の
宮
林
氏
の

言
葉
を
借
り
れ
ば
、「
リ
ソ
ー
ス
が
乏

し
く
て
も
ア
イ
デ
ア
さ
え
あ
れ
ば
ゲ
ー

ム
チ
ェ
ン
ジ
ャ
ー
に
な
れ
る
好
機
」
と

言
え
る
こ
の
大
幅
な
変
更
点
の
う
ち
、

多
く
の
大
学
の
関
心
が
高
い
「
基
幹
教

員
制
度
」「
教
育
研
究
実
施
組
織
」「
特

例
制
度
」「
認
証
評
価
」
に
つ
い
て
は
、

P・
18
よ
り
詳
し
く
解
説
す
る
。

経
過
措
置
は
あ
る
が
、
今
後
の
設

置
等
認
可
の
申
請
や
届
出
は
、
全
学
で

新
基
準
が
適
用
。

　対
象
は
大
学
だ
け
で
な
く
、
短
大
、

専
門
職
大
学
、
専
門
職
短
期
大
学
、
大

学
院
、
専
門
職
大
学
院
、
高
専
も
含
む
。

そ
し
て
、
設
置
等
の
認
可
申
請
や
届
出

を
す
る
場
合
は
、
既
存
学
部
を
含
め
全

学
に
適
用
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
２

０
２
４
年
度
開
設
ま
で
の
設
置
等
の
認

可
申
請
や
届
出
に
つ
い
て
は
、
新
旧
い

ず
れ
の
基
準
で
も
選
択
で
き
た
が
、
２

０
２
５
年
度
以
降
に
つ
い
て
は
、
新
基

準
が
一
律
に
適
用
さ
れ
る
。
な
お
、
経

過
措
置
と
し
て
、
設
置
等
の
認
可
申
請

や
届
出
が
な
い
場
合
は
、
旧
基
準
の
ま

ま
で
も
運
営
可
能
だ
【
図
表
５
】。

2
0
2
4
年
度
設
置
等
で
新
基
準

を
適
用
し
て
申
請
し
た
大
学
は
５
大
学
。

現
時
点
で
は
網
羅
的
な
把
握
は
さ
れ

て
い
な
い
が
、
2
0
2
4
年
度
に
設
置

等
を
す
る
に
あ
た
り
、
新
基
準
を
適
用

し
て
申
請
し
た
大
学
は
あ
る【
図
表
５
】。

改
組
、
も
し
く
は
基
幹
教
員
制
度

導
入
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
考
え
ら
れ
る
。

　2
0
2
5
年
度
以
降
設
置
等
の
申
請

や
届
出
を
す
る
場
合
は
、
自
動
的
に
適

用
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
そ
れ
以
外
の

場
合
は
、「
既
存
組
織
外
の
教
員
を
１

／
４
ま
で
必
要
最
低
教
員
数
に
カ
ウ
ン

ト
で
き
る
基
幹
教
員
制
度
を
活
用
す
る

な
ど
、
教
員
組
織
の
大
胆
な
見
直
し
を

図
り
た
い
と
き
な
ど
」（
宮
林
氏
）
が

あ
ろ
う
。
例
え
ば
大
阪
電
気
通
信
大
学

は
、
２
０
２
４
年
度
よ
り
数
年
連
続
で

学
部
開
設
と
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
の
予

定
が
あ
る
た
め
、
２
０
２
４
年
度
か
ら

新
基
準
を
適
用
す
る
。
桐
蔭
横
浜
大
学

で
は
、ま
ず
、「
学
部
等
連
係
課
程
制
度
」

を
利
用
し
て
学
環
を
つ
く
り
、
基
幹
教

員
制
度
に
向
け
て
、
異
な
る
学
部
の
教

員
兼
務
や
連
携
体
制
を
整
え
て
い
る
。

　ま
ず
は
、
背
景
や
経
緯
を
含
め
、

新
基
準
に
つ
い
て
全
学
で
勉
強
会
を
。

　今
般
の
改
正
は
「
2
0
4
0
年
に

向
け
た
高
等
教
育
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ

ン
（
答
申
）」
が
契
機
の
一
つ
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
ど
う
「
対
応
」「
活
用
」

す
る
か
は
、
中
長
期
的
な
経
営
視
点
で

考
え
よ
う
。「
教
務
だ
け
」「
幹
部
だ
け
」

の
話
に
と
ど
め
ず
、
全
学
で
議
論
し
、

中
期
計
画
に
反
映
さ
せ
る
た
め
に
も
、

教
育
の
当
事
者
で
あ
る
現
場
の
教
職
員

も
含
め
て
、
新
基
準
を
正
し
く
理
解
す

る
こ
と
か
ら
始
め
た
い
。【
図
表
6
】

に
は
、
取
材
先
の
意
見
を
基
に
新
基
準

の
建
設
的
な
活
用
に
向
け
た
進
め
方
を

５
つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
ま
と
め
た
の
で
、

参
考
に
さ
れ
た
い
。

　時
代
の
変
化
、
社
会
ニ
ー
ズ
に
即
し

た
教
育
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
は
今
後
、
間

違
い
な
く
求
め
ら
れ
る
。
直
近
で
改
組

を
計
画
し
て
い
な
く
と
も
、
学
内
で
活

用
を
協
議
し
て
お
く
必
要
は
あ
る
。

大学基準協会設置、大学基準決定

4月「教育改革に関する第二次答申」（答申）：大学教育の充実と個性化のための大学設
置基準の大綱化・簡素化等、高等教育機関の多様化と連携、大学院の飛躍的充実と改革、
ユニバーシティ・カウンシル＜大学審議会＞の創設

2月「大学教育の改善について」（答申）：大学設置基準上、授業科目区分を設けない、教育
上の目的に照らして、必要な授業科目からなる教育課程を体系的に編成するとともに、幅広く
深い教養、総合的な判断力を身に付けさせ、豊かな人間性を涵養することにも留意、卒業要件
は最低の修得総単位数を記すにとどめる、自己点検・評価システムの導入など

9月「大学運営の円滑化について」（答申）：学長・学部長等のリーダーシップの発揮、評議
会，教授会の在り方、事務組織の在り方、開かれた大学運営（学生の声を聞くなど）等

12月「高等教育の一層の改善について」（答申）：大学の理念・目標の明確化、教養教育の重
要性の再確認、学習効果を高める工夫、準備学習・復習についての指示、成績評価に対する一
層責任のある姿勢、教育活動の評価の在り方、学士の学位授与の基礎資格の付与など
12月「「遠隔授業」の大学設置基準における取扱い等について」（答申）：テレビ会議システ
ムを利用した「遠隔授業」を大学設置基準上に明確に規定、「遠隔授業」により修得できる単
位数⇒124単位のうち30単位まで等

10月「21世紀の大学像と今後の改革方策について―競争的環境の中で個性が輝く大学」
（答申）：大学改革の4つの基本理念と具体的な改革方策を提言。①課題探求能力の育成 
－教育研究の質の向上－ ②教育研究システムの柔構造化 －大学の自律性の確保－ ③責
任ある意思決定と実行 －組織運営体制の整備－ ④多元的な評価システムの確立 －大学
の個性化と教育研究の不断の改善－

3月「大学設置基準等の改正について」（答申）：「21世紀～」（答申）を受けた大学設置基
準等改正要綱

6月「大学における学生生活の充実方策について」（廣中レポート）：学生中心の大学への転
換に向けた主な具体策

8月「大学の質の保証に係る新たなシステムの構築について」（答申）：大学・学部の設置
認可制の見直しと届出制の導入、基準の一覧性を高め、明確化を図る観点から設置に係る
審査の基準について、告示以上の法令に規定　第三者評価（適格認定）制度の導入、法
令違反状態の大学に対する是正措置

1月「大学設置基準等の改正について」（答申）：大学・学部等の名称、教員組織の年齢構
成、学長・教授・助教授の資格など

1月「我が国の高等教育の将来像」（答申）：大学の自らの選択による緩やかな機能分化、学位
を与える「課程」中心の考え方へ再整理、入学者選抜・教育課程の改善、「出口管理」の強化等

12月「学士課程教育の構築に向けて」（答申）：学士課程教育の方針、教職員の職能開発、
質保証の仕組み強化、基盤となる財政支援

8月「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けてー生涯学び続け、主体的に考える力を育成
する大学へ」（答申）：これからの社会像と能力、学士課程の質的転換、現状と学修時間、更なる課題等

12月「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学入
学者選抜の一体的改革について」（答申）：高大接続改革

11月「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」（答申）：学修者本位の教育への転
換、多様性と柔軟性の確保、質保証の再構築（設置基準の抜本的見直し）

4月「ポスト・コロナを見据えた新たな大学教育と産学連携の推進」（経団連）：ハイブリッド
型教育の実施に係る環境整備、ハイブリッド型教育の質保証の強化、ハイブリッド型教育に
応じたカリキュラム体系の再構築（大学設置基準の抜本的な見直しも視野に、単位制度の
あり方を検討）、国内外の大学との連携の推進・強化、定員管理の見直し

5月教育未来創造会議第一次提言「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方に
ついて」（内閣官房）
3月「新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について」（審議まとめ）：国際通用性の
ある「教育研究の質」を保証するため、質保証システムについて、①最低限の水準を厳格に担保し
つつ、②大学教育の多様性・先導性を向上させる方向で改善・充実を図っていく方向で見直し

大学設置基準設定・公布（大学設置に必要・最低基準、認可後は継続的な水準向上に努める）

【大綱化（規制緩和）】各大学で多様で特色あるカリキュラム設計が可能となるよ
う、授業科目、卒業要件、教員組織等に関する大学設置基準の規定を弾力化（開
設授業科目の科目区分＜一般教育、専門教育、外国語、保健体育＞の廃止、科
目区分別の最低修得単位数を廃止し、卒業に必要な総単位数のみ規定、必要専
任教員数に係る科目区分を廃止等各大学で特色あるカリキュラム設計が可能と
なるよう、学部種類の例示規定や授業科目区分規定を削除、教育課程編成方針
規定や既修得単位の認定規定を追加、単位の計算方法弾力化、科目等履修生
の制度化、教員組織等の規定を弾力化、自己点検・評価の努力義務化など

多様なメディアを高度に利用した授業についての規定追加

自己点検・評価の実施とその結果の公表を義務化。外部検証や履修登録単位の
上限設定の努力義務化、単位互換等による単位認定の拡大

教員組織に関する規定の弾力化（独自の教員組織を設計可能）

【準則主義化（様々な法的問題点について、適用されるべき基準や解釈を明確に
示す）】大学・学部の設置認可制の見直しと届出制の導入、基準の一覧性を高
め、明確化を図る観点から、審議会内規において定めていた審査の基準につい
て、告示以上の法令に規定するとともに、審議会内規を廃止

教員組織に関する規定の明確化（組織的な連携体制・責任の所在）と弾力化（講
座制・学科目制に関する規定削除）、専任教員数等の規定明確化

校地・校舎自己所有要件弾力化の全国化

学部等の人材養成の目的・教育研究上の目的の制定及び公表義務化、単位の
計算方法の明確化、FD義務化、シラバスの作成・成績評価基準明示の義務化

共同教育課程の制度化

キャリア教育実施の義務化

教員と事務職員等の連携及び協働の規定追加

SDの義務化

工学系の「課程制」導入、専門職大学の新設

「学部等連係課程」の導入、実務家教員の活用促進、履修証明プログラムへの単位付与導入

大学等連携推進法人、連携開設科目の導入

【大幅な大学設置基準改正】総則等理念規定の明確化、教育研究実施組織等、
基幹教員制度、指導補助者、多様な授業期間設定、単位の計算方法等、卒業要
件の明確化、校地、校舎等の施設及び設備の規制緩和等、教育課程等に係る
特例制度

取材・文／児山雄介、本間学

大
学
設
置
に
あ
た
っ
て
求
め
ら
れ

る
必
要
最
低
の
基
準
を
定
め
た
省
令
。

　大
学
の
設
置
、
運
営
に
係
る
法
令
は

各
種
あ
り
【
図
表
1
】、こ
の
う
ち
「
大

学
設
置
基
準
」
は
、
大
学
を
設
置
す
る

た
め
の
〝
必
要
な
最
低
の
基
準
〞
を
定

め
た
文
科
省
の
省
令
だ
。
大
学
と
い
う

学
校
制
度
に
つ
い
て
定
め
た
法
律
「
学

校
教
育
法
」
で
は
第
3
条
で
「
学
校
を

設
置
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
学
校
の
種

類
に
応
じ
、
文
部
科
学
大
臣
の
定
め
る

設
備
、
編
制
そ
の
他
に
関
す
る
設
置
基

準
に
従
い
、
こ
れ
を
設
置
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
」
と
さ
れ
て
お
り
、
こ
こ
で

い
う
「
設
置
基
準
」
が
大
学
設
置
基
準

を
指
し
て
い
る
。
よ
っ
て
大
学
は
、「
教

育
研
究
上
の
基
本
組
織
」
や
「
教
員
の

資
格
」「
収
容
定
員
」「
教
育
課
程
」「
卒

業
の
要
件
等
」「
校
地
、校
舎
等
の
施
設
・

設
備
」
な
ど
の
設
置
基
準
を
下
回
ら
な

＊文部科学省公表の資料を基にBetween編集部にて作成

＊文部科学省資料を基にBetween編集部でまとめ

そ
も
そ
も
大
学
設
置
基
準
と
は
？

大
学
設
置
基
準
改
正
の
コ
コ
が
わ
か
ら
な
い
！
Q

【図表2】高等教育政策と大学設置基準改正の流れ  【図表1】大学にまつわる主な法令 

法律
（国会で
決定）

種類

教育基本法

学校教育法

国立大学
法人法

地方独立行政
法人法

私立学校法

大学設置基準

い
よ
う
に
運
営
し
、
そ
の
水
準
の
向
上

に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

中
教
審
の
答
申
を
具
現
化
す
る
た

め
に
改
正
さ
れ
た
。

大
学
設
置
基
準
が
制
定
さ
れ
た
の
は

1
9
5
6
年
。
そ
れ
以
降
、
時
代
の
変

化
と
中
教
審
の
答
申
等
を
反
映
し
、
改

正
を
繰
り
返
し
て
き
た
。
そ
の
た
め
、

制
度
の
理
解
度
が
各
自
で
異
な
る
こ
と

も
多
い
。「
建
設
的
な
議
論
の
た
め
に

は
、
ま
ず
、
構
成
員
の
認
識
を
あ
る
程

度
揃
え
て
お
く
必
要
が
あ
る
。そ
の
際
、

改
正
事
項
を
ミ
ク
ロ
で
は
な
く
、
マ
ク

ロ
で
押
さ
え
た
ほ
う
が
理
解
し
や
す

い
」（
宮
林
氏
）。【
図
表
2
】
は
、
こ

れ
ま
で
の
改
正
の
流
れ
を
中
教
審
等
の

動
き
と
合
わ
せ
て
年
表
化
し
た
も
の

だ
。例
え
ば
、１
９
９
１
年
の「
大
綱
化
」

で
は
、「
不
透
明
な
時
代
で
は
、
試
行

錯
誤
し
な
が
ら
教
育
研
究
の
発
展
を
図

る
た
め
規
制
緩
和
を
」
と
い
う
答
申
の

も
と
、
大
幅
な
規
制
緩
和
（
大
綱
化
）

が
行
わ
れ
、
科
目
区
分
や
区
分
ご
と
の

最
低
修
得
単
位
数
な
ど
が
廃
止
に
な
っ

法令等 大学に関する主な規定事項

文科大臣
が決定

省令
（文科大臣
が決定）

【学位の要件や授与の手続き】要件／種類／名称／手続等

具体的な基準等に関する決定事項を示すこと

施行通知・解釈通知、ガイドライン等の連絡

学位規則

告示

通知等

【設置するうえでの最低基準】総則関係（趣旨、目的、入学者選抜等）
／学内組織等（基本組織〈学部等〉、教職員関係、研修、基幹教員関係、

教員資格／収容定員／施設等関係（校地面積、校舎面積、施設・設備

等）／教育課程等（教育課程の編成方針・方法、単位制度、授業期間、

授業を行う学生数、授業の方法〈遠隔授業等〉、単位授与、卒業要件、単

位認定、長期履修、科目等履修、履修証明制度、特例等〈学部等連係、

共同教育課程、ジョイントディグリー他〉、教育課程等の特例制度等

【教育の理念や原則】学校の設置者／学校教育や大学、私立学校の役割等

【学校制度】学校の範囲／設置者／設置基準／設置廃止等の認可…大
学の目的／学部／修業年限／入学資格／学位／教職員／認証評価etc.

【国立大学法人の設置、組織、運営】評価委員会／役員及び職員
／経営協議会／業務／大学共同利用機関法人／中期目標／財務及

び会計／指定国立大学法人等etc.

【私立大学の設置、経営】理事会／監事／評議員会／役員の選任
／賠償責任／中期計画／財務情報／会計年度etc.

【公立大学の設置、経営】名称／理事長・教員の任命／学長／経営
審議機関、教育研究審議機関／中期目標／認証評価／設立認可etc.
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主な大学設置基準等の改正の例主な関連する中教審答申等や報告書、各団体の提言等和暦

不透明な時代では試行錯誤しながら教育研究の発展を
図っていくため基準は可能な限り緩やかなほうが望ましい

基準は設置審査の最低基準という観点から、
基準の一覧性を高め、明確化を図る

時代に即したものとして、時代の変化や情報技術の進歩、
教育研究の進展を踏まえ抜本的に見直す必要

な
ぜ
改
正
？

基
幹
教
員
と
専
任
教
員
の
違
い
は
？

Q.

大
学
設
置
基
準
と
は
？

A

Q.

改
正
の
経
緯
や
背
景
は
？

A

1
9
9
1
年
の「
大
綱
化
」、2
0
0
3
年
の「
準
則
主
義
化
」以
来
の
大
幅
な
改
正
に
至
っ
た
背
景
や
そ
の
意
図
、従
来
の
制
度
と
の
違
い
は
何
か
。

多
く
の
大
学
の
疑
問
に
答
え
る
形
で
読
み
解
い
て
み
た
。
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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

た
。2
0
0
3
年
の
準
則
主
義
化
で
は
、

最
低
限
必
要
な
客
観
的
基
準
に
再
整
理

さ
れ
、届
出
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。

　こ
れ
ら
連
綿
と
続
く
「
多
様
で
特
色

あ
る
教
育
を
促
す
」
規
制
緩
和
の
流
れ

の
下
、
今
回
の
改
正
の
発
端
と
な
っ
た

の
が
、
2
0
1
8
年
の
グ
ラ
ン
ド
デ

ザ
イ
ン
答
申
だ
。「
時
代
の
変
化
や
情

報
技
術
の
進
歩
、
大
学
教
育
の
進
展
を

踏
ま
え
、（
中
略
）
抜
本
的
に
見
直
す

必
要
が
あ
る
」
と
の
提
言
を
受
け
、
質

保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
で
審
議
を
重
ね
、

今
般
の
改
正
に
至
っ
た
が
、
実
は
そ
の

前
に
、基
幹
教
員
制
度
の
布
石
と
な
る
、

学
科
を
超
え
た
教
員
編
制
が
可
能
な

「
工
学
系
の
課
程
制
」（
２
０
１
８
年
）

や
、
教
員
が
他
学
部
と
の
兼
務
可
能
な

「
学
部
等
連
係
課
程
」（
２
０
１
９
年
）

も
導
入
さ
れ
て
い
る
。

　改
正
の
狙
い
は
、
一
言
で
言
う
と
、

文
科
省
資
料
の
副
題
に
も
な
っ
て
い
る

「
学
修
者
本
位
の
大
学
教
育
の
実
現
」

の
た
め
。
よ
っ
て
改
正
の
キ
ー
コ
ン
セ

プ
ト
は
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
質
化
だ

【
図
表
３
】。学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
本
来
、

3
ポ
リ
シ
ー
を
基
に
編
成
さ
れ
、
内
部

質
保
証
に
よ
り
教
育
研
究
の
不
断
の
見

直
し
が
行
わ
れ
る
も
の
だ
が
、
そ
の
実

質
化
が
十
分
で
な
い
現
状
が
あ
る
。
文

科
省
は
、
今
回
の
改
正
を
機
に
「
３
P

の
再
検
討
も
求
め
ら
れ
て
い
る
」
と
し

て
い
る
。
実
際
、
今
回
取
材
し
た
桐
蔭

横
浜
大
学
は
、「
大
学
全
体
の
ユ
ニ
バ
ー

シ
テ
ィ
・
ポ
リ
シ
ー
」
を
策
定
し
、
神

田
外
語
大
学
は
、「
D
P
を
見
直
し
カ

リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
や
質
保
証
へ
の
取
り

組
み
を
強
化
」
し
て
い
る
。
新
基
準
に

は
、
大
学
団
体
や
有
識
者
、
産
業
界
の

意
見
、
閣
議
決
定
な
ど
も
反
映
さ
れ
て

お
り
、
各
大
学
が
学
修
者
本
位
の
教
育

に
転
換
で
き
る
か
否
か
は
、
日
本
全
体

の
関
心
事
で
あ
る
と
言
え
る
。

規
制
緩
和
に
よ
り
大
学
の
裁
量
が

拡
大
。
問
わ
れ
る
教
育
へ
の
姿
勢
。

　今
回
の
改
正
の
特
徴
は
、
大
幅
な
規

制
緩
和
に
よ
る
変
更
点
が
多
い
こ
と

【
図
表
４
】。
以
下
、
主
な
変
更
点
を
見

て
い
く
。

「
総
則
」
に
関
し
て
は
３
P
に
基
づ

く
教
育
課
程
の
編
成
等
や
自
己
点
検
・

評
価
、
認
証
評
価
の
結
果
を
踏
ま
え
た

不
断
の
見
直
し
を
行
う
旨
が
明
確
化
さ

れ
た
。

「
学
内
組
織
等
」
と
「
教
員
関
係
」

で
は
、
大
き
な
変
更
が
3
つ
あ
る
。
1

つ
目
は
、
別
々
に
設
け
て
い
た
教
員
組

織
と
事
務
組
織
や
、厚
生
補
導
の
組
織
、

教
職
協
働
の
規
定
の
一
体
化
。
教
育
研

究
活
動
か
ら
、
課
外
活
動
を
含
む
厚
生

補
導
は
、
教
職
協
働
に
よ
る
「
教
育
研

究
実
施
組
織
」
で
関
わ
る
こ
と
が
定
め

ら
れ
た
。
文
科
省
の
解
説
で
は
、
こ
れ

は
新
た
な
部
署
を
つ
く
る
こ
と
で
は
な
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※          は、特に転機となった答申等とそれを受けての改正の例

く
、「
し
く
み
」
を
指
し
て
い
る
こ
と

に
注
意
。
2
つ
目
は
、
T
A
・
S
A
の

授
業
分
担
の
拡
大
だ
。
併
せ
て
研
修
も

義
務
化
さ
れ
て
い
る
。
3
つ
目
は
、「
一

の
大
学
に
限
り
、
専
ら
当
該
大
学
に
従

事
」
と
い
う
専
任
教
員
制
度
が
、「
学

位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責
任
を
持
つ
」
基
幹

教
員
制
度
に
改
め
ら
れ
、
か
つ
常
勤
以

外
の
教
員
も
必
要
最
低
教
員
数
に
算
入

可
能
に
な
っ
た
。「
施
設
等
関
係
」で
は
、

運
動
場
等
は
必
ず
設
け
な
く
て
も
よ
く

な
り
、
図
書
館
の
資
料
は
電
子
ジ
ャ
ー

ナ
ル
も
対
象
に
な
っ
た
。

「
教
育
課
程
等
」
の
主
な
変
更
点
は

６
つ
。
1
つ
目
は
編
成
方
針
・
方
法
に

つ
い
て
、
３
P
に
基
づ
く
編
成
、
自
己

点
検
・
評
価
、
認
証
評
価
の
結
果
を
踏

ま
え
た
不
断
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
が

明
確
化
さ
れ
た
こ
と
。
教
学
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
が
実
質
義
務
化
さ
れ
た
と
言
え

る
。
2
つ
目
は
、
単
位
の
計
算
方
法
の

変
更
だ
。「
１
単
位
あ
た
り
標
準
45
時

間
の
学
修
を
必
要
」は
変
わ
ら
な
い
が
、

授
業
方
法
別
の
時
間
数
は
大
学
が
自
由

に
決
め
て
よ
い
。
３
つ
目
と
し
て
、
授

業
期
間
も
大
学
の
判
断
に
よ
り
、10
週
、

15
週
以
外
の
多
様
な
期
間
を
設
定
で
き

る
よ
う
に
な
っ
た
。
4
つ
目
は
卒
業
要

件
。「
1
2
4
単
位
以
上
を
修
得
す
る

こ
と
の
ほ
か
、
大
学
が
定
め
る
こ
と
と

す
る
」
と
変
更
さ
れ
、
厳
密
に
丸
4
年

間
の
在
籍
が
求
め
ら
れ
る
も
の
で
は
な

く
な
っ
た
。
５
つ
目
は
、
単
位
の
授
与

が
、
試
験
以
外
の
方
法
で
も
認
定
で
き

る
こ
と
を
明
確
に
し
た
こ
と
。
そ
し
て

6
つ
目
は
、「
特
例
制
度
」
の
新
設
だ
。

こ
れ
は
、
大
学
が
挑
戦
し
た
い
新
し
い

教
育
が
あ
っ
て
も
、
設
置
基
準
が
ネ
ッ

ク
に
な
る
場
合
、
申
請
し
認
定
さ
れ
れ

ば
、
基
準
を
超
え
た
取
り
組
み
が
可
能

に
な
る
制
度
だ
。
な
お
、「
事
後
チ
ェ
ッ

ク
」
で
は
、
認
証
評
価
に
お
い
て
基
幹

教
員
制
度
の
こ
と
な
ど
は
チ
ェ
ッ
ク
さ

れ
る
よ
う
に
な
る
。
巻
頭
の
宮
林
氏
の

言
葉
を
借
り
れ
ば
、「
リ
ソ
ー
ス
が
乏

し
く
て
も
ア
イ
デ
ア
さ
え
あ
れ
ば
ゲ
ー

ム
チ
ェ
ン
ジ
ャ
ー
に
な
れ
る
好
機
」
と

言
え
る
こ
の
大
幅
な
変
更
点
の
う
ち
、

多
く
の
大
学
の
関
心
が
高
い
「
基
幹
教

員
制
度
」「
教
育
研
究
実
施
組
織
」「
特

例
制
度
」「
認
証
評
価
」
に
つ
い
て
は
、

P・
18
よ
り
詳
し
く
解
説
す
る
。

経
過
措
置
は
あ
る
が
、
今
後
の
設

置
等
認
可
の
申
請
や
届
出
は
、
全
学
で

新
基
準
が
適
用
。

　対
象
は
大
学
だ
け
で
な
く
、
短
大
、

専
門
職
大
学
、
専
門
職
短
期
大
学
、
大

学
院
、
専
門
職
大
学
院
、
高
専
も
含
む
。

そ
し
て
、
設
置
等
の
認
可
申
請
や
届
出

を
す
る
場
合
は
、
既
存
学
部
を
含
め
全

学
に
適
用
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
２

０
２
４
年
度
開
設
ま
で
の
設
置
等
の
認

可
申
請
や
届
出
に
つ
い
て
は
、
新
旧
い

ず
れ
の
基
準
で
も
選
択
で
き
た
が
、
２

０
２
５
年
度
以
降
に
つ
い
て
は
、
新
基

準
が
一
律
に
適
用
さ
れ
る
。
な
お
、
経

過
措
置
と
し
て
、
設
置
等
の
認
可
申
請

や
届
出
が
な
い
場
合
は
、
旧
基
準
の
ま

ま
で
も
運
営
可
能
だ
【
図
表
５
】。

2
0
2
4
年
度
設
置
等
で
新
基
準

を
適
用
し
て
申
請
し
た
大
学
は
５
大
学
。

現
時
点
で
は
網
羅
的
な
把
握
は
さ
れ

て
い
な
い
が
、
2
0
2
4
年
度
に
設
置

等
を
す
る
に
あ
た
り
、
新
基
準
を
適
用

し
て
申
請
し
た
大
学
は
あ
る【
図
表
５
】。

改
組
、
も
し
く
は
基
幹
教
員
制
度

導
入
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
考
え
ら
れ
る
。

　2
0
2
5
年
度
以
降
設
置
等
の
申
請

や
届
出
を
す
る
場
合
は
、
自
動
的
に
適

用
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
そ
れ
以
外
の

場
合
は
、「
既
存
組
織
外
の
教
員
を
１

／
４
ま
で
必
要
最
低
教
員
数
に
カ
ウ
ン

ト
で
き
る
基
幹
教
員
制
度
を
活
用
す
る

な
ど
、
教
員
組
織
の
大
胆
な
見
直
し
を

図
り
た
い
と
き
な
ど
」（
宮
林
氏
）
が

あ
ろ
う
。
例
え
ば
大
阪
電
気
通
信
大
学

は
、
２
０
２
４
年
度
よ
り
数
年
連
続
で

学
部
開
設
と
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
の
予

定
が
あ
る
た
め
、
２
０
２
４
年
度
か
ら

新
基
準
を
適
用
す
る
。
桐
蔭
横
浜
大
学

で
は
、ま
ず
、「
学
部
等
連
係
課
程
制
度
」

を
利
用
し
て
学
環
を
つ
く
り
、
基
幹
教

員
制
度
に
向
け
て
、
異
な
る
学
部
の
教

員
兼
務
や
連
携
体
制
を
整
え
て
い
る
。

　ま
ず
は
、
背
景
や
経
緯
を
含
め
、

新
基
準
に
つ
い
て
全
学
で
勉
強
会
を
。

　今
般
の
改
正
は
「
2
0
4
0
年
に

向
け
た
高
等
教
育
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ

ン
（
答
申
）」
が
契
機
の
一
つ
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
ど
う
「
対
応
」「
活
用
」

す
る
か
は
、
中
長
期
的
な
経
営
視
点
で

考
え
よ
う
。「
教
務
だ
け
」「
幹
部
だ
け
」

の
話
に
と
ど
め
ず
、
全
学
で
議
論
し
、

中
期
計
画
に
反
映
さ
せ
る
た
め
に
も
、

教
育
の
当
事
者
で
あ
る
現
場
の
教
職
員

も
含
め
て
、
新
基
準
を
正
し
く
理
解
す

る
こ
と
か
ら
始
め
た
い
。【
図
表
6
】

に
は
、
取
材
先
の
意
見
を
基
に
新
基
準

の
建
設
的
な
活
用
に
向
け
た
進
め
方
を

５
つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
ま
と
め
た
の
で
、

参
考
に
さ
れ
た
い
。

　時
代
の
変
化
、
社
会
ニ
ー
ズ
に
即
し

た
教
育
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
は
今
後
、
間

違
い
な
く
求
め
ら
れ
る
。
直
近
で
改
組

を
計
画
し
て
い
な
く
と
も
、
学
内
で
活

用
を
協
議
し
て
お
く
必
要
は
あ
る
。

大学基準協会設置、大学基準決定

4月「教育改革に関する第二次答申」（答申）：大学教育の充実と個性化のための大学設
置基準の大綱化・簡素化等、高等教育機関の多様化と連携、大学院の飛躍的充実と改革、
ユニバーシティ・カウンシル＜大学審議会＞の創設

2月「大学教育の改善について」（答申）：大学設置基準上、授業科目区分を設けない、教育
上の目的に照らして、必要な授業科目からなる教育課程を体系的に編成するとともに、幅広く
深い教養、総合的な判断力を身に付けさせ、豊かな人間性を涵養することにも留意、卒業要件
は最低の修得総単位数を記すにとどめる、自己点検・評価システムの導入など

9月「大学運営の円滑化について」（答申）：学長・学部長等のリーダーシップの発揮、評議
会，教授会の在り方、事務組織の在り方、開かれた大学運営（学生の声を聞くなど）等

12月「高等教育の一層の改善について」（答申）：大学の理念・目標の明確化、教養教育の重
要性の再確認、学習効果を高める工夫、準備学習・復習についての指示、成績評価に対する一
層責任のある姿勢、教育活動の評価の在り方、学士の学位授与の基礎資格の付与など
12月「「遠隔授業」の大学設置基準における取扱い等について」（答申）：テレビ会議システ
ムを利用した「遠隔授業」を大学設置基準上に明確に規定、「遠隔授業」により修得できる単
位数⇒124単位のうち30単位まで等

10月「21世紀の大学像と今後の改革方策について―競争的環境の中で個性が輝く大学」
（答申）：大学改革の4つの基本理念と具体的な改革方策を提言。①課題探求能力の育成 
－教育研究の質の向上－ ②教育研究システムの柔構造化 －大学の自律性の確保－ ③責
任ある意思決定と実行 －組織運営体制の整備－ ④多元的な評価システムの確立 －大学
の個性化と教育研究の不断の改善－

3月「大学設置基準等の改正について」（答申）：「21世紀～」（答申）を受けた大学設置基
準等改正要綱

6月「大学における学生生活の充実方策について」（廣中レポート）：学生中心の大学への転
換に向けた主な具体策

8月「大学の質の保証に係る新たなシステムの構築について」（答申）：大学・学部の設置
認可制の見直しと届出制の導入、基準の一覧性を高め、明確化を図る観点から設置に係る
審査の基準について、告示以上の法令に規定　第三者評価（適格認定）制度の導入、法
令違反状態の大学に対する是正措置

1月「大学設置基準等の改正について」（答申）：大学・学部等の名称、教員組織の年齢構
成、学長・教授・助教授の資格など

1月「我が国の高等教育の将来像」（答申）：大学の自らの選択による緩やかな機能分化、学位
を与える「課程」中心の考え方へ再整理、入学者選抜・教育課程の改善、「出口管理」の強化等

12月「学士課程教育の構築に向けて」（答申）：学士課程教育の方針、教職員の職能開発、
質保証の仕組み強化、基盤となる財政支援

8月「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けてー生涯学び続け、主体的に考える力を育成
する大学へ」（答申）：これからの社会像と能力、学士課程の質的転換、現状と学修時間、更なる課題等

12月「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学入
学者選抜の一体的改革について」（答申）：高大接続改革

11月「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」（答申）：学修者本位の教育への転
換、多様性と柔軟性の確保、質保証の再構築（設置基準の抜本的見直し）

4月「ポスト・コロナを見据えた新たな大学教育と産学連携の推進」（経団連）：ハイブリッド
型教育の実施に係る環境整備、ハイブリッド型教育の質保証の強化、ハイブリッド型教育に
応じたカリキュラム体系の再構築（大学設置基準の抜本的な見直しも視野に、単位制度の
あり方を検討）、国内外の大学との連携の推進・強化、定員管理の見直し

5月教育未来創造会議第一次提言「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方に
ついて」（内閣官房）
3月「新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について」（審議まとめ）：国際通用性の
ある「教育研究の質」を保証するため、質保証システムについて、①最低限の水準を厳格に担保し
つつ、②大学教育の多様性・先導性を向上させる方向で改善・充実を図っていく方向で見直し

大学設置基準設定・公布（大学設置に必要・最低基準、認可後は継続的な水準向上に努める）

【大綱化（規制緩和）】各大学で多様で特色あるカリキュラム設計が可能となるよ
う、授業科目、卒業要件、教員組織等に関する大学設置基準の規定を弾力化（開
設授業科目の科目区分＜一般教育、専門教育、外国語、保健体育＞の廃止、科
目区分別の最低修得単位数を廃止し、卒業に必要な総単位数のみ規定、必要専
任教員数に係る科目区分を廃止等各大学で特色あるカリキュラム設計が可能と
なるよう、学部種類の例示規定や授業科目区分規定を削除、教育課程編成方針
規定や既修得単位の認定規定を追加、単位の計算方法弾力化、科目等履修生
の制度化、教員組織等の規定を弾力化、自己点検・評価の努力義務化など

多様なメディアを高度に利用した授業についての規定追加

自己点検・評価の実施とその結果の公表を義務化。外部検証や履修登録単位の
上限設定の努力義務化、単位互換等による単位認定の拡大

教員組織に関する規定の弾力化（独自の教員組織を設計可能）

【準則主義化（様々な法的問題点について、適用されるべき基準や解釈を明確に
示す）】大学・学部の設置認可制の見直しと届出制の導入、基準の一覧性を高
め、明確化を図る観点から、審議会内規において定めていた審査の基準につい
て、告示以上の法令に規定するとともに、審議会内規を廃止

教員組織に関する規定の明確化（組織的な連携体制・責任の所在）と弾力化（講
座制・学科目制に関する規定削除）、専任教員数等の規定明確化

校地・校舎自己所有要件弾力化の全国化

学部等の人材養成の目的・教育研究上の目的の制定及び公表義務化、単位の
計算方法の明確化、FD義務化、シラバスの作成・成績評価基準明示の義務化

共同教育課程の制度化

キャリア教育実施の義務化

教員と事務職員等の連携及び協働の規定追加

SDの義務化

工学系の「課程制」導入、専門職大学の新設

「学部等連係課程」の導入、実務家教員の活用促進、履修証明プログラムへの単位付与導入

大学等連携推進法人、連携開設科目の導入

【大幅な大学設置基準改正】総則等理念規定の明確化、教育研究実施組織等、
基幹教員制度、指導補助者、多様な授業期間設定、単位の計算方法等、卒業要
件の明確化、校地、校舎等の施設及び設備の規制緩和等、教育課程等に係る
特例制度

取材・文／児山雄介、本間学

大
学
設
置
に
あ
た
っ
て
求
め
ら
れ

る
必
要
最
低
の
基
準
を
定
め
た
省
令
。

　大
学
の
設
置
、
運
営
に
係
る
法
令
は

各
種
あ
り
【
図
表
1
】、こ
の
う
ち
「
大

学
設
置
基
準
」
は
、
大
学
を
設
置
す
る

た
め
の
〝
必
要
な
最
低
の
基
準
〞
を
定

め
た
文
科
省
の
省
令
だ
。
大
学
と
い
う

学
校
制
度
に
つ
い
て
定
め
た
法
律
「
学

校
教
育
法
」
で
は
第
3
条
で
「
学
校
を

設
置
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
学
校
の
種

類
に
応
じ
、
文
部
科
学
大
臣
の
定
め
る

設
備
、
編
制
そ
の
他
に
関
す
る
設
置
基

準
に
従
い
、
こ
れ
を
設
置
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
」
と
さ
れ
て
お
り
、
こ
こ
で

い
う
「
設
置
基
準
」
が
大
学
設
置
基
準

を
指
し
て
い
る
。
よ
っ
て
大
学
は
、「
教

育
研
究
上
の
基
本
組
織
」
や
「
教
員
の

資
格
」「
収
容
定
員
」「
教
育
課
程
」「
卒

業
の
要
件
等
」「
校
地
、校
舎
等
の
施
設
・

設
備
」
な
ど
の
設
置
基
準
を
下
回
ら
な

＊文部科学省公表の資料を基にBetween編集部にて作成

＊文部科学省資料を基にBetween編集部でまとめ

そ
も
そ
も
大
学
設
置
基
準
と
は
？

大
学
設
置
基
準
改
正
の
コ
コ
が
わ
か
ら
な
い
！
Q

【図表2】高等教育政策と大学設置基準改正の流れ  【図表1】大学にまつわる主な法令 

法律
（国会で
決定）

種類

教育基本法

学校教育法

国立大学
法人法

地方独立行政
法人法

私立学校法

大学設置基準

い
よ
う
に
運
営
し
、
そ
の
水
準
の
向
上

に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

中
教
審
の
答
申
を
具
現
化
す
る
た

め
に
改
正
さ
れ
た
。

大
学
設
置
基
準
が
制
定
さ
れ
た
の
は

1
9
5
6
年
。
そ
れ
以
降
、
時
代
の
変

化
と
中
教
審
の
答
申
等
を
反
映
し
、
改

正
を
繰
り
返
し
て
き
た
。
そ
の
た
め
、

制
度
の
理
解
度
が
各
自
で
異
な
る
こ
と

も
多
い
。「
建
設
的
な
議
論
の
た
め
に

は
、
ま
ず
、
構
成
員
の
認
識
を
あ
る
程

度
揃
え
て
お
く
必
要
が
あ
る
。そ
の
際
、

改
正
事
項
を
ミ
ク
ロ
で
は
な
く
、
マ
ク

ロ
で
押
さ
え
た
ほ
う
が
理
解
し
や
す

い
」（
宮
林
氏
）。【
図
表
2
】
は
、
こ

れ
ま
で
の
改
正
の
流
れ
を
中
教
審
等
の

動
き
と
合
わ
せ
て
年
表
化
し
た
も
の

だ
。例
え
ば
、１
９
９
１
年
の「
大
綱
化
」

で
は
、「
不
透
明
な
時
代
で
は
、
試
行

錯
誤
し
な
が
ら
教
育
研
究
の
発
展
を
図

る
た
め
規
制
緩
和
を
」
と
い
う
答
申
の

も
と
、
大
幅
な
規
制
緩
和
（
大
綱
化
）

が
行
わ
れ
、
科
目
区
分
や
区
分
ご
と
の

最
低
修
得
単
位
数
な
ど
が
廃
止
に
な
っ

法令等 大学に関する主な規定事項

文科大臣
が決定

省令
（文科大臣
が決定）

【学位の要件や授与の手続き】要件／種類／名称／手続等

具体的な基準等に関する決定事項を示すこと

施行通知・解釈通知、ガイドライン等の連絡

学位規則

告示

通知等

【設置するうえでの最低基準】総則関係（趣旨、目的、入学者選抜等）
／学内組織等（基本組織〈学部等〉、教職員関係、研修、基幹教員関係、

教員資格／収容定員／施設等関係（校地面積、校舎面積、施設・設備

等）／教育課程等（教育課程の編成方針・方法、単位制度、授業期間、

授業を行う学生数、授業の方法〈遠隔授業等〉、単位授与、卒業要件、単

位認定、長期履修、科目等履修、履修証明制度、特例等〈学部等連係、

共同教育課程、ジョイントディグリー他〉、教育課程等の特例制度等

【教育の理念や原則】学校の設置者／学校教育や大学、私立学校の役割等

【学校制度】学校の範囲／設置者／設置基準／設置廃止等の認可…大
学の目的／学部／修業年限／入学資格／学位／教職員／認証評価etc.

【国立大学法人の設置、組織、運営】評価委員会／役員及び職員
／経営協議会／業務／大学共同利用機関法人／中期目標／財務及

び会計／指定国立大学法人等etc.

【私立大学の設置、経営】理事会／監事／評議員会／役員の選任
／賠償責任／中期計画／財務情報／会計年度etc.

【公立大学の設置、経営】名称／理事長・教員の任命／学長／経営
審議機関、教育研究審議機関／中期目標／認証評価／設立認可etc.
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主な大学設置基準等の改正の例主な関連する中教審答申等や報告書、各団体の提言等和暦

不透明な時代では試行錯誤しながら教育研究の発展を
図っていくため基準は可能な限り緩やかなほうが望ましい

基準は設置審査の最低基準という観点から、
基準の一覧性を高め、明確化を図る

時代に即したものとして、時代の変化や情報技術の進歩、
教育研究の進展を踏まえ抜本的に見直す必要

な
ぜ
改
正
？

基
幹
教
員
と
専
任
教
員
の
違
い
は
？

Q.

大
学
設
置
基
準
と
は
？

A

Q.

改
正
の
経
緯
や
背
景
は
？

A

1
9
9
1
年
の「
大
綱
化
」、2
0
0
3
年
の「
準
則
主
義
化
」以
来
の
大
幅
な
改
正
に
至
っ
た
背
景
や
そ
の
意
図
、従
来
の
制
度
と
の
違
い
は
何
か
。

多
く
の
大
学
の
疑
問
に
答
え
る
形
で
読
み
解
い
て
み
た
。

&
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た
。2
0
0
3
年
の
準
則
主
義
化
で
は
、

最
低
限
必
要
な
客
観
的
基
準
に
再
整
理

さ
れ
、届
出
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。

　こ
れ
ら
連
綿
と
続
く
「
多
様
で
特
色

あ
る
教
育
を
促
す
」
規
制
緩
和
の
流
れ

の
下
、
今
回
の
改
正
の
発
端
と
な
っ
た

の
が
、
2
0
1
8
年
の
グ
ラ
ン
ド
デ

ザ
イ
ン
答
申
だ
。「
時
代
の
変
化
や
情

報
技
術
の
進
歩
、
大
学
教
育
の
進
展
を

踏
ま
え
、（
中
略
）
抜
本
的
に
見
直
す

必
要
が
あ
る
」
と
の
提
言
を
受
け
、
質

保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
で
審
議
を
重
ね
、

今
般
の
改
正
に
至
っ
た
が
、
実
は
そ
の

前
に
、基
幹
教
員
制
度
の
布
石
と
な
る
、

学
科
を
超
え
た
教
員
編
制
が
可
能
な

「
工
学
系
の
課
程
制
」（
２
０
１
８
年
）

や
、
教
員
が
他
学
部
と
の
兼
務
可
能
な

「
学
部
等
連
係
課
程
」（
２
０
１
９
年
）

も
導
入
さ
れ
て
い
る
。

　改
正
の
狙
い
は
、
一
言
で
言
う
と
、

文
科
省
資
料
の
副
題
に
も
な
っ
て
い
る

「
学
修
者
本
位
の
大
学
教
育
の
実
現
」

の
た
め
。
よ
っ
て
改
正
の
キ
ー
コ
ン
セ

プ
ト
は
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
質
化
だ

【
図
表
３
】。学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
本
来
、

3
ポ
リ
シ
ー
を
基
に
編
成
さ
れ
、
内
部

質
保
証
に
よ
り
教
育
研
究
の
不
断
の
見

直
し
が
行
わ
れ
る
も
の
だ
が
、
そ
の
実

質
化
が
十
分
で
な
い
現
状
が
あ
る
。
文

科
省
は
、
今
回
の
改
正
を
機
に
「
３
P

の
再
検
討
も
求
め
ら
れ
て
い
る
」
と
し

て
い
る
。
実
際
、
今
回
取
材
し
た
桐
蔭

横
浜
大
学
は
、「
大
学
全
体
の
ユ
ニ
バ
ー

シ
テ
ィ
・
ポ
リ
シ
ー
」
を
策
定
し
、
神

田
外
語
大
学
は
、「
D
P
を
見
直
し
カ

リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
や
質
保
証
へ
の
取
り

組
み
を
強
化
」
し
て
い
る
。
新
基
準
に

は
、
大
学
団
体
や
有
識
者
、
産
業
界
の

意
見
、
閣
議
決
定
な
ど
も
反
映
さ
れ
て

お
り
、
各
大
学
が
学
修
者
本
位
の
教
育

に
転
換
で
き
る
か
否
か
は
、
日
本
全
体

の
関
心
事
で
あ
る
と
言
え
る
。

規
制
緩
和
に
よ
り
大
学
の
裁
量
が

拡
大
。
問
わ
れ
る
教
育
へ
の
姿
勢
。

　今
回
の
改
正
の
特
徴
は
、
大
幅
な
規

制
緩
和
に
よ
る
変
更
点
が
多
い
こ
と

【
図
表
４
】。
以
下
、
主
な
変
更
点
を
見

て
い
く
。

「
総
則
」
に
関
し
て
は
３
P
に
基
づ

く
教
育
課
程
の
編
成
等
や
自
己
点
検
・

評
価
、
認
証
評
価
の
結
果
を
踏
ま
え
た

不
断
の
見
直
し
を
行
う
旨
が
明
確
化
さ

れ
た
。

「
学
内
組
織
等
」
と
「
教
員
関
係
」

で
は
、
大
き
な
変
更
が
3
つ
あ
る
。
1

つ
目
は
、
別
々
に
設
け
て
い
た
教
員
組

織
と
事
務
組
織
や
、厚
生
補
導
の
組
織
、

教
職
協
働
の
規
定
の
一
体
化
。
教
育
研

究
活
動
か
ら
、
課
外
活
動
を
含
む
厚
生

補
導
は
、
教
職
協
働
に
よ
る
「
教
育
研

究
実
施
組
織
」
で
関
わ
る
こ
と
が
定
め

ら
れ
た
。
文
科
省
の
解
説
で
は
、
こ
れ

は
新
た
な
部
署
を
つ
く
る
こ
と
で
は
な
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＊1 「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」中央教育審議会

＊文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）、同解説動画を基にBetween編集部で作成（一部省略）

※色文字は改正箇所 【図表3】文部科学省が解説する「大学設置基準改正の背景について」【図表4】大学設置基準の改正前後の違いと主な変更点
今回の大学設置基準等の改正は、３ポリシーに基づく「学位プログラム」の編成とそれを基礎
とした「内部質保証」による教育研究活動の不断の見直しの考え方を根幹としています。

分類 改正前 改正後 主な変更点

大学教育の充実に向けたPDCAサイクルの確立

①卒業認定・学位授与の方針
（ディプロマ・ポリシー）

３つのポリシーに基づく大学教育の実践に係る基本要素
【大学教育の実践に係る基本要素】

教育課程教育研究資源

各大学の教育理念を踏まえ、一貫性あるものとして策定

②教育課程編成・実施の方針
（カリキュラム・ポリシー）

③入学者受入れの方針
（アドミッション・ポリシー）

大学教育の質的転換

内部質保証を通じた
教育研究活動の不断の見直し

３つのポリシーに基づく
【学位プログラム】の編成

【学位プログラム】を
基礎とした内部質保証の取組

施設設備の機能性に着目した一般化
○校地（空地）の教員と学生等の交流の場とし
ての役割の明確化　○運動場や体育館のス
ポーツ施設、講堂、厚生補導施設について、必
要に応じ設ける施設として一般化　○校舎等
について、教室や研究室等の必要な施設を列
記しつつ一般化　○「図書」「雑誌」等を電子
化やＩＴ化を踏まえた規定に再整理

多様で柔軟な教育課程編成
○教育課程の編成等の組織的な教育への参
画・責任性の明確化（基幹教員）　○指導補
助者の活用の明確化による組織的な教育の
実践　○単位制度の時間の大括り化や標準時
間性の明確化など単位制度運用の柔軟化　
○教育課程等に係る特例制度の創設

教職員の一体的な連携体制

◯教員及び事務職員等相互の適切な役割分
担の下での協働や組織的な連携体制を確保、
教育研究に係る責任の所在の明確化（教育
研究実施組織）　◯厚生補導・事務組織にお
ける教員参加や機能の明確化

学位を取得させ
るに当たり、当該
学位のレベルと
分野に応じて達
成すべき能力を
明示し、それを修
得させるように体
系的に設計した
教育プログラム

        改正のキーコン
セプトは、学位プログラ
ム。学位プログラムは、
３つのポリシーに基づ
いて編成されるもので
あり、内部質保証は、
学位プログラムを基礎
として行われるべきこと
を、理念上明確にする
こと、「内部質保証に
よる教育研究活動の
不断の見直し」が求め
られることを理念上明
確にすることが改正全
体の根幹。

        教育課程につ
いては、各大学等の
人材養成目的に沿っ
て策定したディプロ
マ・ポリシーに基づい
て、カリキュラム・ポリ
シーを策定し、これに
基づき、個々の授業
科目を設定することが
求められている。設置
認可審査においても、
それぞれの項目間で
の関連性、整合性等
も踏まえた確認・指摘
がなされる。

       2017年度より、
３ポリシーの設定が法
令上義務となったが、
これらに基づく教育の
実質化は必ずしも十
分ではないという指摘
もあり、改正を機に、３
ポリシーの再検討も
求められている。

＊文部科学省「令和4年度大学世知基準の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）、同解説動画を基にBetween編集部で作成

趣旨／教育研究上の目的／入学者選抜等：第1条～第2条の３

専任教員　専任教員数：第12条～第13条

授業科目担当：第10条

教員資格：第13条の２～第17条

他の必置施設等（校舎等施設、運動場、体育館、図
書館、機械・器具等）：第34条～第36条、第38条～
第40条

単位制度（1単位45時間、講義・演習15時間～30
時間、実験、実習・実技30時間～45時間等）：第21
条の2

▶認証評価で、「基幹教員数や個々の基幹教員の
学位、教育・研究業績、経歴、所属、教育課程の編成
その他の学部運営への参画状況、担当科目（主要／
主要以外、単位数）など」を確認

設置後の組織（大学、学部等）の運営：自己点検・評
価、認証評価（法令適合性の確認含む）、情報公表
（義務及び奨励）

新たな組織（大学、学部等）の設置：上記基準の各
規定や関係法令等の適合可否について、設置認可
審査や設置計画履行状況等調査（AC）を実施

施設・設備等（校地＜教員・学生同士の交流等＞、運動
場等＜必要に応じ設置＞、校舎＜教室、研究室、図書
館、医務室、事務室その他必要な施設＞、その他設備等
＜機械・器具等＞：第34条～第36条、第38条～第
40条 

教育課程の編成方針・方法：第1条の３、第19条～第
20条

設置後の組織（大学、学部等）の運営：自己点検・評
価、認証評価（法令適合性の確認含む）、情報公表
（義務及び奨励）

新たな組織（大学、学部等）の設置：上記基準の各
規定や関係法令等の適合可否について、設置認可
審査や設置計画履行状況等調査等（AC）を実施

▶教育研究活動から、課外活動を含む厚生補導に教
職協働で関わる仕組みを整備する

▶担当教員だけでなく、チームに加わって授業運営を行
う、TA・SA等に対する研修の義務化
▶基幹教員＝定義は〇学部所属ではなく、その学位
プログラムに責任を持つという要件に　
▶複数の大学・学部でも必要最低教員数に1／４まで
参入が可能に

▶校地（空地）＝教員と学生、学生同士の交流の場と規定
▶運動場などは必ず設けなくてもよい 
▶図書館の整備資料は電子ジャーナルも対象に、閲
覧室等は必ず設けなくてもよい

▶３ポリシーに基づく教育課程の編成等や自己点検・評価、
認証評価の結果を踏まえた不断の見直しを行うことを明確化

▶1単位に必要な授業方法別の授業時間数は自由に
決めてよい※1単位＝授業外学修も含め45時間は維
持※医療関係職種養成所や教職課程は別途規定あり

▶授業期間は大学の判断で、10週や15週以外の多
様な期間に設定可能に

▶厳密に丸4年間の在籍を求めるものではないことを
明確化

▶内部質保証が機能していること等を前提に、申請し
認定されれば、12の特例対象規定によらない先導的
な取り組みが可能（学位プログラム単位）

単位制度（1単位45時間標準、講義・演習・実験・実
習・実技：おおむね15～45時間等）：第21条の２

教育課程の編成方針・方法：第19条～第20条

趣旨／教育研究上の目的／入学者選抜等：第1条～第2条の2総則関係

基本組織（学部等）：第3条～第6条

教職員関係（教育研究実施組織／
厚生補導組織／大学運営組織）：第7条

研修（FD・SD・指導補助者）：第11条

授業科目担当（基幹教員定義）：第8条

基幹教員数：第10条、別表第1・２

教員資格：第12条～第17条

校地面積：第37条 

校舎面積：第37条の２

授業期間
（1年35週／８・10・15週その他適切な期間）：第22条～第23条

卒業要件（124単位以上＋大学が定める要件／
遠隔60単位上限）：第32条

単位授与（試験、その他適切な方法）：第27条  ▶試験以外の評価方法でも単位認定できることを明確化

単位認定（他大学、学校外学修、入学前修得）：第27条の3～第30条

長期履修、科目等履修、履修証明制度：第30条の2～第31条

特例等（学部等連係、共同教育課程、ジョイントディグリー他）
：第41条、第43条～第49条、第50条～第56条

教育課程等の特例制度（新設）等：第57条

授業を行う学生数：第24条 

授業の方法（遠隔授業等）：第25条 

学内組織等

総則関係

教員関係

収容定員

施設等関係

教育課程等

事前規制

事後チェック

校地面積：第37条

校舎面積：第37条の２

授業期間（1年35週、10・15週原則）：第22条～第23条

授業を行う学生数：第24条

授業の方法（遠隔授業等）：第25条

卒業要件
（4年以上、124単位以上／遠隔60単位上限）：第32条

単位授与（試験）：第27条

単位認定（他大学、学校外学修、入学前修得）：第27条の3～第30条

長期履修、科目等履修、履修証明制度：第30条の2～第31条

特例等（学部等連係課程、共同教育課程、ジョイントディグリー
他）：第42条の3の2、第43条～第49条、第50条～第56条

収容定員（必要となる教育資源を算定）：第18条収容定員（必要となる教育資源を算定）：第18条

基本組織（学部等）：第3条～第6条

教員組織：第7条

事務組織：第41条他

研修（FD・SD）：第25条の３、第42条の３

授業科目担当：第10条
学内
組織等

く
、「
し
く
み
」
を
指
し
て
い
る
こ
と

に
注
意
。
2
つ
目
は
、
T
A
・
S
A
の

授
業
分
担
の
拡
大
だ
。
併
せ
て
研
修
も

義
務
化
さ
れ
て
い
る
。
3
つ
目
は
、「
一

の
大
学
に
限
り
、
専
ら
当
該
大
学
に
従

事
」
と
い
う
専
任
教
員
制
度
が
、「
学

位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責
任
を
持
つ
」
基
幹

教
員
制
度
に
改
め
ら
れ
、
か
つ
常
勤
以

外
の
教
員
も
必
要
最
低
教
員
数
に
算
入

可
能
に
な
っ
た
。「
施
設
等
関
係
」で
は
、

運
動
場
等
は
必
ず
設
け
な
く
て
も
よ
く

な
り
、
図
書
館
の
資
料
は
電
子
ジ
ャ
ー

ナ
ル
も
対
象
に
な
っ
た
。

「
教
育
課
程
等
」
の
主
な
変
更
点
は

６
つ
。
1
つ
目
は
編
成
方
針
・
方
法
に

つ
い
て
、
３
P
に
基
づ
く
編
成
、
自
己

点
検
・
評
価
、
認
証
評
価
の
結
果
を
踏

ま
え
た
不
断
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
が

明
確
化
さ
れ
た
こ
と
。
教
学
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
が
実
質
義
務
化
さ
れ
た
と
言
え

る
。
2
つ
目
は
、
単
位
の
計
算
方
法
の

変
更
だ
。「
１
単
位
あ
た
り
標
準
45
時

間
の
学
修
を
必
要
」は
変
わ
ら
な
い
が
、

授
業
方
法
別
の
時
間
数
は
大
学
が
自
由

に
決
め
て
よ
い
。
３
つ
目
と
し
て
、
授

業
期
間
も
大
学
の
判
断
に
よ
り
、10
週
、

15
週
以
外
の
多
様
な
期
間
を
設
定
で
き

る
よ
う
に
な
っ
た
。
4
つ
目
は
卒
業
要

件
。「
1
2
4
単
位
以
上
を
修
得
す
る

こ
と
の
ほ
か
、
大
学
が
定
め
る
こ
と
と

す
る
」
と
変
更
さ
れ
、
厳
密
に
丸
4
年

間
の
在
籍
が
求
め
ら
れ
る
も
の
で
は
な

く
な
っ
た
。
５
つ
目
は
、
単
位
の
授
与

が
、
試
験
以
外
の
方
法
で
も
認
定
で
き

る
こ
と
を
明
確
に
し
た
こ
と
。
そ
し
て

6
つ
目
は
、「
特
例
制
度
」
の
新
設
だ
。

こ
れ
は
、
大
学
が
挑
戦
し
た
い
新
し
い

教
育
が
あ
っ
て
も
、
設
置
基
準
が
ネ
ッ

ク
に
な
る
場
合
、
申
請
し
認
定
さ
れ
れ

ば
、
基
準
を
超
え
た
取
り
組
み
が
可
能

に
な
る
制
度
だ
。
な
お
、「
事
後
チ
ェ
ッ

ク
」
で
は
、
認
証
評
価
に
お
い
て
基
幹

教
員
制
度
の
こ
と
な
ど
は
チ
ェ
ッ
ク
さ

れ
る
よ
う
に
な
る
。
巻
頭
の
宮
林
氏
の

言
葉
を
借
り
れ
ば
、「
リ
ソ
ー
ス
が
乏

し
く
て
も
ア
イ
デ
ア
さ
え
あ
れ
ば
ゲ
ー

ム
チ
ェ
ン
ジ
ャ
ー
に
な
れ
る
好
機
」
と

言
え
る
こ
の
大
幅
な
変
更
点
の
う
ち
、

多
く
の
大
学
の
関
心
が
高
い
「
基
幹
教

員
制
度
」「
教
育
研
究
実
施
組
織
」「
特

例
制
度
」「
認
証
評
価
」
に
つ
い
て
は
、

P・
18
よ
り
詳
し
く
解
説
す
る
。

経
過
措
置
は
あ
る
が
、
今
後
の
設

置
等
認
可
の
申
請
や
届
出
は
、
全
学
で

新
基
準
が
適
用
。

　対
象
は
大
学
だ
け
で
な
く
、
短
大
、

専
門
職
大
学
、
専
門
職
短
期
大
学
、
大

学
院
、
専
門
職
大
学
院
、
高
専
も
含
む
。

そ
し
て
、
設
置
等
の
認
可
申
請
や
届
出

を
す
る
場
合
は
、
既
存
学
部
を
含
め
全

学
に
適
用
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
２

０
２
４
年
度
開
設
ま
で
の
設
置
等
の
認

可
申
請
や
届
出
に
つ
い
て
は
、
新
旧
い

ず
れ
の
基
準
で
も
選
択
で
き
た
が
、
２

０
２
５
年
度
以
降
に
つ
い
て
は
、
新
基

準
が
一
律
に
適
用
さ
れ
る
。
な
お
、
経

過
措
置
と
し
て
、
設
置
等
の
認
可
申
請

や
届
出
が
な
い
場
合
は
、
旧
基
準
の
ま

ま
で
も
運
営
可
能
だ
【
図
表
５
】。

2
0
2
4
年
度
設
置
等
で
新
基
準

を
適
用
し
て
申
請
し
た
大
学
は
５
大
学
。

現
時
点
で
は
網
羅
的
な
把
握
は
さ
れ

て
い
な
い
が
、
2
0
2
4
年
度
に
設
置

等
を
す
る
に
あ
た
り
、
新
基
準
を
適
用

し
て
申
請
し
た
大
学
は
あ
る【
図
表
５
】。

改
組
、
も
し
く
は
基
幹
教
員
制
度

導
入
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
考
え
ら
れ
る
。

　2
0
2
5
年
度
以
降
設
置
等
の
申
請

や
届
出
を
す
る
場
合
は
、
自
動
的
に
適

用
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
そ
れ
以
外
の

場
合
は
、「
既
存
組
織
外
の
教
員
を
１

／
４
ま
で
必
要
最
低
教
員
数
に
カ
ウ
ン

ト
で
き
る
基
幹
教
員
制
度
を
活
用
す
る

な
ど
、
教
員
組
織
の
大
胆
な
見
直
し
を

図
り
た
い
と
き
な
ど
」（
宮
林
氏
）
が

あ
ろ
う
。
例
え
ば
大
阪
電
気
通
信
大
学

は
、
２
０
２
４
年
度
よ
り
数
年
連
続
で

学
部
開
設
と
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
の
予

定
が
あ
る
た
め
、
２
０
２
４
年
度
か
ら

新
基
準
を
適
用
す
る
。
桐
蔭
横
浜
大
学

で
は
、ま
ず
、「
学
部
等
連
係
課
程
制
度
」

を
利
用
し
て
学
環
を
つ
く
り
、
基
幹
教

員
制
度
に
向
け
て
、
異
な
る
学
部
の
教

員
兼
務
や
連
携
体
制
を
整
え
て
い
る
。

　ま
ず
は
、
背
景
や
経
緯
を
含
め
、

新
基
準
に
つ
い
て
全
学
で
勉
強
会
を
。

　今
般
の
改
正
は
「
2
0
4
0
年
に

向
け
た
高
等
教
育
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ

ン
（
答
申
）」
が
契
機
の
一
つ
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
ど
う
「
対
応
」「
活
用
」

す
る
か
は
、
中
長
期
的
な
経
営
視
点
で

考
え
よ
う
。「
教
務
だ
け
」「
幹
部
だ
け
」

の
話
に
と
ど
め
ず
、
全
学
で
議
論
し
、

中
期
計
画
に
反
映
さ
せ
る
た
め
に
も
、

教
育
の
当
事
者
で
あ
る
現
場
の
教
職
員

も
含
め
て
、
新
基
準
を
正
し
く
理
解
す

る
こ
と
か
ら
始
め
た
い
。【
図
表
6
】

に
は
、
取
材
先
の
意
見
を
基
に
新
基
準

の
建
設
的
な
活
用
に
向
け
た
進
め
方
を

５
つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
ま
と
め
た
の
で
、

参
考
に
さ
れ
た
い
。

　時
代
の
変
化
、
社
会
ニ
ー
ズ
に
即
し

た
教
育
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
は
今
後
、
間

違
い
な
く
求
め
ら
れ
る
。
直
近
で
改
組

を
計
画
し
て
い
な
く
と
も
、
学
内
で
活

用
を
協
議
し
て
お
く
必
要
は
あ
る
。

組織運営

人材養成
目的

教員
（数、教員資格）

学術資料
（図書等）

教育研究環境
（教室、研究室等） ＤＰ ＣＰ 授業

科目

基本組織（学部等）

大学
事務組織 教員組織

学位プログラム

人材養成目的

設置基準第2条
（教育研究上の目的）

設置基準第４章
（教員資格）

設置基準第13条（専任教員数）

設置基準第10条
（授業科目担当）

設置基準第19条
（教育課程編成方針）

【設置認可審査における確認（イメージ）】

教育課程 授業科目 専任教員 専任教員数

資格審査

学生が身に付けるべき資質・能力の明確化
＜PDCAサイクルの起点＞

体系的で組織的な教育活動の展開のための教育課程
編成、教育内容・方法、学修成果の評価方法の明確化

入学者に求める学力の明確化、
具体的な入学者選抜方法の明示

・生涯学び続け、主体的に考える力を持ち、未来を切り拓いていく人材を育成する大学教育の実現
・大学教育の「入口」から「出口」までを一貫したものとして構築し、高等学校や産業界をはじめ広く社会に発信

大
学
設
置
に
あ
た
っ
て
求
め
ら
れ

る
必
要
最
低
の
基
準
を
定
め
た
省
令
。

　大
学
の
設
置
、
運
営
に
係
る
法
令
は

各
種
あ
り
【
図
表
1
】、こ
の
う
ち
「
大

学
設
置
基
準
」
は
、
大
学
を
設
置
す
る

た
め
の
〝
必
要
な
最
低
の
基
準
〞
を
定

め
た
文
科
省
の
省
令
だ
。
大
学
と
い
う

学
校
制
度
に
つ
い
て
定
め
た
法
律
「
学

校
教
育
法
」
で
は
第
3
条
で
「
学
校
を

設
置
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
学
校
の
種

類
に
応
じ
、
文
部
科
学
大
臣
の
定
め
る

設
備
、
編
制
そ
の
他
に
関
す
る
設
置
基

準
に
従
い
、
こ
れ
を
設
置
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
」
と
さ
れ
て
お
り
、
こ
こ
で

い
う
「
設
置
基
準
」
が
大
学
設
置
基
準

を
指
し
て
い
る
。
よ
っ
て
大
学
は
、「
教

育
研
究
上
の
基
本
組
織
」
や
「
教
員
の

資
格
」「
収
容
定
員
」「
教
育
課
程
」「
卒

業
の
要
件
等
」「
校
地
、校
舎
等
の
施
設
・

設
備
」
な
ど
の
設
置
基
準
を
下
回
ら
な

い
よ
う
に
運
営
し
、
そ
の
水
準
の
向
上

に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

中
教
審
の
答
申
を
具
現
化
す
る
た

め
に
改
正
さ
れ
た
。

大
学
設
置
基
準
が
制
定
さ
れ
た
の
は

1
9
5
6
年
。
そ
れ
以
降
、
時
代
の
変

化
と
中
教
審
の
答
申
等
を
反
映
し
、
改

正
を
繰
り
返
し
て
き
た
。
そ
の
た
め
、

制
度
の
理
解
度
が
各
自
で
異
な
る
こ
と

も
多
い
。「
建
設
的
な
議
論
の
た
め
に

は
、
ま
ず
、
構
成
員
の
認
識
を
あ
る
程

度
揃
え
て
お
く
必
要
が
あ
る
。そ
の
際
、

改
正
事
項
を
ミ
ク
ロ
で
は
な
く
、
マ
ク

ロ
で
押
さ
え
た
ほ
う
が
理
解
し
や
す

い
」（
宮
林
氏
）。【
図
表
2
】
は
、
こ

れ
ま
で
の
改
正
の
流
れ
を
中
教
審
等
の

動
き
と
合
わ
せ
て
年
表
化
し
た
も
の

だ
。例
え
ば
、１
９
９
１
年
の「
大
綱
化
」

で
は
、「
不
透
明
な
時
代
で
は
、
試
行

錯
誤
し
な
が
ら
教
育
研
究
の
発
展
を
図

る
た
め
規
制
緩
和
を
」
と
い
う
答
申
の

も
と
、
大
幅
な
規
制
緩
和
（
大
綱
化
）

が
行
わ
れ
、
科
目
区
分
や
区
分
ご
と
の

最
低
修
得
単
位
数
な
ど
が
廃
止
に
な
っ

Q.

改
正
で
何
が
変
わ
る
？

A

＊1

解説

解説

解説
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た
。2
0
0
3
年
の
準
則
主
義
化
で
は
、

最
低
限
必
要
な
客
観
的
基
準
に
再
整
理

さ
れ
、届
出
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。

　こ
れ
ら
連
綿
と
続
く
「
多
様
で
特
色

あ
る
教
育
を
促
す
」
規
制
緩
和
の
流
れ

の
下
、
今
回
の
改
正
の
発
端
と
な
っ
た

の
が
、
2
0
1
8
年
の
グ
ラ
ン
ド
デ

ザ
イ
ン
答
申
だ
。「
時
代
の
変
化
や
情

報
技
術
の
進
歩
、
大
学
教
育
の
進
展
を

踏
ま
え
、（
中
略
）
抜
本
的
に
見
直
す

必
要
が
あ
る
」
と
の
提
言
を
受
け
、
質

保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
で
審
議
を
重
ね
、

今
般
の
改
正
に
至
っ
た
が
、
実
は
そ
の

前
に
、基
幹
教
員
制
度
の
布
石
と
な
る
、

学
科
を
超
え
た
教
員
編
制
が
可
能
な

「
工
学
系
の
課
程
制
」（
２
０
１
８
年
）

や
、
教
員
が
他
学
部
と
の
兼
務
可
能
な

「
学
部
等
連
係
課
程
」（
２
０
１
９
年
）

も
導
入
さ
れ
て
い
る
。

　改
正
の
狙
い
は
、
一
言
で
言
う
と
、

文
科
省
資
料
の
副
題
に
も
な
っ
て
い
る

「
学
修
者
本
位
の
大
学
教
育
の
実
現
」

の
た
め
。
よ
っ
て
改
正
の
キ
ー
コ
ン
セ

プ
ト
は
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
質
化
だ

【
図
表
３
】。学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
本
来
、

3
ポ
リ
シ
ー
を
基
に
編
成
さ
れ
、
内
部

質
保
証
に
よ
り
教
育
研
究
の
不
断
の
見

直
し
が
行
わ
れ
る
も
の
だ
が
、
そ
の
実

質
化
が
十
分
で
な
い
現
状
が
あ
る
。
文

科
省
は
、
今
回
の
改
正
を
機
に
「
３
P

の
再
検
討
も
求
め
ら
れ
て
い
る
」
と
し

て
い
る
。
実
際
、
今
回
取
材
し
た
桐
蔭

横
浜
大
学
は
、「
大
学
全
体
の
ユ
ニ
バ
ー

シ
テ
ィ
・
ポ
リ
シ
ー
」
を
策
定
し
、
神

田
外
語
大
学
は
、「
D
P
を
見
直
し
カ

リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
や
質
保
証
へ
の
取
り

組
み
を
強
化
」
し
て
い
る
。
新
基
準
に

は
、
大
学
団
体
や
有
識
者
、
産
業
界
の

意
見
、
閣
議
決
定
な
ど
も
反
映
さ
れ
て

お
り
、
各
大
学
が
学
修
者
本
位
の
教
育

に
転
換
で
き
る
か
否
か
は
、
日
本
全
体

の
関
心
事
で
あ
る
と
言
え
る
。

規
制
緩
和
に
よ
り
大
学
の
裁
量
が

拡
大
。
問
わ
れ
る
教
育
へ
の
姿
勢
。

　今
回
の
改
正
の
特
徴
は
、
大
幅
な
規

制
緩
和
に
よ
る
変
更
点
が
多
い
こ
と

【
図
表
４
】。
以
下
、
主
な
変
更
点
を
見

て
い
く
。

「
総
則
」
に
関
し
て
は
３
P
に
基
づ

く
教
育
課
程
の
編
成
等
や
自
己
点
検
・

評
価
、
認
証
評
価
の
結
果
を
踏
ま
え
た

不
断
の
見
直
し
を
行
う
旨
が
明
確
化
さ

れ
た
。

「
学
内
組
織
等
」
と
「
教
員
関
係
」

で
は
、
大
き
な
変
更
が
3
つ
あ
る
。
1

つ
目
は
、
別
々
に
設
け
て
い
た
教
員
組

織
と
事
務
組
織
や
、厚
生
補
導
の
組
織
、

教
職
協
働
の
規
定
の
一
体
化
。
教
育
研

究
活
動
か
ら
、
課
外
活
動
を
含
む
厚
生

補
導
は
、
教
職
協
働
に
よ
る
「
教
育
研

究
実
施
組
織
」
で
関
わ
る
こ
と
が
定
め

ら
れ
た
。
文
科
省
の
解
説
で
は
、
こ
れ

は
新
た
な
部
署
を
つ
く
る
こ
と
で
は
な

9 No.311 8No.311

＊1 「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」中央教育審議会

＊文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）、同解説動画を基にBetween編集部で作成（一部省略）

※色文字は改正箇所 【図表3】文部科学省が解説する「大学設置基準改正の背景について」【図表4】大学設置基準の改正前後の違いと主な変更点
今回の大学設置基準等の改正は、３ポリシーに基づく「学位プログラム」の編成とそれを基礎
とした「内部質保証」による教育研究活動の不断の見直しの考え方を根幹としています。

分類 改正前 改正後 主な変更点

大学教育の充実に向けたPDCAサイクルの確立

①卒業認定・学位授与の方針
（ディプロマ・ポリシー）

３つのポリシーに基づく大学教育の実践に係る基本要素
【大学教育の実践に係る基本要素】

教育課程教育研究資源

各大学の教育理念を踏まえ、一貫性あるものとして策定

②教育課程編成・実施の方針
（カリキュラム・ポリシー）

③入学者受入れの方針
（アドミッション・ポリシー）

大学教育の質的転換

内部質保証を通じた
教育研究活動の不断の見直し

３つのポリシーに基づく
【学位プログラム】の編成

【学位プログラム】を
基礎とした内部質保証の取組

施設設備の機能性に着目した一般化
○校地（空地）の教員と学生等の交流の場とし
ての役割の明確化　○運動場や体育館のス
ポーツ施設、講堂、厚生補導施設について、必
要に応じ設ける施設として一般化　○校舎等
について、教室や研究室等の必要な施設を列
記しつつ一般化　○「図書」「雑誌」等を電子
化やＩＴ化を踏まえた規定に再整理

多様で柔軟な教育課程編成
○教育課程の編成等の組織的な教育への参
画・責任性の明確化（基幹教員）　○指導補
助者の活用の明確化による組織的な教育の
実践　○単位制度の時間の大括り化や標準時
間性の明確化など単位制度運用の柔軟化　
○教育課程等に係る特例制度の創設

教職員の一体的な連携体制

◯教員及び事務職員等相互の適切な役割分
担の下での協働や組織的な連携体制を確保、
教育研究に係る責任の所在の明確化（教育
研究実施組織）　◯厚生補導・事務組織にお
ける教員参加や機能の明確化

学位を取得させ
るに当たり、当該
学位のレベルと
分野に応じて達
成すべき能力を
明示し、それを修
得させるように体
系的に設計した
教育プログラム

        改正のキーコン
セプトは、学位プログラ
ム。学位プログラムは、
３つのポリシーに基づ
いて編成されるもので
あり、内部質保証は、
学位プログラムを基礎
として行われるべきこと
を、理念上明確にする
こと、「内部質保証に
よる教育研究活動の
不断の見直し」が求め
られることを理念上明
確にすることが改正全
体の根幹。

        教育課程につ
いては、各大学等の
人材養成目的に沿っ
て策定したディプロ
マ・ポリシーに基づい
て、カリキュラム・ポリ
シーを策定し、これに
基づき、個々の授業
科目を設定することが
求められている。設置
認可審査においても、
それぞれの項目間で
の関連性、整合性等
も踏まえた確認・指摘
がなされる。

       2017年度より、
３ポリシーの設定が法
令上義務となったが、
これらに基づく教育の
実質化は必ずしも十
分ではないという指摘
もあり、改正を機に、３
ポリシーの再検討も
求められている。

＊文部科学省「令和4年度大学世知基準の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）、同解説動画を基にBetween編集部で作成

趣旨／教育研究上の目的／入学者選抜等：第1条～第2条の３

専任教員　専任教員数：第12条～第13条

授業科目担当：第10条

教員資格：第13条の２～第17条

他の必置施設等（校舎等施設、運動場、体育館、図
書館、機械・器具等）：第34条～第36条、第38条～
第40条

単位制度（1単位45時間、講義・演習15時間～30
時間、実験、実習・実技30時間～45時間等）：第21
条の2

▶認証評価で、「基幹教員数や個々の基幹教員の
学位、教育・研究業績、経歴、所属、教育課程の編成
その他の学部運営への参画状況、担当科目（主要／
主要以外、単位数）など」を確認

設置後の組織（大学、学部等）の運営：自己点検・評
価、認証評価（法令適合性の確認含む）、情報公表
（義務及び奨励）

新たな組織（大学、学部等）の設置：上記基準の各
規定や関係法令等の適合可否について、設置認可
審査や設置計画履行状況等調査（AC）を実施

施設・設備等（校地＜教員・学生同士の交流等＞、運動
場等＜必要に応じ設置＞、校舎＜教室、研究室、図書
館、医務室、事務室その他必要な施設＞、その他設備等
＜機械・器具等＞：第34条～第36条、第38条～第
40条 

教育課程の編成方針・方法：第1条の３、第19条～第
20条

設置後の組織（大学、学部等）の運営：自己点検・評
価、認証評価（法令適合性の確認含む）、情報公表
（義務及び奨励）

新たな組織（大学、学部等）の設置：上記基準の各
規定や関係法令等の適合可否について、設置認可
審査や設置計画履行状況等調査等（AC）を実施

▶教育研究活動から、課外活動を含む厚生補導に教
職協働で関わる仕組みを整備する

▶担当教員だけでなく、チームに加わって授業運営を行
う、TA・SA等に対する研修の義務化
▶基幹教員＝定義は〇学部所属ではなく、その学位
プログラムに責任を持つという要件に　
▶複数の大学・学部でも必要最低教員数に1／４まで
参入が可能に

▶校地（空地）＝教員と学生、学生同士の交流の場と規定
▶運動場などは必ず設けなくてもよい 
▶図書館の整備資料は電子ジャーナルも対象に、閲
覧室等は必ず設けなくてもよい

▶３ポリシーに基づく教育課程の編成等や自己点検・評価、
認証評価の結果を踏まえた不断の見直しを行うことを明確化

▶1単位に必要な授業方法別の授業時間数は自由に
決めてよい※1単位＝授業外学修も含め45時間は維
持※医療関係職種養成所や教職課程は別途規定あり

▶授業期間は大学の判断で、10週や15週以外の多
様な期間に設定可能に

▶厳密に丸4年間の在籍を求めるものではないことを
明確化

▶内部質保証が機能していること等を前提に、申請し
認定されれば、12の特例対象規定によらない先導的
な取り組みが可能（学位プログラム単位）

単位制度（1単位45時間標準、講義・演習・実験・実
習・実技：おおむね15～45時間等）：第21条の２

教育課程の編成方針・方法：第19条～第20条

趣旨／教育研究上の目的／入学者選抜等：第1条～第2条の2総則関係

基本組織（学部等）：第3条～第6条

教職員関係（教育研究実施組織／
厚生補導組織／大学運営組織）：第7条

研修（FD・SD・指導補助者）：第11条

授業科目担当（基幹教員定義）：第8条

基幹教員数：第10条、別表第1・２

教員資格：第12条～第17条

校地面積：第37条 

校舎面積：第37条の２

授業期間
（1年35週／８・10・15週その他適切な期間）：第22条～第23条

卒業要件（124単位以上＋大学が定める要件／
遠隔60単位上限）：第32条

単位授与（試験、その他適切な方法）：第27条  ▶試験以外の評価方法でも単位認定できることを明確化

単位認定（他大学、学校外学修、入学前修得）：第27条の3～第30条

長期履修、科目等履修、履修証明制度：第30条の2～第31条

特例等（学部等連係、共同教育課程、ジョイントディグリー他）
：第41条、第43条～第49条、第50条～第56条

教育課程等の特例制度（新設）等：第57条

授業を行う学生数：第24条 

授業の方法（遠隔授業等）：第25条 

学内組織等

総則関係

教員関係

収容定員

施設等関係

教育課程等

事前規制

事後チェック

校地面積：第37条

校舎面積：第37条の２

授業期間（1年35週、10・15週原則）：第22条～第23条

授業を行う学生数：第24条

授業の方法（遠隔授業等）：第25条

卒業要件
（4年以上、124単位以上／遠隔60単位上限）：第32条

単位授与（試験）：第27条

単位認定（他大学、学校外学修、入学前修得）：第27条の3～第30条

長期履修、科目等履修、履修証明制度：第30条の2～第31条

特例等（学部等連係課程、共同教育課程、ジョイントディグリー
他）：第42条の3の2、第43条～第49条、第50条～第56条

収容定員（必要となる教育資源を算定）：第18条収容定員（必要となる教育資源を算定）：第18条

基本組織（学部等）：第3条～第6条

教員組織：第7条

事務組織：第41条他

研修（FD・SD）：第25条の３、第42条の３

授業科目担当：第10条
学内
組織等

く
、「
し
く
み
」
を
指
し
て
い
る
こ
と

に
注
意
。
2
つ
目
は
、
T
A
・
S
A
の

授
業
分
担
の
拡
大
だ
。
併
せ
て
研
修
も

義
務
化
さ
れ
て
い
る
。
3
つ
目
は
、「
一

の
大
学
に
限
り
、
専
ら
当
該
大
学
に
従

事
」
と
い
う
専
任
教
員
制
度
が
、「
学

位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責
任
を
持
つ
」
基
幹

教
員
制
度
に
改
め
ら
れ
、
か
つ
常
勤
以

外
の
教
員
も
必
要
最
低
教
員
数
に
算
入

可
能
に
な
っ
た
。「
施
設
等
関
係
」で
は
、

運
動
場
等
は
必
ず
設
け
な
く
て
も
よ
く

な
り
、
図
書
館
の
資
料
は
電
子
ジ
ャ
ー

ナ
ル
も
対
象
に
な
っ
た
。

「
教
育
課
程
等
」
の
主
な
変
更
点
は

６
つ
。
1
つ
目
は
編
成
方
針
・
方
法
に

つ
い
て
、
３
P
に
基
づ
く
編
成
、
自
己

点
検
・
評
価
、
認
証
評
価
の
結
果
を
踏

ま
え
た
不
断
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
が

明
確
化
さ
れ
た
こ
と
。
教
学
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
が
実
質
義
務
化
さ
れ
た
と
言
え

る
。
2
つ
目
は
、
単
位
の
計
算
方
法
の

変
更
だ
。「
１
単
位
あ
た
り
標
準
45
時

間
の
学
修
を
必
要
」は
変
わ
ら
な
い
が
、

授
業
方
法
別
の
時
間
数
は
大
学
が
自
由

に
決
め
て
よ
い
。
３
つ
目
と
し
て
、
授

業
期
間
も
大
学
の
判
断
に
よ
り
、10
週
、

15
週
以
外
の
多
様
な
期
間
を
設
定
で
き

る
よ
う
に
な
っ
た
。
4
つ
目
は
卒
業
要

件
。「
1
2
4
単
位
以
上
を
修
得
す
る

こ
と
の
ほ
か
、
大
学
が
定
め
る
こ
と
と

す
る
」
と
変
更
さ
れ
、
厳
密
に
丸
4
年

間
の
在
籍
が
求
め
ら
れ
る
も
の
で
は
な

く
な
っ
た
。
５
つ
目
は
、
単
位
の
授
与

が
、
試
験
以
外
の
方
法
で
も
認
定
で
き

る
こ
と
を
明
確
に
し
た
こ
と
。
そ
し
て

6
つ
目
は
、「
特
例
制
度
」
の
新
設
だ
。

こ
れ
は
、
大
学
が
挑
戦
し
た
い
新
し
い

教
育
が
あ
っ
て
も
、
設
置
基
準
が
ネ
ッ

ク
に
な
る
場
合
、
申
請
し
認
定
さ
れ
れ

ば
、
基
準
を
超
え
た
取
り
組
み
が
可
能

に
な
る
制
度
だ
。
な
お
、「
事
後
チ
ェ
ッ

ク
」
で
は
、
認
証
評
価
に
お
い
て
基
幹

教
員
制
度
の
こ
と
な
ど
は
チ
ェ
ッ
ク
さ

れ
る
よ
う
に
な
る
。
巻
頭
の
宮
林
氏
の

言
葉
を
借
り
れ
ば
、「
リ
ソ
ー
ス
が
乏

し
く
て
も
ア
イ
デ
ア
さ
え
あ
れ
ば
ゲ
ー

ム
チ
ェ
ン
ジ
ャ
ー
に
な
れ
る
好
機
」
と

言
え
る
こ
の
大
幅
な
変
更
点
の
う
ち
、

多
く
の
大
学
の
関
心
が
高
い
「
基
幹
教

員
制
度
」「
教
育
研
究
実
施
組
織
」「
特

例
制
度
」「
認
証
評
価
」
に
つ
い
て
は
、

P・
18
よ
り
詳
し
く
解
説
す
る
。

経
過
措
置
は
あ
る
が
、
今
後
の
設

置
等
認
可
の
申
請
や
届
出
は
、
全
学
で

新
基
準
が
適
用
。

　対
象
は
大
学
だ
け
で
な
く
、
短
大
、

専
門
職
大
学
、
専
門
職
短
期
大
学
、
大

学
院
、
専
門
職
大
学
院
、
高
専
も
含
む
。

そ
し
て
、
設
置
等
の
認
可
申
請
や
届
出

を
す
る
場
合
は
、
既
存
学
部
を
含
め
全

学
に
適
用
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
２

０
２
４
年
度
開
設
ま
で
の
設
置
等
の
認

可
申
請
や
届
出
に
つ
い
て
は
、
新
旧
い

ず
れ
の
基
準
で
も
選
択
で
き
た
が
、
２

０
２
５
年
度
以
降
に
つ
い
て
は
、
新
基

準
が
一
律
に
適
用
さ
れ
る
。
な
お
、
経

過
措
置
と
し
て
、
設
置
等
の
認
可
申
請

や
届
出
が
な
い
場
合
は
、
旧
基
準
の
ま

ま
で
も
運
営
可
能
だ
【
図
表
５
】。

2
0
2
4
年
度
設
置
等
で
新
基
準

を
適
用
し
て
申
請
し
た
大
学
は
５
大
学
。

現
時
点
で
は
網
羅
的
な
把
握
は
さ
れ

て
い
な
い
が
、
2
0
2
4
年
度
に
設
置

等
を
す
る
に
あ
た
り
、
新
基
準
を
適
用

し
て
申
請
し
た
大
学
は
あ
る【
図
表
５
】。

改
組
、
も
し
く
は
基
幹
教
員
制
度

導
入
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
考
え
ら
れ
る
。

　2
0
2
5
年
度
以
降
設
置
等
の
申
請

や
届
出
を
す
る
場
合
は
、
自
動
的
に
適

用
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
そ
れ
以
外
の

場
合
は
、「
既
存
組
織
外
の
教
員
を
１

／
４
ま
で
必
要
最
低
教
員
数
に
カ
ウ
ン

ト
で
き
る
基
幹
教
員
制
度
を
活
用
す
る

な
ど
、
教
員
組
織
の
大
胆
な
見
直
し
を

図
り
た
い
と
き
な
ど
」（
宮
林
氏
）
が

あ
ろ
う
。
例
え
ば
大
阪
電
気
通
信
大
学

は
、
２
０
２
４
年
度
よ
り
数
年
連
続
で

学
部
開
設
と
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
の
予

定
が
あ
る
た
め
、
２
０
２
４
年
度
か
ら

新
基
準
を
適
用
す
る
。
桐
蔭
横
浜
大
学

で
は
、ま
ず
、「
学
部
等
連
係
課
程
制
度
」

を
利
用
し
て
学
環
を
つ
く
り
、
基
幹
教

員
制
度
に
向
け
て
、
異
な
る
学
部
の
教

員
兼
務
や
連
携
体
制
を
整
え
て
い
る
。

　ま
ず
は
、
背
景
や
経
緯
を
含
め
、

新
基
準
に
つ
い
て
全
学
で
勉
強
会
を
。

　今
般
の
改
正
は
「
2
0
4
0
年
に

向
け
た
高
等
教
育
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ

ン
（
答
申
）」
が
契
機
の
一
つ
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
ど
う
「
対
応
」「
活
用
」

す
る
か
は
、
中
長
期
的
な
経
営
視
点
で

考
え
よ
う
。「
教
務
だ
け
」「
幹
部
だ
け
」

の
話
に
と
ど
め
ず
、
全
学
で
議
論
し
、

中
期
計
画
に
反
映
さ
せ
る
た
め
に
も
、

教
育
の
当
事
者
で
あ
る
現
場
の
教
職
員

も
含
め
て
、
新
基
準
を
正
し
く
理
解
す

る
こ
と
か
ら
始
め
た
い
。【
図
表
6
】

に
は
、
取
材
先
の
意
見
を
基
に
新
基
準

の
建
設
的
な
活
用
に
向
け
た
進
め
方
を

５
つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
ま
と
め
た
の
で
、

参
考
に
さ
れ
た
い
。

　時
代
の
変
化
、
社
会
ニ
ー
ズ
に
即
し

た
教
育
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
は
今
後
、
間

違
い
な
く
求
め
ら
れ
る
。
直
近
で
改
組

を
計
画
し
て
い
な
く
と
も
、
学
内
で
活

用
を
協
議
し
て
お
く
必
要
は
あ
る
。

組織運営

人材養成
目的

教員
（数、教員資格）

学術資料
（図書等）

教育研究環境
（教室、研究室等） ＤＰ ＣＰ 授業

科目

基本組織（学部等）

大学
事務組織 教員組織

学位プログラム

人材養成目的

設置基準第2条
（教育研究上の目的）

設置基準第４章
（教員資格）

設置基準第13条（専任教員数）

設置基準第10条
（授業科目担当）

設置基準第19条
（教育課程編成方針）

【設置認可審査における確認（イメージ）】

教育課程 授業科目 専任教員 専任教員数

資格審査

学生が身に付けるべき資質・能力の明確化
＜PDCAサイクルの起点＞

体系的で組織的な教育活動の展開のための教育課程
編成、教育内容・方法、学修成果の評価方法の明確化

入学者に求める学力の明確化、
具体的な入学者選抜方法の明示

・生涯学び続け、主体的に考える力を持ち、未来を切り拓いていく人材を育成する大学教育の実現
・大学教育の「入口」から「出口」までを一貫したものとして構築し、高等学校や産業界をはじめ広く社会に発信

大
学
設
置
に
あ
た
っ
て
求
め
ら
れ

る
必
要
最
低
の
基
準
を
定
め
た
省
令
。

　大
学
の
設
置
、
運
営
に
係
る
法
令
は

各
種
あ
り
【
図
表
1
】、こ
の
う
ち
「
大

学
設
置
基
準
」
は
、
大
学
を
設
置
す
る

た
め
の
〝
必
要
な
最
低
の
基
準
〞
を
定

め
た
文
科
省
の
省
令
だ
。
大
学
と
い
う

学
校
制
度
に
つ
い
て
定
め
た
法
律
「
学

校
教
育
法
」
で
は
第
3
条
で
「
学
校
を

設
置
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
学
校
の
種

類
に
応
じ
、
文
部
科
学
大
臣
の
定
め
る

設
備
、
編
制
そ
の
他
に
関
す
る
設
置
基

準
に
従
い
、
こ
れ
を
設
置
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
」
と
さ
れ
て
お
り
、
こ
こ
で

い
う
「
設
置
基
準
」
が
大
学
設
置
基
準

を
指
し
て
い
る
。
よ
っ
て
大
学
は
、「
教

育
研
究
上
の
基
本
組
織
」
や
「
教
員
の

資
格
」「
収
容
定
員
」「
教
育
課
程
」「
卒

業
の
要
件
等
」「
校
地
、校
舎
等
の
施
設
・

設
備
」
な
ど
の
設
置
基
準
を
下
回
ら
な

い
よ
う
に
運
営
し
、
そ
の
水
準
の
向
上

に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

中
教
審
の
答
申
を
具
現
化
す
る
た

め
に
改
正
さ
れ
た
。

大
学
設
置
基
準
が
制
定
さ
れ
た
の
は

1
9
5
6
年
。
そ
れ
以
降
、
時
代
の
変

化
と
中
教
審
の
答
申
等
を
反
映
し
、
改

正
を
繰
り
返
し
て
き
た
。
そ
の
た
め
、

制
度
の
理
解
度
が
各
自
で
異
な
る
こ
と

も
多
い
。「
建
設
的
な
議
論
の
た
め
に

は
、
ま
ず
、
構
成
員
の
認
識
を
あ
る
程

度
揃
え
て
お
く
必
要
が
あ
る
。そ
の
際
、

改
正
事
項
を
ミ
ク
ロ
で
は
な
く
、
マ
ク

ロ
で
押
さ
え
た
ほ
う
が
理
解
し
や
す

い
」（
宮
林
氏
）。【
図
表
2
】
は
、
こ

れ
ま
で
の
改
正
の
流
れ
を
中
教
審
等
の

動
き
と
合
わ
せ
て
年
表
化
し
た
も
の

だ
。例
え
ば
、１
９
９
１
年
の「
大
綱
化
」

で
は
、「
不
透
明
な
時
代
で
は
、
試
行

錯
誤
し
な
が
ら
教
育
研
究
の
発
展
を
図

る
た
め
規
制
緩
和
を
」
と
い
う
答
申
の

も
と
、
大
幅
な
規
制
緩
和
（
大
綱
化
）

が
行
わ
れ
、
科
目
区
分
や
区
分
ご
と
の

最
低
修
得
単
位
数
な
ど
が
廃
止
に
な
っ

Q.

改
正
で
何
が
変
わ
る
？

A

＊1

解説

解説

解説
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た
。2
0
0
3
年
の
準
則
主
義
化
で
は
、

最
低
限
必
要
な
客
観
的
基
準
に
再
整
理

さ
れ
、届
出
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。

　こ
れ
ら
連
綿
と
続
く
「
多
様
で
特
色

あ
る
教
育
を
促
す
」
規
制
緩
和
の
流
れ

の
下
、
今
回
の
改
正
の
発
端
と
な
っ
た

の
が
、
2
0
1
8
年
の
グ
ラ
ン
ド
デ

ザ
イ
ン
答
申
だ
。「
時
代
の
変
化
や
情

報
技
術
の
進
歩
、
大
学
教
育
の
進
展
を

踏
ま
え
、（
中
略
）
抜
本
的
に
見
直
す

必
要
が
あ
る
」
と
の
提
言
を
受
け
、
質

保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
で
審
議
を
重
ね
、

今
般
の
改
正
に
至
っ
た
が
、
実
は
そ
の

前
に
、基
幹
教
員
制
度
の
布
石
と
な
る
、

学
科
を
超
え
た
教
員
編
制
が
可
能
な

「
工
学
系
の
課
程
制
」（
２
０
１
８
年
）

や
、
教
員
が
他
学
部
と
の
兼
務
可
能
な

「
学
部
等
連
係
課
程
」（
２
０
１
９
年
）

も
導
入
さ
れ
て
い
る
。

 

　改
正
の
狙
い
は
、
一
言
で
言
う
と
、

文
科
省
資
料
の
副
題
に
も
な
っ
て
い
る

「
学
修
者
本
位
の
大
学
教
育
の
実
現
」

の
た
め
。
よ
っ
て
改
正
の
キ
ー
コ
ン
セ

プ
ト
は
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
質
化
だ

【
図
表
３
】。学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
本
来
、

3
ポ
リ
シ
ー
を
基
に
編
成
さ
れ
、
内
部

質
保
証
に
よ
り
教
育
研
究
の
不
断
の
見

直
し
が
行
わ
れ
る
も
の
だ
が
、
そ
の
実

質
化
が
十
分
で
な
い
現
状
が
あ
る
。
文

科
省
は
、
今
回
の
改
正
を
機
に
「
３
P

の
再
検
討
も
求
め
ら
れ
て
い
る
」
と
し

て
い
る
。
実
際
、
今
回
取
材
し
た
桐
蔭

横
浜
大
学
は
、「
大
学
全
体
の
ユ
ニ
バ
ー

シ
テ
ィ
・
ポ
リ
シ
ー
」
を
策
定
し
、
神

田
外
語
大
学
は
、「
D
P
を
見
直
し
カ

リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
や
質
保
証
へ
の
取
り

組
み
を
強
化
」
し
て
い
る
。
新
基
準
に

は
、
大
学
団
体
や
有
識
者
、
産
業
界
の

意
見
、
閣
議
決
定
な
ど
も
反
映
さ
れ
て

お
り
、
各
大
学
が
学
修
者
本
位
の
教
育

に
転
換
で
き
る
か
否
か
は
、
日
本
全
体

の
関
心
事
で
あ
る
と
言
え
る
。

　規
制
緩
和
に
よ
り
大
学
の
裁
量
が

拡
大
。
問
わ
れ
る
教
育
へ
の
姿
勢
。

　今
回
の
改
正
の
特
徴
は
、
大
幅
な
規

制
緩
和
に
よ
る
変
更
点
が
多
い
こ
と

【
図
表
４
】。
以
下
、
主
な
変
更
点
を
見

て
い
く
。

　「総
則
」
に
関
し
て
は
３
P
に
基
づ

く
教
育
課
程
の
編
成
等
や
自
己
点
検
・

評
価
、
認
証
評
価
の
結
果
を
踏
ま
え
た

不
断
の
見
直
し
を
行
う
旨
が
明
確
化
さ

れ
た
。

　「学
内
組
織
等
」
と
「
教
員
関
係
」

で
は
、
大
き
な
変
更
が
3
つ
あ
る
。
1

つ
目
は
、
別
々
に
設
け
て
い
た
教
員
組

織
と
事
務
組
織
や
、厚
生
補
導
の
組
織
、

教
職
協
働
の
規
定
の
一
体
化
。
教
育
研

究
活
動
か
ら
、
課
外
活
動
を
含
む
厚
生

補
導
は
、
教
職
協
働
に
よ
る
「
教
育
研

究
実
施
組
織
」
で
関
わ
る
こ
と
が
定
め

ら
れ
た
。
文
科
省
の
解
説
で
は
、
こ
れ

は
新
た
な
部
署
を
つ
く
る
こ
と
で
は
な

＊ 文部科学省資料や取材を基にBetween編集部で作成＊ 取材を基にBetween編集部にて作成

【図表5】改正基準適用に向けた基本情報Q&A 【図表6】新基準活用に向けた５つのステップ

く
、「
し
く
み
」
を
指
し
て
い
る
こ
と

に
注
意
。
2
つ
目
は
、
T
A
・
S
A
の

授
業
分
担
の
拡
大
だ
。
併
せ
て
研
修
も

義
務
化
さ
れ
て
い
る
。
3
つ
目
は
、「
一

の
大
学
に
限
り
、
専
ら
当
該
大
学
に
従

事
」
と
い
う
専
任
教
員
制
度
が
、「
学

位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責
任
を
持
つ
」
基
幹

教
員
制
度
に
改
め
ら
れ
、
か
つ
常
勤
以

外
の
教
員
も
必
要
最
低
教
員
数
に
算
入

可
能
に
な
っ
た
。「
施
設
等
関
係
」で
は
、

運
動
場
等
は
必
ず
設
け
な
く
て
も
よ
く

な
り
、
図
書
館
の
資
料
は
電
子
ジ
ャ
ー

ナ
ル
も
対
象
に
な
っ
た
。

　「教
育
課
程
等
」
の
主
な
変
更
点
は

６
つ
。
1
つ
目
は
編
成
方
針
・
方
法
に

つ
い
て
、
３
P
に
基
づ
く
編
成
、
自
己

点
検
・
評
価
、
認
証
評
価
の
結
果
を
踏

ま
え
た
不
断
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
が

明
確
化
さ
れ
た
こ
と
。
教
学
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
が
実
質
義
務
化
さ
れ
た
と
言
え

る
。
2
つ
目
は
、
単
位
の
計
算
方
法
の

変
更
だ
。「
１
単
位
あ
た
り
標
準
45
時

間
の
学
修
を
必
要
」は
変
わ
ら
な
い
が
、

授
業
方
法
別
の
時
間
数
は
大
学
が
自
由

に
決
め
て
よ
い
。
３
つ
目
と
し
て
、
授

業
期
間
も
大
学
の
判
断
に
よ
り
、10
週
、

15
週
以
外
の
多
様
な
期
間
を
設
定
で
き

る
よ
う
に
な
っ
た
。
4
つ
目
は
卒
業
要

件
。「
1
2
4
単
位
以
上
を
修
得
す
る

こ
と
の
ほ
か
、
大
学
が
定
め
る
こ
と
と

す
る
」
と
変
更
さ
れ
、
厳
密
に
丸
4
年

間
の
在
籍
が
求
め
ら
れ
る
も
の
で
は
な

く
な
っ
た
。
５
つ
目
は
、
単
位
の
授
与

が
、
試
験
以
外
の
方
法
で
も
認
定
で
き

る
こ
と
を
明
確
に
し
た
こ
と
。
そ
し
て

6
つ
目
は
、「
特
例
制
度
」
の
新
設
だ
。

こ
れ
は
、
大
学
が
挑
戦
し
た
い
新
し
い

教
育
が
あ
っ
て
も
、
設
置
基
準
が
ネ
ッ

ク
に
な
る
場
合
、
申
請
し
認
定
さ
れ
れ

ば
、
基
準
を
超
え
た
取
り
組
み
が
可
能

に
な
る
制
度
だ
。
な
お
、「
事
後
チ
ェ
ッ

ク
」
で
は
、
認
証
評
価
に
お
い
て
基
幹

教
員
制
度
の
こ
と
な
ど
は
チ
ェ
ッ
ク
さ

れ
る
よ
う
に
な
る
。
巻
頭
の
宮
林
氏
の

言
葉
を
借
り
れ
ば
、「
リ
ソ
ー
ス
が
乏

し
く
て
も
ア
イ
デ
ア
さ
え
あ
れ
ば
ゲ
ー

ム
チ
ェ
ン
ジ
ャ
ー
に
な
れ
る
好
機
」
と

言
え
る
こ
の
大
幅
な
変
更
点
の
う
ち
、

多
く
の
大
学
の
関
心
が
高
い
「
基
幹
教

員
制
度
」「
教
育
研
究
実
施
組
織
」「
特

例
制
度
」「
認
証
評
価
」
に
つ
い
て
は
、

P・
18
よ
り
詳
し
く
解
説
す
る
。

　経
過
措
置
は
あ
る
が
、
今
後
の
設

置
等
認
可
の
申
請
や
届
出
は
、
全
学
で

新
基
準
が
適
用
。

　対
象
は
大
学
だ
け
で
な
く
、
短
大
、

専
門
職
大
学
、
専
門
職
短
期
大
学
、
大

学
院
、
専
門
職
大
学
院
、
高
専
も
含
む
。

そ
し
て
、
設
置
等
の
認
可
申
請
や
届
出

を
す
る
場
合
は
、
既
存
学
部
を
含
め
全

学
に
適
用
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
２

０
２
４
年
度
開
設
ま
で
の
設
置
等
の
認

可
申
請
や
届
出
に
つ
い
て
は
、
新
旧
い

ず
れ
の
基
準
で
も
選
択
で
き
た
が
、
２

０
２
５
年
度
以
降
に
つ
い
て
は
、
新
基

準
が
一
律
に
適
用
さ
れ
る
。
な
お
、
経

過
措
置
と
し
て
、
設
置
等
の
認
可
申
請

や
届
出
が
な
い
場
合
は
、
旧
基
準
の
ま

ま
で
も
運
営
可
能
だ
【
図
表
５
】。

　2
0
2
4
年
度
設
置
等
で
新
基
準

を
適
用
し
て
申
請
し
た
大
学
は
５
大
学
。

　現
時
点
で
は
網
羅
的
な
把
握
は
さ
れ

て
い
な
い
が
、
2
0
2
4
年
度
に
設
置

等
を
す
る
に
あ
た
り
、
新
基
準
を
適
用

し
て
申
請
し
た
大
学
は
あ
る【
図
表
５
】。

　改
組
、
も
し
く
は
基
幹
教
員
制
度

導
入
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
考
え
ら
れ
る
。

　2
0
2
5
年
度
以
降
設
置
等
の
申
請

や
届
出
を
す
る
場
合
は
、
自
動
的
に
適

用
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
そ
れ
以
外
の

場
合
は
、「
既
存
組
織
外
の
教
員
を
１

／
４
ま
で
必
要
最
低
教
員
数
に
カ
ウ
ン

ト
で
き
る
基
幹
教
員
制
度
を
活
用
す
る

な
ど
、
教
員
組
織
の
大
胆
な
見
直
し
を

図
り
た
い
と
き
な
ど
」（
宮
林
氏
）
が

あ
ろ
う
。
例
え
ば
大
阪
電
気
通
信
大
学

は
、
２
０
２
４
年
度
よ
り
数
年
連
続
で

学
部
開
設
と
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
の
予

定
が
あ
る
た
め
、
２
０
２
４
年
度
か
ら

新
基
準
を
適
用
す
る
。
桐
蔭
横
浜
大
学

で
は
、ま
ず
、「
学
部
等
連
係
課
程
制
度
」

を
利
用
し
て
学
環
を
つ
く
り
、
基
幹
教

員
制
度
に
向
け
て
、
異
な
る
学
部
の
教

員
兼
務
や
連
携
体
制
を
整
え
て
い
る
。

　ま
ず
は
、
背
景
や
経
緯
を
含
め
、

新
基
準
に
つ
い
て
全
学
で
勉
強
会
を
。

　今
般
の
改
正
は
「
2
0
4
0
年
に

向
け
た
高
等
教
育
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ

ン
（
答
申
）」
が
契
機
の
一
つ
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
ど
う
「
対
応
」「
活
用
」

す
る
か
は
、
中
長
期
的
な
経
営
視
点
で

考
え
よ
う
。「
教
務
だ
け
」「
幹
部
だ
け
」

の
話
に
と
ど
め
ず
、
全
学
で
議
論
し
、

中
期
計
画
に
反
映
さ
せ
る
た
め
に
も
、

教
育
の
当
事
者
で
あ
る
現
場
の
教
職
員

も
含
め
て
、
新
基
準
を
正
し
く
理
解
す

る
こ
と
か
ら
始
め
た
い
。【
図
表
6
】

に
は
、
取
材
先
の
意
見
を
基
に
新
基
準

の
建
設
的
な
活
用
に
向
け
た
進
め
方
を

５
つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
ま
と
め
た
の
で
、

参
考
に
さ
れ
た
い
。

　時
代
の
変
化
、
社
会
ニ
ー
ズ
に
即
し

た
教
育
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
は
今
後
、
間

違
い
な
く
求
め
ら
れ
る
。
直
近
で
改
組

を
計
画
し
て
い
な
く
と
も
、
学
内
で
活

用
を
協
議
し
て
お
く
必
要
は
あ
る
。

対象は？

ス
テ
ッ
プ

こ
つ

大学、高専、大学院、専門職大学、短大、専門職短大、専門職大学院、大学・短大通信教育
※大学院、専門職大学院では「基幹教員制度」の導入はない

一部の組織の設置等の認可申請や届出でも全学での適用が求められる

設置等の認可申請や届出がない場合は、旧基準のままでもよい（切り替えの期限なし）

今回の改正に合わせて学則改正の要否について検討する必要はあるが、
直ちに改正しなくても、法令違反にはならない

いつから適用しなければ
ならない？

適用の組織の範囲は？

差し当たって新設改組
などの予定がない場合は？

直ちに学則を変更しない
と法令違反になる？

2022年度（R4）改正基準施行前や施行時に届出・申請中

2023年度（R5）に行おうとする設置等の届出

2024年度（R6）に行おうとする設置等の認可申請に係る審査や設置等の届出

2025年度（R7）に行おうとする設置等の認可の申請や届出

それ以降の認可申請や届出

2024年度開設予定、収容定員増の大学で、改正基準で申請した大学一覧

下関市立大学
金沢学院大学
東邦大学
大和大学
高知健康科学大

データサイエンス学部データサイエンス学科開設

情報工学部情報工学科開設

薬学部の収容定員増による学則変更

政治経済学部グローバルビジネス学科の収容定員増による学則変更

大学開設

申請・届出年度や開設年度 旧基準適用 新基準適用

選択可能

〇

×
×

×

〇
〇

21 3 4 5

▶背景やこれまでの高等
教育政策の流れを押さえ
てマクロで見たほうが改正
の本質を理解しやすい
▶設置基準や教育制度の理
解は人により差があるので、
建設的な議論のためにより確
かに理解する研修は必須
▶大学全体に影響が及
ぶので、教務部だけでなく、
管理部門の職員や教員、
執行部も含めて参加を
▶外部にレクチャーを頼ん
だ方が特に執行部には受
け入れられやすい傾向が

▶新基準への移行は、
新設改組がきっかけにな
るので、それを想定して早
めに検討を
▶補助金事業などの申
請条件になる可能性も
あることを想定しておく
▶次期幹部教職員に
よるワーキンググループ
で検討するとよい

▶2で検討したアイデア
を盛り込んで中期計画
を立てる
▶検討の結果、必要に
応じて３Pの見直しや、
教学マネジメント、内部
質保証の体制も整える

▶文科省の通知を参照
し確認する（例：現在
の1単位当たりの授業
時間数や学年暦で教
育効果は上がっている
か等）
▶受審する認証評価機
関の動きも注視しておく

▶学位プログラムごとに
不断の見直しを行う
▶基幹教員制度につい
ては、教員のモチベー
ションが上がる丁寧なコ
ミュニケーションや制度
設計が必要
▶教員の採用方法の見
直しも検討を
▶基幹教員にまつわる
情報公表の準備も忘れ
ずに

中期計画に
反映する

必要に応じて
学則等を改定

改正基準を活用し、
改革を行う

改正をマクロで理解する
教職が交ざるSDを実施

自学の課題解決に
向けた改正基準
の生かし方を考える

　
　大
学
設
置
に
あ
た
っ
て
求
め
ら
れ

る
必
要
最
低
の
基
準
を
定
め
た
省
令
。

　大
学
の
設
置
、
運
営
に
係
る
法
令
は

各
種
あ
り
【
図
表
1
】、こ
の
う
ち
「
大

学
設
置
基
準
」
は
、
大
学
を
設
置
す
る

た
め
の
〝
必
要
な
最
低
の
基
準
〞
を
定

め
た
文
科
省
の
省
令
だ
。
大
学
と
い
う

学
校
制
度
に
つ
い
て
定
め
た
法
律
「
学

校
教
育
法
」
で
は
第
3
条
で
「
学
校
を

設
置
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
学
校
の
種

類
に
応
じ
、
文
部
科
学
大
臣
の
定
め
る

設
備
、
編
制
そ
の
他
に
関
す
る
設
置
基

準
に
従
い
、
こ
れ
を
設
置
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
」
と
さ
れ
て
お
り
、
こ
こ
で

い
う
「
設
置
基
準
」
が
大
学
設
置
基
準

を
指
し
て
い
る
。
よ
っ
て
大
学
は
、「
教

育
研
究
上
の
基
本
組
織
」
や
「
教
員
の

資
格
」「
収
容
定
員
」「
教
育
課
程
」「
卒

業
の
要
件
等
」「
校
地
、校
舎
等
の
施
設
・

設
備
」
な
ど
の
設
置
基
準
を
下
回
ら
な

い
よ
う
に
運
営
し
、
そ
の
水
準
の
向
上

に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　中
教
審
の
答
申
を
具
現
化
す
る
た

め
に
改
正
さ
れ
た
。

　大
学
設
置
基
準
が
制
定
さ
れ
た
の
は

1
9
5
6
年
。
そ
れ
以
降
、
時
代
の
変

化
と
中
教
審
の
答
申
等
を
反
映
し
、
改

正
を
繰
り
返
し
て
き
た
。
そ
の
た
め
、

制
度
の
理
解
度
が
各
自
で
異
な
る
こ
と

も
多
い
。「
建
設
的
な
議
論
の
た
め
に

は
、
ま
ず
、
構
成
員
の
認
識
を
あ
る
程

度
揃
え
て
お
く
必
要
が
あ
る
。そ
の
際
、

改
正
事
項
を
ミ
ク
ロ
で
は
な
く
、
マ
ク

ロ
で
押
さ
え
た
ほ
う
が
理
解
し
や
す

い
」（
宮
林
氏
）。【
図
表
2
】
は
、
こ

れ
ま
で
の
改
正
の
流
れ
を
中
教
審
等
の

動
き
と
合
わ
せ
て
年
表
化
し
た
も
の

だ
。例
え
ば
、１
９
９
１
年
の「
大
綱
化
」

で
は
、「
不
透
明
な
時
代
で
は
、
試
行

錯
誤
し
な
が
ら
教
育
研
究
の
発
展
を
図

る
た
め
規
制
緩
和
を
」
と
い
う
答
申
の

も
と
、
大
幅
な
規
制
緩
和
（
大
綱
化
）

が
行
わ
れ
、
科
目
区
分
や
区
分
ご
と
の

最
低
修
得
単
位
数
な
ど
が
廃
止
に
な
っ

??

Q.

い
つ
か
ら
ど
こ
が
適
用

さ
れ
る
？

A

Q.

改
正
後
の
基
準
を
適
用

し
て
い
る
大
学
事
例
は
？

A

Q.

新
基
準
適
用
に
向
け
た

進
め
方
は
？

A

Q.

ど
の
タ
イ
ミ
ン
グ
で

新
基
準
に
移
行
す
べ
き
か
？

A
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B1244290-P06-11.indd   10B1244290-P06-11.indd   10 2024/03/04   12:082024/03/04   12:08

11 No.311 10No.311

た
。2
0
0
3
年
の
準
則
主
義
化
で
は
、

最
低
限
必
要
な
客
観
的
基
準
に
再
整
理

さ
れ
、届
出
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。

　こ
れ
ら
連
綿
と
続
く
「
多
様
で
特
色

あ
る
教
育
を
促
す
」
規
制
緩
和
の
流
れ

の
下
、
今
回
の
改
正
の
発
端
と
な
っ
た

の
が
、
2
0
1
8
年
の
グ
ラ
ン
ド
デ

ザ
イ
ン
答
申
だ
。「
時
代
の
変
化
や
情

報
技
術
の
進
歩
、
大
学
教
育
の
進
展
を

踏
ま
え
、（
中
略
）
抜
本
的
に
見
直
す

必
要
が
あ
る
」
と
の
提
言
を
受
け
、
質

保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
で
審
議
を
重
ね
、

今
般
の
改
正
に
至
っ
た
が
、
実
は
そ
の

前
に
、基
幹
教
員
制
度
の
布
石
と
な
る
、

学
科
を
超
え
た
教
員
編
制
が
可
能
な

「
工
学
系
の
課
程
制
」（
２
０
１
８
年
）

や
、
教
員
が
他
学
部
と
の
兼
務
可
能
な

「
学
部
等
連
係
課
程
」（
２
０
１
９
年
）

も
導
入
さ
れ
て
い
る
。

 

　改
正
の
狙
い
は
、
一
言
で
言
う
と
、

文
科
省
資
料
の
副
題
に
も
な
っ
て
い
る

「
学
修
者
本
位
の
大
学
教
育
の
実
現
」

の
た
め
。
よ
っ
て
改
正
の
キ
ー
コ
ン
セ

プ
ト
は
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
質
化
だ

【
図
表
３
】。学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
本
来
、

3
ポ
リ
シ
ー
を
基
に
編
成
さ
れ
、
内
部

質
保
証
に
よ
り
教
育
研
究
の
不
断
の
見

直
し
が
行
わ
れ
る
も
の
だ
が
、
そ
の
実

質
化
が
十
分
で
な
い
現
状
が
あ
る
。
文

科
省
は
、
今
回
の
改
正
を
機
に
「
３
P

の
再
検
討
も
求
め
ら
れ
て
い
る
」
と
し

て
い
る
。
実
際
、
今
回
取
材
し
た
桐
蔭

横
浜
大
学
は
、「
大
学
全
体
の
ユ
ニ
バ
ー

シ
テ
ィ
・
ポ
リ
シ
ー
」
を
策
定
し
、
神

田
外
語
大
学
は
、「
D
P
を
見
直
し
カ

リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
や
質
保
証
へ
の
取
り

組
み
を
強
化
」
し
て
い
る
。
新
基
準
に

は
、
大
学
団
体
や
有
識
者
、
産
業
界
の

意
見
、
閣
議
決
定
な
ど
も
反
映
さ
れ
て

お
り
、
各
大
学
が
学
修
者
本
位
の
教
育

に
転
換
で
き
る
か
否
か
は
、
日
本
全
体

の
関
心
事
で
あ
る
と
言
え
る
。

　規
制
緩
和
に
よ
り
大
学
の
裁
量
が

拡
大
。
問
わ
れ
る
教
育
へ
の
姿
勢
。

　今
回
の
改
正
の
特
徴
は
、
大
幅
な
規

制
緩
和
に
よ
る
変
更
点
が
多
い
こ
と

【
図
表
４
】。
以
下
、
主
な
変
更
点
を
見

て
い
く
。

　「総
則
」
に
関
し
て
は
３
P
に
基
づ

く
教
育
課
程
の
編
成
等
や
自
己
点
検
・

評
価
、
認
証
評
価
の
結
果
を
踏
ま
え
た

不
断
の
見
直
し
を
行
う
旨
が
明
確
化
さ

れ
た
。

　「学
内
組
織
等
」
と
「
教
員
関
係
」

で
は
、
大
き
な
変
更
が
3
つ
あ
る
。
1

つ
目
は
、
別
々
に
設
け
て
い
た
教
員
組

織
と
事
務
組
織
や
、厚
生
補
導
の
組
織
、

教
職
協
働
の
規
定
の
一
体
化
。
教
育
研

究
活
動
か
ら
、
課
外
活
動
を
含
む
厚
生

補
導
は
、
教
職
協
働
に
よ
る
「
教
育
研

究
実
施
組
織
」
で
関
わ
る
こ
と
が
定
め

ら
れ
た
。
文
科
省
の
解
説
で
は
、
こ
れ

は
新
た
な
部
署
を
つ
く
る
こ
と
で
は
な

＊ 文部科学省資料や取材を基にBetween編集部で作成＊ 取材を基にBetween編集部にて作成

【図表5】改正基準適用に向けた基本情報Q&A 【図表6】新基準活用に向けた５つのステップ

く
、「
し
く
み
」
を
指
し
て
い
る
こ
と

に
注
意
。
2
つ
目
は
、
T
A
・
S
A
の

授
業
分
担
の
拡
大
だ
。
併
せ
て
研
修
も

義
務
化
さ
れ
て
い
る
。
3
つ
目
は
、「
一

の
大
学
に
限
り
、
専
ら
当
該
大
学
に
従

事
」
と
い
う
専
任
教
員
制
度
が
、「
学

位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責
任
を
持
つ
」
基
幹

教
員
制
度
に
改
め
ら
れ
、
か
つ
常
勤
以

外
の
教
員
も
必
要
最
低
教
員
数
に
算
入

可
能
に
な
っ
た
。「
施
設
等
関
係
」で
は
、

運
動
場
等
は
必
ず
設
け
な
く
て
も
よ
く

な
り
、
図
書
館
の
資
料
は
電
子
ジ
ャ
ー

ナ
ル
も
対
象
に
な
っ
た
。

　「教
育
課
程
等
」
の
主
な
変
更
点
は

６
つ
。
1
つ
目
は
編
成
方
針
・
方
法
に

つ
い
て
、
３
P
に
基
づ
く
編
成
、
自
己

点
検
・
評
価
、
認
証
評
価
の
結
果
を
踏

ま
え
た
不
断
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
が

明
確
化
さ
れ
た
こ
と
。
教
学
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
が
実
質
義
務
化
さ
れ
た
と
言
え

る
。
2
つ
目
は
、
単
位
の
計
算
方
法
の

変
更
だ
。「
１
単
位
あ
た
り
標
準
45
時

間
の
学
修
を
必
要
」は
変
わ
ら
な
い
が
、

授
業
方
法
別
の
時
間
数
は
大
学
が
自
由

に
決
め
て
よ
い
。
３
つ
目
と
し
て
、
授

業
期
間
も
大
学
の
判
断
に
よ
り
、10
週
、

15
週
以
外
の
多
様
な
期
間
を
設
定
で
き

る
よ
う
に
な
っ
た
。
4
つ
目
は
卒
業
要

件
。「
1
2
4
単
位
以
上
を
修
得
す
る

こ
と
の
ほ
か
、
大
学
が
定
め
る
こ
と
と

す
る
」
と
変
更
さ
れ
、
厳
密
に
丸
4
年

間
の
在
籍
が
求
め
ら
れ
る
も
の
で
は
な

く
な
っ
た
。
５
つ
目
は
、
単
位
の
授
与

が
、
試
験
以
外
の
方
法
で
も
認
定
で
き

る
こ
と
を
明
確
に
し
た
こ
と
。
そ
し
て

6
つ
目
は
、「
特
例
制
度
」
の
新
設
だ
。

こ
れ
は
、
大
学
が
挑
戦
し
た
い
新
し
い

教
育
が
あ
っ
て
も
、
設
置
基
準
が
ネ
ッ

ク
に
な
る
場
合
、
申
請
し
認
定
さ
れ
れ

ば
、
基
準
を
超
え
た
取
り
組
み
が
可
能

に
な
る
制
度
だ
。
な
お
、「
事
後
チ
ェ
ッ

ク
」
で
は
、
認
証
評
価
に
お
い
て
基
幹

教
員
制
度
の
こ
と
な
ど
は
チ
ェ
ッ
ク
さ

れ
る
よ
う
に
な
る
。
巻
頭
の
宮
林
氏
の

言
葉
を
借
り
れ
ば
、「
リ
ソ
ー
ス
が
乏

し
く
て
も
ア
イ
デ
ア
さ
え
あ
れ
ば
ゲ
ー

ム
チ
ェ
ン
ジ
ャ
ー
に
な
れ
る
好
機
」
と

言
え
る
こ
の
大
幅
な
変
更
点
の
う
ち
、

多
く
の
大
学
の
関
心
が
高
い
「
基
幹
教

員
制
度
」「
教
育
研
究
実
施
組
織
」「
特

例
制
度
」「
認
証
評
価
」
に
つ
い
て
は
、

P・
18
よ
り
詳
し
く
解
説
す
る
。

　経
過
措
置
は
あ
る
が
、
今
後
の
設

置
等
認
可
の
申
請
や
届
出
は
、
全
学
で

新
基
準
が
適
用
。

　対
象
は
大
学
だ
け
で
な
く
、
短
大
、

専
門
職
大
学
、
専
門
職
短
期
大
学
、
大

学
院
、
専
門
職
大
学
院
、
高
専
も
含
む
。

そ
し
て
、
設
置
等
の
認
可
申
請
や
届
出

を
す
る
場
合
は
、
既
存
学
部
を
含
め
全

学
に
適
用
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
２

０
２
４
年
度
開
設
ま
で
の
設
置
等
の
認

可
申
請
や
届
出
に
つ
い
て
は
、
新
旧
い

ず
れ
の
基
準
で
も
選
択
で
き
た
が
、
２

０
２
５
年
度
以
降
に
つ
い
て
は
、
新
基

準
が
一
律
に
適
用
さ
れ
る
。
な
お
、
経

過
措
置
と
し
て
、
設
置
等
の
認
可
申
請

や
届
出
が
な
い
場
合
は
、
旧
基
準
の
ま

ま
で
も
運
営
可
能
だ
【
図
表
５
】。

　2
0
2
4
年
度
設
置
等
で
新
基
準

を
適
用
し
て
申
請
し
た
大
学
は
５
大
学
。

　現
時
点
で
は
網
羅
的
な
把
握
は
さ
れ

て
い
な
い
が
、
2
0
2
4
年
度
に
設
置

等
を
す
る
に
あ
た
り
、
新
基
準
を
適
用

し
て
申
請
し
た
大
学
は
あ
る【
図
表
５
】。

　改
組
、
も
し
く
は
基
幹
教
員
制
度

導
入
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
考
え
ら
れ
る
。

　2
0
2
5
年
度
以
降
設
置
等
の
申
請

や
届
出
を
す
る
場
合
は
、
自
動
的
に
適

用
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
そ
れ
以
外
の

場
合
は
、「
既
存
組
織
外
の
教
員
を
１

／
４
ま
で
必
要
最
低
教
員
数
に
カ
ウ
ン

ト
で
き
る
基
幹
教
員
制
度
を
活
用
す
る

な
ど
、
教
員
組
織
の
大
胆
な
見
直
し
を

図
り
た
い
と
き
な
ど
」（
宮
林
氏
）
が

あ
ろ
う
。
例
え
ば
大
阪
電
気
通
信
大
学

は
、
２
０
２
４
年
度
よ
り
数
年
連
続
で

学
部
開
設
と
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
の
予

定
が
あ
る
た
め
、
２
０
２
４
年
度
か
ら

新
基
準
を
適
用
す
る
。
桐
蔭
横
浜
大
学

で
は
、ま
ず
、「
学
部
等
連
係
課
程
制
度
」

を
利
用
し
て
学
環
を
つ
く
り
、
基
幹
教

員
制
度
に
向
け
て
、
異
な
る
学
部
の
教

員
兼
務
や
連
携
体
制
を
整
え
て
い
る
。

　ま
ず
は
、
背
景
や
経
緯
を
含
め
、

新
基
準
に
つ
い
て
全
学
で
勉
強
会
を
。

　今
般
の
改
正
は
「
2
0
4
0
年
に

向
け
た
高
等
教
育
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ

ン
（
答
申
）」
が
契
機
の
一
つ
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
ど
う
「
対
応
」「
活
用
」

す
る
か
は
、
中
長
期
的
な
経
営
視
点
で

考
え
よ
う
。「
教
務
だ
け
」「
幹
部
だ
け
」

の
話
に
と
ど
め
ず
、
全
学
で
議
論
し
、

中
期
計
画
に
反
映
さ
せ
る
た
め
に
も
、

教
育
の
当
事
者
で
あ
る
現
場
の
教
職
員

も
含
め
て
、
新
基
準
を
正
し
く
理
解
す

る
こ
と
か
ら
始
め
た
い
。【
図
表
6
】

に
は
、
取
材
先
の
意
見
を
基
に
新
基
準

の
建
設
的
な
活
用
に
向
け
た
進
め
方
を

５
つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
ま
と
め
た
の
で
、

参
考
に
さ
れ
た
い
。

　時
代
の
変
化
、
社
会
ニ
ー
ズ
に
即
し

た
教
育
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
は
今
後
、
間

違
い
な
く
求
め
ら
れ
る
。
直
近
で
改
組

を
計
画
し
て
い
な
く
と
も
、
学
内
で
活

用
を
協
議
し
て
お
く
必
要
は
あ
る
。

対象は？

ス
テ
ッ
プ

こ
つ

大学、高専、大学院、専門職大学、短大、専門職短大、専門職大学院、大学・短大通信教育
※大学院、専門職大学院では「基幹教員制度」の導入はない

一部の組織の設置等の認可申請や届出でも全学での適用が求められる

設置等の認可申請や届出がない場合は、旧基準のままでもよい（切り替えの期限なし）

今回の改正に合わせて学則改正の要否について検討する必要はあるが、
直ちに改正しなくても、法令違反にはならない

いつから適用しなければ
ならない？

適用の組織の範囲は？

差し当たって新設改組
などの予定がない場合は？

直ちに学則を変更しない
と法令違反になる？

2022年度（R4）改正基準施行前や施行時に届出・申請中

2023年度（R5）に行おうとする設置等の届出

2024年度（R6）に行おうとする設置等の認可申請に係る審査や設置等の届出

2025年度（R7）に行おうとする設置等の認可の申請や届出

それ以降の認可申請や届出

2024年度開設予定、収容定員増の大学で、改正基準で申請した大学一覧

下関市立大学
金沢学院大学
東邦大学
大和大学
高知健康科学大

データサイエンス学部データサイエンス学科開設

情報工学部情報工学科開設

薬学部の収容定員増による学則変更

政治経済学部グローバルビジネス学科の収容定員増による学則変更

大学開設

申請・届出年度や開設年度 旧基準適用 新基準適用

選択可能

〇

×
×

×

〇
〇

21 3 4 5

▶背景やこれまでの高等
教育政策の流れを押さえ
てマクロで見たほうが改正
の本質を理解しやすい
▶設置基準や教育制度の理
解は人により差があるので、
建設的な議論のためにより確
かに理解する研修は必須
▶大学全体に影響が及
ぶので、教務部だけでなく、
管理部門の職員や教員、
執行部も含めて参加を
▶外部にレクチャーを頼ん
だ方が特に執行部には受
け入れられやすい傾向が

▶新基準への移行は、
新設改組がきっかけにな
るので、それを想定して早
めに検討を
▶補助金事業などの申
請条件になる可能性も
あることを想定しておく
▶次期幹部教職員に
よるワーキンググループ
で検討するとよい

▶2で検討したアイデア
を盛り込んで中期計画
を立てる
▶検討の結果、必要に
応じて３Pの見直しや、
教学マネジメント、内部
質保証の体制も整える

▶文科省の通知を参照
し確認する（例：現在
の1単位当たりの授業
時間数や学年暦で教
育効果は上がっている
か等）
▶受審する認証評価機
関の動きも注視しておく

▶学位プログラムごとに
不断の見直しを行う
▶基幹教員制度につい
ては、教員のモチベー
ションが上がる丁寧なコ
ミュニケーションや制度
設計が必要
▶教員の採用方法の見
直しも検討を
▶基幹教員にまつわる
情報公表の準備も忘れ
ずに

中期計画に
反映する

必要に応じて
学則等を改定

改正基準を活用し、
改革を行う

改正をマクロで理解する
教職が交ざるSDを実施

自学の課題解決に
向けた改正基準
の生かし方を考える

　
　大
学
設
置
に
あ
た
っ
て
求
め
ら
れ

る
必
要
最
低
の
基
準
を
定
め
た
省
令
。

　大
学
の
設
置
、
運
営
に
係
る
法
令
は

各
種
あ
り
【
図
表
1
】、こ
の
う
ち
「
大

学
設
置
基
準
」
は
、
大
学
を
設
置
す
る

た
め
の
〝
必
要
な
最
低
の
基
準
〞
を
定

め
た
文
科
省
の
省
令
だ
。
大
学
と
い
う

学
校
制
度
に
つ
い
て
定
め
た
法
律
「
学

校
教
育
法
」
で
は
第
3
条
で
「
学
校
を

設
置
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
学
校
の
種

類
に
応
じ
、
文
部
科
学
大
臣
の
定
め
る

設
備
、
編
制
そ
の
他
に
関
す
る
設
置
基

準
に
従
い
、
こ
れ
を
設
置
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
」
と
さ
れ
て
お
り
、
こ
こ
で

い
う
「
設
置
基
準
」
が
大
学
設
置
基
準

を
指
し
て
い
る
。
よ
っ
て
大
学
は
、「
教

育
研
究
上
の
基
本
組
織
」
や
「
教
員
の

資
格
」「
収
容
定
員
」「
教
育
課
程
」「
卒

業
の
要
件
等
」「
校
地
、校
舎
等
の
施
設
・

設
備
」
な
ど
の
設
置
基
準
を
下
回
ら
な

い
よ
う
に
運
営
し
、
そ
の
水
準
の
向
上

に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　中
教
審
の
答
申
を
具
現
化
す
る
た

め
に
改
正
さ
れ
た
。

　大
学
設
置
基
準
が
制
定
さ
れ
た
の
は

1
9
5
6
年
。
そ
れ
以
降
、
時
代
の
変

化
と
中
教
審
の
答
申
等
を
反
映
し
、
改

正
を
繰
り
返
し
て
き
た
。
そ
の
た
め
、

制
度
の
理
解
度
が
各
自
で
異
な
る
こ
と

も
多
い
。「
建
設
的
な
議
論
の
た
め
に

は
、
ま
ず
、
構
成
員
の
認
識
を
あ
る
程

度
揃
え
て
お
く
必
要
が
あ
る
。そ
の
際
、

改
正
事
項
を
ミ
ク
ロ
で
は
な
く
、
マ
ク

ロ
で
押
さ
え
た
ほ
う
が
理
解
し
や
す

い
」（
宮
林
氏
）。【
図
表
2
】
は
、
こ

れ
ま
で
の
改
正
の
流
れ
を
中
教
審
等
の

動
き
と
合
わ
せ
て
年
表
化
し
た
も
の

だ
。例
え
ば
、１
９
９
１
年
の「
大
綱
化
」

で
は
、「
不
透
明
な
時
代
で
は
、
試
行

錯
誤
し
な
が
ら
教
育
研
究
の
発
展
を
図

る
た
め
規
制
緩
和
を
」
と
い
う
答
申
の

も
と
、
大
幅
な
規
制
緩
和
（
大
綱
化
）

が
行
わ
れ
、
科
目
区
分
や
区
分
ご
と
の

最
低
修
得
単
位
数
な
ど
が
廃
止
に
な
っ

??

Q.

い
つ
か
ら
ど
こ
が
適
用

さ
れ
る
？

A

Q.

改
正
後
の
基
準
を
適
用

し
て
い
る
大
学
事
例
は
？

A

Q.

新
基
準
適
用
に
向
け
た

進
め
方
は
？

A

Q.

ど
の
タ
イ
ミ
ン
グ
で

新
基
準
に
移
行
す
べ
き
か
？

A

特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

B1244290-P06-11.indd   11B1244290-P06-11.indd   11 2024/03/04   12:082024/03/04   12:08



特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

取材・文／児山雄介、鈴木康介

に
挑
戦
を
」
で
し
た
。
よ
っ
て
、
改
正

基
準
の
目
玉
は
、
教
員
組
織
の
自
由
度

を
高
め
る
「
基
幹
教
員
制
度
」
と
「
特

例
制
度
」
だ
と
言
え
ま
す
。

　成
長
分
野
け
ん
引
事
業
に
選
定
さ
れ

た
各
大
学
は
、
制
度
の
モ
デ
ル
ケ
ー
ス

と
な
る
こ
と
も
期
待
さ
れ
て
い
る
と
思

い
ま
す
。
特
に
地
方
部
に
お
い
て
は
、

Ｄ
Ｘ・Ｇ
Ｘ
人
材
育
成
が
急
務
で
す
。

資
金
力
に
乏
し
く
、
教
員
の
数
や
専
門

分
野
も
限
ら
れ
る
本
学
の
よ
う
な
地
方

小
規
模
私
大
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
長
期

伴
走
型
支
援
事
業
を
使
え
ば
、
基
幹
教

員
制
度
の
下
、
不
足
し
て
い
る
と
言
わ

れ
る
Ｄ
Ｘ・Ｇ
Ｘ
分
野
の
教
員
を
確
保

し
た
り
、
特
例
制
度
を
活
用
し
、
オ
ン

ラ
イ
ン
で
都
市
部
の
大
学
と
連
携
し
た

授
業
を
提
供
し
た
り
す
る
こ
と
が
可
能

に
な
り
ま
す
。

　基
幹
教
員
制
度
は
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン

ト
メ
ン
ト
と
併
せ
て
使
え
ば
、
企
業
か

ら
人
材
を
集
め
、
実
社
会
と
接
す
る
教

育
を
充
実
さ
せ
ら
れ
る
の
で
、
本
学
も

注
目
し
て
い
ま
す
。
私
立
大
学
に
は
ク

　大
学
設
置
基
準
は
、「
大
学
」と
し
て

認
め
ら
れ
る
た
め
の
、
最
低
限
の
基
準

に
過
ぎ
ま
せ
ん
。
基
準
を
満
た
す
だ
け

で
は
特
色
あ
る
大
学
づ
く
り
は
で
き
な

い
も
の
で
す
。
本
学
は
こ
れ
ま
で
も
、

学
生
や
地
域
の
た
め
に
、
チ
ャ
レ
ン
ジ

ン
グ
な
取
り
組
み
を
積
極
的
に
行
っ
て

き
ま
し
た
。
よ
く
他
大
学
か
ら
「
そ
れ

は
設
置
基
準
の
ど
こ
に
書
い
て
あ

る
？
」
と
聞
か
れ
ま
す
が
、
基
準
に
は

書
い
て
い
な
い
こ
と
も
あ
り
ま
す
。
万

一
、
文
科
省
か
ら
と
が
め
ら
れ
た
ら
学

位
授
与
の
責
任
は
大
学
に
あ
り
ま
す
。

も
し
間
違
い
が
あ
れ
ば
、
見
直
せ
ば
い

い
。
チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
が
な
い
と
、
特

色
化
は
で
き
な
い
し
、
地
方
私
大
に
学

生
は
呼
べ
ま
せ
ん
。
私
も
一
委
員
と
し

て
基
準
改
正
に
つ
い
て
議
論
し
た
質
保

証
シ
ス
テ
ム
部
会
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
は
、

「
基
準
を
守
り
教
育
の
質
を
下
支
え
し

た
う
え
で
、
よ
り
思
い
切
っ
た
特
色
化

ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
実
施
例
が

少
な
い
た
め
、
契
約
の
ノ
ウ
ハ
ウ
、
内

容
を
調
べ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　特
例
制
度
は
、
ど
ん
な
手
続
き
で
何

が
で
き
る
よ
う
に
な
る
の
か
を
見
通
す

必
要
が
あ
る
も
の
の
、
今
ま
で
に
な
い

教
育
を
行
え
る
可
能
性
は
感
じ
ま
す
。

　本
学
が
２
０
２
６
年
度
に
新
設
予
定

の
デ
ジ
タ
ル
・
グ
リ
ー
ン
学
部
が
、
成

長
分
野
け
ん
引
事
業
に
選
定
さ
れ
ま
し

た
。
日
本
最
先
端
の
デ
ジ
タ
ル
県
を
め

ざ
す
群
馬
県
下
の
企
業
に
と
っ
て
も
、

Ｄ
Ｘ・Ｇ
Ｘ
人
材
不
足
は
喫
緊
の
課
題

で
す
。
地
元
の
大
手
Ｉ
Ｔ
企
業
と
学
部

設
計
段
階
か
ら
手
を
組
み
、
実
践
的
な

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
つ
く
る
た
め
に
、

基
幹
教
員
制
度
や
寄
付
講
座
を
使
っ

て
、
企
業
人
に
一
定
数
の
科
目
を
受
け

持
っ
て
も
ら
う
想
定
で
す
。

　た
だ
、
こ
う
し
た
後
押
し
の
一
方
、

　  ＊

成
長
分
野
け
ん
引
事
業
が

新
基
準
活
用
の
モ
デ
ル
に

地
元
の
企
業
人
と
共
に

人
材
流
出
を
食
い
止
め
る
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＊文部科学省「大学・高専機能強化支援事業」。
  デジタル・グリーン等の特定成長分野への学部等の転換を3000億円規模で支援する

学生数／5,703人　学部／工、情報通信工、医療健康科、総合情報
大学院／工学研究科、医療福祉工学研究科、総合情報学研究科、工学研究科、医療福祉工学研究科、総合情報学研究科

「
社
会
と
の
往
還
」を
め
ざ
す
実
学
系
大
学
に
は
好
機

現
場
教
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
高
め
る
活
用
を

新・設置基準 の捉え方・生かし方

基
幹
教
員
制
度
：
企
業
人

と
共
に
教
育
を
設
計
す
る

機
会
が
増
え
、
地
元
に
必
要
な

人
材
を
育
て
や
す
く
な
る
。

学
部
設
置
の
認
可
要
件
は
厳
格
化
さ
れ

て
い
ま
す
。
学
生
確
保
の
見
通
し
を
は

じ
め
、
地
方
私
大
に
と
っ
て
は
ハ
ー
ド

ル
が
高
く
、
正
式
に
認
可
が
下
り
る
ま

で
予
断
を
許
さ
な
い
状
況
で
す
。

　県
内
国
公
立
大
学
に
お
け
る
情
報
系

学
部
の
倍
率
は
７
倍
に
上
り
ま
す
。
地

元
の
高
校
生
が
進
学
で
き
ず
、
東
京
へ

の
人
材
流
出
の
要
因
に
も
な
っ
て
い
ま

す
。彼
ら
の
受
け
皿
と
な
る
こ
と
が
、新

学
部
の
目
標
の
一
つ
。新
基
準
で
広
が
っ

た
裁
量
を
生
か
し
、
地
元
の
企
業
、
自

治
体
と
一
体
と
な
っ
て
、
県
の
未
来
を

支
え
る
人
材
を
育
て
る
つ
も
り
で
す
。

学
長

大
森
昭
生

大
阪
電
気
通
信
大
学
学
長

塩
田
邦
成

おおもりあきお●東北学院大学
大学院文学研究科博士前期課程
修了。1996年共愛学園に着任。
2 0 1 6年より現職。
2021年短期大学部
学長を兼務。中教審
教育振興基本計画部
会、同大学分科会、同
質保証システム部会、
内閣官房地方創生に
資する魅力ある地方大
学の実現に向けた検
討会議、同「地方大
学・産業創生法」の施
行状況の検討に係る
有識者会議等の委員
を歴任。

ココに
注目！

この
大学人に
聞く！

　改
正
の
背
景
を
知
る
こ
と
が
ま
ず
重

要
で
す
。
今
回
の
改
正
は
、
中
教
審
の

質
保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
に
よ
る
指
摘
―

―
大
学
は
、
３
つ
の
ポ
リ
シ
ー
に
基
づ

く
教
育
の
実
質
化
や
、
デ
ジ
タ
ル
技
術

の
進
展
に
対
応
す
る
必
要
が
あ
る
―
―

を
実
現
し
や
す
く
す
る
た
め
の
ル
ー
ル

変
更
だ
と
捉
え
ら
れ
ま
す
。
自
学
の
教

学
改
革
に
ど
う
生
か
せ
る
か
と
い
う
視

点
で
考
え
る
べ
き
で
し
ょ
う
。

改
革
に
生
か
す
前
提
で

改
正
を
受
け
止
め
る
べ
き

授
業
期
間
授
業
運
営
：

1
0
5
分
×
13
回
の
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
改
革
に
活
用

基
幹
教
員
制
度
：
実
務
家
教
員

の
招
聘
を
検
討
中

しおたくになり●1978年立
命館大学文学部史学科卒
業。2014年東京大学大学院
教育学研究科修士課程修

了。立命館アジ
ア太平洋大学
事務局長、大阪
電気通信大学
大学事務局長
等を経て、2022
年より現職。

　今
回
の
改
正
も
含
め
て
、
本
学
で
は

文
科
政
策
が
打
ち
出
さ
れ
る
た
び
に
、

執
行
部
が
集
ま
る
運
営
会
議
で
「
改
革

に
ど
う
生
か
せ
る
か
」を
議
論
し
ま
す
。

教
員
を
動
か
す
に
は
、
た
だ
「
変
更
が

あ
り
ま
し
た
」と
伝
え
る
の
で
は
な
く
、

活
用
の
イ
メ
ー
ジ
ま
で
提
案
す
る
こ
と

が
ポ
イ
ン
ト
で
す
。

　本
学
の
場
合
、
元
々
2
0
2
4
年
度

の
建
築
・
デ
ザ
イ
ン
学
部
の
開
設
を
皮

切
り
に
、
数
年
間
連
続
で
学
部
新
設
を

続
け
る
予
定
で
し
た
の
で
、
思
い
切
っ

て
2
0
2
4
年
度
か
ら
新
基
準
を
適
用

し
て
改
革
を
進
め
る
こ
と
に
し
ま
し

た
。
例
え
ば
新
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
で
は
、

規
制
緩
和
を
利
用
し
て
、
授
業
時
間
・

回
数
を
90
分
×
15
回
か
ら
、
1
0
5
分

×
13
回
へ
と
変
更
し
ま
す
。
授
業
時
間

が
延
び
て
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
や
学
外
活

動
が
実
施
し
や
す
く
な
る
ほ
か
、
空
い

た
２
回
分
の
授
業
期
間
を
、
補
習
や
集

中
講
義
、
実
習
な
ど
多
様
な
学
習
プ
ロ

グ
ラ
ム
の
提
供
や
、
教
員
の
研
究
時
間

に
充
て
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　基
幹
教
員
制
度
も
、「
何
が
で
き
る

よ
う
に
な
る
の
か
」
の
観
点
か
ら
検
討

し
て
い
ま
す
。
こ
の
制
度
の
本
質
は
、

「
社
会
と
の
人
材
の
往
還
」
を
促
す
こ

と
で
し
ょ
う
。
本
学
の
教
育
と
照
ら
し

合
わ
せ
る
と
、
例
え
ば
メ
ー
カ
ー
の
生

産
現
場
や
ゲ
ー
ム
の
開
発
現
場
、
D
X

の
現
場
に
医
療
現
場
な
ど
が
往
還
先
と

し
て
考
え
ら
れ
ま
す
。
従
来
、
待
遇
の

折
り
合
い
で
声
を
か
け
づ
ら
か
っ
た
人

材
を
雇
用
し
や
す
く
な
り
、
教
員
編
成

の
幅
が
広
が
り
そ
う
で
す
。

　既
存
の
専
任
教
員
に
つ
い
て
も
、
な

る
べ
く
基
幹
教
員
に
移
行
で
き
る
よ
う

体
制
を
整
え
て
い
ま
す
。
特
に
共
通
教

育
の
教
員
は
、
学
部
所
属
に
し
て
学
科

会
議
に
参
加
で
き
る
よ
う
に
す
る
、
年

8
単
位
以
上
の
授
業
を
担
当
で
き
る
よ

う
に
す
る
な
ど
、
会
議
体
の
整
理
や
担

当
科
目
の
変
更
が
必
須
。
あ
く
ま
で
教

育
の
充
実
を
図
る
た
め
の
改
革
で
す
か

ら
、
教
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
配
慮

す
る
こ
と
も
重
要
で
す
。

　特
例
制
度
は
、
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
遠

隔
授
業
の
普
及
を
受
け
て
の
創
設
と
解

釈
し
て
い
ま
す
。「
電
気
通
信
」
を
大

学
名
に
冠
す
る
か
ら
に
は
教
育
の
デ
ジ

タ
ル
化
は
強
み
と
し
た
い
部
分
で
あ

り
、
興
味
は
あ
り
ま
す
。
先
般
、
優
れ

た
遠
隔
授
業
を
パ
イ
ロ
ッ
ト
授
業
と
し

て
支
援
す
る
制
度
を
設
置
し
た
と
こ
ろ

で
、
今
後
も
ノ
ウ
ハ
ウ
を
積
み
重
ね
て

い
く
中
で
、
仮
に
制
限
の
60
単
位
を
上

回
る
実
施
に
教
育
効
果
の
向
上
が
見
込

め
れ
ば
、
申
請
を
検
討
し
ま
す
。
た
だ

し
、
特
例
は
あ
く
ま
で
教
育
を
充
実
さ

せ
る
た
め
の
手
段
で
す
。
申
請
を
前
提

に
遠
隔
授
業
を
充
実
さ
せ
る
わ
け
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。

　改
正
後
の
設
置
基
準
は
、
教
育
改
革

を
後
押
し
す
る
多
様
な
可
能
性
を
宿
し

て
い
ま
す
。
対
応
し
な
け
れ
ば
い
け
な

い
、
や
っ
か
い
な
変
化
と
見
る
か
、
め

ざ
す
教
育
を
実
現
す
る
た
め
の
選
択
肢

が
増
え
た
と
見
る
か
。
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
に

受
け
止
め
た
ほ
う
が
、
大
学
は
元
気
に

な
る
で
し
ょ
う
。

目
的
は
教
育
の
充
実

ブ
レ
の
な
い
対
応
を

ココに
注目！

共
愛
学
園
前
橋
国
際
大
学

新
基
準
を
思
い
切
っ
た
改
革
の
後
押
し
と
し
て

地
学
一
体
で
Ｄ
Ｘ・Ｇ
Ｘ
人
材
の
育
成
に
挑
戦

学
生
数
／
１
２
２
９
人

　学
部
／
国
際
社
会（
英
語
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、国
際
、情
報
・
経
営
、心
理
・
人
間
文
化
、児
童
教
育
）

この
大学人に
聞く！
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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準
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基
幹
教
員
制
度
の
活
用
で

社
会
に
開
か
れ
た
大
学
へ
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大
阪
電
気
通
信
大
学

通
信
教
育
設
置
期
基
準
の
緩
和

日
本
初
本
格
的
オ
ン
ラ
イ
ン
大
学
を
め
ざ
す

4
年
間
で
身
に
付
い
た
付
加
価
値
が
評
価
さ
れ
る
時
代
へ

大
学
と
実
社
会
を
つ
な
ぐ
教
育
ア
イ
デ
ア
を
実
現
し
た
い

特
例
制
度
：
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あ
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学
長

塩
田
邦
成

神
田
外
語
大
学
学
長

宮
内
孝
久

ああああああ●あああああああ
あああああああああああああああ
あああああああああああああああ
あああああああああああああああ
あああああああああああああああ
あああああああああああああああ
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ココに
注目！

この
大学に
聞く！

この
大学人に
聞く！

　日
本
で
は
、
大
学
教
育
を
巡
る
３
つ

の
問
題
が
あ
り
ま
す
。
1
つ
目
は
、
大

学
を
偏
差
値
だ
け
で
評
価
し
て
い
る
こ

と
。
高
校
は
む
ろ
ん
、
企
業
で
も
偏
差

値
の
高
い
大
学
の
学
生
採
用
が
推
奨
さ

れ
ま
す
。
そ
れ
は
、
大
学
教
育
に
社
会

が
期
待
し
て
い
な
い
こ
と
を
示
し
て
い

ま
す
。
し
か
し
、
人
口
減
が
進
み
、
本

格
的
な
全
入
時
代
に
突
入
す
れ
ば
、
偏

差
値
は
機
能
し
な
く
な
る
で
し
ょ
う
。

全
入
時
代
の
今
こ
そ

問
わ
れ
る
質
保
証

特
例
制
度
：
ぜ
ひ
活
用
し

た
い
。
3
人
の
副
学
長
（
う

ち
1
人
は
外
国
人
教
員
）
と
毎

月
、
自
由
な
発
想
で
活
用
の
糸

口
を
議
論
し
て
い
る
。

偏
差
値
で
は
な
く
人
そ
の
も
の
を
評
価

す
る
、
つ
ま
り
、
大
学
4
年
間
で
身
に

付
け
た
付
加
価
値
を
見
る
時
代
に
な
る

の
で
は
な
い
か
。
こ
れ
は
、
そ
こ
に
主

眼
を
置
い
て
改
革
に
ま
い
進
し
て
き
た

本
学
に
と
っ
て
は
、
朗
報
で
す
。

　2
つ
目
は
、
大
学
と
社
会
と
の
距
離

で
す
。
キ
ャ
ン
パ
ス
内
で
の
閉
じ
ら
れ

た
学
修
だ
け
で
、
変
化
す
る
社
会
の
中

で
ど
う
生
き
る
か
を
、
判
断
で
き
る
よ

う
に
な
る
で
し
ょ
う
か
。
民
間
企
業
か

ら
大
学
に
転
じ
た
私
は
、
も
っ
と
社
会

と
つ
な
が
る
教
育
が
必
要
だ
と
、
初
年

次
教
育
で
、
キ
ャ
リ
ア
教
育
と
、
現
代

の
「
そ
ろ
ば
ん
」
で
あ
る
デ
ー
タ
サ
イ

エ
ン
ス
教
育
を
必
修
化
し
ま
し
た
。

　３
つ
目
の
問
題
は
、
基
準
を
守
る
だ

け
の
形
式
主
義
に
と
ど
ま
る
質
保
証
で

す
。
大
学
が
教
育
で
評
価
さ
れ
た
い
の

な
ら
、
こ
の
質
保
証
に
魂
を
込
め
る
べ

き
で
す
。
本
学
で
は
、
3
ポ
リ
シ
ー
を

抜
本
的
に
見
直
し
、
大
幅
な
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
改
革
や
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
推

し
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　今
般
の
設
置
基
準
改
正
は
、
変
化
を

好
ま
ぬ
ア
カ
デ
ミ
ア
の
世
界
を
変
え
る

大
き
な
チ
ャ
ン
ス
で
す
。
例
え
ば
基
幹

教
員
制
度
が
よ
い
例
で
す
。
こ
れ
か
ら

の
社
会
に
必
要
な
分
野
は
、
実
社
会
の

人
に
教
わ
る
方
が
得
策
で
す
。
近
隣
の

企
業
に
声
を
掛
け
、
週
2
回
は
大
学
で

教
え
る
よ
う
な
実
務
家
教
員
を
増
や
し

た
い
。
一
方
で
、
教
養
教
育
と
の
往
還

も
重
要
で
す
。
教
養
教
育
の
プ
ロ
集
団

を
つ
く
り
、
他
大
学
に
派
遣
し
て
も
い

い
か
も
し
れ
な
い
。
こ
う
い
っ
た
構
想

の
実
現
に
、
基
幹
教
員
制
度
は
有
用
で

す
。
新
制
度
下
で
は
、
各
教
員
の
仕
事

の
ス
コ
ー
プ
を
明
確
に
し
た
契
約
と
、

一
定
の
基
準
で
評
価
す
る
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
が
求
め
ら
れ
ま
す
が
、こ
れ
に
よ
り
、

教
員
評
価
の
改
革
が
進
む
で
し
ょ
う
。

教
育
に
秀
で
て
い
た
り
、
希
少
な
分
野

を
教
え
る
こ
と
が
で
き
た
り
す
る
教
員

は
引
く
手
数
多
に
な
り
、
人
材
流
動
性

の
高
い
時
代
が
来
る
は
ず
で
す
。

　本
学
は
こ
の
変
化
の
波
に
乗
っ
て
、

国
際
経
営
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
学
部

（
仮
称
）
の
新
設
を
検
討
中
で
す
。
ノ

ウ
ハ
ウ
を
積
み
重
ね
て
き
た
語
学
教
育

と
、
ビ
ジ
ネ
ス
・
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス

を
掛
け
合
わ
せ
た
文
理
融
合
型
教
育

で
、
世
界
に
通
じ
る
思
考
力
の
養
成
を

め
ざ
し
ま
す
。
こ
こ
に
ビ
ジ
ネ
ス
や

デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
の
実
務
家
教
員
な

ど
、
従
来
の
大
学
教
員
ら
し
く
な
い
教

員
を
多
数
配
置
し
た
い
。
基
幹
教
員
制

度
の
特
長
が
生
き
て
く
る
で
し
ょ
う
。

　日
本
の
若
者
は
自
己
肯
定
感
が
低
い

と
よ
く
言
わ
れ
ま
す
が
、
努
力
し
た
分

だ
け
身
に
付
く
語
学
を
修
め
た
本
学
の

学
生
は
、
し
っ
か
り
と
自
信
を
付
け
て

巣
立
っ
て
い
ま
す
。
事
実
、
卒
業
時
ア

ン
ケ
ー
ト
で
は
、
本
学
の
教
育
へ
の
満

足
度
は
9
割
を
超
え
て
い
ま
す
。
開
学

か
ら
36
年
が
経
っ
た
今
、
こ
う
し
た
卒

業
生
が
職
員
に
な
り
、
常
識
に
と
ら
わ

れ
な
い
大
学
づ
く
り
を
進
め
て
く
れ
て

い
ま
す
。
新
基
準
を
生
か
せ
る
か
は
ア

イ
デ
ア
次
第
。
頼
れ
る
職
員
が
い
る
本

学
の
未
来
は
、
明
る
い
は
ず
で
す
。

ココに
注目！

み やうちたか ひさ●
1950年東京都生まれ。
1975年早稲田大学法学
部卒業後、三菱商事株式
会社入社。2013年同社
代表取締役副社長に就

任。2018年4月より
現職。中央教育
審議会大学
分科会質保
証システム
部会委員。

学
生
数
／
4
2
4
6
人

　
学
部
／
外
国
語
、グ
ロ
ー
バ
ル・リ
ベ
ラ
ル
ア
ー
ツ

　
大
学
院
／
言
語
科
学

学
生
数
／
5,
7
0
3
人

　
学
部
／
工
、情
報
通
信
工
、医
療
健
康
科
、総
合
情
報

大
学
院
／
工
学
研
究
科
、医
療
福
祉
工
学
研
究
科
、総
合
情
報
学
研
究
科
、工
学
研
究
科
、医
療
福
祉
工
学
研
究
科
、総
合
情
報
学
研
究
科

改正設置基準 のとらえ方・活かし方
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　文
科
省
か
ら
新
設
置
基
準
の
事
前
説

明
を
受
け
る
や
否
や
、
教
育
の
改
善
可

能
性
に
つ
い
て
、
教
職
員
で
議
論
を
開

始
し
ま
し
た
。
設
置
基
準
と
照
ら
し
合

わ
せ
て
自
学
の
教
育
を
考
え
る
習
慣
が

根
付
い
て
い
る
の
は
、「
専
門
職
大
学
」

と
い
う
新
た
な
学
校
種
で
の
開
学
の

際
、
そ
の
設
置
基
準
と
正
面
か
ら
向
き

合
っ
た
経
験
を
持
つ
か
ら
で
す
。

　専
門
職
大
学
が
正
式
に
制
度
化
さ
れ

た
の
は
２
０
１
７
年
。
当
時
、
      ＊
法
人

内
で
検
討
し
て
い
た
、
専
門
性
と
実
践

力
を
兼
ね
備
え
た
地
域
人
材
育
成
の
た

め
の
学
校
設
置
構
想
と
一
致
し
、
設
置

申
請
に
向
け
て
動
き
出
し
ま
し
た
。
専

門
職
大
学
・
短
大
の
制
度
化
が
決
ま
っ

た
の
が
５
月
末
、
初
年
度
の
申
請
締
め

切
り
は
10
月
末
。
構
想
を
深
め
る
に
は

期
間
が
短
す
ぎ
る
と
考
え
、
翌
年
度
の

申
請
に
し
ま
し
た
。
結
果
的
に
、
こ
の

準
備
期
間
が
と
て
も
重
要
で
あ
っ
た
と

感
じ
て
い
ま
す
。

　２
０
２
０
年
度
に
２
学
部
、
２
０
２

１
年
度
に
１
学
部
の
開
設
が
認
可
さ
れ

る
ま
で
は
、手
探
り
の
道
の
り
で
し
た
。

グ
ル
ー
プ
内
に
専
門
学
校
は
あ
る
も
の

の
、
資
格
取
得
を
目
的
と
す
る
職
業
教

育
が
主
で
、
教
養
や
汎
用
的
能
力
を
含

め
て
教
育
・
育
成
す
る
専
門
職
大
学
と

は
質
が
異
な
り
ま
す
。
２
０
０
０
年
代

に
２
度
、
大
学
の
設
置
も
経
験
し
て
い

ま
す
が
、
新
た
な
学
校
種
と
な
る
と
、

先
行
例
が
あ
り
ま
せ
ん
。
何
が
で
き
て

何
が
で
き
な
い
の
か
、
毎
月
、
文
科
省

を
訪
ね
て
設
置
基
準
の
解
釈
を
確
認
し

て
は
、
教
育
課
程
を
見
直
す
日
々
。
厳

し
い
指
摘
も
あ
り
ま
し
た
が
、
日
本
の

教
育
を
良
い
方
向
に
変
革
し
て
い
き
た

い
と
い
う
思
い
は
私
た
ち
も
文
科
省
も

同
じ
だ
と
考
え
て
い
ま
す
。教
育
の
質
、

効
果
を
高
め
る
ア
イ
デ
ア
を
熱
意
を

持
っ
て
伝
え
る
と
、
ま
だ
解
釈
が
定

ま
っ
て
い
な
い
条
文
に
つ
い
て
、
適
用

範
囲
を
検
討
し
て
く
れ
ま
し
た
。
教
員

は
公
募
せ
ず
、
全
国
を
か
け
回
っ
て
の

ス
カ
ウ
ト
活
動
。
本
学
の
理
念
に
共
感

し
て
く
れ
る
人
だ
け
を
集
め
、
教
育
設

計
に
も
加
わ
っ
て
も
ら
い
ま
し
た
。

　開
学
５
年
目
を
迎
え
、
再
び
設
置
基

準
と
向
き
合
い
、
ま
ず
は
学
部
融
合
型

の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
設
置
に
向
け
て
動
い

て
い
ま
す
。
専
門
職
大
学
の
新
設
置
基

準
で
は
授
業
形
態
の
規
則
が
緩
和
さ
れ

た
た
め
、
複
数
学
部
合
同
の
授
業
を
設

け
る
こ
と
に
よ
り
、学
生
が
学
部・キ
ャ

ン
パ
ス
を
超
え
て
議
論
を
交
わ
し
、
切

磋
琢
磨
で
き
る
環
境
が
実
現
し
ま
す
。

　新
設
置
基
準
に
は
、
過
去
に
文
科
省

に
伝
え
て
き
た
現
場
の
実
態
や
制
度
変

更
へ
の
要
望
が
、
少
な
か
ら
ず
反
映
さ

れ
て
い
る
よ
う
に
感
じ
ま
し
た
。
現
在

も
全
部
署
の
意
見
を
集
約
し
、
文
科
省

に
継
続
し
て
相
談
す
る
ほ
か
、
本
学
学

長
が
会
長
を
務
め
る
専
門
職
大
学
コ
ン

ソ
ー
シ
ア
ム
と
し
て
も
、
文
科
省
と
意

見
交
換
を
行
っ
て
い
ま
す
。
専
門
職
大

学
全
体
で
国
と
膝
を
突
き
合
わ
せ
、
新

た
な
学
校
種
の
価
値
を
高
め
ら
れ
る
よ

う
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

撮影／亀井宏昭

「
改
正
」以
前
に「
新
規
」の

基
準
と
対
峙
し
た
開
学
時

課
題
を
文
科
省
に
伝
え

教
育
を
共
創
す
る
関
係
に

No.311 14

＊新潟市に本部を置く。大学、高校、専門学校、塾などの教育機関のほか、医療・福祉、建設、農、飲食などの事業も多角的に展開

開
志
専
門
職
大
学

足
し
げ
く
文
科
省
に
通
い
、意
図
を
確
認

設
置
基
準
と
格
闘
し
た
経
験
を
生
か
す

「
同
時
に
授
業
を
行
う
学

生
数
は
原
則
40
人
以
下
」

の
緩
和
：
オ
ン
ラ
イ
ン
で
行
う
、

キ
ャ
ン
パ
ス
を
超
え
た
デ
ィ
ス

カ
ッ
シ
ョ
ン
な
ど
を
検
討
中
。

事
務
局
長

権
瓶
拓
也

ココに
注目！

学
生
数
／
6
2
4
人

　
学
部
／
事
業
創
造
、情
報
、ア
ニ
メ・マ
ン
ガ

先
行
例
が
あ
り
ま
せ
ん
。
何
が
で
き
て

ごんぺいたくや●
2005年４月NSGグ
ループ入社。ＮＣＯＯ
Ｌ新潟公務員法律専
門学校にて教員を９
年間勤める。2014
年同専門学校事務
局長就任。事業創造
大学院大学にてＭＢ
Ａ取得。2017年専
門職大学設置準備
室次長。2020年より
現職。

専門職大学の認可状況

2019

2020

2021

2022

2023

申請

13

15

7

2

5

認可

2

7

5

1

4

＊文部科学省「開設予定大学等一覧」（各年度）  

開設年度
専門職大学数

この
大学人に
聞く！

新・設置基準 の捉え方・生かし方

基
幹
教
員
制
度
の
活
用
で

社
会
に
開
か
れ
た
大
学
へ
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4
年
間
で
付
い
た
付
加
価
値
が
評
価
さ
れ
る
時
代
へ

大
学
と
実
社
会
を
つ
な
ぐ
教
育
ア
イ
デ
ア
を
実
現
し
た
い

神
田
外
語
大
学
学
長

宮
内
孝
久

この
大学人に
聞く！

　日
本
で
は
、
大
学
教
育
を
巡
る
３
つ

の
問
題
が
あ
り
ま
す
。
一
つ
は
、
大
学

を
偏
差
値
だ
け
で
評
価
し
て
い
る
こ

と
。
高
校
は
む
ろ
ん
、
企
業
で
も
偏
差

値
の
高
い
大
学
の
学
生
採
用
が
推
奨
さ

れ
、
そ
れ
は
つ
ま
り
、
大
学
4
年
間
の

教
育
に
社
会
が
期
待
し
て
い
な
い
こ
と

を
示
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
人
口
減

が
進
み
、
本
格
的
な
全
入
時
代
に
突
入

し
た
今
、
偏
差
値
は
機
能
し
な
く
な
る

全
入
時
代
の
今
こ
そ

問
わ
れ
る
質
保
証

特
例
制
度
：
ぜ
ひ
活
用
し

た
い
。
3
人
の
副
学
長
（
う

ち
2
人
は
外
国
人
教
員
）
と
月

に
2
回
、
自
由
な
発
想
で
活
用

の
糸
口
を
議
論
し
て
い
る
。

で
し
ょ
う
。
偏
差
値
で
は
な
く
人
そ
の

も
の
を
評
価
す
る
、
つ
ま
り
、
大
学
4

年
間
で
身
に
付
け
た
付
加
価
値
で
見
ら

れ
る
時
代
に
な
る
の
で
は
な
い
か
。
そ

こ
に
主
眼
を
置
い
て
改
革
に
ま
い
進
し

て
き
た
本
学
に
と
っ
て
は
、朗
報
で
す
。

　私
が
民
間
企
業
か
ら
大
学
に
転
じ
て

実
感
し
た
の
は
、
大
学
と
社
会
と
の
距

離
で
す
。
キ
ャ
ン
パ
ス
内
で
の
閉
じ
ら

れ
た
学
修
だ
け
で
、
変
化
す
る
社
会
の

中
で
ど
う
生
き
る
か
、
判
断
で
き
る
よ

う
に
な
る
で
し
ょ
う
か
。
も
っ
と
社
会

と
つ
な
が
る
教
育
が
必
要
だ
と
感
じ
、

初
年
次
教
育
で
、
キ
ャ
リ
ア
教
育
と
現

代
の
「
そ
ろ
ば
ん
」
で
あ
る
デ
ー
タ
サ

イ
エ
ン
ス
教
育
を
必
修
化
し
ま
し
た
。

　３
つ
め
の
問
題
は
、
基
準
さ
え
守
れ

ば
い
い
形
式
主
義
に
留
ま
る
質
保
証
で

す
。
大
学
が
教
育
で
評
価
さ
れ
た
い
の

な
ら
、
こ
の
質
保
証
に
魂
を
込
め
る
べ

き
で
す
。
本
学
で
は
、
3
ポ
リ
シ
ー
を

抜
本
的
に
見
直
し
、
大
幅
な
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
改
革
や
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
推

し
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　今
般
の
設
置
基
準
改
正
は
、
変
化
を

好
ま
ぬ
ア
カ
デ
ミ
ア
の
世
界
を
変
え
る

大
き
な
チ
ャ
ン
ス
で
す
。
例
え
ば
基
幹

教
員
制
度
が
よ
い
例
で
す
。
こ
れ
か
ら

の
社
会
に
必
要
な
分
野
は
、
実
社
会
の

人
に
教
わ
る
方
が
得
策
で
す
。
近
隣
の

企
業
に
声
を
か
け
、
週
2
回
は
大
学
で

教
え
る
よ
う
な
実
務
家
教
員
を
増
や
し

た
い
。
一
方
で
、
教
養
教
育
と
の
往
還

も
重
要
で
す
。
教
養
教
育
の
プ
ロ
集
団

を
つ
く
り
、
他
大
学
に
も
派
遣
し
て
も

い
い
か
も
し
れ
な
い
。
こ
う
い
っ
た
構

想
の
実
現
に
、
基
幹
教
員
制
度
は
有
用

で
す
。
新
制
度
下
で
は
、
各
教
員
の
仕

事
の
ス
コ
ー
プ
を
明
確
に
し
た
契
約

と
、
一
定
の
基
準
で
評
価
す
る
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
が
求
め
ら
れ
ま
す
が
、
こ
れ
に

よ
り
、
教
員
評
価
の
改
革
が
進
む
で

し
ょ
う
。
教
育
に
秀
で
て
い
た
り
、
希

少
な
分
野
を
教
え
る
こ
と
が
で
き
る
教

員
は
引
く
手
数
多
に
な
り
、
人
材
流
動

性
が
高
い
時
代
が
来
る
は
ず
で
す
。

　本
学
は
こ
の
変
化
の
波
に
乗
っ
て
、

2
0
2
7
年
に
国
際
経
営
デ
ー
タ
サ
イ

エ
ン
ス
学
部
を
新
設
す
る
予
定
で
す
。

ノ
ウ
ハ
ウ
を
積
み
重
ね
て
き
た
語
学
教

育
と
、
ビ
ジ
ネ
ス
・
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン

ス
を
掛
け
合
わ
せ
た
文
理
融
合
型
教
育

で
、
世
界
に
通
じ
る
思
考
力
の
養
成
を

め
ざ
し
ま
す
。
こ
こ
に
ビ
ジ
ネ
ス
や

デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
の
実
務
家
教
員
な

ど
、
従
来
の
大
学
教
員
ら
し
く
な
い
教

員
を
多
数
配
置
し
た
い
。
基
幹
教
員
制

度
の
特
長
が
生
き
て
く
る
で
し
ょ
う
。

　日
本
の
若
者
は
自
己
肯
定
感
が
低
い

と
よ
く
言
わ
れ
ま
す
が
、
努
力
し
た
分

だ
け
身
に
付
く
語
学
を
修
め
た
本
学
の

学
生
は
し
っ
か
り
と
自
信
を
付
け
て
巣

立
っ
て
い
ま
す
。
事
実
、
卒
業
生
ア
ン

ケ
ー
ト
で
は
8
割
が
本
学
の
教
育
に
満

足
し
て
い
ま
す
。
開
学
か
ら
36
年
が

経
っ
た
今
、
こ
う
し
た
卒
業
生
が
職
員

に
な
り
、
常
識
に
と
ら
わ
れ
な
い
大
学

づ
く
り
を
進
め
て
く
れ
て
い
ま
す
。
新

設
置
基
準
を
生
か
せ
る
か
は
ア
イ
デ
ア

次
第
。
頼
れ
る
職
員
が
い
る
本
学
の
未

来
は
、
明
る
い
は
ず
で
す
。

ココに
注目！

み やうちたか ひさ●
1950年東京都生まれ。
1975年早稲田大学法学
部卒業後、三菱商事株式
会社入社。2013年同社
代表取締役副社長に就

任。2018年4月より
現職。中央教育
審議会大学
分科会質保
証システム
部会委員。

学
生
数
／
4,
2
4
6
人

　
学
部
／
外
国
語
、グ
ロ
ー
バ
ル・リ
ベ
ラ
ル
ア
ー
ツ

　
大
学
院
／
言
語
科
学
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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準
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「
対
応
」か「
活
用
」か

大
学
が
元
気
に
な
る
の
は
？
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大
阪
電
気
通
信
大
学

通
信
教
育
設
置
期
基
準
の
緩
和

日
本
初
本
格
的
オ
ン
ラ
イ
ン
大
学
を
め
ざ
す

「
社
会
と
の
往
還
」の
考
え
方
は
実
学
系
大
学
に
は
好
機

教
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
高
め
る
活
用
を

特
例
制
度
：
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学
長

塩
田
邦
成

大
阪
電
気
通
信
大
学
学
長

塩
田
邦
成
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ココに
注目！

この
大学に
聞く！

この
大学人に
聞く！

　今
回
の
改
正
の
背
景
に
は
、
国
が
進

め
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
流
れ
と
中
教
審
の

質
保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
で
審
議
さ
れ
た

「
３
つ
の
ポ
リ
シ
ー
に
基
づ
く
教
育
の

実
質
化
」を
求
め
る
動
き
が
あ
り
ま
す
。

こ
れ
ら
を
理
解
し
、改
正
へ
の
「
対
応
」

だ
け
で
な
く
、
教
学
改
革
と
セ
ッ
ト
で

受
け
止
め
る
べ
き
で
す
。

　文
科
政
策
が
打
ち
出
さ
れ
る
た
び

に
、「
改
革
に
ど
う
生
か
せ
る
か
」
と

改
革
に
生
か
す
べ
く

次
年
度
よ
り
新
基
準
適
用
へ

基
幹
教
員
制
度
：
各
現
場

で
活
躍
中
の
実
務
家
教
員

を
招
聘
し
や
す
く
な
っ
た
。
実

学
教
育
の
拡
充
を
図
り
た
い
。

い
う
視
点
で
議
論
す
る
こ
と
が
重
要
で

す
。　本

学
で
は
元
々
、
2
0
2
4
年
度
の

建
築
・
デ
ザ
イ
ン
学
部
の
開
設
を
皮
切

り
に
、
数
年
間
連
続
で
学
部
新
設
と
、

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
を
予
定
し
て
い
た

の
で
、
新
基
準
の
適
用
も
次
年
度
か
ら

と
し
、
改
革
を
進
め
る
こ
と
に
し
ま
し

た
。
例
え
ば
新
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
で
は
、

改
正
を
利
用
し
て
、
長
ら
く
90
分
×
15

回
の
ま
ま
だ
っ
た
授
業
時
間
・
回
数
を
、

1
0
5
分
×
13
回
へ
と
変
更
し
ま
す
。

こ
れ
に
よ
り
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
や
学
外

活
動
が
行
い
や
す
く
な
る
ほ
か
、
空
い

た
２
回
分
の
授
業
期
間
を
、
補
習
や
実

習
な
ど
多
様
な
学
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提

供
や
、
教
員
の
研
究
時
間
に
充
て
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
こ
れ
ら
は
、
現
場
の

少
な
く
な
い
教
員
か
ら
提
案
さ
れ
て
は

い
た
も
の
の
、
旧
基
準
が
ネ
ッ
ク
に

な
っ
て
実
現
し
に
く
か
っ
た
も
の
で

す
。
従
来
限
定
的
だ
っ
た
T
A
の
授
業

へ
の
参
画
も
、
制
度
を
見
直
し
て
拡
充

す
る
こ
と
も
可
能
に
な
り
ま
し
た
。

　「基
幹
教
員
制
度
」
に
つ
い
て
は
、

教
員
数
に
余
裕
の
な
い
規
模
の
大
学

は
、
対
応
的
に
で
は
な
く
、「
何
が
で

き
る
よ
う
に
な
る
の
か
」
の
観
点
か
ら

検
討
し
た
ほ
う
が
い
い
で
し
ょ
う
。
質

保
証
シ
ス
テ
ム
部
会
の
審
議
ま
と
め
を

読
む
と
、
こ
の
制
度
の
本
質
は
、「
社

会
と
の
人
材
の
往
還
」
を
促
す
こ
と
の

よ
う
で
す
。
そ
れ
な
ら
ば
、
実
学
教
育

を
旨
と
す
る
本
学
に
と
っ
て
は
メ
リ
ッ

ト
ば
か
り
。
例
え
ば
、
メ
ー
カ
ー
の
開

発
や
生
産
現
場
、ゲ
ー
ム
の
開
発
現
場
、

医
療
現
場
な
ど
が
往
還
対
象
と
し
て
考

え
ら
れ
ま
す
。
待
遇
を
理
由
に
招
聘
が

難
し
か
っ
た
著
名
な
エ
ン
ジ
ニ
ア
や

ゲ
ー
ム
開
発
者
な
ど
、
現
場
で
活
躍
す

る
人
材
を
招
く
こ
と
が
可
能
に
な
り
、

教
員
構
成
の
幅
が
広
が
り
そ
う
で
す
。

　既
存
の
専
任
教
員
に
つ
い
て
は
、
な

る
べ
く
基
幹
教
員
に
移
行
で
き
る
体
制

を
整
備
中
で
す
。
例
え
ば
、
共
通
教
育

機
構
所
属
の
教
員
の
学
部
教
育
へ
の
関

与
方
法
に
つ
い
て
、
会
議
体
の
見
直
し

と
、開
講
授
業
の
整
理
を
し
て
い
ま
す
。

　設
置
基
準
の
改
正
は
、
あ
く
ま
で
教

育
の
充
実
を
図
る
た
め
。だ
か
ら
こ
そ
、

現
場
の
教
員
が
元
気
に
な
る
改
革
が
求

め
ら
れ
ま
す
。
新
基
準
で
ど
の
よ
う
な

教
育
が
可
能
に
な
る
か
な
ど
を
教
員
と

議
論
を
重
ね
る
こ
と
が
大
切
で
、
先
行

し
て
実
施
し
て
い
る
大
学
の
教
員
を
招

き
、
F
D
も
行
い
ま
し
た
。

　遠
隔
授
業
に
つ
い
て
は
、「
電
気
通

信
」
を
大
学
名
に
冠
す
る
か
ら
に
は
、

今
後
、
教
育
の
デ
ジ
タ
ル
化
は
強
み
と

し
た
く
、
オ
ン
ラ
イ
ン
授
業
用
の
ス
タ

ジ
オ
の
設
置
や
ス
タ
ッ
フ
の
充
実
に
取

り
組
み
ま
す
。
教
育
効
果
の
向
上
が
見

込
め
れ
ば
、
教
育
を
充
実
さ
せ
る
た
め

の
手
段
と
し
て
、「
特
例
制
度
」
へ
の

申
請
も
考
え
る
可
能
性
は
あ
り
ま
す
。

　改
正
後
の
設
置
基
準
は
、
教
育
改
革

を
後
押
し
す
る
多
様
な
可
能
性
を
宿
し

て
い
ま
す
。
厄
介
な
変
更
と
見
る
か
、

め
ざ
す
教
育
を
実
現
す
る
た
め
の
選
択

肢
が
増
え
た
と
見
る
か
。
ポ
ジ
テ
ィ
ブ

に
受
け
止
め
た
ほ
う
が
、
大
学
は
元
気

に
な
る
で
し
ょ
う
。

ココに
注目！

学
生
数
／
5
8
8
7
人

　
学
部
／
工
、情
報
通
信
工
、医
療
健
康
科
学
、総
合
情
報

　
大
学
院
／
工
学
、医
療
福
祉
工
学
、総
合
情
報
学

学
生
数
／
5,
7
0
3
人

　
学
部
／
工
、情
報
通
信
工
、医
療
健
康
科
、総
合
情
報

大
学
院
／
工
学
研
究
科
、医
療
福
祉
工
学
研
究
科
、総
合
情
報
学
研
究
科
、工
学
研
究
科
、医
療
福
祉
工
学
研
究
科
、総
合
情
報
学
研
究
科

改正設置基準 のとらえ方・活かし方

しおたくになり●1978年
立命館大学文学部史学科
卒業。2014年東京大学大
学院教育学研究科修士課

程修了。立命
館アジア太
平洋大学事
務局長、大阪
電気通信大
学大学事務
局長等を経
て、2022年
より現職。
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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

　新
設
置
基
準
を
自
学
の
改
革
に
生
か

す
に
は
、
そ
の
趣
旨
や
背
景
を
正
し
く

捉
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
押
さ
え
る

べ
き
観
点
を
６
つ
挙
げ
て
み
ま
し
ょ

う
。

①
教
育
・
授
業
に
関
す
る
基
準
の
柔
軟

化

　
遠
隔
授
業
や
単
位
互
換
の
上
限
な

ど
、
多
く
の
制
限
が
特
例
に
よ
っ
て
緩

和
さ
れ
、
柔
軟
な
教
育
シ
ス
テ
ム
づ
く

り
が
可
能
に
な
り
ま
し
た
。
大
学
間
で

得
意
な
領
域
の
授
業
を
遠
隔
で
提
供
し

合
う
、
地
方
学
生
が
キ
ャ
ン
パ
ス
に
行

か
な
く
て
も
都
市
部
の
大
学
に
通
え

る
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
中
で
も
授
業

を
受
け
ら
れ
る
な
ど
、
新
た
な
可
能
性

が
広
が
り
ま
す
。

②
急
速
に
進
む
オ
ン
ラ
イ
ン
連
携
教
育

国
内
他
大
学
や
海
外
大
学
の
遠
隔
授
業

を
相
互
に
受
講
し
、
卒
業
単
位
と
し
て

認
定
す
る
取
り
組
み
、
対
面
と
遠
隔
か

ら
学
生
が
受
講
形
態
を
選
べ
る
ハ
イ
フ

レ
ッ
ク
ス
型
授
業
な
ど
、
オ
ン
ラ
イ
ン

を
活
用
し
た
新
た
な
教
育
の
流
れ
が
加

速
。
工
夫
次
第
で
教
育
の
充
実
、
特
色

化
が
期
待
で
き
ま
す
。
教
員
や
学
生
の

移
動
も
最
小
限
に
で
き
、
経
費
や
負
担

の
軽
減
に
つ
な
が
る
で
し
ょ
う
。

③
特
例
制
度
の
導
入

　
教
育
の
自
由
度

を
高
め
る
特
例
制
度
の
導
入
は
、
将
来

的
な
設
置
基
準
の
見
直
し
を
見
据
え
た

実
証
実
験
の
意
味
合
い
も
あ
り
ま
す
。

国
は
、認
定
審
査
は
厳
し
く
し
過
ぎ
ず
、

「
導
入
の
ハ
ー
ド
ル
は
低
い
が
、
実
施

に
一
定
の
質
を
求
め
る
」
制
度
を
め
ざ

し
て
い
る
よ
う
で
す
。
改
革
の
推
進
や

特
色
化
に
、
大
い
に
活
用
す
べ
き
で

し
ょ
う
。

④
基
幹
教
員
制
度
の
新
設

　
企
業
人
や

他
大
学
の
教
員
を
在
籍
の
ま
ま
自
学
の

教
員
に
登
用
で
き
る
こ
の
制
度
に
は
、

文
理
融
合
・
分
野
横
断
型
の
教
育
、Ａ

Ｉ
や
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
な
ど
の
新
た

な
分
野
の
人
材
育
成
な
ど
を
行
い
や
す

く
す
る
狙
い
が
あ
る
よ
う
で
す
。
既
設

の
学
部
で
も
、
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ

た
実
践
的
教
育
が
可
能
に
な
り
、
学
部

再
編
や
特
色
の
強
化
が
で
き
ま
す
。

⑤
認
証
評
価
制
度
や
情
報
公
表
制
度
の

見
直
し

　
認
証
評
価
は
内
部
質
保
証
重

視
と
な
り
、
学
修
成
果
の
把
握
・
評
価

の
充
実
、
自
己
評
価
結
果
に
よ
る
改
善

活
動
な
ど
を
求
め
て
い
ま
す
。
情
報
公

表
で
は
強
み
、
特
色
の
積
極
的
な
発
信

が
重
視
さ
れ
、
学
修
成
果
、
教
育
成
果

な
ど
、
教
育
の
形
だ
け
で
は
な
く
中
身

が
問
わ
れ
て
い
ま
す
。

⑥
職
員
の
教
育
へ
の
組
織
的
参
画
、
教

員
・
職
員
の
連
携

　
長
年
、
職
員
が
教

育
に
口
を
出
す
行
為
は
タ
ブ
ー
と
さ
れ

て
き
ま
し
た
が
、
法
令
上
、
教
育
は
教

職
協
働
で
行
う
べ
き
と
明
記
さ
れ
る
歴

史
的
変
化
が
起
き
ま
し
た
。
教
員
と
職

員
が
連
携
し
て
教
育
の
充
実
を
進
め
る

力
を
育
成
す
る
、
教
職
一
体
型
Ｓ
Ｄ
が

あ
ら
た
め
て
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
【
左

ペ
ー
ジ
図
表
】。

　以
上
６
つ
の
観
点
を
核
と
す
る
今
回

の
基
準
改
正
は
、
改
革
の
自
由
度
を
高

め
る
も
の
で
す
。
と
い
う
こ
と
は
、
改

革
で
き
る
力
が
あ
る
大
学
は
発
展
し
、

で
き
な
い
大
学
は
淘
汰
さ
れ
る
厳
し
い

時
代
に
足
を
踏
み
入
れ
た
と
い
う
見
方

も
で
き
ま
す
。「
大
学
発
展
の
条
件
は

つ
く
っ
た
。
あ
と
は
各
大
学
の
力
で
乗

り
切
れ
」
と
い
う
国
か
ら
の
通
告
と
も

取
れ
る
わ
け
で
す
。
も
ち
ろ
ん
、
政
策

誘
導
に
追
随
す
る
だ
け
が
生
き
残
り
の

手
段
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
の
改
正
を

生
か
し
、
自
学
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
実
現

す
る
た
め
の
中
期
計
画
に
、
斬
新
な
改

革
を
盛
り
込
め
る
か
ど
う
か
、
そ
の
力

量
が
問
わ
れ
て
い
ま
す
。

　発
展
と
淘
汰
の
岐
路
に
立
つ
大
学
の

未
来
は
、
あ
ら
ゆ
る
チ
ャ
ン
ス
を
逃
さ

ず
、
改
革
の
種
を
中
期
計
画
に
組
み
込

み
、
持
続
的
に
前
進
さ
せ
ら
れ
る
か
ど

う
か
に
か
か
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
策
定

に
は
３
つ
の
意
義
が
あ
り
ま
す
。

　第
１
は
、
自
学
が
め
ざ
す
方
向
を
示

す
旗
印
と
な
り
、
全
学
一
致
の
空
気
を

生
み
出
す
点
で
す
。
ベ
ク
ト
ル
の
一
致

な
し
に
は
、
改
革
に
構
成
員
の
力
を
集

中
さ
せ
ら
れ
ま
せ
ん
。

　第
２
は
、
自
学
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
確
立

に
向
け
た
総
合
的
な
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
と

し
て
の
意
義
で
す
。
教
育
・
研
究
成
果

や
社
会
的
評
価
の
形
成
は
、
単
年
度
、

単
発
の
施
策
で
は
得
ら
れ
ま
せ
ん
。

　第
３
は
、
政
策
の
重
点
を
明
確
化
す

る
役
割
で
す
。
右
肩
下
が
り
の
限
ら
れ

た
財
政
構
造
の
中
で
は
、
資
源
の
「
選

択
と
集
中
」
が
不
可
欠
だ
か
ら
で
す
。

　中
期
計
画
に
実
効
性
を
も
た
ら
す
に

は
、
ま
ず
、
計
画
の
内
容
を
学
内
に
浸

透
さ
せ
る
こ
と
。
詳
細
を
記
し
た
も
の

と
は
別
に
、
目
標
、
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ

ン
、
担
当
組
織
な
ど
を
箇
条
書
き
や
図

に
ま
と
め
た
１
枚
の
シ
ー
ト
を
作
成
す

る
と
、
教
職
員
の
理
解
が
進
み
ま
す
。

次
に
、
痛
み
を
恐
れ
な
い
こ
と
。
め
ざ

す
大
学
像
を
実
現
し
よ
う
と
す
る
過
程

で
は
、
前
例
が
覆
さ
れ
、
既
得
権
が
な

く
な
り
、
負
担
が
増
え
る
場
面
が
少
な

く
あ
り
ま
せ
ん
。
抵
抗
や
反
対
も
付
い

て
回
り
ま
す
。
そ
こ
に
ひ
る
ん
で
、
議

論
の
度
に
角
が
取
れ
る
利
害
調
整
型
の

改
革
に
収
ま
っ
て
し
ま
っ
て
は
、
大
き

な
発
展
は
望
め
ま
せ
ん
。
最
後
に
、
重

点
政
策
へ
の
人
、
物
、
金
の
集
中
投
下

で
す
。
今
日
、
全
て
の
分
野
に
十
分
な

資
源
を
投
じ
ら
れ
る
大
学
は
少
な
い
で

し
ょ
う
。
あ
る
分
野
で
成
果
を
生
む
に

は
、
廃
止
・
縮
小
す
る
分
野
を
明
確
に

す
る
決
断
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
批
判
や

抵
抗
は
免
れ
ま
せ
ん
が
、
こ
こ
に
こ
そ

経
営
幹
部
の
責
務
が
あ
り
、
そ
の
真
価

が
問
わ
れ
ま
す
。

P.
12
〜
15
の
４
大
学
に
は
、
い
ず

れ
も
設
置
基
準
の
改
正
を
発
展
の
チ
ャ

ン
ス
と
捉
え
る
意
思
が
あ
り
、
他
大
学

に
も
勇
気
を
与
え
る
は
ず
で
す
。

共
愛
学
園
前
橋
国
際
大
学
は
、
新
設

予
定
の
デ
ジ
タ
ル
・
グ
リ
ー
ン
学
部
で

基
幹
教
員
制
度
を
大
い
に
活
用
し
、
企

業
で
活
躍
す
る
教
員
が
受
け
持
つ
実
践

的
な
教
育
を
強
み
に
し
よ
う
と
し
て
い

ま
す
。
現
場
の
最
前
線
に
い
る
実
務
担

当
者
や
研
究
者
を
そ
の
ま
ま
教
壇
に
招

く
手
法
は
、
学
生
の
就
業
力
育
成
や
募

集
広
報
に
お
け
る
今
後
の
ト
レ
ン
ド
と

な
る
で
し
ょ
う
。

神
田
外
語
大
学
も
同
様
に
、
実
社
会

と
大
学
教
育
を
結
び
つ
け
、
学
生
の
実

力
、
特
に
就
業
力
を
育
て
る
取
り
組
み

を
重
視
し
て
い
ま
す
。
新
設
置
基
準
に

よ
っ
て
新
た
に
可
能
に
な
っ
た
取
り
組

み
を
、
設
置
構
想
中
の
国
際
経
営
デ
ー

タ
サ
イ
エ
ン
ス
学
部
（
仮
称
）
を
は
じ

め
、
多
様
な
局
面
で
採
り
入
れ
て
い
く

の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

開
志
専
門
職
大
学
は
、
対
面
と
オ
ン

ラ
イ
ン
を
組
み
合
わ
せ
た
教
育
の
推
進

に
熱
心
で
す
。
コ
ロ
ナ
禍
を
き
っ
か
け

に
企
業
内
実
習
に
オ
ン
ラ
イ
ン
を
導
入

し
た
ほ
か
、
斬
新
な
２
学
部
合
同
の
学

部
融
合
型
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
も
構
築
中
と

の
こ
と
。
設
置
基
準
改
正
を
は
じ
め
と

す
る
規
制
緩
和
を
、
先
端
分
野
で
創
造

的
に
利
用
す
る
発
想
こ
そ
が
、
他
大
学

に
な
い
特
色
あ
る
教
育
の
実
現
に
つ
な

が
り
ま
す
。

大
阪
電
気
通
信
大
学
は
、
教
育
の
特

色
で
あ
る
「
社
会
と
の
往
還
」
を
、
新

設
置
基
準
に
よ
り
急
進
さ
せ
る
意
向
の

よ
う
で
す
。
法
改
正
を
深
く
分
析
し
、

使
え
る
と
こ
ろ
は
全
て
使
っ
て
い
こ
う

と
い
う
攻
め
の
姿
勢
は
、
今
後
ま
す
ま

す
厳
し
く
な
る
募
集
環
境
を
切
り
開
く

最
大
の
力
に
な
り
ま
す
。

　今
回
、
取
り
上
げ
ら
れ
た
４
大
学
に

は
、
自
学
の
教
育
の
強
み
を
光
ら
せ
る

活
用
へ
の
意
思
が
見
ら
れ
ま
す
。
多
く

の
大
学
で
、
教
職
一
体
の
組
織
を
編
制

し
、
自
学
の
発
展
に
向
け
て
改
革
を
着

実
に
推
進
さ
せ
て
ほ
し
い
も
の
で
す
。

新
設
置
基
準
の
要
諦
を

６
つ
の
観
点
か
ら
読
み
解
く

改
正
を
生
か
し
た
改
革
は

中
期
計
画
の
実
質
化
か
ら
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＊On the Job Developmentの略。実務を通した人材育成。育成対象者は、高い業務目標を掲げ、主体的に挑戦する

改革を推進する教職一体型ＳＤの研修体系

新・設置基準 の捉え方・生かし方

（１）人材育成目標と研修方針の明確化
研修の第一歩として、人材育成目標の達成、教育の質向上が大学の最重
点課題であることを全学に共有する。前提として、人材育成目標は、中期計
画、事業計画、教育方針、研修方針に明記しておく。

（２）改革の実践（ＯＪＤ＊）をＳＤの中核に
実際に改革に携わる取り組みそのものを研修の中核とする。自身の業務の
中から改革課題を見つけ出して解決策を企画、提案し、実施をマネジメントす
る。これらのプロセスの中に、調査、分析、学習などの研修計画を組み込む。

（３）体系的研修制度の確立
（２）の実践的研修の整備と並び、知識面の研修を体系化する。自学の基
礎知識（戦略、組織運営、財政、教学）、大学制度の知識（運営の基礎、法
制度、高等教育行政）のほか、教員は大学に関わる専門知識、職員は分掌
業務の専門知識（資格、学位、経験を含む）を習得する。

（４）教職協働のチームを組織する
教職一体型の改革行動を根付かせるために、⑵の実践的研修では、教職
混成のプロジェクトチームやワーキンググループを積極的に組織する。学部
や課の縦割り型運営からの脱却、現場発で課題解決を行う文化の形成、メ
ンバーの視野の拡大などが期待できる。

（５）評価・改善システムの整備
改革方針を組織目標、個人目標にブレークダウンしたうえで、達成度を評価
するシステム（目標管理制度、人事考課制度、教育評価・教員評価制度な
ど）を整備する。評価の結果、問題点があれば改善するしくみも必要。

しのだみちお●1972年愛知大
学卒業。日本福祉大学で総務部
長、事務局長、常任理事、学園参
与を歴任。桜美林大学、大正大
学で教職も務める。２０１２～２０１
９年文部科学省学校法人運営
調査委員、２０１５～２０１７年中央
教育審議会大学教育部会委員、
２０１７～２０１９年中央教育審議
会制度・教育改革ＷＧ委員。著
書に『大学改革の処方箋』など。

篠田 道夫

桜美林大学大学院
元大学アドミニストレーション
研究科 教授

４大学の
見解を
受けて

使
え
る
も
の
は
全
て
使
う

攻
め
の
姿
勢
が
前
進
力
に

大
学
運
営
の
プ
ロ
に
聞
く
！

新
基
準
の
読
み
解
き
方

教育研究実施組織において、教職一体で教育改革を推進するには、
力量向上を図るSD研修が必要だ。その重要な柱を紹介する。

発
展
と
淘
汰
の
岐
路
に
立
つ
今
、

   
中
期
計
画
と
の
連
動
を

発
展
と
淘
汰
の
岐
路
に
立
つ
今
、

大
学
の
職
員
・
教
員
の
両
方
の
経
歴
を
持
ち
、中
教
審
の
委
員
を
歴
任
し
た
篠
田
氏
に
、

新
基
準
を
中
期
計
画
に
生
か
し
、教
職
一
体
で
改
革
を
進
め
る
術
を
聞
く
。
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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

　新
設
置
基
準
を
自
学
の
改
革
に
生
か

す
に
は
、
そ
の
趣
旨
や
背
景
を
正
し
く

捉
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
押
さ
え
る

べ
き
観
点
を
６
つ
挙
げ
て
み
ま
し
ょ

う
。

①
教
育
・
授
業
に
関
す
る
基
準
の
柔
軟

化

　
遠
隔
授
業
や
単
位
互
換
の
上
限
な

ど
、
多
く
の
制
限
が
特
例
に
よ
っ
て
緩

和
さ
れ
、
柔
軟
な
教
育
シ
ス
テ
ム
づ
く

り
が
可
能
に
な
り
ま
し
た
。
大
学
間
で

得
意
な
領
域
の
授
業
を
遠
隔
で
提
供
し

合
う
、
地
方
学
生
が
キ
ャ
ン
パ
ス
に
行

か
な
く
て
も
都
市
部
の
大
学
に
通
え

る
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
中
で
も
授
業

を
受
け
ら
れ
る
な
ど
、
新
た
な
可
能
性

が
広
が
り
ま
す
。

②
急
速
に
進
む
オ
ン
ラ
イ
ン
連
携
教
育

国
内
他
大
学
や
海
外
大
学
の
遠
隔
授
業

を
相
互
に
受
講
し
、
卒
業
単
位
と
し
て

認
定
す
る
取
り
組
み
、
対
面
と
遠
隔
か

ら
学
生
が
受
講
形
態
を
選
べ
る
ハ
イ
フ

レ
ッ
ク
ス
型
授
業
な
ど
、
オ
ン
ラ
イ
ン

を
活
用
し
た
新
た
な
教
育
の
流
れ
が
加

速
。
工
夫
次
第
で
教
育
の
充
実
、
特
色

化
が
期
待
で
き
ま
す
。
教
員
や
学
生
の

移
動
も
最
小
限
に
で
き
、
経
費
や
負
担

の
軽
減
に
つ
な
が
る
で
し
ょ
う
。

③
特
例
制
度
の
導
入

　
教
育
の
自
由
度

を
高
め
る
特
例
制
度
の
導
入
は
、
将
来

的
な
設
置
基
準
の
見
直
し
を
見
据
え
た

実
証
実
験
の
意
味
合
い
も
あ
り
ま
す
。

国
は
、認
定
審
査
は
厳
し
く
し
過
ぎ
ず
、

「
導
入
の
ハ
ー
ド
ル
は
低
い
が
、
実
施

に
一
定
の
質
を
求
め
る
」
制
度
を
め
ざ

し
て
い
る
よ
う
で
す
。
改
革
の
推
進
や

特
色
化
に
、
大
い
に
活
用
す
べ
き
で

し
ょ
う
。

④
基
幹
教
員
制
度
の
新
設

　
企
業
人
や

他
大
学
の
教
員
を
在
籍
の
ま
ま
自
学
の

教
員
に
登
用
で
き
る
こ
の
制
度
に
は
、

文
理
融
合
・
分
野
横
断
型
の
教
育
、Ａ

Ｉ
や
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
な
ど
の
新
た

な
分
野
の
人
材
育
成
な
ど
を
行
い
や
す

く
す
る
狙
い
が
あ
る
よ
う
で
す
。
既
設

の
学
部
で
も
、
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ

た
実
践
的
教
育
が
可
能
に
な
り
、
学
部

再
編
や
特
色
の
強
化
が
で
き
ま
す
。

⑤
認
証
評
価
制
度
や
情
報
公
表
制
度
の

見
直
し

　
認
証
評
価
は
内
部
質
保
証
重

視
と
な
り
、
学
修
成
果
の
把
握
・
評
価

の
充
実
、
自
己
評
価
結
果
に
よ
る
改
善

活
動
な
ど
を
求
め
て
い
ま
す
。
情
報
公

表
で
は
強
み
、
特
色
の
積
極
的
な
発
信

が
重
視
さ
れ
、
学
修
成
果
、
教
育
成
果

な
ど
、
教
育
の
形
だ
け
で
は
な
く
中
身

が
問
わ
れ
て
い
ま
す
。

⑥
職
員
の
教
育
へ
の
組
織
的
参
画
、
教

員
・
職
員
の
連
携

　
長
年
、
職
員
が
教

育
に
口
を
出
す
行
為
は
タ
ブ
ー
と
さ
れ

て
き
ま
し
た
が
、
法
令
上
、
教
育
は
教

職
協
働
で
行
う
べ
き
と
明
記
さ
れ
る
歴

史
的
変
化
が
起
き
ま
し
た
。
教
員
と
職

員
が
連
携
し
て
教
育
の
充
実
を
進
め
る

力
を
育
成
す
る
、
教
職
一
体
型
Ｓ
Ｄ
が

あ
ら
た
め
て
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
【
左

ペ
ー
ジ
図
表
】。

　以
上
６
つ
の
観
点
を
核
と
す
る
今
回

の
基
準
改
正
は
、
改
革
の
自
由
度
を
高

め
る
も
の
で
す
。
と
い
う
こ
と
は
、
改

革
で
き
る
力
が
あ
る
大
学
は
発
展
し
、

で
き
な
い
大
学
は
淘
汰
さ
れ
る
厳
し
い

時
代
に
足
を
踏
み
入
れ
た
と
い
う
見
方

も
で
き
ま
す
。「
大
学
発
展
の
条
件
は

つ
く
っ
た
。
あ
と
は
各
大
学
の
力
で
乗

り
切
れ
」
と
い
う
国
か
ら
の
通
告
と
も

取
れ
る
わ
け
で
す
。
も
ち
ろ
ん
、
政
策

誘
導
に
追
随
す
る
だ
け
が
生
き
残
り
の

手
段
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
の
改
正
を

生
か
し
、
自
学
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
実
現

す
る
た
め
の
中
期
計
画
に
、
斬
新
な
改

革
を
盛
り
込
め
る
か
ど
う
か
、
そ
の
力

量
が
問
わ
れ
て
い
ま
す
。

　発
展
と
淘
汰
の
岐
路
に
立
つ
大
学
の

未
来
は
、
あ
ら
ゆ
る
チ
ャ
ン
ス
を
逃
さ

ず
、
改
革
の
種
を
中
期
計
画
に
組
み
込

み
、
持
続
的
に
前
進
さ
せ
ら
れ
る
か
ど

う
か
に
か
か
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
策
定

に
は
３
つ
の
意
義
が
あ
り
ま
す
。

　第
１
は
、
自
学
が
め
ざ
す
方
向
を
示

す
旗
印
と
な
り
、
全
学
一
致
の
空
気
を

生
み
出
す
点
で
す
。
ベ
ク
ト
ル
の
一
致

な
し
に
は
、
改
革
に
構
成
員
の
力
を
集

中
さ
せ
ら
れ
ま
せ
ん
。

　第
２
は
、
自
学
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
確
立

に
向
け
た
総
合
的
な
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
と

し
て
の
意
義
で
す
。
教
育
・
研
究
成
果

や
社
会
的
評
価
の
形
成
は
、
単
年
度
、

単
発
の
施
策
で
は
得
ら
れ
ま
せ
ん
。

　第
３
は
、
政
策
の
重
点
を
明
確
化
す

る
役
割
で
す
。
右
肩
下
が
り
の
限
ら
れ

た
財
政
構
造
の
中
で
は
、
資
源
の
「
選

択
と
集
中
」
が
不
可
欠
だ
か
ら
で
す
。

　中
期
計
画
に
実
効
性
を
も
た
ら
す
に

は
、
ま
ず
、
計
画
の
内
容
を
学
内
に
浸

透
さ
せ
る
こ
と
。
詳
細
を
記
し
た
も
の

と
は
別
に
、
目
標
、
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ

ン
、
担
当
組
織
な
ど
を
箇
条
書
き
や
図

に
ま
と
め
た
１
枚
の
シ
ー
ト
を
作
成
す

る
と
、
教
職
員
の
理
解
が
進
み
ま
す
。

次
に
、
痛
み
を
恐
れ
な
い
こ
と
。
め
ざ

す
大
学
像
を
実
現
し
よ
う
と
す
る
過
程

で
は
、
前
例
が
覆
さ
れ
、
既
得
権
が
な

く
な
り
、
負
担
が
増
え
る
場
面
が
少
な

く
あ
り
ま
せ
ん
。
抵
抗
や
反
対
も
付
い

て
回
り
ま
す
。
そ
こ
に
ひ
る
ん
で
、
議

論
の
度
に
角
が
取
れ
る
利
害
調
整
型
の

改
革
に
収
ま
っ
て
し
ま
っ
て
は
、
大
き

な
発
展
は
望
め
ま
せ
ん
。
最
後
に
、
重

点
政
策
へ
の
人
、
物
、
金
の
集
中
投
下

で
す
。
今
日
、
全
て
の
分
野
に
十
分
な

資
源
を
投
じ
ら
れ
る
大
学
は
少
な
い
で

し
ょ
う
。
あ
る
分
野
で
成
果
を
生
む
に

は
、
廃
止
・
縮
小
す
る
分
野
を
明
確
に

す
る
決
断
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
批
判
や

抵
抗
は
免
れ
ま
せ
ん
が
、
こ
こ
に
こ
そ

経
営
幹
部
の
責
務
が
あ
り
、
そ
の
真
価

が
問
わ
れ
ま
す
。

P.
12
〜
15
の
４
大
学
に
は
、
い
ず

れ
も
設
置
基
準
の
改
正
を
発
展
の
チ
ャ

ン
ス
と
捉
え
る
意
思
が
あ
り
、
他
大
学

に
も
勇
気
を
与
え
る
は
ず
で
す
。

共
愛
学
園
前
橋
国
際
大
学
は
、
新
設

予
定
の
デ
ジ
タ
ル
・
グ
リ
ー
ン
学
部
で

基
幹
教
員
制
度
を
大
い
に
活
用
し
、
企

業
で
活
躍
す
る
教
員
が
受
け
持
つ
実
践

的
な
教
育
を
強
み
に
し
よ
う
と
し
て
い

ま
す
。
現
場
の
最
前
線
に
い
る
実
務
担

当
者
や
研
究
者
を
そ
の
ま
ま
教
壇
に
招

く
手
法
は
、
学
生
の
就
業
力
育
成
や
募

集
広
報
に
お
け
る
今
後
の
ト
レ
ン
ド
と

な
る
で
し
ょ
う
。

神
田
外
語
大
学
も
同
様
に
、
実
社
会

と
大
学
教
育
を
結
び
つ
け
、
学
生
の
実

力
、
特
に
就
業
力
を
育
て
る
取
り
組
み

を
重
視
し
て
い
ま
す
。
新
設
置
基
準
に

よ
っ
て
新
た
に
可
能
に
な
っ
た
取
り
組

み
を
、
設
置
構
想
中
の
国
際
経
営
デ
ー

タ
サ
イ
エ
ン
ス
学
部
（
仮
称
）
を
は
じ

め
、
多
様
な
局
面
で
採
り
入
れ
て
い
く

の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

開
志
専
門
職
大
学
は
、
対
面
と
オ
ン

ラ
イ
ン
を
組
み
合
わ
せ
た
教
育
の
推
進

に
熱
心
で
す
。
コ
ロ
ナ
禍
を
き
っ
か
け

に
企
業
内
実
習
に
オ
ン
ラ
イ
ン
を
導
入

し
た
ほ
か
、
斬
新
な
２
学
部
合
同
の
学

部
融
合
型
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
も
構
築
中
と

の
こ
と
。
設
置
基
準
改
正
を
は
じ
め
と

す
る
規
制
緩
和
を
、
先
端
分
野
で
創
造

的
に
利
用
す
る
発
想
こ
そ
が
、
他
大
学

に
な
い
特
色
あ
る
教
育
の
実
現
に
つ
な

が
り
ま
す
。

大
阪
電
気
通
信
大
学
は
、
教
育
の
特

色
で
あ
る
「
社
会
と
の
往
還
」
を
、
新

設
置
基
準
に
よ
り
急
進
さ
せ
る
意
向
の

よ
う
で
す
。
法
改
正
を
深
く
分
析
し
、

使
え
る
と
こ
ろ
は
全
て
使
っ
て
い
こ
う

と
い
う
攻
め
の
姿
勢
は
、
今
後
ま
す
ま

す
厳
し
く
な
る
募
集
環
境
を
切
り
開
く

最
大
の
力
に
な
り
ま
す
。

　今
回
、
取
り
上
げ
ら
れ
た
４
大
学
に

は
、
自
学
の
教
育
の
強
み
を
光
ら
せ
る

活
用
へ
の
意
思
が
見
ら
れ
ま
す
。
多
く

の
大
学
で
、
教
職
一
体
の
組
織
を
編
制

し
、
自
学
の
発
展
に
向
け
て
改
革
を
着

実
に
推
進
さ
せ
て
ほ
し
い
も
の
で
す
。

新
設
置
基
準
の
要
諦
を

６
つ
の
観
点
か
ら
読
み
解
く

改
正
を
生
か
し
た
改
革
は

中
期
計
画
の
実
質
化
か
ら
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＊On the Job Developmentの略。実務を通した人材育成。育成対象者は、高い業務目標を掲げ、主体的に挑戦する

改革を推進する教職一体型ＳＤの研修体系

新・設置基準 の捉え方・生かし方

（１）人材育成目標と研修方針の明確化
研修の第一歩として、人材育成目標の達成、教育の質向上が大学の最重
点課題であることを全学に共有する。前提として、人材育成目標は、中期計
画、事業計画、教育方針、研修方針に明記しておく。

（２）改革の実践（ＯＪＤ＊）をＳＤの中核に
実際に改革に携わる取り組みそのものを研修の中核とする。自身の業務の
中から改革課題を見つけ出して解決策を企画、提案し、実施をマネジメントす
る。これらのプロセスの中に、調査、分析、学習などの研修計画を組み込む。

（３）体系的研修制度の確立
（２）の実践的研修の整備と並び、知識面の研修を体系化する。自学の基
礎知識（戦略、組織運営、財政、教学）、大学制度の知識（運営の基礎、法
制度、高等教育行政）のほか、教員は大学に関わる専門知識、職員は分掌
業務の専門知識（資格、学位、経験を含む）を習得する。

（４）教職協働のチームを組織する
教職一体型の改革行動を根付かせるために、⑵の実践的研修では、教職
混成のプロジェクトチームやワーキンググループを積極的に組織する。学部
や課の縦割り型運営からの脱却、現場発で課題解決を行う文化の形成、メ
ンバーの視野の拡大などが期待できる。

（５）評価・改善システムの整備
改革方針を組織目標、個人目標にブレークダウンしたうえで、達成度を評価
するシステム（目標管理制度、人事考課制度、教育評価・教員評価制度な
ど）を整備する。評価の結果、問題点があれば改善するしくみも必要。

しのだみちお●1972年愛知大
学卒業。日本福祉大学で総務部
長、事務局長、常任理事、学園参
与を歴任。桜美林大学、大正大
学で教職も務める。２０１２～２０１
９年文部科学省学校法人運営
調査委員、２０１５～２０１７年中央
教育審議会大学教育部会委員、
２０１７～２０１９年中央教育審議
会制度・教育改革ＷＧ委員。著
書に『大学改革の処方箋』など。

篠田 道夫

桜美林大学大学院
元大学アドミニストレーション
研究科 教授

４大学の
見解を
受けて

使
え
る
も
の
は
全
て
使
う

攻
め
の
姿
勢
が
前
進
力
に

大
学
運
営
の
プ
ロ
に
聞
く
！

新
基
準
の
読
み
解
き
方

教育研究実施組織において、教職一体で教育改革を推進するには、
力量向上を図るSD研修が必要だ。その重要な柱を紹介する。

発
展
と
淘
汰
の
岐
路
に
立
つ
今
、

   
中
期
計
画
と
の
連
動
を

大
学
の
職
員
・
教
員
の
両
方
の
経
歴
を
持
ち
、中
教
審
の
委
員
を
歴
任
し
た
篠
田
氏
に
、

新
基
準
を
中
期
計
画
に
生
か
し
、教
職
一
体
で
改
革
を
進
め
る
術
を
聞
く
。
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□変更、新設すべき規程を洗い出し、変更する
□教員管理と教務を接続させる
□学部運営にまつわる会議の内容と構成員の整理
□自学での主要授業科目の定義を明確にし、選定
　（必要に応じてＤＰの見直しも）
□必要最低教員数をカウントする

□基幹教員制度への移行方針、
　活用法、時期等を決める
□教員向けに基幹教員制度の趣旨や
　自学の方針などを丁寧に伝える
□学位プログラムごとに非常勤を含む教員の
　授業科目と単位数、参加会議等の一覧をつくる

何をすべきか？

特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

　2
0
2
4
年
度
に
開
設
・
定
員
増

の
大
学
の
一
部
で
あ
り
。

　現
時
点
で
は
本
格
導
入
し
た
大
学
は

見
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
２
０
２
４
年

度
開
設
・
収
容
定
員
増
を
予
定
す
る
５

大
学
（
P・
10
）、
２
０
２
５
年
度
の

改
組
準
備
中
の
大
阪
電
気
通
信
大
学

で
は
前
倒
し
し
て
導
入
予
定
だ
。
成
長

分
野
け
ん
引
事
業
に
採
択
さ
れ
た
大
学

の
中
に
は
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン

ト
を
使
っ
た
教
員
確
保
を
表
明
し
て
い

る
大
学
も
あ
る
【
図
表
15
】。
千
葉
商

科
大
学
は
、
他
大
学
へ
転
職
す
る
主

要
科
目
担
当
だ
っ
た
教
員
に
つ
い
て
、

転
職
先
の
大
学
と
協
議
し
、「
基
幹
教

員
1
号
」に
な
っ
て
も
ら
っ
た
と
い
う
。

　国
立
大
の
制
度
や
経
産
省
、
文
科

省
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
基
に
し
よ
う
。

　学
外
の
教
員
を
基
幹
教
員
と
す
る
場

合
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
規

程
の
整
備
が
必
要
だ
。
個
人
が
本
務
に

支
障
が
な
い
範
囲
で
行
う
兼
業
と
は
異

な
り
、
組
織
同
士
の
協
定
と
雇
用
者
と

の
個
別
契
約
が
必
要
だ
か
ら
だ
。
ク
ロ

ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
手
順
や
契
約

の
事
例
な
ど
に
つ
い
て
は
、
経
産
省
お

よ
び
文
科
省
か
ら
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
出

て
い
る
。
協
定
書
の
雛
形
も
公
開
さ
れ

て
い
る
の
で
、
一
か
ら
考
え
る
必
要
は

な
い
。
ま
た
、
多
く
の
国
立
大
学
で
は

導
入
済
み
な
の
で
、参
考
に
し
た
い【
図

表
13
、
14
、
上
記
コ
ラ
ム
】。

　教
員
へ
の
丁
寧
な
説
明
と
エ
フ
ォ
ー

ト
や
契
約
管
理
を
し
っ
か
り
。

　教
員
に
よ
り
所
属
先
や
コ
ミ
ッ
ト
の

度
合
い
が
多
様
に
な
る
の
で
、
エ

フ
ォ
ー
ト
管
理
や
契
約
は
各
人
異
な

る
。
入
試
な
ど
の
校
務
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
ま
で
は
「
学
部
の
教
員
だ
か
ら
」

と
い
う
考
え
で
、
分
担
す
る
こ
と
が
当

た
り
前
だ
っ
た
の
が
、
所
属
組
織
に
よ

ら
な
い
制
度
に
な
る
た
め
、「
誰
が
ど

の
よ
う
な
権
限
で
担
う
か
見
直
し
、

ル
ー
ル
の
改
正
も
必
要
」（
宮
林
氏
）。

実
務
家
教
員
や
他
大
学
と
兼
務
の
教
員

に
つ
い
て
は
、自
学
や
大
学
の
ル
ー
ル
・

文
化
を
学
ん
だ
り
能
力
開
発
の
研
修
の

ほ
か
、
自
学
に
な
じ
む
た
め
の
工
夫
や

相
談
先
の
用
意
も
検
討
し
た
い
。

　

 

す
べ
き
こ
と
や
課
題
は
【
P・
18
図

表
１
】、【
P・
19
図
表
４
】
に
ま
と
め

て
い
る
。
学
則
改
定
等
に
先
立
ち
、
教

員
に
改
正
の
趣
旨
と
内
容
、
大
学
の
考

え
を
丁
寧
に
説
明
し
、
周
知
・
理
解
を

促
す
こ
と
が
重
要
だ
。

会
議
で
も
、
そ
れ
が
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
一
部
な
ら
認
め
ら
れ
る
【
図
表
７
】。

　そ
の
う
え
で
、
次
の
「
科
目
」
の
要

件
の
い
ず
れ
か
を
満
た
す
必
要
が
あ

る
。
一
つ
は
要
件
②
A
の
「
主
要
授
業

科
目
を
担
当
す
る
」（
た
だ
し
「
専
ら

当
該
大
学
の
教
育
研
究
に
従
事
す
る
者

に
限
る
」）、ま
た
は
、要
件
②
B
の
「
年

間
8
単
位
以
上
の
当
該
学
部
の
教
育
課

程
に
係
る
授
業
科
目
を
担
当
す
る
」
こ

と
。
こ
の
場
合
、
科
目
は
主
要
授
業
科

目
で
な
く
て
も
よ
く
、
要
件
①
を
満
た

し
て
い
れ
ば
、
他
大
学
や
他
学
部
の
教

員
、
学
外
か
ら
招
聘
し
た
実
務
家
教
員

で
も
基
幹
教
員
に
で
き
る
。「
サ
バ
テ
ィ

カ
ル
の
教
員
の
扱
い
」
な
ど
、
悩
ま
し

い
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
文
科
省
の
資

料
を
基
に
、
基
幹
教
員
に
あ
た
る
か
ど

う
か
を
ま
と
め
た
【
図
表
8
】。

　　大
学
自
身
が
D
P
を
軸
に
設
定
。

合
理
的
な
説
明
が
求
め
ら
れ
る
。

　主
要
授
業
科
目
と
は
、「
大
学
・
学

部
が
D
P
で
定
め
た
学
位
を
授
与
す
る

に
当
た
り
、
そ
の
学
部
の
レ
ベ
ル
と
分

野
に
応
じ
て
達
成
す
べ
き
能
力
を
育
成

す
る
た
め
に
必
要
な
科
目
群
」を
指
し
、

「
３
P
や
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
一
貫

性
、
到
達
目
標
が
明
確
な
ら
お
の
ず
と

決
ま
る
は
ず
」（
文
科
省
）。「
必
修
＝

主
要
」
と
す
る
こ
と
も
可
能
だ
が
、
肝

心
な
の
は
、「
大
学
が
そ
の
科
目
が
主

要
で
あ
る
こ
と
を
説
明
で
き
る
」こ
と
。

そ
の
た
め
、
D
P
に
基
づ
く
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
か
ど
う
か
や
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

の
実
質
化
が
問
わ
れ
る
。
な
お
、「
学

部
設
置
の
場
合
、
設
置
審
の
審
査
で
ど

う
判
断
さ
れ
る
か
は
別
の
問
題
」（
文

科
省
）
な
の
で
、
注
意
し
よ
う
。【
図

表
9
】
に
、
主
要
科
目
の
要
件
と
、
取

材
先
の
意
見
を
基
に
手
順
の
一
例
を
示

し
た
の
で
参
考
に
さ
れ
た
い
。

　基
幹
教
員
が
ど
の
要
件
を
満
た
し

て
い
る
か
で
算
入
の
仕
方
が
異
な
る
。

　【図
表
10
】
の
ピ
ン
ク
の
線
で
囲
っ

た
「
年
間
８
単
位
以
上
の
授
業
科
目
を

担
当
す
る
教
員
」
は
複
数
の
大
学
・
学

部
で
4
分
の
1
ま
で
算
入
可
能
。
ブ

ル
ー
の
線
で
囲
っ
た
専
任
教
員
と
し

て
算
入
す
る
場
合
、
主
要
授
業
科
目
の

担
当
で
あ
れ
、
年
間
８
単
位
以
上
の
授

業
科
目
を
担
当
で
あ
れ
、１
つ
の
学
部
、

な
い
し
１
つ
の
大
学
の
必
要
最
低
教
員

数
に
し
か
算
入
で
き
な
い
。
学
部
の
必

要
最
低
教
員
数
に
算
入
し
た
教
員
は
、

大
学
全
体
の
必
要
最
低
教
員
数
に
重
複

し
て
カ
ウ
ン
ト
で
き
な
い
。
ケ
ー
ス
別

の
算
入
方
法
の
詳
細
は
【
図
表
11
、

12
】
で
確
認
を
。

　

  

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
対
す
る
教
員

の
責
任
性
を
明
確
に
す
る
た
め
。

　基
幹
教
員
制
度
【
図
表
１
】
の
狙
い

は
、
文
科
省
に
よ
る
と
ズ
バ
リ
「
３
P

に
基
づ
く
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責
任
を

持
つ
教
員
組
織
に
す
る
た
め
の
学
修
者

本
位
の
教
育
へ
の
転
換
に
向
け
た
教
員

の
意
識
改
革
」
だ
【
図
表
2
】。
こ
れ

ま
で
も
概
念
上
は
そ
う
だ
っ
た
が
、
実

質
化
を
図
る
べ
く
、
そ
の
定
義
を
法
令

上
、
明
確
化
し
た
。
つ
ま
り
、
海
外
の

制
度
を
参
考
に
し
た
も
の
で
は
な
く
、

あ
く
ま
で
も
「
中
教
審
の
議
論
や
設
置

審
査
で
の
実
態
の
積
み
重
ね
の
結
果
」

（
文
科
省
）
だ
。
そ
の
布
石
と
し
て
、

今
改
正
以
前
に
、2
0
1
8
年
に
は「
工

学
系
の
課
程
制
」
が
、
2
0
1
9
年
に

は
「
学
部
等
連
係
課
程
」
が
導
入
さ
れ
、

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
合
わ
せ
学
部
学
科

を
超
え
た
教
員
編
制
が
で
き
る
よ
う
に

な
っ
て
い
る
。
す
で
に
こ
れ
ら
の
制
度

を
利
用
し
、
工
学
部
教
育
改
革
や
、
学

環
を
設
け
る
大
学
も
出
始
め
て
い
る
。

　
　めざ
す
教
育
に
合
わ
せ
た
大
胆
な

教
員
組
織
編
制
と
教
員
人
材
の
確
保
が

可
能
に
な
る
。

　こ
の
制
度
は
必
要
最
低
教
員
数
の
算

定
に
お
い
て
、
要
件
を
満
た
せ
ば
、
4

分
の
1
ま
で
他
学
部
、
他
大
学
、
学
外

人
材
の
算
入
が
可
能
に
な
り
、
さ
ま
ざ

ま
な
活
用
例
が
想
定
さ
れ
て
い
る
【
図

表
３
】。
今
回
取
材
し
た
大
学
関
係
者

が
挙
げ
る
メ
リ
ッ
ト
や
課
題
を
【
図
表

4
】
に
示
し
た
。
主
な
メ
リ
ッ
ト
は
、

①「
教
教
分
離
」
に
よ
り
、
文
理
融
合

教
育
な
ど
、
学
生
に
と
っ
て
よ
り
魅
力

的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
構
築
に
必
要
な
教
員

を
組
織
を
ま
た
い
で
集
め
や
す
く
な

る
、②
教
員
人
材
の
シ
ェ
ア
が
で
き
る

た
め
、
人
材
が
手
薄
な
分
野
の
教
員
確

保
が
し
や
す
く
な
る
、③
人
材
の
シ
ェ

ア
に
よ
り
、
社
会
や
地
域
と
連
携
し
た

教
育
を
し
た
い
場
合
、
企
業
等
か
ら
実

務
家
教
員
を
招
聘
し
や
す
く
な
る
、④

主
要
科
目
を
担
う
教
員
が
他
大
学
に
転

職
し
て
も
、
転
職
先
が
認
め
れ
ば
、
引

き
続
き
自
学
で
教
育
を
担
っ
て
も
ら
え

る
、⑤
他
大
学
や
企
業
等
と
兼
務
教
員

の
場
合
、給
与
等
が
案
分
で
き
る
。「
専

任
教
員
を
そ
の
ま
ま
基
幹
教
員
へ
読
み

替
え
し
て
も
よ
い
が
、
学
修
者
本
位
の

教
育
を
め
ざ
す
な
ら
う
ま
く
活
用
し
た

い
。
そ
の
際
、
教
員
が
い
る
学
部
に
学

生
を
集
め
る
の
で
は
な
く
、
学
生
に

と
っ
て
魅
力
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
必
要

な
教
員
を
集
め
る
と
い
う
発
想
の
転
換

が
必
要
」（
桐
蔭
横
浜
大
学
）。
な
お
、

複
数
大
学
で
の
勤
務
は
教
員
自
身
の
教

育
研
究
の
幅
を
広
げ
る
メ
リ
ッ
ト
も
あ
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＊文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）や取材を基にBetween編集部でまとめ

＊文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改
  正について～学修者本位の大学教育の実現に
  向けて～」（2022年）を基にBetween編集部で
  まとめ ＊文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）

＊文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）

＊特集記事で取材した大学関係者の話をまとめ、Between編集部で作成

従前の設置認可審査における専任教員の考え方等も
踏まえながら「基幹教員」として定義を明確化するととも
に、必要最低教員数の算定においては、複数の大学・学
部での算入も可能（４分の１まで）とすることなどを規定。
➡教員が十分に養成されていない成長分野等におい
て、民間企業からの実務家教員の登用の促進や、複数
大学等でのクロスアポイントメント等の進展を期待。

基
幹
教
員
制
度
と
は
？

【図表1】基幹教員制度の改正前と改正後の動き 

【図表2】専任教員から基幹教員に改める理由～学位プログラムに係る教員の責任性の明確化

【図表3】基幹教員制度の活用例

【図表4】基幹教員制度活用による教育・経営上のメリットと課題【図表5】基幹教員について
公表すべき情報

活用例
１ 「一の大学に限り」という「専任教

員」の概念を「基幹教員」（仮称）
と改め、設置基準上最低限必要
な教員の数の算定に当たり一定
以上の授業科目を担当する常勤
以外の教員について一定の範囲
まで算入を認めることなどを提言。

基準上「一の大学に限り、専
任教員となる」「専ら当該大
学における教育研究に従事
する」としか定められておらず、
各大学にとって専任教員とし
ての登用では、慎重に判断せ
ざるを得ない面があった。

考えられるメリット 課題

□学生にとって魅力的なプログラム構築に必要な教員を
集めやすくなり、学修者本位の教育の実現に役立つ
□人材確保が難しい分野や、自学で手薄な分野の教員、企
業や自治体等の実務家教員など多様な教員をそろえやすい
□重要な科目担当の専任教員が他大学に転職後も引き
続き関わってもらいやすくなる　
□必要最低教員数を所属組織ではなく、授業や会議など、
教育課程の編成や運営へ実質的に参画しているかでカ
ウントするので、めざす教育や社会のニーズに応じた大
胆な教員組織の見直しがしやすい　
□給与や社会保険料を各所属機関でシェアできたり、必
要最低教員数に１／４まで他機関勤務の教員も算入で
きたりするので、人件費を抑制しやすい
□教員自身にとっても異なる大学での勤務は、自分の教育
研究の幅を広げることになる

□関連規程の見直し、新設、人事制度
の見直しが必要
□各教員によりエフォートが異なりやすい
ため、教員との契約は一律の条件では
なく個別対応になりやすい
□基幹教員については情報公開が必要
なため、そのためのコストや手間が増え
る（教務と人事の連携も必須）　
□基幹教員の要件に必要な会議に新た
な教員が加わることにより、手当等の
経費が上がることもある
□教員に対するコミュニケーション次第
では、労働問題になる可能性もある
□他大学や企業等のクロスアポイントメン
ト教員の受け入れサポート制度が必要

学部等の基本組織
※学部等連係課程実施基本組織を含む

基幹教員

基幹教員
以外の教員

管理運営（教授会・教務委員会等）

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

主要授業科目

人材養成目的

ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）

カリキュラム・ポリシー（ＣＰ）

教育課程編成

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

基幹
教員

管理運営
（教授会・
教務委員会等）

主要授業科目
各大学・学部等のDPで定めた学位
を取得させるに当たり、当該学位の
レベルと分野に応じて達成すべき能
力を育成するために必要な科目群

人材養成目的

ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）

カリキュラム・ポリシー（ＣＰ）
教育課程
編成

基幹教員
以外の教員

学内の教員だけでなく、学外の教員であっても学位プログラム
に対し責任を有するなど、一定の要件を満たす教員は基幹教
員となることができ、社会ニーズに対応した迅速で柔軟な学位
プログラム編成が可能となる。 ※一定の条件：当該各学部の教育課程の編成等に責任を担い、各教育課程に

おける年間８単位以上の授業科目を担当、必要最低教員数の１／４まで 等

□基幹教員の数
 （専ら自学に従事する教員とそれ
以外の内訳も）
□各基幹教員が有する学位
□教育研究等の業績
□主要授業科目の担当の有無
や単位数
□教育課程の編成その他の学部
の運営への参画の状況

※複数の大学等で基幹教員となる教員の勤務
先の公表は望ましい
※各基幹教員が必要最低教員数に算入されて
いるかは公表は求めない
※基幹教員以外の教員に係る情報も公開

教
員

学位
プログラム
毎に配置

学位プログラム学
内
組
織

学
外

教
員
の

所
属
組
織

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

人材養成目的

ＤＰ

ＣＰ

学位プログラム

※当該教育課程の編
成等に責任を有し、年
間８単位以上の授業科
目を担当する者

活用例
2

学内の基幹教員についても、一定の条件の下（※）で、複数
の学位プログラムに従事することが可能で、社会ニーズに応
じた新たな学位プログラムの構築・再編が容易になる。

る
（
P.
23
）。

　一
方
で
、「
教
務
と
人
事
管
理
シ
ス

テ
ム
の
連
携
な
ど
管
理
コ
ス
ト
や
、
基

幹
教
員
に
つ
い
て
の
情
報
公
開
【
P.

19
図
表
5
】
に
ま
つ
わ
る
コ
ス
ト
は
増

え
る
。
人
件
費
は
、
下
が
る
こ
と
も
あ

る
し
、
場
合
に
よ
っ
て
会
議
手
当
な
ど

が
増
え
、
上
が
る
こ
と
も
あ
る
。
新
制

度
へ
の
移
行
は
、
当
事
者
で
あ
る
教
員

の
理
解
納
得
が
あ
っ
て
こ
そ
。
制
度
改

正
さ
れ
た
タ
イ
ミ
ン
グ
の
方
が
学
内
で

説
明
を
始
め
や
す
い
」（
宮
林
氏
）。

　
　基
幹
教
員
は
２
つ
の
要
件
を
満
た

す
必
要
が
あ
る
。

　専
任
教
員
は
「
一
の
大
学
に
限
り
、

専
任
教
員
と
な
る
」「
専
ら
当
該
大
学

に
お
け
る
教
育
研
究
に
従
事
す
る
」
と

し
か
定
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
基

幹
教
員
は
、「
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責

任
を
担
う
」と
さ
れ
、「
会
議
」と「
科
目
」

が
具
体
的
な
要
件
と
し
て
明
記
さ
れ
て

い
る
【
図
表
６
】。
会
議
に
つ
い
て
は
、

「
教
育
課
程
の
編
成
そ
の
他
の
学
部
の

運
営
に
つ
い
て
責
任
を
担
う
」た
め
に
、

「
当
該
学
部
の
教
育
課
程
の
編
成
等
に

つ
い
て
審
議
を
行
う
会
議
」
に
、
構
成

員
と
し
て
参
画
し
て
い
る
こ
と
（
①
）。

会
議
の
具
体
的
要
件
は
文
科
省
か
ら
例

示
さ
れ
て
お
り
、
例
え
ば
教
養
教
育
の

基幹教員
主要授業科目

人材養成目的

ＤＰ

ＣＰ

学位プログラム

基幹
教員
以外の
教員

管理
運営
（教授会・
教務委員会等）

管理
運営
（教授会・
教務委員会等）

改正後改正前 審議まとめでの提言

各大学・学部等のDPで定めた学位を取得させ
るに当たり、当該学位のレベルと分野に応じて
達成すべき能力を育成するために必要な科目群

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

主要授業科目
基幹
教員
以外の
教員

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

教育課程
編成

教育課程
編成

教
員

教
員

Q.

な
ぜ
基
幹
教
員
制
度
が

設
け
ら
れ
た
の
か
？

AQ.

教
育
・
経
営
上
の

メ
リ
ッ
ト
と
課
題
は
？

A

基幹教員
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□変更、新設すべき規程を洗い出し、変更する
□教員管理と教務を接続させる
□学部運営にまつわる会議の内容と構成員の整理
□自学での主要授業科目の定義を明確にし、選定
　（必要に応じてＤＰの見直しも）
□必要最低教員数をカウントする

□基幹教員制度への移行方針、
　活用法、時期等を決める
□教員向けに基幹教員制度の趣旨や
　自学の方針などを丁寧に伝える
□学位プログラムごとに非常勤を含む教員の
　授業科目と単位数、参加会議等の一覧をつくる

何をすべきか？

特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

　2
0
2
4
年
度
に
開
設
・
定
員
増

の
大
学
の
一
部
で
あ
り
。

　現
時
点
で
は
本
格
導
入
し
た
大
学
は

見
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
２
０
２
４
年

度
開
設
・
収
容
定
員
増
を
予
定
す
る
５

大
学
（
P・
10
）、
２
０
２
５
年
度
の

改
組
準
備
中
の
大
阪
電
気
通
信
大
学

で
は
前
倒
し
し
て
導
入
予
定
だ
。
成
長

分
野
け
ん
引
事
業
に
採
択
さ
れ
た
大
学

の
中
に
は
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン

ト
を
使
っ
た
教
員
確
保
を
表
明
し
て
い

る
大
学
も
あ
る
【
図
表
15
】。
千
葉
商

科
大
学
は
、
他
大
学
へ
転
職
す
る
主

要
科
目
担
当
だ
っ
た
教
員
に
つ
い
て
、

転
職
先
の
大
学
と
協
議
し
、「
基
幹
教

員
1
号
」に
な
っ
て
も
ら
っ
た
と
い
う
。

　国
立
大
の
制
度
や
経
産
省
、
文
科

省
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
基
に
し
よ
う
。

　学
外
の
教
員
を
基
幹
教
員
と
す
る
場

合
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
規

程
の
整
備
が
必
要
だ
。
個
人
が
本
務
に

支
障
が
な
い
範
囲
で
行
う
兼
業
と
は
異

な
り
、
組
織
同
士
の
協
定
と
雇
用
者
と

の
個
別
契
約
が
必
要
だ
か
ら
だ
。
ク
ロ

ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
手
順
や
契
約

の
事
例
な
ど
に
つ
い
て
は
、
経
産
省
お

よ
び
文
科
省
か
ら
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
出

て
い
る
。
協
定
書
の
雛
形
も
公
開
さ
れ

て
い
る
の
で
、
一
か
ら
考
え
る
必
要
は

な
い
。
ま
た
、
多
く
の
国
立
大
学
で
は

導
入
済
み
な
の
で
、参
考
に
し
た
い【
図

表
13
、
14
、
上
記
コ
ラ
ム
】。

　教
員
へ
の
丁
寧
な
説
明
と
エ
フ
ォ
ー

ト
や
契
約
管
理
を
し
っ
か
り
。

　教
員
に
よ
り
所
属
先
や
コ
ミ
ッ
ト
の

度
合
い
が
多
様
に
な
る
の
で
、
エ

フ
ォ
ー
ト
管
理
や
契
約
は
各
人
異
な

る
。
入
試
な
ど
の
校
務
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
ま
で
は
「
学
部
の
教
員
だ
か
ら
」

と
い
う
考
え
で
、
分
担
す
る
こ
と
が
当

た
り
前
だ
っ
た
の
が
、
所
属
組
織
に
よ

ら
な
い
制
度
に
な
る
た
め
、「
誰
が
ど

の
よ
う
な
権
限
で
担
う
か
見
直
し
、

ル
ー
ル
の
改
正
も
必
要
」（
宮
林
氏
）。

実
務
家
教
員
や
他
大
学
と
兼
務
の
教
員

に
つ
い
て
は
、自
学
や
大
学
の
ル
ー
ル
・

文
化
を
学
ん
だ
り
能
力
開
発
の
研
修
の

ほ
か
、
自
学
に
な
じ
む
た
め
の
工
夫
や

相
談
先
の
用
意
も
検
討
し
た
い
。

　

 

す
べ
き
こ
と
や
課
題
は
【
P・
18
図

表
１
】、【
P・
19
図
表
４
】
に
ま
と
め

て
い
る
。
学
則
改
定
等
に
先
立
ち
、
教

員
に
改
正
の
趣
旨
と
内
容
、
大
学
の
考

え
を
丁
寧
に
説
明
し
、
周
知
・
理
解
を

促
す
こ
と
が
重
要
だ
。

会
議
で
も
、
そ
れ
が
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
一
部
な
ら
認
め
ら
れ
る
【
図
表
７
】。

　そ
の
う
え
で
、
次
の
「
科
目
」
の
要

件
の
い
ず
れ
か
を
満
た
す
必
要
が
あ

る
。
一
つ
は
要
件
②
A
の
「
主
要
授
業

科
目
を
担
当
す
る
」（
た
だ
し
「
専
ら

当
該
大
学
の
教
育
研
究
に
従
事
す
る
者

に
限
る
」）、ま
た
は
、要
件
②
B
の
「
年

間
8
単
位
以
上
の
当
該
学
部
の
教
育
課

程
に
係
る
授
業
科
目
を
担
当
す
る
」
こ

と
。
こ
の
場
合
、
科
目
は
主
要
授
業
科

目
で
な
く
て
も
よ
く
、
要
件
①
を
満
た

し
て
い
れ
ば
、
他
大
学
や
他
学
部
の
教

員
、
学
外
か
ら
招
聘
し
た
実
務
家
教
員

で
も
基
幹
教
員
に
で
き
る
。「
サ
バ
テ
ィ

カ
ル
の
教
員
の
扱
い
」
な
ど
、
悩
ま
し

い
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
文
科
省
の
資

料
を
基
に
、
基
幹
教
員
に
あ
た
る
か
ど

う
か
を
ま
と
め
た
【
図
表
8
】。

　　大
学
自
身
が
D
P
を
軸
に
設
定
。

合
理
的
な
説
明
が
求
め
ら
れ
る
。

　主
要
授
業
科
目
と
は
、「
大
学
・
学

部
が
D
P
で
定
め
た
学
位
を
授
与
す
る

に
当
た
り
、
そ
の
学
部
の
レ
ベ
ル
と
分

野
に
応
じ
て
達
成
す
べ
き
能
力
を
育
成

す
る
た
め
に
必
要
な
科
目
群
」を
指
し
、

「
３
P
や
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
一
貫

性
、
到
達
目
標
が
明
確
な
ら
お
の
ず
と

決
ま
る
は
ず
」（
文
科
省
）。「
必
修
＝

主
要
」
と
す
る
こ
と
も
可
能
だ
が
、
肝

心
な
の
は
、「
大
学
が
そ
の
科
目
が
主

要
で
あ
る
こ
と
を
説
明
で
き
る
」こ
と
。

そ
の
た
め
、
D
P
に
基
づ
く
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
か
ど
う
か
や
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

の
実
質
化
が
問
わ
れ
る
。
な
お
、「
学

部
設
置
の
場
合
、
設
置
審
の
審
査
で
ど

う
判
断
さ
れ
る
か
は
別
の
問
題
」（
文

科
省
）
な
の
で
、
注
意
し
よ
う
。【
図

表
9
】
に
、
主
要
科
目
の
要
件
と
、
取

材
先
の
意
見
を
基
に
手
順
の
一
例
を
示

し
た
の
で
参
考
に
さ
れ
た
い
。

　基
幹
教
員
が
ど
の
要
件
を
満
た
し

て
い
る
か
で
算
入
の
仕
方
が
異
な
る
。

　【図
表
10
】
の
ピ
ン
ク
の
線
で
囲
っ

た
「
年
間
８
単
位
以
上
の
授
業
科
目
を

担
当
す
る
教
員
」
は
複
数
の
大
学
・
学

部
で
4
分
の
1
ま
で
算
入
可
能
。
ブ

ル
ー
の
線
で
囲
っ
た
専
任
教
員
と
し

て
算
入
す
る
場
合
、
主
要
授
業
科
目
の

担
当
で
あ
れ
、
年
間
８
単
位
以
上
の
授

業
科
目
を
担
当
で
あ
れ
、１
つ
の
学
部
、

な
い
し
１
つ
の
大
学
の
必
要
最
低
教
員

数
に
し
か
算
入
で
き
な
い
。
学
部
の
必

要
最
低
教
員
数
に
算
入
し
た
教
員
は
、

大
学
全
体
の
必
要
最
低
教
員
数
に
重
複

し
て
カ
ウ
ン
ト
で
き
な
い
。
ケ
ー
ス
別

の
算
入
方
法
の
詳
細
は
【
図
表
11
、

12
】
で
確
認
を
。

　

  

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
対
す
る
教
員

の
責
任
性
を
明
確
に
す
る
た
め
。

　基
幹
教
員
制
度
【
図
表
１
】
の
狙
い

は
、
文
科
省
に
よ
る
と
ズ
バ
リ
「
３
P

に
基
づ
く
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責
任
を

持
つ
教
員
組
織
に
す
る
た
め
の
学
修
者

本
位
の
教
育
へ
の
転
換
に
向
け
た
教
員

の
意
識
改
革
」
だ
【
図
表
2
】。
こ
れ

ま
で
も
概
念
上
は
そ
う
だ
っ
た
が
、
実

質
化
を
図
る
べ
く
、
そ
の
定
義
を
法
令

上
、
明
確
化
し
た
。
つ
ま
り
、
海
外
の

制
度
を
参
考
に
し
た
も
の
で
は
な
く
、

あ
く
ま
で
も
「
中
教
審
の
議
論
や
設
置

審
査
で
の
実
態
の
積
み
重
ね
の
結
果
」

（
文
科
省
）
だ
。
そ
の
布
石
と
し
て
、

今
改
正
以
前
に
、2
0
1
8
年
に
は「
工

学
系
の
課
程
制
」
が
、
2
0
1
9
年
に

は
「
学
部
等
連
係
課
程
」
が
導
入
さ
れ
、

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
合
わ
せ
学
部
学
科

を
超
え
た
教
員
編
制
が
で
き
る
よ
う
に

な
っ
て
い
る
。
す
で
に
こ
れ
ら
の
制
度

を
利
用
し
、
工
学
部
教
育
改
革
や
、
学

環
を
設
け
る
大
学
も
出
始
め
て
い
る
。

　
　めざ
す
教
育
に
合
わ
せ
た
大
胆
な

教
員
組
織
編
制
と
教
員
人
材
の
確
保
が

可
能
に
な
る
。

　こ
の
制
度
は
必
要
最
低
教
員
数
の
算

定
に
お
い
て
、
要
件
を
満
た
せ
ば
、
4

分
の
1
ま
で
他
学
部
、
他
大
学
、
学
外

人
材
の
算
入
が
可
能
に
な
り
、
さ
ま
ざ

ま
な
活
用
例
が
想
定
さ
れ
て
い
る
【
図

表
３
】。
今
回
取
材
し
た
大
学
関
係
者

が
挙
げ
る
メ
リ
ッ
ト
や
課
題
を
【
図
表

4
】
に
示
し
た
。
主
な
メ
リ
ッ
ト
は
、

①「
教
教
分
離
」
に
よ
り
、
文
理
融
合

教
育
な
ど
、
学
生
に
と
っ
て
よ
り
魅
力

的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
構
築
に
必
要
な
教
員

を
組
織
を
ま
た
い
で
集
め
や
す
く
な

る
、②
教
員
人
材
の
シ
ェ
ア
が
で
き
る

た
め
、
人
材
が
手
薄
な
分
野
の
教
員
確

保
が
し
や
す
く
な
る
、③
人
材
の
シ
ェ

ア
に
よ
り
、
社
会
や
地
域
と
連
携
し
た

教
育
を
し
た
い
場
合
、
企
業
等
か
ら
実

務
家
教
員
を
招
聘
し
や
す
く
な
る
、④

主
要
科
目
を
担
う
教
員
が
他
大
学
に
転

職
し
て
も
、
転
職
先
が
認
め
れ
ば
、
引

き
続
き
自
学
で
教
育
を
担
っ
て
も
ら
え

る
、⑤
他
大
学
や
企
業
等
と
兼
務
教
員

の
場
合
、給
与
等
が
案
分
で
き
る
。「
専

任
教
員
を
そ
の
ま
ま
基
幹
教
員
へ
読
み

替
え
し
て
も
よ
い
が
、
学
修
者
本
位
の

教
育
を
め
ざ
す
な
ら
う
ま
く
活
用
し
た

い
。
そ
の
際
、
教
員
が
い
る
学
部
に
学

生
を
集
め
る
の
で
は
な
く
、
学
生
に

と
っ
て
魅
力
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
必
要

な
教
員
を
集
め
る
と
い
う
発
想
の
転
換

が
必
要
」（
桐
蔭
横
浜
大
学
）。
な
お
、

複
数
大
学
で
の
勤
務
は
教
員
自
身
の
教

育
研
究
の
幅
を
広
げ
る
メ
リ
ッ
ト
も
あ
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＊文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）や取材を基にBetween編集部でまとめ

＊文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改
  正について～学修者本位の大学教育の実現に
  向けて～」（2022年）を基にBetween編集部で
  まとめ ＊文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）

＊文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）

＊特集記事で取材した大学関係者の話をまとめ、Between編集部で作成

従前の設置認可審査における専任教員の考え方等も
踏まえながら「基幹教員」として定義を明確化するととも
に、必要最低教員数の算定においては、複数の大学・学
部での算入も可能（４分の１まで）とすることなどを規定。
➡教員が十分に養成されていない成長分野等におい
て、民間企業からの実務家教員の登用の促進や、複数
大学等でのクロスアポイントメント等の進展を期待。

基
幹
教
員
制
度
と
は
？

【図表1】基幹教員制度の改正前と改正後の動き 

【図表2】専任教員から基幹教員に改める理由～学位プログラムに係る教員の責任性の明確化

【図表3】基幹教員制度の活用例

【図表4】基幹教員制度活用による教育・経営上のメリットと課題【図表5】基幹教員について
公表すべき情報

活用例
１ 「一の大学に限り」という「専任教

員」の概念を「基幹教員」（仮称）
と改め、設置基準上最低限必要
な教員の数の算定に当たり一定
以上の授業科目を担当する常勤
以外の教員について一定の範囲
まで算入を認めることなどを提言。

基準上「一の大学に限り、専
任教員となる」「専ら当該大
学における教育研究に従事
する」としか定められておらず、
各大学にとって専任教員とし
ての登用では、慎重に判断せ
ざるを得ない面があった。

考えられるメリット 課題

□学生にとって魅力的なプログラム構築に必要な教員を
集めやすくなり、学修者本位の教育の実現に役立つ
□人材確保が難しい分野や、自学で手薄な分野の教員、企
業や自治体等の実務家教員など多様な教員をそろえやすい
□重要な科目担当の専任教員が他大学に転職後も引き
続き関わってもらいやすくなる　
□必要最低教員数を所属組織ではなく、授業や会議など、
教育課程の編成や運営へ実質的に参画しているかでカ
ウントするので、めざす教育や社会のニーズに応じた大
胆な教員組織の見直しがしやすい　
□給与や社会保険料を各所属機関でシェアできたり、必
要最低教員数に１／４まで他機関勤務の教員も算入で
きたりするので、人件費を抑制しやすい
□教員自身にとっても異なる大学での勤務は、自分の教育
研究の幅を広げることになる

□関連規程の見直し、新設、人事制度
の見直しが必要
□各教員によりエフォートが異なりやすい
ため、教員との契約は一律の条件では
なく個別対応になりやすい
□基幹教員については情報公開が必要
なため、そのためのコストや手間が増え
る（教務と人事の連携も必須）　
□基幹教員の要件に必要な会議に新た
な教員が加わることにより、手当等の
経費が上がることもある
□教員に対するコミュニケーション次第
では、労働問題になる可能性もある
□他大学や企業等のクロスアポイントメン
ト教員の受け入れサポート制度が必要

学部等の基本組織
※学部等連係課程実施基本組織を含む

基幹教員

基幹教員
以外の教員

管理運営（教授会・教務委員会等）

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

授業
科目

主要授業科目

人材養成目的

ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）

カリキュラム・ポリシー（ＣＰ）

教育課程編成

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

基幹
教員

管理運営
（教授会・
教務委員会等）

主要授業科目
各大学・学部等のDPで定めた学位
を取得させるに当たり、当該学位の
レベルと分野に応じて達成すべき能
力を育成するために必要な科目群

人材養成目的

ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）

カリキュラム・ポリシー（ＣＰ）
教育課程
編成

基幹教員
以外の教員

学内の教員だけでなく、学外の教員であっても学位プログラム
に対し責任を有するなど、一定の要件を満たす教員は基幹教
員となることができ、社会ニーズに対応した迅速で柔軟な学位
プログラム編成が可能となる。 ※一定の条件：当該各学部の教育課程の編成等に責任を担い、各教育課程に

おける年間８単位以上の授業科目を担当、必要最低教員数の１／４まで 等

□基幹教員の数
 （専ら自学に従事する教員とそれ
以外の内訳も）
□各基幹教員が有する学位
□教育研究等の業績
□主要授業科目の担当の有無
や単位数
□教育課程の編成その他の学部
の運営への参画の状況

※複数の大学等で基幹教員となる教員の勤務
先の公表は望ましい
※各基幹教員が必要最低教員数に算入されて
いるかは公表は求めない
※基幹教員以外の教員に係る情報も公開

教
員

学位
プログラム
毎に配置

学位プログラム学
内
組
織

学
外

教
員
の

所
属
組
織

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

人材養成目的

ＤＰ

ＣＰ

学位プログラム

※当該教育課程の編
成等に責任を有し、年
間８単位以上の授業科
目を担当する者

活用例
2

学内の基幹教員についても、一定の条件の下（※）で、複数
の学位プログラムに従事することが可能で、社会ニーズに応
じた新たな学位プログラムの構築・再編が容易になる。

る
（
P.
23
）。

　一
方
で
、「
教
務
と
人
事
管
理
シ
ス

テ
ム
の
連
携
な
ど
管
理
コ
ス
ト
や
、
基

幹
教
員
に
つ
い
て
の
情
報
公
開
【
P.

19
図
表
5
】
に
ま
つ
わ
る
コ
ス
ト
は
増

え
る
。
人
件
費
は
、
下
が
る
こ
と
も
あ

る
し
、
場
合
に
よ
っ
て
会
議
手
当
な
ど

が
増
え
、
上
が
る
こ
と
も
あ
る
。
新
制

度
へ
の
移
行
は
、
当
事
者
で
あ
る
教
員

の
理
解
納
得
が
あ
っ
て
こ
そ
。
制
度
改

正
さ
れ
た
タ
イ
ミ
ン
グ
の
方
が
学
内
で

説
明
を
始
め
や
す
い
」（
宮
林
氏
）。

　
　基
幹
教
員
は
２
つ
の
要
件
を
満
た

す
必
要
が
あ
る
。

　専
任
教
員
は
「
一
の
大
学
に
限
り
、

専
任
教
員
と
な
る
」「
専
ら
当
該
大
学

に
お
け
る
教
育
研
究
に
従
事
す
る
」
と

し
か
定
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
基

幹
教
員
は
、「
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責

任
を
担
う
」と
さ
れ
、「
会
議
」と「
科
目
」

が
具
体
的
な
要
件
と
し
て
明
記
さ
れ
て

い
る
【
図
表
６
】。
会
議
に
つ
い
て
は
、

「
教
育
課
程
の
編
成
そ
の
他
の
学
部
の

運
営
に
つ
い
て
責
任
を
担
う
」た
め
に
、

「
当
該
学
部
の
教
育
課
程
の
編
成
等
に

つ
い
て
審
議
を
行
う
会
議
」
に
、
構
成

員
と
し
て
参
画
し
て
い
る
こ
と
（
①
）。

会
議
の
具
体
的
要
件
は
文
科
省
か
ら
例

示
さ
れ
て
お
り
、
例
え
ば
教
養
教
育
の

基幹教員
主要授業科目

人材養成目的

ＤＰ

ＣＰ

学位プログラム

基幹
教員
以外の
教員

管理
運営
（教授会・
教務委員会等）

管理
運営
（教授会・
教務委員会等）

改正後改正前 審議まとめでの提言

各大学・学部等のDPで定めた学位を取得させ
るに当たり、当該学位のレベルと分野に応じて
達成すべき能力を育成するために必要な科目群

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

主要授業科目
基幹
教員
以外の
教員

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

教育課程
編成

教育課程
編成

教
員

教
員

Q.

な
ぜ
基
幹
教
員
制
度
が

設
け
ら
れ
た
の
か
？

AQ.

教
育
・
経
営
上
の

メ
リ
ッ
ト
と
課
題
は
？

A

基幹教員
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手
順

特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

　2
0
2
4
年
度
に
開
設
・
定
員
増

の
大
学
の
一
部
で
あ
り
。

　現
時
点
で
は
本
格
導
入
し
た
大
学
は

見
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
２
０
２
４
年

度
開
設
・
収
容
定
員
増
を
予
定
す
る
５

大
学
（
P・
10
）、
２
０
２
５
年
度
の

改
組
準
備
中
の
大
阪
電
気
通
信
大
学

で
は
前
倒
し
し
て
導
入
予
定
だ
。
成
長

分
野
け
ん
引
事
業
に
採
択
さ
れ
た
大
学

の
中
に
は
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン

ト
を
使
っ
た
教
員
確
保
を
表
明
し
て
い

る
大
学
も
あ
る
【
図
表
15
】。
千
葉
商

科
大
学
は
、
他
大
学
へ
転
職
す
る
主

要
科
目
担
当
だ
っ
た
教
員
に
つ
い
て
、

転
職
先
の
大
学
と
協
議
し
、「
基
幹
教

員
1
号
」に
な
っ
て
も
ら
っ
た
と
い
う
。

　国
立
大
の
制
度
や
経
産
省
、
文
科

省
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
基
に
し
よ
う
。

　学
外
の
教
員
を
基
幹
教
員
と
す
る
場

合
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
規

程
の
整
備
が
必
要
だ
。
個
人
が
本
務
に

支
障
が
な
い
範
囲
で
行
う
兼
業
と
は
異

な
り
、
組
織
同
士
の
協
定
と
雇
用
者
と

の
個
別
契
約
が
必
要
だ
か
ら
だ
。
ク
ロ

ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
手
順
や
契
約

の
事
例
な
ど
に
つ
い
て
は
、
経
産
省
お

よ
び
文
科
省
か
ら
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
出

て
い
る
。
協
定
書
の
雛
形
も
公
開
さ
れ

て
い
る
の
で
、
一
か
ら
考
え
る
必
要
は

な
い
。
ま
た
、
多
く
の
国
立
大
学
で
は

導
入
済
み
な
の
で
、参
考
に
し
た
い【
図

表
13
、
14
、
上
記
コ
ラ
ム
】。

　教
員
へ
の
丁
寧
な
説
明
と
エ
フ
ォ
ー

ト
や
契
約
管
理
を
し
っ
か
り
。

　教
員
に
よ
り
所
属
先
や
コ
ミ
ッ
ト
の

度
合
い
が
多
様
に
な
る
の
で
、
エ

フ
ォ
ー
ト
管
理
や
契
約
は
各
人
異
な

る
。
入
試
な
ど
の
校
務
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
ま
で
は
「
学
部
の
教
員
だ
か
ら
」

と
い
う
考
え
で
、
分
担
す
る
こ
と
が
当

た
り
前
だ
っ
た
の
が
、
所
属
組
織
に
よ

ら
な
い
制
度
に
な
る
た
め
、「
誰
が
ど

の
よ
う
な
権
限
で
担
う
か
見
直
し
、

ル
ー
ル
の
改
正
も
必
要
」（
宮
林
氏
）。

実
務
家
教
員
や
他
大
学
と
兼
務
の
教
員

に
つ
い
て
は
、自
学
や
大
学
の
ル
ー
ル
・

文
化
を
学
ん
だ
り
能
力
開
発
の
研
修
の

ほ
か
、
自
学
に
な
じ
む
た
め
の
工
夫
や

相
談
先
の
用
意
も
検
討
し
た
い
。

　

 

す
べ
き
こ
と
や
課
題
は
【
P・
18
図

表
１
】、【
P・
19
図
表
４
】
に
ま
と
め

て
い
る
。
学
則
改
定
等
に
先
立
ち
、
教

員
に
改
正
の
趣
旨
と
内
容
、
大
学
の
考

え
を
丁
寧
に
説
明
し
、
周
知
・
理
解
を

促
す
こ
と
が
重
要
だ
。

会
議
で
も
、
そ
れ
が
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
一
部
な
ら
認
め
ら
れ
る
【
図
表
７
】。

　そ
の
う
え
で
、
次
の
「
科
目
」
の
要

件
の
い
ず
れ
か
を
満
た
す
必
要
が
あ

る
。
一
つ
は
要
件
②
A
の
「
主
要
授
業

科
目
を
担
当
す
る
」（
た
だ
し
「
専
ら

当
該
大
学
の
教
育
研
究
に
従
事
す
る
者

に
限
る
」）、ま
た
は
、要
件
②
B
の
「
年

間
8
単
位
以
上
の
当
該
学
部
の
教
育
課

程
に
係
る
授
業
科
目
を
担
当
す
る
」
こ

と
。
こ
の
場
合
、
科
目
は
主
要
授
業
科

目
で
な
く
て
も
よ
く
、
要
件
①
を
満
た

し
て
い
れ
ば
、
他
大
学
や
他
学
部
の
教

員
、
学
外
か
ら
招
聘
し
た
実
務
家
教
員

で
も
基
幹
教
員
に
で
き
る
。「
サ
バ
テ
ィ

カ
ル
の
教
員
の
扱
い
」
な
ど
、
悩
ま
し

い
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
文
科
省
の
資

料
を
基
に
、
基
幹
教
員
に
あ
た
る
か
ど

う
か
を
ま
と
め
た
【
図
表
8
】。

　　大
学
自
身
が
D
P
を
軸
に
設
定
。

合
理
的
な
説
明
が
求
め
ら
れ
る
。

　主
要
授
業
科
目
と
は
、「
大
学
・
学

部
が
D
P
で
定
め
た
学
位
を
授
与
す
る

に
当
た
り
、
そ
の
学
部
の
レ
ベ
ル
と
分

野
に
応
じ
て
達
成
す
べ
き
能
力
を
育
成

す
る
た
め
に
必
要
な
科
目
群
」を
指
し
、

「
３
P
や
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
一
貫

性
、
到
達
目
標
が
明
確
な
ら
お
の
ず
と

決
ま
る
は
ず
」（
文
科
省
）。「
必
修
＝

主
要
」
と
す
る
こ
と
も
可
能
だ
が
、
肝

心
な
の
は
、「
大
学
が
そ
の
科
目
が
主

要
で
あ
る
こ
と
を
説
明
で
き
る
」こ
と
。

そ
の
た
め
、
D
P
に
基
づ
く
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
か
ど
う
か
や
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

の
実
質
化
が
問
わ
れ
る
。
な
お
、「
学

部
設
置
の
場
合
、
設
置
審
の
審
査
で
ど

う
判
断
さ
れ
る
か
は
別
の
問
題
」（
文

科
省
）
な
の
で
、
注
意
し
よ
う
。【
図

表
9
】
に
、
主
要
科
目
の
要
件
と
、
取

材
先
の
意
見
を
基
に
手
順
の
一
例
を
示

し
た
の
で
参
考
に
さ
れ
た
い
。

　基
幹
教
員
が
ど
の
要
件
を
満
た
し

て
い
る
か
で
算
入
の
仕
方
が
異
な
る
。

　【図
表
10
】
の
ピ
ン
ク
の
線
で
囲
っ

た
「
年
間
８
単
位
以
上
の
授
業
科
目
を

担
当
す
る
教
員
」
は
複
数
の
大
学
・
学

部
で
4
分
の
1
ま
で
算
入
可
能
。
ブ

ル
ー
の
線
で
囲
っ
た
専
任
教
員
と
し

て
算
入
す
る
場
合
、
主
要
授
業
科
目
の

担
当
で
あ
れ
、
年
間
８
単
位
以
上
の
授

業
科
目
を
担
当
で
あ
れ
、１
つ
の
学
部
、

な
い
し
１
つ
の
大
学
の
必
要
最
低
教
員

数
に
し
か
算
入
で
き
な
い
。
学
部
の
必

要
最
低
教
員
数
に
算
入
し
た
教
員
は
、

大
学
全
体
の
必
要
最
低
教
員
数
に
重
複

し
て
カ
ウ
ン
ト
で
き
な
い
。
ケ
ー
ス
別

の
算
入
方
法
の
詳
細
は
【
図
表
11
、

12
】
で
確
認
を
。
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＊2「専ら当該大学の教育研究に従事する者（一の大学でフルタイム雇用されている）」

＊1企業等に専ら従事し、いずれの大学にも専ら従事しない場合

＊【図表10、11、12】：文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」を基にBetween編集部で一部加工

　

  

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
対
す
る
教
員

の
責
任
性
を
明
確
に
す
る
た
め
。

　基
幹
教
員
制
度
【
図
表
１
】
の
狙
い

は
、
文
科
省
に
よ
る
と
ズ
バ
リ
「
３
P

に
基
づ
く
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責
任
を

持
つ
教
員
組
織
に
す
る
た
め
の
学
修
者

本
位
の
教
育
へ
の
転
換
に
向
け
た
教
員

の
意
識
改
革
」
だ
【
図
表
2
】。
こ
れ

ま
で
も
概
念
上
は
そ
う
だ
っ
た
が
、
実

質
化
を
図
る
べ
く
、
そ
の
定
義
を
法
令

上
、
明
確
化
し
た
。
つ
ま
り
、
海
外
の

制
度
を
参
考
に
し
た
も
の
で
は
な
く
、

あ
く
ま
で
も
「
中
教
審
の
議
論
や
設
置

審
査
で
の
実
態
の
積
み
重
ね
の
結
果
」

（
文
科
省
）
だ
。
そ
の
布
石
と
し
て
、

今
改
正
以
前
に
、2
0
1
8
年
に
は「
工

学
系
の
課
程
制
」
が
、
2
0
1
9
年
に

は
「
学
部
等
連
係
課
程
」
が
導
入
さ
れ
、

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
合
わ
せ
学
部
学
科

を
超
え
た
教
員
編
制
が
で
き
る
よ
う
に

な
っ
て
い
る
。
す
で
に
こ
れ
ら
の
制
度

を
利
用
し
、
工
学
部
教
育
改
革
や
、
学

環
を
設
け
る
大
学
も
出
始
め
て
い
る
。

　
　めざ
す
教
育
に
合
わ
せ
た
大
胆
な

教
員
組
織
編
制
と
教
員
人
材
の
確
保
が

可
能
に
な
る
。

　こ
の
制
度
は
必
要
最
低
教
員
数
の
算

定
に
お
い
て
、
要
件
を
満
た
せ
ば
、
4

分
の
1
ま
で
他
学
部
、
他
大
学
、
学
外

人
材
の
算
入
が
可
能
に
な
り
、
さ
ま
ざ

ま
な
活
用
例
が
想
定
さ
れ
て
い
る
【
図

表
３
】。
今
回
取
材
し
た
大
学
関
係
者

が
挙
げ
る
メ
リ
ッ
ト
や
課
題
を
【
図
表

4
】
に
示
し
た
。
主
な
メ
リ
ッ
ト
は
、

①「
教
教
分
離
」
に
よ
り
、
文
理
融
合

教
育
な
ど
、
学
生
に
と
っ
て
よ
り
魅
力

的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
構
築
に
必
要
な
教
員

を
組
織
を
ま
た
い
で
集
め
や
す
く
な

る
、②
教
員
人
材
の
シ
ェ
ア
が
で
き
る

た
め
、
人
材
が
手
薄
な
分
野
の
教
員
確

保
が
し
や
す
く
な
る
、③
人
材
の
シ
ェ

ア
に
よ
り
、
社
会
や
地
域
と
連
携
し
た

教
育
を
し
た
い
場
合
、
企
業
等
か
ら
実

務
家
教
員
を
招
聘
し
や
す
く
な
る
、④

主
要
科
目
を
担
う
教
員
が
他
大
学
に
転

職
し
て
も
、
転
職
先
が
認
め
れ
ば
、
引

き
続
き
自
学
で
教
育
を
担
っ
て
も
ら
え

る
、⑤
他
大
学
や
企
業
等
と
兼
務
教
員

の
場
合
、給
与
等
が
案
分
で
き
る
。「
専

任
教
員
を
そ
の
ま
ま
基
幹
教
員
へ
読
み

替
え
し
て
も
よ
い
が
、
学
修
者
本
位
の

教
育
を
め
ざ
す
な
ら
う
ま
く
活
用
し
た

い
。
そ
の
際
、
教
員
が
い
る
学
部
に
学

生
を
集
め
る
の
で
は
な
く
、
学
生
に

と
っ
て
魅
力
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
必
要

な
教
員
を
集
め
る
と
い
う
発
想
の
転
換

が
必
要
」（
桐
蔭
横
浜
大
学
）。
な
お
、

複
数
大
学
で
の
勤
務
は
教
員
自
身
の
教

育
研
究
の
幅
を
広
げ
る
メ
リ
ッ
ト
も
あ

【図表6】専任教員と基幹教員の定義の違い

一の大学に限
り、専ら当該大
学における教
育研究に従事
する教員のみ

②A：当該学部の教育課程における主要授業科目を担当する教員
（専ら当該大学の教育研究に従事する者に限る※２）、またはB：当該
学部の教育課程における年間８単位以上の授業科目を担当する教員

【図表7】「教育課程の編成その他の
学部運営について責任を担う」の要件

【図表10】必要最低教員数の算出方法について

【図表11】基幹教員の必要最低教員数の算出について（複数機関間）

【図表12】基幹教員の必要最低教員数の算出について（同一大学内）

【図表9】「主要授業科目」の要件と決める手順

□教授会や教務委員会等の、教育課程の編成や学
生の入学、卒業及び課程の修了、学位の授与等
についての審議を行う会議に、構成員として直接
的かつ実質的に参画
□上記いずれかの会議体に構成員として参画してい
る（全会議への参画は必須ではない）
□教養教育の教授会への参画は、その教育が学位
プログラムの一部を構成するのなら要件に合う
□会議で意見を述べるだけではなく、あくまで構成員
としての参画が条件

□学生に学位を取得させるに当たり、当該学位のレベルと分野に応
じて達成すべき能力を育成するために必要な科目群
□大学設置基準上、授業科目は「必修科目、選択科目及び自由科目
に分けて教育課程を編成する」こととされていることも踏まえる
□DP、CP等に基づくこれらの区分別の科目の位置付けも勘案する
□DPで定めた学位の取得に必要な、当該学位のレベルと分野に応
じて達成すべき能力を育成するために必要な科目群
□各大学・学部等で整理・判断し、説明ができる

定義

専任教員 基幹教員〈①及び、②のA・Bいずれかの要件を満たす〉

法学部に
所属している

法学部の運営に責任を持ち、法学部の主要授業科目または年間8
単位以上の授業を担当

A大学経済学部

◆理学部又は農学部のいずれか一の学部→３/４以上の「専ら…従事する教員」の数に算入
又は◆理学部及び農学部の両学部→１/４以内の複数算入枠に算入
※理学部又は農学部において「専ら…従事する教員」の数に算入し、他方の学部で複数算入枠に算入することは不可

ケース１

ケース2

ケース3

ケース４
◆A大学(経)→１/４以内の複数算入枠に算入
◆B大学(商)→１/４以内の複数算入枠に算入

算入はいずれか［１］まで 注：学部以外の基本組織（教教分離型の場合は教育組織）を含む

る
（
P.
23
）。

　一
方
で
、「
教
務
と
人
事
管
理
シ
ス

テ
ム
の
連
携
な
ど
管
理
コ
ス
ト
や
、
基

幹
教
員
に
つ
い
て
の
情
報
公
開
【
P.

19
図
表
5
】
に
ま
つ
わ
る
コ
ス
ト
は
増

え
る
。
人
件
費
は
、
下
が
る
こ
と
も
あ

る
し
、
場
合
に
よ
っ
て
会
議
手
当
な
ど

が
増
え
、
上
が
る
こ
と
も
あ
る
。
新
制

度
へ
の
移
行
は
、
当
事
者
で
あ
る
教
員

の
理
解
納
得
が
あ
っ
て
こ
そ
。
制
度
改

正
さ
れ
た
タ
イ
ミ
ン
グ
の
方
が
学
内
で

説
明
を
始
め
や
す
い
」（
宮
林
氏
）。

　
　基
幹
教
員
は
２
つ
の
要
件
を
満
た

す
必
要
が
あ
る
。

　専
任
教
員
は
「
一
の
大
学
に
限
り
、

専
任
教
員
と
な
る
」「
専
ら
当
該
大
学

に
お
け
る
教
育
研
究
に
従
事
す
る
」
と

し
か
定
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
基

幹
教
員
は
、「
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責

任
を
担
う
」と
さ
れ
、「
会
議
」と「
科
目
」

が
具
体
的
な
要
件
と
し
て
明
記
さ
れ
て

い
る
【
図
表
６
】。
会
議
に
つ
い
て
は
、

「
教
育
課
程
の
編
成
そ
の
他
の
学
部
の

運
営
に
つ
い
て
責
任
を
担
う
」た
め
に
、

「
当
該
学
部
の
教
育
課
程
の
編
成
等
に

つ
い
て
審
議
を
行
う
会
議
」
に
、
構
成

員
と
し
て
参
画
し
て
い
る
こ
と
（
①
）。

会
議
の
具
体
的
要
件
は
文
科
省
か
ら
例

示
さ
れ
て
お
り
、
例
え
ば
教
養
教
育
の

例）法学部の
教員の定義

※この作業を通じて、DPや開講科目そのもの、学修成果の可視化のしかたを
見直す必要がある場合もある　※基幹教員の情報公表上、どれが主要授業
科目なのか、確認できるような形での、明記・公表することが望ましい

①教育課程の編成その他の学部の運営について責任を担う教員※１

※1：教授会や教務委員会など当該学部の教育課程の編成等について審議を行う会議に参画する者等を想定
※2：一の大学でフルタイム雇用されている者等（月額報酬２０万円以上）を想定

①文科省の通知を参照し、自学の主要授業科目の定義を決める
②各学位プログラムのDPと、授業科目の関係を整理する。その際、DP達
成度合いを確認する科目やその方法も考慮する（学修成果の可視化）

③主要授業科目を決定し、なぜ、その科目が主要なのかを学内外
に説明できるようにしておく

文
科
省
の
要
件

【図表8】基幹教員のケーススタディ

教育課程の編成等に責任はあっても、
授業を担当していない ×

×

ケース
教育課程の編成等に責任はあっても、
年間8単位以上授業を担当していない

要件②Aを満たせば〇：専任教員※2である
＋主要授業科目担当（単位数不問）

クロスアポイントメント制度等雇用契約を用
いた制度以外で受け入れた教員

基幹教員として〇か×か

サバティカル中でも要件を満たせば〇
（例 リモートで会議参加したり授業を行う）サバティカルを取得する教員

大学院に所属する教員

任期付教員や、非常勤講師

教養科目のみを担当する教員

他学部で基幹教員になっている教員

要件を満たせば〇

要件を満たせば〇

要件を満たせば〇
〇だが、別の学部の必要最低教員数には専任教員※2以
 外の者としての算入可、専任教員としての算入不可

必要最低教員数を上回る要件を満たす教員 〇要件を満たせば一律に基幹教員として取り扱う
必要あり（必要最低教員数に含まれるか否かを問わず）

農学部

基幹教員
の要件

①教育課程
等の責任

②（A）主要
科目専ら従事

②（B）年間
８単位以上

①教育課程
等の責任

②（A）主要
科目専ら従事

②（B）年間
８単位以上

B大学商学部

【別表第一】
A学部（注）の収容定員に
基づく必要最低教員数

B学部（注）の収容定員に
基づく必要最低教員数

【別表第二】
大学全体の収容定員に
基づく必要最低教員数

✓ 必要最低教員数に含まれなければ、基幹教員となれないものではない。✓ 必要最低教員数を超える分については、特段制限なし。

※別表第一で
算入する教員除く

※３／４以上は
専ら当該大学の
教育研究に従事
する教員

※３／４以上は専ら当該大学
の教育研究に従事する教員

※３／４以上は専ら
当該大学の教育研究に
従事する教員

複数の大学・学部
等で算入可能
（各々の学部で年間
８単位以上担当）

教育課程の編成等に責任を担い、当該学部の教育課
程における年間８単位以上の授業科目を担当する教員
（専ら当該大学の教育研究に従事する者以外の者）
※例えば、クロスアポイントメント等により、複数の大学や企業との
兼務を行う者等

教育課程の編成等に責任を担い、当該学部の教育課
程における年間８単位以上の授業科目を担当する教員
（専ら当該大学の教育研究に従事する者）

教育課程の編成等に責任を担い、当該学部の教育課
程における主要授業科目を担当する教員
（専ら当該大学の教育研究に従事する者）

◆A大学(経)→３/４以上の「専ら…従事する教員」の数に算入

◆A大学(経)→３/４以上の「専ら…従事する教員」の数に算入
◆B大学(商)→１/４以内の複数算入枠に算入

◆A大学(経)→３/４以上の「専ら…従事する教員」の数に算入又は１/４以内の複数算入枠に算入
◆B大学(商)→１/４以内の複数算入枠に算入

※複数算入枠に理論上の上限はないが、適切な教育研究活動等が行われるよう教員のエフォート管理に注意が必要。

※複数算入枠に理論上の上限はないが、適切な教育研究活動等が行われるよう教員のエフォート管理に注意が必要。

＊【図表６、７、８、9】：文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」や同省「令和4年度大学設置基準等の改正に係るQ&A」と取材を参考にBetween編集部でまとめ

◆理学部又は農学部のいずれか一の学部→３/４以上の「専ら…従事する教員」の数に算入
※理学部において「専ら…従事する教員」の数に算入し、農学部において複数算入枠に算入することは不可

理学部

ケース１

ケース2

ケース3

基幹教員
の要件

①教育課程
等の責任

②（A）主要
科目専ら従事

②（B）年間
８単位以上

①教育課程
等の責任

②（A）主要
科目専ら従事

②（B）年間
８単位以上

算入方法

算入方法

◆理学部→３/４以上の「専ら…従事する教員」の数に算入

A大学

•同一大学内の一の学部で「専ら…従事する教員」として算入した場合、仮に要件を満たしていても、他の学部で必要最低教員数に含まれる基幹教員として算入することはできない。
•「専ら…従事する教員」に当たるかどうかは、学部単位ではなく、大学単位で判断することに注意が必要。

教
員（
全
体
）

基
幹
教
員

基幹教員以外の教員 ※各学部等の授業科目を担当しない教員

Q.

専
任
教
員
と
基
幹
教
員

の
違
い
は
？

A

Q.

主
要
授
業
科
目
は

ど
う
決
め
れ
ば
い
い
の
か
？

AQ.

必
要
最
低
教
員
数
へ
の

算
入
の
仕
方
は
？

A

＊2

＊1

会議

科目
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手
順

特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

　2
0
2
4
年
度
に
開
設
・
定
員
増

の
大
学
の
一
部
で
あ
り
。

　現
時
点
で
は
本
格
導
入
し
た
大
学
は

見
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
２
０
２
４
年

度
開
設
・
収
容
定
員
増
を
予
定
す
る
５

大
学
（
P・
10
）、
２
０
２
５
年
度
の

改
組
準
備
中
の
大
阪
電
気
通
信
大
学

で
は
前
倒
し
し
て
導
入
予
定
だ
。
成
長

分
野
け
ん
引
事
業
に
採
択
さ
れ
た
大
学

の
中
に
は
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン

ト
を
使
っ
た
教
員
確
保
を
表
明
し
て
い

る
大
学
も
あ
る
【
図
表
15
】。
千
葉
商

科
大
学
は
、
他
大
学
へ
転
職
す
る
主

要
科
目
担
当
だ
っ
た
教
員
に
つ
い
て
、

転
職
先
の
大
学
と
協
議
し
、「
基
幹
教

員
1
号
」に
な
っ
て
も
ら
っ
た
と
い
う
。

　国
立
大
の
制
度
や
経
産
省
、
文
科

省
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
基
に
し
よ
う
。

　学
外
の
教
員
を
基
幹
教
員
と
す
る
場

合
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
規

程
の
整
備
が
必
要
だ
。
個
人
が
本
務
に

支
障
が
な
い
範
囲
で
行
う
兼
業
と
は
異

な
り
、
組
織
同
士
の
協
定
と
雇
用
者
と

の
個
別
契
約
が
必
要
だ
か
ら
だ
。
ク
ロ

ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
手
順
や
契
約

の
事
例
な
ど
に
つ
い
て
は
、
経
産
省
お

よ
び
文
科
省
か
ら
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
出

て
い
る
。
協
定
書
の
雛
形
も
公
開
さ
れ

て
い
る
の
で
、
一
か
ら
考
え
る
必
要
は

な
い
。
ま
た
、
多
く
の
国
立
大
学
で
は

導
入
済
み
な
の
で
、参
考
に
し
た
い【
図

表
13
、
14
、
上
記
コ
ラ
ム
】。

　教
員
へ
の
丁
寧
な
説
明
と
エ
フ
ォ
ー

ト
や
契
約
管
理
を
し
っ
か
り
。

　教
員
に
よ
り
所
属
先
や
コ
ミ
ッ
ト
の

度
合
い
が
多
様
に
な
る
の
で
、
エ

フ
ォ
ー
ト
管
理
や
契
約
は
各
人
異
な

る
。
入
試
な
ど
の
校
務
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
ま
で
は
「
学
部
の
教
員
だ
か
ら
」

と
い
う
考
え
で
、
分
担
す
る
こ
と
が
当

た
り
前
だ
っ
た
の
が
、
所
属
組
織
に
よ

ら
な
い
制
度
に
な
る
た
め
、「
誰
が
ど

の
よ
う
な
権
限
で
担
う
か
見
直
し
、

ル
ー
ル
の
改
正
も
必
要
」（
宮
林
氏
）。

実
務
家
教
員
や
他
大
学
と
兼
務
の
教
員

に
つ
い
て
は
、自
学
や
大
学
の
ル
ー
ル
・

文
化
を
学
ん
だ
り
能
力
開
発
の
研
修
の

ほ
か
、
自
学
に
な
じ
む
た
め
の
工
夫
や

相
談
先
の
用
意
も
検
討
し
た
い
。

　

 

す
べ
き
こ
と
や
課
題
は
【
P・
18
図

表
１
】、【
P・
19
図
表
４
】
に
ま
と
め

て
い
る
。
学
則
改
定
等
に
先
立
ち
、
教

員
に
改
正
の
趣
旨
と
内
容
、
大
学
の
考

え
を
丁
寧
に
説
明
し
、
周
知
・
理
解
を

促
す
こ
と
が
重
要
だ
。

会
議
で
も
、
そ
れ
が
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
一
部
な
ら
認
め
ら
れ
る
【
図
表
７
】。

　そ
の
う
え
で
、
次
の
「
科
目
」
の
要

件
の
い
ず
れ
か
を
満
た
す
必
要
が
あ

る
。
一
つ
は
要
件
②
A
の
「
主
要
授
業

科
目
を
担
当
す
る
」（
た
だ
し
「
専
ら

当
該
大
学
の
教
育
研
究
に
従
事
す
る
者

に
限
る
」）、ま
た
は
、要
件
②
B
の
「
年

間
8
単
位
以
上
の
当
該
学
部
の
教
育
課

程
に
係
る
授
業
科
目
を
担
当
す
る
」
こ

と
。
こ
の
場
合
、
科
目
は
主
要
授
業
科

目
で
な
く
て
も
よ
く
、
要
件
①
を
満
た

し
て
い
れ
ば
、
他
大
学
や
他
学
部
の
教

員
、
学
外
か
ら
招
聘
し
た
実
務
家
教
員

で
も
基
幹
教
員
に
で
き
る
。「
サ
バ
テ
ィ

カ
ル
の
教
員
の
扱
い
」
な
ど
、
悩
ま
し

い
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
文
科
省
の
資

料
を
基
に
、
基
幹
教
員
に
あ
た
る
か
ど

う
か
を
ま
と
め
た
【
図
表
8
】。

　　大
学
自
身
が
D
P
を
軸
に
設
定
。

合
理
的
な
説
明
が
求
め
ら
れ
る
。

　主
要
授
業
科
目
と
は
、「
大
学
・
学

部
が
D
P
で
定
め
た
学
位
を
授
与
す
る

に
当
た
り
、
そ
の
学
部
の
レ
ベ
ル
と
分

野
に
応
じ
て
達
成
す
べ
き
能
力
を
育
成

す
る
た
め
に
必
要
な
科
目
群
」を
指
し
、

「
３
P
や
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
一
貫

性
、
到
達
目
標
が
明
確
な
ら
お
の
ず
と

決
ま
る
は
ず
」（
文
科
省
）。「
必
修
＝

主
要
」
と
す
る
こ
と
も
可
能
だ
が
、
肝

心
な
の
は
、「
大
学
が
そ
の
科
目
が
主

要
で
あ
る
こ
と
を
説
明
で
き
る
」こ
と
。

そ
の
た
め
、
D
P
に
基
づ
く
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
か
ど
う
か
や
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

の
実
質
化
が
問
わ
れ
る
。
な
お
、「
学

部
設
置
の
場
合
、
設
置
審
の
審
査
で
ど

う
判
断
さ
れ
る
か
は
別
の
問
題
」（
文

科
省
）
な
の
で
、
注
意
し
よ
う
。【
図

表
9
】
に
、
主
要
科
目
の
要
件
と
、
取

材
先
の
意
見
を
基
に
手
順
の
一
例
を
示

し
た
の
で
参
考
に
さ
れ
た
い
。

　基
幹
教
員
が
ど
の
要
件
を
満
た
し

て
い
る
か
で
算
入
の
仕
方
が
異
な
る
。

　【図
表
10
】
の
ピ
ン
ク
の
線
で
囲
っ

た
「
年
間
８
単
位
以
上
の
授
業
科
目
を

担
当
す
る
教
員
」
は
複
数
の
大
学
・
学

部
で
4
分
の
1
ま
で
算
入
可
能
。
ブ

ル
ー
の
線
で
囲
っ
た
専
任
教
員
と
し

て
算
入
す
る
場
合
、
主
要
授
業
科
目
の

担
当
で
あ
れ
、
年
間
８
単
位
以
上
の
授

業
科
目
を
担
当
で
あ
れ
、１
つ
の
学
部
、

な
い
し
１
つ
の
大
学
の
必
要
最
低
教
員

数
に
し
か
算
入
で
き
な
い
。
学
部
の
必

要
最
低
教
員
数
に
算
入
し
た
教
員
は
、

大
学
全
体
の
必
要
最
低
教
員
数
に
重
複

し
て
カ
ウ
ン
ト
で
き
な
い
。
ケ
ー
ス
別

の
算
入
方
法
の
詳
細
は
【
図
表
11
、

12
】
で
確
認
を
。
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＊2「専ら当該大学の教育研究に従事する者（一の大学でフルタイム雇用されている）」

＊1企業等に専ら従事し、いずれの大学にも専ら従事しない場合

＊【図表10、11、12】：文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」を基にBetween編集部で一部加工

　

  

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
対
す
る
教
員

の
責
任
性
を
明
確
に
す
る
た
め
。

　基
幹
教
員
制
度
【
図
表
１
】
の
狙
い

は
、
文
科
省
に
よ
る
と
ズ
バ
リ
「
３
P

に
基
づ
く
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責
任
を

持
つ
教
員
組
織
に
す
る
た
め
の
学
修
者

本
位
の
教
育
へ
の
転
換
に
向
け
た
教
員

の
意
識
改
革
」
だ
【
図
表
2
】。
こ
れ

ま
で
も
概
念
上
は
そ
う
だ
っ
た
が
、
実

質
化
を
図
る
べ
く
、
そ
の
定
義
を
法
令

上
、
明
確
化
し
た
。
つ
ま
り
、
海
外
の

制
度
を
参
考
に
し
た
も
の
で
は
な
く
、

あ
く
ま
で
も
「
中
教
審
の
議
論
や
設
置

審
査
で
の
実
態
の
積
み
重
ね
の
結
果
」

（
文
科
省
）
だ
。
そ
の
布
石
と
し
て
、

今
改
正
以
前
に
、2
0
1
8
年
に
は「
工

学
系
の
課
程
制
」
が
、
2
0
1
9
年
に

は
「
学
部
等
連
係
課
程
」
が
導
入
さ
れ
、

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
合
わ
せ
学
部
学
科

を
超
え
た
教
員
編
制
が
で
き
る
よ
う
に

な
っ
て
い
る
。
す
で
に
こ
れ
ら
の
制
度

を
利
用
し
、
工
学
部
教
育
改
革
や
、
学

環
を
設
け
る
大
学
も
出
始
め
て
い
る
。

　
　めざ
す
教
育
に
合
わ
せ
た
大
胆
な

教
員
組
織
編
制
と
教
員
人
材
の
確
保
が

可
能
に
な
る
。

　こ
の
制
度
は
必
要
最
低
教
員
数
の
算

定
に
お
い
て
、
要
件
を
満
た
せ
ば
、
4

分
の
1
ま
で
他
学
部
、
他
大
学
、
学
外

人
材
の
算
入
が
可
能
に
な
り
、
さ
ま
ざ

ま
な
活
用
例
が
想
定
さ
れ
て
い
る
【
図

表
３
】。
今
回
取
材
し
た
大
学
関
係
者

が
挙
げ
る
メ
リ
ッ
ト
や
課
題
を
【
図
表

4
】
に
示
し
た
。
主
な
メ
リ
ッ
ト
は
、

①「
教
教
分
離
」
に
よ
り
、
文
理
融
合

教
育
な
ど
、
学
生
に
と
っ
て
よ
り
魅
力

的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
構
築
に
必
要
な
教
員

を
組
織
を
ま
た
い
で
集
め
や
す
く
な

る
、②
教
員
人
材
の
シ
ェ
ア
が
で
き
る

た
め
、
人
材
が
手
薄
な
分
野
の
教
員
確

保
が
し
や
す
く
な
る
、③
人
材
の
シ
ェ

ア
に
よ
り
、
社
会
や
地
域
と
連
携
し
た

教
育
を
し
た
い
場
合
、
企
業
等
か
ら
実

務
家
教
員
を
招
聘
し
や
す
く
な
る
、④

主
要
科
目
を
担
う
教
員
が
他
大
学
に
転

職
し
て
も
、
転
職
先
が
認
め
れ
ば
、
引

き
続
き
自
学
で
教
育
を
担
っ
て
も
ら
え

る
、⑤
他
大
学
や
企
業
等
と
兼
務
教
員

の
場
合
、給
与
等
が
案
分
で
き
る
。「
専

任
教
員
を
そ
の
ま
ま
基
幹
教
員
へ
読
み

替
え
し
て
も
よ
い
が
、
学
修
者
本
位
の

教
育
を
め
ざ
す
な
ら
う
ま
く
活
用
し
た

い
。
そ
の
際
、
教
員
が
い
る
学
部
に
学

生
を
集
め
る
の
で
は
な
く
、
学
生
に

と
っ
て
魅
力
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
必
要

な
教
員
を
集
め
る
と
い
う
発
想
の
転
換

が
必
要
」（
桐
蔭
横
浜
大
学
）。
な
お
、

複
数
大
学
で
の
勤
務
は
教
員
自
身
の
教

育
研
究
の
幅
を
広
げ
る
メ
リ
ッ
ト
も
あ

【図表6】専任教員と基幹教員の定義の違い

一の大学に限
り、専ら当該大
学における教
育研究に従事
する教員のみ

②A：当該学部の教育課程における主要授業科目を担当する教員
（専ら当該大学の教育研究に従事する者に限る※２）、またはB：当該
学部の教育課程における年間８単位以上の授業科目を担当する教員

【図表7】「教育課程の編成その他の
学部運営について責任を担う」の要件

【図表10】必要最低教員数の算出方法について

【図表11】基幹教員の必要最低教員数の算出について（複数機関間）

【図表12】基幹教員の必要最低教員数の算出について（同一大学内）

【図表9】「主要授業科目」の要件と決める手順

□教授会や教務委員会等の、教育課程の編成や学
生の入学、卒業及び課程の修了、学位の授与等
についての審議を行う会議に、構成員として直接
的かつ実質的に参画
□上記いずれかの会議体に構成員として参画してい
る（全会議への参画は必須ではない）
□教養教育の教授会への参画は、その教育が学位
プログラムの一部を構成するのなら要件に合う
□会議で意見を述べるだけではなく、あくまで構成員
としての参画が条件

□学生に学位を取得させるに当たり、当該学位のレベルと分野に応
じて達成すべき能力を育成するために必要な科目群
□大学設置基準上、授業科目は「必修科目、選択科目及び自由科目
に分けて教育課程を編成する」こととされていることも踏まえる
□DP、CP等に基づくこれらの区分別の科目の位置付けも勘案する
□DPで定めた学位の取得に必要な、当該学位のレベルと分野に応
じて達成すべき能力を育成するために必要な科目群
□各大学・学部等で整理・判断し、説明ができる

定義

専任教員 基幹教員〈①及び、②のA・Bいずれかの要件を満たす〉

法学部に
所属している

法学部の運営に責任を持ち、法学部の主要授業科目または年間8
単位以上の授業を担当

A大学経済学部

◆理学部又は農学部のいずれか一の学部→３/４以上の「専ら…従事する教員」の数に算入
又は◆理学部及び農学部の両学部→１/４以内の複数算入枠に算入
※理学部又は農学部において「専ら…従事する教員」の数に算入し、他方の学部で複数算入枠に算入することは不可

ケース１

ケース2

ケース3

ケース４
◆A大学(経)→１/４以内の複数算入枠に算入
◆B大学(商)→１/４以内の複数算入枠に算入

算入はいずれか［１］まで 注：学部以外の基本組織（教教分離型の場合は教育組織）を含む

る
（
P.
23
）。

　一
方
で
、「
教
務
と
人
事
管
理
シ
ス

テ
ム
の
連
携
な
ど
管
理
コ
ス
ト
や
、
基

幹
教
員
に
つ
い
て
の
情
報
公
開
【
P.

19
図
表
5
】
に
ま
つ
わ
る
コ
ス
ト
は
増

え
る
。
人
件
費
は
、
下
が
る
こ
と
も
あ

る
し
、
場
合
に
よ
っ
て
会
議
手
当
な
ど

が
増
え
、
上
が
る
こ
と
も
あ
る
。
新
制

度
へ
の
移
行
は
、
当
事
者
で
あ
る
教
員

の
理
解
納
得
が
あ
っ
て
こ
そ
。
制
度
改

正
さ
れ
た
タ
イ
ミ
ン
グ
の
方
が
学
内
で

説
明
を
始
め
や
す
い
」（
宮
林
氏
）。

　
　基
幹
教
員
は
２
つ
の
要
件
を
満
た

す
必
要
が
あ
る
。

　専
任
教
員
は
「
一
の
大
学
に
限
り
、

専
任
教
員
と
な
る
」「
専
ら
当
該
大
学

に
お
け
る
教
育
研
究
に
従
事
す
る
」
と

し
か
定
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
基

幹
教
員
は
、「
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責

任
を
担
う
」と
さ
れ
、「
会
議
」と「
科
目
」

が
具
体
的
な
要
件
と
し
て
明
記
さ
れ
て

い
る
【
図
表
６
】。
会
議
に
つ
い
て
は
、

「
教
育
課
程
の
編
成
そ
の
他
の
学
部
の

運
営
に
つ
い
て
責
任
を
担
う
」た
め
に
、

「
当
該
学
部
の
教
育
課
程
の
編
成
等
に

つ
い
て
審
議
を
行
う
会
議
」
に
、
構
成

員
と
し
て
参
画
し
て
い
る
こ
と
（
①
）。

会
議
の
具
体
的
要
件
は
文
科
省
か
ら
例

示
さ
れ
て
お
り
、
例
え
ば
教
養
教
育
の

例）法学部の
教員の定義

※この作業を通じて、DPや開講科目そのもの、学修成果の可視化のしかたを
見直す必要がある場合もある　※基幹教員の情報公表上、どれが主要授業
科目なのか、確認できるような形での、明記・公表することが望ましい

①教育課程の編成その他の学部の運営について責任を担う教員※１

※1：教授会や教務委員会など当該学部の教育課程の編成等について審議を行う会議に参画する者等を想定
※2：一の大学でフルタイム雇用されている者等（月額報酬２０万円以上）を想定

①文科省の通知を参照し、自学の主要授業科目の定義を決める
②各学位プログラムのDPと、授業科目の関係を整理する。その際、DP達
成度合いを確認する科目やその方法も考慮する（学修成果の可視化）

③主要授業科目を決定し、なぜ、その科目が主要なのかを学内外
に説明できるようにしておく

文
科
省
の
要
件

【図表8】基幹教員のケーススタディ

教育課程の編成等に責任はあっても、
授業を担当していない ×

×

ケース
教育課程の編成等に責任はあっても、
年間8単位以上授業を担当していない

要件②Aを満たせば〇：専任教員※2である
＋主要授業科目担当（単位数不問）

クロスアポイントメント制度等雇用契約を用
いた制度以外で受け入れた教員

基幹教員として〇か×か

サバティカル中でも要件を満たせば〇
（例 リモートで会議参加したり授業を行う）サバティカルを取得する教員

大学院に所属する教員

任期付教員や、非常勤講師

教養科目のみを担当する教員

他学部で基幹教員になっている教員

要件を満たせば〇

要件を満たせば〇

要件を満たせば〇
〇だが、別の学部の必要最低教員数には専任教員※2以
 外の者としての算入可、専任教員としての算入不可

必要最低教員数を上回る要件を満たす教員 〇要件を満たせば一律に基幹教員として取り扱う
必要あり（必要最低教員数に含まれるか否かを問わず）

農学部

基幹教員
の要件

①教育課程
等の責任

②（A）主要
科目専ら従事

②（B）年間
８単位以上

①教育課程
等の責任

②（A）主要
科目専ら従事

②（B）年間
８単位以上

B大学商学部

【別表第一】
A学部（注）の収容定員に
基づく必要最低教員数

B学部（注）の収容定員に
基づく必要最低教員数

【別表第二】
大学全体の収容定員に
基づく必要最低教員数

✓ 必要最低教員数に含まれなければ、基幹教員となれないものではない。✓ 必要最低教員数を超える分については、特段制限なし。

※別表第一で
算入する教員除く

※３／４以上は
専ら当該大学の
教育研究に従事
する教員

※３／４以上は専ら当該大学
の教育研究に従事する教員

※３／４以上は専ら
当該大学の教育研究に
従事する教員

複数の大学・学部
等で算入可能
（各々の学部で年間
８単位以上担当）

教育課程の編成等に責任を担い、当該学部の教育課
程における年間８単位以上の授業科目を担当する教員
（専ら当該大学の教育研究に従事する者以外の者）
※例えば、クロスアポイントメント等により、複数の大学や企業との
兼務を行う者等

教育課程の編成等に責任を担い、当該学部の教育課
程における年間８単位以上の授業科目を担当する教員
（専ら当該大学の教育研究に従事する者）

教育課程の編成等に責任を担い、当該学部の教育課
程における主要授業科目を担当する教員
（専ら当該大学の教育研究に従事する者）

◆A大学(経)→３/４以上の「専ら…従事する教員」の数に算入

◆A大学(経)→３/４以上の「専ら…従事する教員」の数に算入
◆B大学(商)→１/４以内の複数算入枠に算入

◆A大学(経)→３/４以上の「専ら…従事する教員」の数に算入又は１/４以内の複数算入枠に算入
◆B大学(商)→１/４以内の複数算入枠に算入

※複数算入枠に理論上の上限はないが、適切な教育研究活動等が行われるよう教員のエフォート管理に注意が必要。

※複数算入枠に理論上の上限はないが、適切な教育研究活動等が行われるよう教員のエフォート管理に注意が必要。

＊【図表６、７、８、9】：文部科学省「令和4年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」や同省「令和4年度大学設置基準等の改正に係るQ&A」と取材を参考にBetween編集部でまとめ

◆理学部又は農学部のいずれか一の学部→３/４以上の「専ら…従事する教員」の数に算入
※理学部において「専ら…従事する教員」の数に算入し、農学部において複数算入枠に算入することは不可

理学部

ケース１

ケース2

ケース3

基幹教員
の要件

①教育課程
等の責任

②（A）主要
科目専ら従事

②（B）年間
８単位以上

①教育課程
等の責任

②（A）主要
科目専ら従事

②（B）年間
８単位以上

算入方法

算入方法

◆理学部→３/４以上の「専ら…従事する教員」の数に算入

A大学

•同一大学内の一の学部で「専ら…従事する教員」として算入した場合、仮に要件を満たしていても、他の学部で必要最低教員数に含まれる基幹教員として算入することはできない。
•「専ら…従事する教員」に当たるかどうかは、学部単位ではなく、大学単位で判断することに注意が必要。

教
員（
全
体
）

基
幹
教
員

基幹教員以外の教員 ※各学部等の授業科目を担当しない教員

Q.

専
任
教
員
と
基
幹
教
員

の
違
い
は
？

A

Q.

主
要
授
業
科
目
は

ど
う
決
め
れ
ば
い
い
の
か
？

AQ.

必
要
最
低
教
員
数
へ
の

算
入
の
仕
方
は
？

A

＊2

＊1

会議

科目
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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

クロスアポイントメント制度

　2
0
2
4
年
度
に
開
設
・
定
員
増

の
大
学
の
一
部
で
あ
り
。

　現
時
点
で
は
本
格
導
入
し
た
大
学
は

見
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
２
０
２
４
年

度
開
設
・
収
容
定
員
増
を
予
定
す
る
５

大
学
（
P・
10
）、
２
０
２
５
年
度
の

改
組
準
備
中
の
大
阪
電
気
通
信
大
学

で
は
前
倒
し
し
て
導
入
予
定
だ
。
成
長

分
野
け
ん
引
事
業
に
採
択
さ
れ
た
大
学

の
中
に
は
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン

ト
を
使
っ
た
教
員
確
保
を
表
明
し
て
い

る
大
学
も
あ
る
【
図
表
15
】。
千
葉
商

科
大
学
は
、
他
大
学
へ
転
職
す
る
主

要
科
目
担
当
だ
っ
た
教
員
に
つ
い
て
、

転
職
先
の
大
学
と
協
議
し
、「
基
幹
教

員
1
号
」に
な
っ
て
も
ら
っ
た
と
い
う
。

　国
立
大
の
制
度
や
経
産
省
、
文
科

省
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
基
に
し
よ
う
。

　学
外
の
教
員
を
基
幹
教
員
と
す
る
場

合
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
規

程
の
整
備
が
必
要
だ
。
個
人
が
本
務
に

支
障
が
な
い
範
囲
で
行
う
兼
業
と
は
異

な
り
、
組
織
同
士
の
協
定
と
雇
用
者
と

の
個
別
契
約
が
必
要
だ
か
ら
だ
。
ク
ロ

ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
手
順
や
契
約

の
事
例
な
ど
に
つ
い
て
は
、
経
産
省
お

よ
び
文
科
省
か
ら
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
出

て
い
る
。
協
定
書
の
雛
形
も
公
開
さ
れ

て
い
る
の
で
、
一
か
ら
考
え
る
必
要
は

な
い
。
ま
た
、
多
く
の
国
立
大
学
で
は

導
入
済
み
な
の
で
、参
考
に
し
た
い【
図

表
13
、
14
、
上
記
コ
ラ
ム
】。

　教
員
へ
の
丁
寧
な
説
明
と
エ
フ
ォ
ー

ト
や
契
約
管
理
を
し
っ
か
り
。

　教
員
に
よ
り
所
属
先
や
コ
ミ
ッ
ト
の

度
合
い
が
多
様
に
な
る
の
で
、
エ

フ
ォ
ー
ト
管
理
や
契
約
は
各
人
異
な

る
。
入
試
な
ど
の
校
務
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
ま
で
は
「
学
部
の
教
員
だ
か
ら
」

と
い
う
考
え
で
、
分
担
す
る
こ
と
が
当

た
り
前
だ
っ
た
の
が
、
所
属
組
織
に
よ

ら
な
い
制
度
に
な
る
た
め
、「
誰
が
ど

の
よ
う
な
権
限
で
担
う
か
見
直
し
、

ル
ー
ル
の
改
正
も
必
要
」（
宮
林
氏
）。

実
務
家
教
員
や
他
大
学
と
兼
務
の
教
員

に
つ
い
て
は
、自
学
や
大
学
の
ル
ー
ル
・

文
化
を
学
ん
だ
り
能
力
開
発
の
研
修
の

ほ
か
、
自
学
に
な
じ
む
た
め
の
工
夫
や

相
談
先
の
用
意
も
検
討
し
た
い
。

　

 

す
べ
き
こ
と
や
課
題
は
【
P・
18
図

表
１
】、【
P・
19
図
表
４
】
に
ま
と
め

て
い
る
。
学
則
改
定
等
に
先
立
ち
、
教

員
に
改
正
の
趣
旨
と
内
容
、
大
学
の
考

え
を
丁
寧
に
説
明
し
、
周
知
・
理
解
を

促
す
こ
と
が
重
要
だ
。
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＊大学・高専機能強化支援事業（成長分野をけん引する大学・高専の機能強化に向けた基金）

会
議
で
も
、
そ
れ
が
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
一
部
な
ら
認
め
ら
れ
る
【
図
表
７
】。

　そ
の
う
え
で
、
次
の
「
科
目
」
の
要

件
の
い
ず
れ
か
を
満
た
す
必
要
が
あ

る
。
一
つ
は
要
件
②
A
の
「
主
要
授
業

科
目
を
担
当
す
る
」（
た
だ
し
「
専
ら

当
該
大
学
の
教
育
研
究
に
従
事
す
る
者

に
限
る
」）、ま
た
は
、要
件
②
B
の
「
年

間
8
単
位
以
上
の
当
該
学
部
の
教
育
課

程
に
係
る
授
業
科
目
を
担
当
す
る
」
こ

と
。
こ
の
場
合
、
科
目
は
主
要
授
業
科

目
で
な
く
て
も
よ
く
、
要
件
①
を
満
た

し
て
い
れ
ば
、
他
大
学
や
他
学
部
の
教

員
、
学
外
か
ら
招
聘
し
た
実
務
家
教
員

で
も
基
幹
教
員
に
で
き
る
。「
サ
バ
テ
ィ

カ
ル
の
教
員
の
扱
い
」
な
ど
、
悩
ま
し

い
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
文
科
省
の
資

料
を
基
に
、
基
幹
教
員
に
あ
た
る
か
ど

う
か
を
ま
と
め
た
【
図
表
8
】。

　　大
学
自
身
が
D
P
を
軸
に
設
定
。

合
理
的
な
説
明
が
求
め
ら
れ
る
。

　主
要
授
業
科
目
と
は
、「
大
学
・
学

部
が
D
P
で
定
め
た
学
位
を
授
与
す
る

に
当
た
り
、
そ
の
学
部
の
レ
ベ
ル
と
分

野
に
応
じ
て
達
成
す
べ
き
能
力
を
育
成

す
る
た
め
に
必
要
な
科
目
群
」を
指
し
、

「
３
P
や
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
一
貫

性
、
到
達
目
標
が
明
確
な
ら
お
の
ず
と

決
ま
る
は
ず
」（
文
科
省
）。「
必
修
＝

主
要
」
と
す
る
こ
と
も
可
能
だ
が
、
肝

心
な
の
は
、「
大
学
が
そ
の
科
目
が
主

要
で
あ
る
こ
と
を
説
明
で
き
る
」こ
と
。

そ
の
た
め
、
D
P
に
基
づ
く
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
か
ど
う
か
や
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

の
実
質
化
が
問
わ
れ
る
。
な
お
、「
学

部
設
置
の
場
合
、
設
置
審
の
審
査
で
ど

う
判
断
さ
れ
る
か
は
別
の
問
題
」（
文

科
省
）
な
の
で
、
注
意
し
よ
う
。【
図

表
9
】
に
、
主
要
科
目
の
要
件
と
、
取

材
先
の
意
見
を
基
に
手
順
の
一
例
を
示

し
た
の
で
参
考
に
さ
れ
た
い
。

　基
幹
教
員
が
ど
の
要
件
を
満
た
し

て
い
る
か
で
算
入
の
仕
方
が
異
な
る
。

　【図
表
10
】
の
ピ
ン
ク
の
線
で
囲
っ

た
「
年
間
８
単
位
以
上
の
授
業
科
目
を

担
当
す
る
教
員
」
は
複
数
の
大
学
・
学

部
で
4
分
の
1
ま
で
算
入
可
能
。
ブ

ル
ー
の
線
で
囲
っ
た
専
任
教
員
と
し

て
算
入
す
る
場
合
、
主
要
授
業
科
目
の

担
当
で
あ
れ
、
年
間
８
単
位
以
上
の
授

業
科
目
を
担
当
で
あ
れ
、１
つ
の
学
部
、

な
い
し
１
つ
の
大
学
の
必
要
最
低
教
員

数
に
し
か
算
入
で
き
な
い
。
学
部
の
必

要
最
低
教
員
数
に
算
入
し
た
教
員
は
、

大
学
全
体
の
必
要
最
低
教
員
数
に
重
複

し
て
カ
ウ
ン
ト
で
き
な
い
。
ケ
ー
ス
別

の
算
入
方
法
の
詳
細
は
【
図
表
11
、

12
】
で
確
認
を
。

　

  

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
対
す
る
教
員

の
責
任
性
を
明
確
に
す
る
た
め
。

　基
幹
教
員
制
度
【
図
表
１
】
の
狙
い

は
、
文
科
省
に
よ
る
と
ズ
バ
リ
「
３
P

に
基
づ
く
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責
任
を

持
つ
教
員
組
織
に
す
る
た
め
の
学
修
者

本
位
の
教
育
へ
の
転
換
に
向
け
た
教
員

の
意
識
改
革
」
だ
【
図
表
2
】。
こ
れ

ま
で
も
概
念
上
は
そ
う
だ
っ
た
が
、
実

質
化
を
図
る
べ
く
、
そ
の
定
義
を
法
令

上
、
明
確
化
し
た
。
つ
ま
り
、
海
外
の

制
度
を
参
考
に
し
た
も
の
で
は
な
く
、

あ
く
ま
で
も
「
中
教
審
の
議
論
や
設
置

審
査
で
の
実
態
の
積
み
重
ね
の
結
果
」

（
文
科
省
）
だ
。
そ
の
布
石
と
し
て
、

今
改
正
以
前
に
、2
0
1
8
年
に
は「
工

学
系
の
課
程
制
」
が
、
2
0
1
9
年
に

は
「
学
部
等
連
係
課
程
」
が
導
入
さ
れ
、

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
合
わ
せ
学
部
学
科

を
超
え
た
教
員
編
制
が
で
き
る
よ
う
に

な
っ
て
い
る
。
す
で
に
こ
れ
ら
の
制
度

を
利
用
し
、
工
学
部
教
育
改
革
や
、
学

環
を
設
け
る
大
学
も
出
始
め
て
い
る
。

　
　めざ
す
教
育
に
合
わ
せ
た
大
胆
な

教
員
組
織
編
制
と
教
員
人
材
の
確
保
が

可
能
に
な
る
。

　こ
の
制
度
は
必
要
最
低
教
員
数
の
算

定
に
お
い
て
、
要
件
を
満
た
せ
ば
、
4

分
の
1
ま
で
他
学
部
、
他
大
学
、
学
外

人
材
の
算
入
が
可
能
に
な
り
、
さ
ま
ざ

ま
な
活
用
例
が
想
定
さ
れ
て
い
る
【
図

表
３
】。
今
回
取
材
し
た
大
学
関
係
者

が
挙
げ
る
メ
リ
ッ
ト
や
課
題
を
【
図
表

4
】
に
示
し
た
。
主
な
メ
リ
ッ
ト
は
、

①「
教
教
分
離
」
に
よ
り
、
文
理
融
合

教
育
な
ど
、
学
生
に
と
っ
て
よ
り
魅
力

的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
構
築
に
必
要
な
教
員

を
組
織
を
ま
た
い
で
集
め
や
す
く
な

る
、②
教
員
人
材
の
シ
ェ
ア
が
で
き
る

た
め
、
人
材
が
手
薄
な
分
野
の
教
員
確

保
が
し
や
す
く
な
る
、③
人
材
の
シ
ェ

ア
に
よ
り
、
社
会
や
地
域
と
連
携
し
た

教
育
を
し
た
い
場
合
、
企
業
等
か
ら
実

務
家
教
員
を
招
聘
し
や
す
く
な
る
、④

主
要
科
目
を
担
う
教
員
が
他
大
学
に
転

職
し
て
も
、
転
職
先
が
認
め
れ
ば
、
引

き
続
き
自
学
で
教
育
を
担
っ
て
も
ら
え

る
、⑤
他
大
学
や
企
業
等
と
兼
務
教
員

の
場
合
、給
与
等
が
案
分
で
き
る
。「
専

任
教
員
を
そ
の
ま
ま
基
幹
教
員
へ
読
み

替
え
し
て
も
よ
い
が
、
学
修
者
本
位
の

教
育
を
め
ざ
す
な
ら
う
ま
く
活
用
し
た

い
。
そ
の
際
、
教
員
が
い
る
学
部
に
学

生
を
集
め
る
の
で
は
な
く
、
学
生
に

と
っ
て
魅
力
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
必
要

な
教
員
を
集
め
る
と
い
う
発
想
の
転
換

が
必
要
」（
桐
蔭
横
浜
大
学
）。
な
お
、

複
数
大
学
で
の
勤
務
は
教
員
自
身
の
教

育
研
究
の
幅
を
広
げ
る
メ
リ
ッ
ト
も
あ

【図表13】クロスアポイントメント制度と兼業、共同研究の整理【図表14】クロスアポイントメントに
必要な手続きと手続きの流れ

【図表15】成長分野けん引事業選定校のうち、クロスアポイントメント制度利用による実務家教員確保意向のある大学例  

■必要な手続き

■手続きの流れ

る
（
P.
23
）。

　一
方
で
、「
教
務
と
人
事
管
理
シ
ス

テ
ム
の
連
携
な
ど
管
理
コ
ス
ト
や
、
基

幹
教
員
に
つ
い
て
の
情
報
公
開
【
P.

19
図
表
5
】
に
ま
つ
わ
る
コ
ス
ト
は
増

え
る
。
人
件
費
は
、
下
が
る
こ
と
も
あ

る
し
、
場
合
に
よ
っ
て
会
議
手
当
な
ど

が
増
え
、
上
が
る
こ
と
も
あ
る
。
新
制

度
へ
の
移
行
は
、
当
事
者
で
あ
る
教
員

の
理
解
納
得
が
あ
っ
て
こ
そ
。
制
度
改

正
さ
れ
た
タ
イ
ミ
ン
グ
の
方
が
学
内
で

説
明
を
始
め
や
す
い
」（
宮
林
氏
）。

　
　基
幹
教
員
は
２
つ
の
要
件
を
満
た

す
必
要
が
あ
る
。

　専
任
教
員
は
「
一
の
大
学
に
限
り
、

専
任
教
員
と
な
る
」「
専
ら
当
該
大
学

に
お
け
る
教
育
研
究
に
従
事
す
る
」
と

し
か
定
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
基

幹
教
員
は
、「
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責

任
を
担
う
」と
さ
れ
、「
会
議
」と「
科
目
」

が
具
体
的
な
要
件
と
し
て
明
記
さ
れ
て

い
る
【
図
表
６
】。
会
議
に
つ
い
て
は
、

「
教
育
課
程
の
編
成
そ
の
他
の
学
部
の

運
営
に
つ
い
て
責
任
を
担
う
」た
め
に
、

「
当
該
学
部
の
教
育
課
程
の
編
成
等
に

つ
い
て
審
議
を
行
う
会
議
」
に
、
構
成

員
と
し
て
参
画
し
て
い
る
こ
と
（
①
）。

会
議
の
具
体
的
要
件
は
文
科
省
か
ら
例

示
さ
れ
て
お
り
、
例
え
ば
教
養
教
育
の

＊【図表13、14】：文部科学省「クロスアポイントメント制度の基本的枠組みと留意点追補版」（2020年）を基にBetween編集部で一部加工

＊文部科学省「産学連携によるデジタル人材育成について（実務家教員の確保・活用等）」（2023年）を基にBetween編集部でまとめ

概要

手続き

研究者が両組織の立場で
問題なく研究に従事できる
環境を構築。組織間でのク
ロスアポイントメント協定によ
り従事比率や社会保険の支
払い者を取り決め、研究者
はそれぞれの機関と個別に
労働契約を結ぶ

主に共同研究を行
う両組織間におけ
る成果の共有の
在り方についての
取り決め(共同研
究契約)を行う

収入を得るために本務以
外の仕事を行うこと。働き
方改革の一環としてH29
「副業・兼業の促進に関
するガイドライン」を策定

兼業先の収入が追加収
入になる

組織間の定めがなく、個人と
組織間で定める場合がある

大学等のリソースは兼業
業務で使用することはでき
ない

原則として本業の業務時間
外のみ（本業に支障がない
ように実施することが必要）

共同研究契約の
締結のみ

取り決め無し（本
業の業務時間内）

大学業務として実
施共同研究先のリ
ソースの利用には
制限がある

組織間の契約で
取り決め可能

共同研究の成果
が所属機関でどの
ように評価されるか
による

両組織のクロスアポイント
メント協定の締結および各
組織と個人間の雇用契約
が必要

一般的には、各機関の規程
等に沿って、従事時間、業
務内容、利益相反の有無
などの申出が求められる。副
業・兼業における労働時間
や収入等を報告

業務
時間

業務
環境

知財の
扱い

収入

Kaggle Master のデータサ
イエンティストによる機械学
習やプログラミングに関する
授業科目、合宿形式のブート
キャンプ（データ分析のスキル
向上）を担当。

組織間協定で給与のイン
センティブ設計が可能

組織間協定で取り決め可
能

協定の内容次第で双方の
組織の研究設備の利用や
機微情報等にアクセス可

従事比率を協定内で設定
可能

兼業

実務
家教員の
役割 

確保・
活用の
方策

クロスアポイントメントに
関する学内規程を創設
し、組織間の協定書案
を作成する。

組織間協定に基づい
て、労働契約を結ぶ。

組織間協定に基づい
て、労働契約を結ぶ。

組織間でクロスアポイントメントの目的や企業で
のテーマ・従事内容に応じた期間、従事比率、
身分（肩書き等）を調整して、クロスアポイントメ
ントの協定内容を決める。

大学等の調整

規程の創設

協定の協議

制度運用

企業の調整

共同研究（契約）

鳥羽商船高等専門学校

AIの基礎理論・応用学習、
CPS、IoT、セキュリティ・デジ
タル認証などのほか、マーケ
ティング機能との連携や商品
化・事業化に関連する授業
科目を担当。

データサイエンティストとして
の実践力を養うためDS実践
やDSアナリシス実践に関す
る授業科目のほか、インターン
シップにおいて実務家による
直接的な学生指導を担当。

AIを活用したイノベーション
領域の科目群や、デジタル
デザイン・ソーシャルデザイ
ンなどの応用領域における
専門知識や提案力等に関
する指導を担当。

KDDI等の民間企業の技
術職による定期的な講義
のほか、海事・海運分野に
おけるデジタルスマートシッ
プなど最新の技術動向やス
キルの習得を担当。

大手IT企業からデータサイエ
ンティストを教授等に招へい
するほか、富士通、IBM、
Google 等の連携企業から
クロスアポイントメント制度を
活用して採用。

クロスアポイントメント制度
を活用して実務家教員を採
用する予定であり、富山県
内のインテック先端技術研
究所を中心に、連携企業
等から受入。

地元の経済団体などを介し
た公募広報を計画してお
り、クロスアポイントメント制
度を活用するほか、実務家
教員養成プログラム事業と
の連携により確保。

クロスアポイントメント制度
を活用した学外人材の参
画、共同研究企業との併任
による特任教員の確保、イ
ンダストリアルアドバイザー
として企業人を任命。

AI分野やサイバーセキュリティ
系の実務経験者の公募（高専
卒業生含む）や、地元情報系
企業とのクロスアポイントメント
制度の活用、インターンシップ
での企業内教員の配置。

電気通信大学 富山大学 名古屋市立大学 滋賀大学

大学等の調整 企業の調整

事前調整 事前調整

規程等の創設等 規程等の創設等規程等の整備

組織間の調整

組織内の調整

諸条件・協定
内容等について
合意・決定
実施に向けて
の準備

組織間で具体的なクロスアポイントメントの計画の構想
従事内容・研究テーマの設定、研究者等の人選
協定内容等の調整
労働条件の調整

送り出しの準備 及び 受け入れの準備
実施に関する報道発表（必要に応じて）

詳細な労働条件の調整

諸条件・協定内容等について合意・決定

吉田 樹

ーー2大学で教えることになったきっかけは？
 私は2012年から福島大学に所属しています。交通
政策・交通計画が専門で、2019年頃から前橋市の交
通政策にも関わってきました。その縁があって、前橋市
から「市の都市政策と教育にも携わってほしい」と声が
かかり、前橋工科大学でも教員として働くようになりま
した。交通政策は文理両方の側面からアプローチでき
る分野です。福島大学では経済経営学類の学生に教
えていますが、前橋工科大学は工学系のみの単科大
学。昨今、文系の学生にもまちづくりのコンサルタント
志望者が出始めており、それには経済の視点だけでは
なく、工学系の視点も求められるため、特性が異なる学
生同士の交流の機会をつくりたいという考えもあり、オ
ファーを受けました。
ーーそれぞれの大学での業務とエフォートは？
　本務校である福島大学が６、前橋工科大学が４とい
う業務割合です。福島大学は水・木・金曜勤務で、授
業のコマ数、学内の業務分担は前年度と変わらず、学
類のアドミッションオフィサーも務めています。ただ、即
時対応しなければならない細かな業務や、月・火曜に
発生する業務からは担当を外してもらっています。前橋
工科大学での主な任務は、群馬県と前橋市の交通政
策の高度化です。月・火は前橋に赴き、県や市の関係
者、民間のベンダーが参加する会議に参加するほか、
都市計画や交通を専門とする研究室に参加し、学生、
大学院生の指導補助を行っています。

ーー給与や社会保険料などの扱いは？
　給与や手当、社会保険料は福島大学からまとめて
支払われます。このうち４割分を前橋工科大学が福島
大学に負担金を支払う形です。教員評価は福島大学
のルールに基づいて評価されます。なお、福島大学に
はクロスアポイントメント手当制度があり、条件が整え
ば手当として加算される場合もあります。
ーー複数の大学で働く自身のメリットは？
　教育・研究の可能性が広がりました。教育面では、合
同ゼミ発表会を実施したところ、双方の学生にとって刺
激になったようです。研究面については、福島大学では
院に進む者が少ないため、研究論文は単著が多くなり
ますが、院生が多い前橋工科大学に関わることで、彼ら
と協力しながら研究を進められ、幅が広がりました。交通
政策は課題が多く、理系・文系双方の視点で産学官連
携にて取り組むべき分野です。しかし、研究者は少ない
ため、今後、クロスアポイントメント制度による兼任が求
められる分野かもしれません。課題は、福島大学の学生
へのケアです。直接会う機会が減るので、不在中はオ
ンラインツールを活用して、対応しています。
ーー大学や他教員へのアドバイスを
　私の場合、前橋工科大学に同じ学会の教員がい
て、職員の手助けもあり、比較的溶け込みやすかったも
のの、受け入れ側の大学には他機関から来た教員が
孤立しない体制が求められると思います。また、他大学
で教育・研究をする時間が増えれば、本務校の他の教
員の負担が増える可能性があり、本務校の大学側の
理解も必要になります。教員自身も同僚に快く協力して
もらえるよう、心遣いや感謝を示すことが大切です。

福島大学 
経済経営学類准教授／
前橋工科大学 
学術研究院特任准教授

教
育
・
研
究
の
幅
が
広
が
り
、

教
員
自
身
に
と
っ
て
の
メ
リ
ッ
ト
も
大

クロスアポイントメントによる２大学での業務概要 

業務 福島大学 経済経営学類 前橋工科大学
エフォート 6（週3勤務）＊本務校（業務量は変更なし） 4（週2勤務）

教育・研究
基盤教育科目２コマ、専門科目３コマ、
卒論指導、院生指導

前橋市の地域交通の再構築と
高度化の推進の研究業務。

運営業務 所属学類のアドミッションオフィサー なし

給与・社会保
険料・手当等

評価 あり なし

4割分は前橋工科大が福島大に納め、福島大より一括支給。
福島大にはクロスアポイントメント手当あり。交通費は各大学より支給。

クロスアポイントメント教員に聞く！

Q.

ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト

制
度
を
整
え
る
に
は
？

A Q.

基
幹
教
員
制
度
を
導
入

済
み
の
事
例
は
あ
る
か
？

AQ.

制
度
移
行
に
あ
た
り

注
意
す
べ
き
こ
と
は
？

A

＊
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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

クロスアポイントメント制度

　2
0
2
4
年
度
に
開
設
・
定
員
増

の
大
学
の
一
部
で
あ
り
。

　現
時
点
で
は
本
格
導
入
し
た
大
学
は

見
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
２
０
２
４
年

度
開
設
・
収
容
定
員
増
を
予
定
す
る
５

大
学
（
P・
10
）、
２
０
２
５
年
度
の

改
組
準
備
中
の
大
阪
電
気
通
信
大
学

で
は
前
倒
し
し
て
導
入
予
定
だ
。
成
長

分
野
け
ん
引
事
業
に
採
択
さ
れ
た
大
学

の
中
に
は
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン

ト
を
使
っ
た
教
員
確
保
を
表
明
し
て
い

る
大
学
も
あ
る
【
図
表
15
】。
千
葉
商

科
大
学
は
、
他
大
学
へ
転
職
す
る
主

要
科
目
担
当
だ
っ
た
教
員
に
つ
い
て
、

転
職
先
の
大
学
と
協
議
し
、「
基
幹
教

員
1
号
」に
な
っ
て
も
ら
っ
た
と
い
う
。

　国
立
大
の
制
度
や
経
産
省
、
文
科

省
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
基
に
し
よ
う
。

　学
外
の
教
員
を
基
幹
教
員
と
す
る
場

合
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
規

程
の
整
備
が
必
要
だ
。
個
人
が
本
務
に

支
障
が
な
い
範
囲
で
行
う
兼
業
と
は
異

な
り
、
組
織
同
士
の
協
定
と
雇
用
者
と

の
個
別
契
約
が
必
要
だ
か
ら
だ
。
ク
ロ

ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
の
手
順
や
契
約

の
事
例
な
ど
に
つ
い
て
は
、
経
産
省
お

よ
び
文
科
省
か
ら
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
出

て
い
る
。
協
定
書
の
雛
形
も
公
開
さ
れ

て
い
る
の
で
、
一
か
ら
考
え
る
必
要
は

な
い
。
ま
た
、
多
く
の
国
立
大
学
で
は

導
入
済
み
な
の
で
、参
考
に
し
た
い【
図

表
13
、
14
、
上
記
コ
ラ
ム
】。

　教
員
へ
の
丁
寧
な
説
明
と
エ
フ
ォ
ー

ト
や
契
約
管
理
を
し
っ
か
り
。

　教
員
に
よ
り
所
属
先
や
コ
ミ
ッ
ト
の

度
合
い
が
多
様
に
な
る
の
で
、
エ

フ
ォ
ー
ト
管
理
や
契
約
は
各
人
異
な

る
。
入
試
な
ど
の
校
務
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
ま
で
は
「
学
部
の
教
員
だ
か
ら
」

と
い
う
考
え
で
、
分
担
す
る
こ
と
が
当

た
り
前
だ
っ
た
の
が
、
所
属
組
織
に
よ

ら
な
い
制
度
に
な
る
た
め
、「
誰
が
ど

の
よ
う
な
権
限
で
担
う
か
見
直
し
、

ル
ー
ル
の
改
正
も
必
要
」（
宮
林
氏
）。

実
務
家
教
員
や
他
大
学
と
兼
務
の
教
員

に
つ
い
て
は
、自
学
や
大
学
の
ル
ー
ル
・

文
化
を
学
ん
だ
り
能
力
開
発
の
研
修
の

ほ
か
、
自
学
に
な
じ
む
た
め
の
工
夫
や

相
談
先
の
用
意
も
検
討
し
た
い
。

　

 

す
べ
き
こ
と
や
課
題
は
【
P・
18
図

表
１
】、【
P・
19
図
表
４
】
に
ま
と
め

て
い
る
。
学
則
改
定
等
に
先
立
ち
、
教

員
に
改
正
の
趣
旨
と
内
容
、
大
学
の
考

え
を
丁
寧
に
説
明
し
、
周
知
・
理
解
を

促
す
こ
と
が
重
要
だ
。
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＊大学・高専機能強化支援事業（成長分野をけん引する大学・高専の機能強化に向けた基金）

会
議
で
も
、
そ
れ
が
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
一
部
な
ら
認
め
ら
れ
る
【
図
表
７
】。

　そ
の
う
え
で
、
次
の
「
科
目
」
の
要

件
の
い
ず
れ
か
を
満
た
す
必
要
が
あ

る
。
一
つ
は
要
件
②
A
の
「
主
要
授
業

科
目
を
担
当
す
る
」（
た
だ
し
「
専
ら

当
該
大
学
の
教
育
研
究
に
従
事
す
る
者

に
限
る
」）、ま
た
は
、要
件
②
B
の
「
年

間
8
単
位
以
上
の
当
該
学
部
の
教
育
課

程
に
係
る
授
業
科
目
を
担
当
す
る
」
こ

と
。
こ
の
場
合
、
科
目
は
主
要
授
業
科

目
で
な
く
て
も
よ
く
、
要
件
①
を
満
た

し
て
い
れ
ば
、
他
大
学
や
他
学
部
の
教

員
、
学
外
か
ら
招
聘
し
た
実
務
家
教
員

で
も
基
幹
教
員
に
で
き
る
。「
サ
バ
テ
ィ

カ
ル
の
教
員
の
扱
い
」
な
ど
、
悩
ま
し

い
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
文
科
省
の
資

料
を
基
に
、
基
幹
教
員
に
あ
た
る
か
ど

う
か
を
ま
と
め
た
【
図
表
8
】。

　　大
学
自
身
が
D
P
を
軸
に
設
定
。

合
理
的
な
説
明
が
求
め
ら
れ
る
。

　主
要
授
業
科
目
と
は
、「
大
学
・
学

部
が
D
P
で
定
め
た
学
位
を
授
与
す
る

に
当
た
り
、
そ
の
学
部
の
レ
ベ
ル
と
分

野
に
応
じ
て
達
成
す
べ
き
能
力
を
育
成

す
る
た
め
に
必
要
な
科
目
群
」を
指
し
、

「
３
P
や
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
一
貫

性
、
到
達
目
標
が
明
確
な
ら
お
の
ず
と

決
ま
る
は
ず
」（
文
科
省
）。「
必
修
＝

主
要
」
と
す
る
こ
と
も
可
能
だ
が
、
肝

心
な
の
は
、「
大
学
が
そ
の
科
目
が
主

要
で
あ
る
こ
と
を
説
明
で
き
る
」こ
と
。

そ
の
た
め
、
D
P
に
基
づ
く
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
か
ど
う
か
や
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

の
実
質
化
が
問
わ
れ
る
。
な
お
、「
学

部
設
置
の
場
合
、
設
置
審
の
審
査
で
ど

う
判
断
さ
れ
る
か
は
別
の
問
題
」（
文

科
省
）
な
の
で
、
注
意
し
よ
う
。【
図

表
9
】
に
、
主
要
科
目
の
要
件
と
、
取

材
先
の
意
見
を
基
に
手
順
の
一
例
を
示

し
た
の
で
参
考
に
さ
れ
た
い
。

　基
幹
教
員
が
ど
の
要
件
を
満
た
し

て
い
る
か
で
算
入
の
仕
方
が
異
な
る
。

　【図
表
10
】
の
ピ
ン
ク
の
線
で
囲
っ

た
「
年
間
８
単
位
以
上
の
授
業
科
目
を

担
当
す
る
教
員
」
は
複
数
の
大
学
・
学

部
で
4
分
の
1
ま
で
算
入
可
能
。
ブ

ル
ー
の
線
で
囲
っ
た
専
任
教
員
と
し

て
算
入
す
る
場
合
、
主
要
授
業
科
目
の

担
当
で
あ
れ
、
年
間
８
単
位
以
上
の
授

業
科
目
を
担
当
で
あ
れ
、１
つ
の
学
部
、

な
い
し
１
つ
の
大
学
の
必
要
最
低
教
員

数
に
し
か
算
入
で
き
な
い
。
学
部
の
必

要
最
低
教
員
数
に
算
入
し
た
教
員
は
、

大
学
全
体
の
必
要
最
低
教
員
数
に
重
複

し
て
カ
ウ
ン
ト
で
き
な
い
。
ケ
ー
ス
別

の
算
入
方
法
の
詳
細
は
【
図
表
11
、

12
】
で
確
認
を
。

　

  

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
対
す
る
教
員

の
責
任
性
を
明
確
に
す
る
た
め
。

　基
幹
教
員
制
度
【
図
表
１
】
の
狙
い

は
、
文
科
省
に
よ
る
と
ズ
バ
リ
「
３
P

に
基
づ
く
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責
任
を

持
つ
教
員
組
織
に
す
る
た
め
の
学
修
者

本
位
の
教
育
へ
の
転
換
に
向
け
た
教
員

の
意
識
改
革
」
だ
【
図
表
2
】。
こ
れ

ま
で
も
概
念
上
は
そ
う
だ
っ
た
が
、
実

質
化
を
図
る
べ
く
、
そ
の
定
義
を
法
令

上
、
明
確
化
し
た
。
つ
ま
り
、
海
外
の

制
度
を
参
考
に
し
た
も
の
で
は
な
く
、

あ
く
ま
で
も
「
中
教
審
の
議
論
や
設
置

審
査
で
の
実
態
の
積
み
重
ね
の
結
果
」

（
文
科
省
）
だ
。
そ
の
布
石
と
し
て
、

今
改
正
以
前
に
、2
0
1
8
年
に
は「
工

学
系
の
課
程
制
」
が
、
2
0
1
9
年
に

は
「
学
部
等
連
係
課
程
」
が
導
入
さ
れ
、

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
合
わ
せ
学
部
学
科

を
超
え
た
教
員
編
制
が
で
き
る
よ
う
に

な
っ
て
い
る
。
す
で
に
こ
れ
ら
の
制
度

を
利
用
し
、
工
学
部
教
育
改
革
や
、
学

環
を
設
け
る
大
学
も
出
始
め
て
い
る
。

　
　めざ
す
教
育
に
合
わ
せ
た
大
胆
な

教
員
組
織
編
制
と
教
員
人
材
の
確
保
が

可
能
に
な
る
。

　こ
の
制
度
は
必
要
最
低
教
員
数
の
算

定
に
お
い
て
、
要
件
を
満
た
せ
ば
、
4

分
の
1
ま
で
他
学
部
、
他
大
学
、
学
外

人
材
の
算
入
が
可
能
に
な
り
、
さ
ま
ざ

ま
な
活
用
例
が
想
定
さ
れ
て
い
る
【
図

表
３
】。
今
回
取
材
し
た
大
学
関
係
者

が
挙
げ
る
メ
リ
ッ
ト
や
課
題
を
【
図
表

4
】
に
示
し
た
。
主
な
メ
リ
ッ
ト
は
、

①「
教
教
分
離
」
に
よ
り
、
文
理
融
合

教
育
な
ど
、
学
生
に
と
っ
て
よ
り
魅
力

的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
構
築
に
必
要
な
教
員

を
組
織
を
ま
た
い
で
集
め
や
す
く
な

る
、②
教
員
人
材
の
シ
ェ
ア
が
で
き
る

た
め
、
人
材
が
手
薄
な
分
野
の
教
員
確

保
が
し
や
す
く
な
る
、③
人
材
の
シ
ェ

ア
に
よ
り
、
社
会
や
地
域
と
連
携
し
た

教
育
を
し
た
い
場
合
、
企
業
等
か
ら
実

務
家
教
員
を
招
聘
し
や
す
く
な
る
、④

主
要
科
目
を
担
う
教
員
が
他
大
学
に
転

職
し
て
も
、
転
職
先
が
認
め
れ
ば
、
引

き
続
き
自
学
で
教
育
を
担
っ
て
も
ら
え

る
、⑤
他
大
学
や
企
業
等
と
兼
務
教
員

の
場
合
、給
与
等
が
案
分
で
き
る
。「
専

任
教
員
を
そ
の
ま
ま
基
幹
教
員
へ
読
み

替
え
し
て
も
よ
い
が
、
学
修
者
本
位
の

教
育
を
め
ざ
す
な
ら
う
ま
く
活
用
し
た

い
。
そ
の
際
、
教
員
が
い
る
学
部
に
学

生
を
集
め
る
の
で
は
な
く
、
学
生
に

と
っ
て
魅
力
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
必
要

な
教
員
を
集
め
る
と
い
う
発
想
の
転
換

が
必
要
」（
桐
蔭
横
浜
大
学
）。
な
お
、

複
数
大
学
で
の
勤
務
は
教
員
自
身
の
教

育
研
究
の
幅
を
広
げ
る
メ
リ
ッ
ト
も
あ

【図表13】クロスアポイントメント制度と兼業、共同研究の整理【図表14】クロスアポイントメントに
必要な手続きと手続きの流れ

【図表15】成長分野けん引事業選定校のうち、クロスアポイントメント制度利用による実務家教員確保意向のある大学例  

■必要な手続き

■手続きの流れ

る
（
P.
23
）。

　一
方
で
、「
教
務
と
人
事
管
理
シ
ス

テ
ム
の
連
携
な
ど
管
理
コ
ス
ト
や
、
基

幹
教
員
に
つ
い
て
の
情
報
公
開
【
P.

19
図
表
5
】
に
ま
つ
わ
る
コ
ス
ト
は
増

え
る
。
人
件
費
は
、
下
が
る
こ
と
も
あ

る
し
、
場
合
に
よ
っ
て
会
議
手
当
な
ど

が
増
え
、
上
が
る
こ
と
も
あ
る
。
新
制

度
へ
の
移
行
は
、
当
事
者
で
あ
る
教
員

の
理
解
納
得
が
あ
っ
て
こ
そ
。
制
度
改

正
さ
れ
た
タ
イ
ミ
ン
グ
の
方
が
学
内
で

説
明
を
始
め
や
す
い
」（
宮
林
氏
）。

　
　基
幹
教
員
は
２
つ
の
要
件
を
満
た

す
必
要
が
あ
る
。

　専
任
教
員
は
「
一
の
大
学
に
限
り
、

専
任
教
員
と
な
る
」「
専
ら
当
該
大
学

に
お
け
る
教
育
研
究
に
従
事
す
る
」
と

し
か
定
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
基

幹
教
員
は
、「
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
責

任
を
担
う
」と
さ
れ
、「
会
議
」と「
科
目
」

が
具
体
的
な
要
件
と
し
て
明
記
さ
れ
て

い
る
【
図
表
６
】。
会
議
に
つ
い
て
は
、

「
教
育
課
程
の
編
成
そ
の
他
の
学
部
の

運
営
に
つ
い
て
責
任
を
担
う
」た
め
に
、

「
当
該
学
部
の
教
育
課
程
の
編
成
等
に

つ
い
て
審
議
を
行
う
会
議
」
に
、
構
成

員
と
し
て
参
画
し
て
い
る
こ
と
（
①
）。

会
議
の
具
体
的
要
件
は
文
科
省
か
ら
例

示
さ
れ
て
お
り
、
例
え
ば
教
養
教
育
の

＊【図表13、14】：文部科学省「クロスアポイントメント制度の基本的枠組みと留意点追補版」（2020年）を基にBetween編集部で一部加工

＊文部科学省「産学連携によるデジタル人材育成について（実務家教員の確保・活用等）」（2023年）を基にBetween編集部でまとめ

概要

手続き

研究者が両組織の立場で
問題なく研究に従事できる
環境を構築。組織間でのク
ロスアポイントメント協定によ
り従事比率や社会保険の支
払い者を取り決め、研究者
はそれぞれの機関と個別に
労働契約を結ぶ

主に共同研究を行
う両組織間におけ
る成果の共有の
在り方についての
取り決め(共同研
究契約)を行う

収入を得るために本務以
外の仕事を行うこと。働き
方改革の一環としてH29
「副業・兼業の促進に関
するガイドライン」を策定

兼業先の収入が追加収
入になる

組織間の定めがなく、個人と
組織間で定める場合がある

大学等のリソースは兼業
業務で使用することはでき
ない

原則として本業の業務時間
外のみ（本業に支障がない
ように実施することが必要）

共同研究契約の
締結のみ

取り決め無し（本
業の業務時間内）

大学業務として実
施共同研究先のリ
ソースの利用には
制限がある

組織間の契約で
取り決め可能

共同研究の成果
が所属機関でどの
ように評価されるか
による

両組織のクロスアポイント
メント協定の締結および各
組織と個人間の雇用契約
が必要

一般的には、各機関の規程
等に沿って、従事時間、業
務内容、利益相反の有無
などの申出が求められる。副
業・兼業における労働時間
や収入等を報告

業務
時間

業務
環境

知財の
扱い

収入

Kaggle Master のデータサ
イエンティストによる機械学
習やプログラミングに関する
授業科目、合宿形式のブート
キャンプ（データ分析のスキル
向上）を担当。

組織間協定で給与のイン
センティブ設計が可能

組織間協定で取り決め可
能

協定の内容次第で双方の
組織の研究設備の利用や
機微情報等にアクセス可

従事比率を協定内で設定
可能

兼業

実務
家教員の
役割 

確保・
活用の
方策

クロスアポイントメントに
関する学内規程を創設
し、組織間の協定書案
を作成する。

組織間協定に基づい
て、労働契約を結ぶ。

組織間協定に基づい
て、労働契約を結ぶ。

組織間でクロスアポイントメントの目的や企業で
のテーマ・従事内容に応じた期間、従事比率、
身分（肩書き等）を調整して、クロスアポイントメ
ントの協定内容を決める。

大学等の調整

規程の創設

協定の協議

制度運用

企業の調整

共同研究（契約）

鳥羽商船高等専門学校

AIの基礎理論・応用学習、
CPS、IoT、セキュリティ・デジ
タル認証などのほか、マーケ
ティング機能との連携や商品
化・事業化に関連する授業
科目を担当。

データサイエンティストとして
の実践力を養うためDS実践
やDSアナリシス実践に関す
る授業科目のほか、インターン
シップにおいて実務家による
直接的な学生指導を担当。

AIを活用したイノベーション
領域の科目群や、デジタル
デザイン・ソーシャルデザイ
ンなどの応用領域における
専門知識や提案力等に関
する指導を担当。

KDDI等の民間企業の技
術職による定期的な講義
のほか、海事・海運分野に
おけるデジタルスマートシッ
プなど最新の技術動向やス
キルの習得を担当。

大手IT企業からデータサイエ
ンティストを教授等に招へい
するほか、富士通、IBM、
Google 等の連携企業から
クロスアポイントメント制度を
活用して採用。

クロスアポイントメント制度
を活用して実務家教員を採
用する予定であり、富山県
内のインテック先端技術研
究所を中心に、連携企業
等から受入。

地元の経済団体などを介し
た公募広報を計画してお
り、クロスアポイントメント制
度を活用するほか、実務家
教員養成プログラム事業と
の連携により確保。

クロスアポイントメント制度
を活用した学外人材の参
画、共同研究企業との併任
による特任教員の確保、イ
ンダストリアルアドバイザー
として企業人を任命。

AI分野やサイバーセキュリティ
系の実務経験者の公募（高専
卒業生含む）や、地元情報系
企業とのクロスアポイントメント
制度の活用、インターンシップ
での企業内教員の配置。

電気通信大学 富山大学 名古屋市立大学 滋賀大学

大学等の調整 企業の調整

事前調整 事前調整

規程等の創設等 規程等の創設等規程等の整備

組織間の調整

組織内の調整

諸条件・協定
内容等について
合意・決定
実施に向けて
の準備

組織間で具体的なクロスアポイントメントの計画の構想
従事内容・研究テーマの設定、研究者等の人選
協定内容等の調整
労働条件の調整

送り出しの準備 及び 受け入れの準備
実施に関する報道発表（必要に応じて）

詳細な労働条件の調整

諸条件・協定内容等について合意・決定

吉田 樹

ーー2大学で教えることになったきっかけは？
 私は2012年から福島大学に所属しています。交通
政策・交通計画が専門で、2019年頃から前橋市の交
通政策にも関わってきました。その縁があって、前橋市
から「市の都市政策と教育にも携わってほしい」と声が
かかり、前橋工科大学でも教員として働くようになりま
した。交通政策は文理両方の側面からアプローチでき
る分野です。福島大学では経済経営学類の学生に教
えていますが、前橋工科大学は工学系のみの単科大
学。昨今、文系の学生にもまちづくりのコンサルタント
志望者が出始めており、それには経済の視点だけでは
なく、工学系の視点も求められるため、特性が異なる学
生同士の交流の機会をつくりたいという考えもあり、オ
ファーを受けました。
ーーそれぞれの大学での業務とエフォートは？
　本務校である福島大学が６、前橋工科大学が４とい
う業務割合です。福島大学は水・木・金曜勤務で、授
業のコマ数、学内の業務分担は前年度と変わらず、学
類のアドミッションオフィサーも務めています。ただ、即
時対応しなければならない細かな業務や、月・火曜に
発生する業務からは担当を外してもらっています。前橋
工科大学での主な任務は、群馬県と前橋市の交通政
策の高度化です。月・火は前橋に赴き、県や市の関係
者、民間のベンダーが参加する会議に参加するほか、
都市計画や交通を専門とする研究室に参加し、学生、
大学院生の指導補助を行っています。

ーー給与や社会保険料などの扱いは？
　給与や手当、社会保険料は福島大学からまとめて
支払われます。このうち４割分を前橋工科大学が福島
大学に負担金を支払う形です。教員評価は福島大学
のルールに基づいて評価されます。なお、福島大学に
はクロスアポイントメント手当制度があり、条件が整え
ば手当として加算される場合もあります。
ーー複数の大学で働く自身のメリットは？
　教育・研究の可能性が広がりました。教育面では、合
同ゼミ発表会を実施したところ、双方の学生にとって刺
激になったようです。研究面については、福島大学では
院に進む者が少ないため、研究論文は単著が多くなり
ますが、院生が多い前橋工科大学に関わることで、彼ら
と協力しながら研究を進められ、幅が広がりました。交通
政策は課題が多く、理系・文系双方の視点で産学官連
携にて取り組むべき分野です。しかし、研究者は少ない
ため、今後、クロスアポイントメント制度による兼任が求
められる分野かもしれません。課題は、福島大学の学生
へのケアです。直接会う機会が減るので、不在中はオ
ンラインツールを活用して、対応しています。
ーー大学や他教員へのアドバイスを
　私の場合、前橋工科大学に同じ学会の教員がい
て、職員の手助けもあり、比較的溶け込みやすかったも
のの、受け入れ側の大学には他機関から来た教員が
孤立しない体制が求められると思います。また、他大学
で教育・研究をする時間が増えれば、本務校の他の教
員の負担が増える可能性があり、本務校の大学側の
理解も必要になります。教員自身も同僚に快く協力して
もらえるよう、心遣いや感謝を示すことが大切です。

福島大学 
経済経営学類准教授／
前橋工科大学 
学術研究院特任准教授

教
育
・
研
究
の
幅
が
広
が
り
、

教
員
自
身
に
と
っ
て
の
メ
リ
ッ
ト
も
大

クロスアポイントメントによる２大学での業務概要 

業務 福島大学 経済経営学類 前橋工科大学
エフォート 6（週3勤務）＊本務校（業務量は変更なし） 4（週2勤務）

教育・研究
基盤教育科目２コマ、専門科目３コマ、
卒論指導、院生指導

前橋市の地域交通の再構築と
高度化の推進の研究業務。

運営業務 所属学類のアドミッションオフィサー なし

給与・社会保
険料・手当等

評価 あり なし

4割分は前橋工科大が福島大に納め、福島大より一括支給。
福島大にはクロスアポイントメント手当あり。交通費は各大学より支給。

クロスアポイントメント教員に聞く！

Q.

ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト

制
度
を
整
え
る
に
は
？

A Q.

基
幹
教
員
制
度
を
導
入

済
み
の
事
例
は
あ
る
か
？

AQ.

制
度
移
行
に
あ
た
り

注
意
す
べ
き
こ
と
は
？

A

＊
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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

何をすべきか？

　
　教
職
協
働
を
実
質
化
す
る
こ
と
。

　「学
生
の
厚
生
補
導
の
拡
充
や
社
会

と
連
携
す
る
教
育
等
が
求
め
ら
れ
る

中
、
こ
れ
ら
を
担
う
事
務
組
織
の
役
割

が
大
き
く
な
り
、
教
員
と
職
員
が
協
働

し
て
大
学
の
組
織
機
能
を
高
め
て
い
く

こ
と
が
不
可
欠
に
な
っ
て
い
る
。
そ
の

た
め
、
教
員
、
職
員
別
々
に
規
定
し
て

い
た
も
の
を
一
体
化
し
た
」（
文
科
省
）

の
が
、
教
育
研
究
実
施
組
織
だ
。
職
員

出
身
で
、
大
阪
電
気
通
信
大
学
の
学
長

を
務
め
る
塩
田
氏
に
よ
る
と
、「
こ
の

10
年
の
中
教
審
の
流
れ
か
ら
す
る
と
、

教
職
協
働
を
実
質
化
す
る
と
い
う
こ
と

だ
ろ
う
。
職
員
の
位
置
付
け
が
高
め
ら

れ
た
と
理
解
し
て
い
る
。
職
員
は
運
営

の
主
体
で
あ
る
こ
と
を
自
覚
し
、
業
務

水
準
を
上
げ
て
い
く
必
要
も
あ
る
」。

実
際
に
新
基
準
で
は
、
教
職
協
働
を
前

提
に
、
学
内
の
体
制
や
、
教
員
、
職
員

の
役
割
を
見
直
す
よ
う
求
め
て
い
る
。

　○
○
部
、○
○
委
員
会
の
よ
う
な
組

織
（O

rganization

）
の
設
置
で
は
な

く
、
教
育
研
究
を
行
う
大
学
全
体
の
体

制
、
し
く
み
（System

）
の
整
備
を
求

め
て
い
る
点
に
注
意
し
よ
う【
図
表
２
】。

　
　体
制
を
見
直
し
て
教
職
協
働
の
実

質
化
を
図
り
、規
程
上
に
明
文
化
す
る
。

　す
で
に
教
職
協
働
に
よ
る
大
学
運
営

が
円
滑
に
な
さ
れ
て
い
る
な
ら
、
新
た

な
施
策
は
必
要
な
い
。
だ
が
、
教
員
と

職
員
間
に
分
断
が
あ
っ
た
り
、
職
員
が

意
思
決
定
の
一
票
を
持
っ
て
い
な
か
っ

た
り
す
る
大
学
は
、【
図
表
１
】に
示
す

よ
う
に
、
教
育
研
究
活
動
、
学
生
の
厚

生
補
導
、
大
学
運
営
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ

い
て
、
教
職
員
の
配
置
、
役
割
が
組
織

的
か
つ
効
果
的
に
な
っ
て
い
る
か
を
見

直
そ
う
。
そ
の
う
え
で
、
改
め
る
べ
き

点
や
、
明
文
化
さ
れ
て
い
な
い
点
が
見

つ
か
れ
ば
、
学
内
規
程
に
反
映
す
る
。

　現
段
階
で
の
大
学
の
取
り
組
み
例
や

識
者
の
見
解
を
、【
図
表
３
】に
挙
げ
た
。

こ
の
改
正
は
「
自
学
の
運
営
上
の
課
題

を
解
決
す
る
ト
リ
ガ
ー
に
な
り
得
る
」

（
宮
林
氏
）
が
、
篠
田
氏
の
指
摘
の
と

お
り
、
多
く
の
大
学
の
意
思
決
定
は
教

員
が
優
位
で
あ
る
た
め
、
職
員
の
役
割

の
明
確
化
と
権
限
移
譲
、
大
学
運
営
に

関
す
る
意
思
決
定
へ
の
参
画
が
ポ
イ
ン

ト
だ
ろ
う
。「
各
業
務
の
リ
ー
ダ
ー
は

教
職
の
区
別
な
く
選
出
す
る
ほ
か
、
重

要
事
項
の
審
議
は
、
全
ス
タ
ッ
フ
が
参

加
す
る
会
議
で
検
討
」（
共
愛
学
園
前

橋
国
際
大
学
）、「
従
来
、
教
員
が
各
分

掌
の
長
だ
っ
た
の
を
改
め
て
職
員
の
長

も
設
け
、
意
思
決
定
会
議
に
も
職
員
が

参
画
」（
桐
蔭
横
浜
大
学
）、「
施
策
の

立
案
補
佐
、
遂
行
指
示
を
専
門
と
す
る

事
務
組
織
を
設
置
」（
京
都
橘
大
学
）

な
ど
の
取
り
組
み
が
参
考
に
な
る
。
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＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）を参考にBetween編集部にて作成

＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）を基にBetween編集部で作成

第７条（要旨）
大学は、教育研究上の目的を達成するため、必要な
教員及び事務職員等からなる教育研究実施組織を
編制する。編制にあたっては、教員及び事務職員等
相互の役割分担の下での協働や連携体制を確保
し、責任の所在を明確にする。課外活動や進路選択
等の学生指導、人事や広報等の大学運営業務に、
専属の教員又は事務職員等を置く組織を設ける｡

旧第41条は削除

改正後

【図表1】「教育研究実施組織」規定の経緯と大学がすべきこと【図表3】各大学や大学関係者の教育研究実施組織に対する考え・取り組み例

改正前 審議まとめでの提言

第７条（要旨）
大学は、教育研究上の目的を達成す
るため、必要な教員を置く。教員の役
割分担の下で連携体制を確保し、責
任の所在が明確になるように教員組
織を編制する。

第41条（要旨）
大学は、その事務を遂行するため、専
任の職員を置く事務組織を設ける。

教
育
研
究
実
施
組
織
と
は
？

□大学運営に係る企画立
案、学外連携、人事、総
務、財務、広報、情報シス
テム、施設・設備の整備な
どの業務を行う専属の教
員又は事務職員を置く。

□学生の課外活動、修
学、進路選択、心身の健
康に関する指導・援助等
の厚生補導を行うために、
専属の教員又は事務職
員を置く。

□教員と事務職員のそれ
ぞれの役割と責任を明確
にし、連携体制をとる。

□教育研究は、教員だけ
でなく「教員＋職員」での
編制にて、実施する。

分散して規定されてい
る、教員や事務職員、
各種組織に関する規
定を、一体的に再整理
することなどが提言さ
れた。

【図表2】

「教育研究実施組織」
等の改正による
大学の組織イメージ

大学本部

厚生補導の機能は「課外活動、修学、進
路選択及び心身の健康に関する指導及び援
助等」。事務職員だけではなく教員も関わるこ
ともあることを明確化している。

事務職員等 事務職員等 教員

学部
事務職員等 教員

学部
教員 教員

学生支援部
事務職員等 教員

「専任の職員」→「専属の教員・事務職員等」と法令上の
用語は変わるが、それぞれの機能・役割を担う教職員を置く
という従前の趣旨は変わらない。

今日の大学の事務組織の役割は、
・教育研究実施組織および厚生補導の組織の円滑かつ効果的な業務の遂行のための支援
・大学運営に係る企画立案  ・大学以外の者との連携（地域連携含む）
・人事、総務、財務、広報、情報システム、施設設備整備  など多岐にわたり、教育研究活動に密接に関連。

教育研究実施組織に関わる取り組み例

教育研究実施組織に対する考え

大学

大学関係者

共愛学園前橋
国際大学
（P.12）

神田外語大学
（P.13）

大阪電気通信
大学
（P.15）

桐蔭横浜大学
（P.36～37）

京都橘大学
（P.38～39）

宮林 常崇
（P.3～5）

篠田 道夫
（P.16～17）

　新しい組織を設置せよという趣旨ではないので、すで
に教職一体のガバナンスが確立している本学において
は、学内規程を整備するだけでよいと考えている。
 教職協働の一例が、大学運営の方向性など最重要事
項を審議する会議体であるスタッフ会議。教員、職員、嘱

託スタッフ・委託スタッフなど、大学運営に関わる全人員
が参加し、役職混合のグループに分かれて重要案件を
討論する。また、学生、教務、就職、入試などの業務は教
員、職員一体の「センター」「グループ」という組織単位で
担い、リーダーも教員、職員の区別なく選出している。

　大学運営に関して、本学は伝統的に経営陣や職員が
経営の意思決定を行ってきた。例えば、中期経営計画の
策定は法人が担うため、教員に計画が十分に浸透して
いなかった。私学法改正を機に教職協働で進める体制
に改め、教員の大学運営への参画を推進している。

　新体制では副学長と学長補佐（教員各３人）の役割分
担を明確にし、新たに設置した「執行部会議」で、大学運
営について学長の諮問に応じるものとした。また、教授会
をはじめ、教員が参加する各種会議の機能と位置付けを
明確にし、教員の意思を大学運営に反映させている。

　求められているのは教職協働の実質化だ。職員も大
学運営の主体であるという自覚を高める必要がある。本
学では、まず、採用活動の時点で、経営人材としての職
員像を明確にして募集。入職後は定期的に上長との面
談を実施し、本人が設定した目標に応じて育成や評価を

行うようにしている。重要な改革案件を30代の若手職員
に任せるなど、運営の要に職員を配置するケースも増え
ている。教員とのコミュニケーションを活性化させようと、
2022年に竣工した新棟では、壁のない各フロアに全研
究室と全事務組織を集めた。

　職員がカリキュラムのたたき台をつくり、教員がもむとい
うように、教育においても教職協働が当たり前になってい
る。現状、特別な規程がない状態でうまくいっているだけ
に、教員、職員の役割をあえて明文化すると良好なバラン
スが崩れる懸念があり、規程の作成は慎重に行いたい。

　現体制の基礎ができたのは2005年。それまで、改革の
議論は諮問機関が行っていたが、これを学長主催の委員
会が行う形に変更。併せて事務局も、改革の政策を各部
署がバラバラに受け持っていた体制を改め、統合的に政
策を担う部署として企画部門と広報部門を独立させた。

　教職協働の実質化を促すこの改正は、自学の運営上
の課題を解決するトリガーになり得るだろう。「教員、職員
間の関係における課題を洗い出し、対応策を検討する」と
いう取り組みに、学内を巻き込むきっかけとして使える。改
正から時間が経ってしまうと、きっかけとしての効力が弱く

なってしまうので、使うのであれば早いほうがいいだろう。
　学内規程にどのような文言を記せば「教員と職員の関
係を一体的に規定」したことになるのかに迷う場合は、す
でに対応している他大学の学則等は参考になる。将来
的には、認証評価の結果も参考になるだろう。

　現場で教育実務、学修支援を担う職員の実行力なし
には教育や大学改革は進まない。職員の教育参画が法
令に明記されたことは、教員のみによる教学運営からの
転換につながる歴史的な変化だと言える。
　この変化を前に各大学が試されているのは、ガバナン

ス力だ。「教職協働」が当たり前になった今でも、職員が
教育や大学運営に提案・意見を十分に言えない大学も
ある。実際に職員に権限を与え、意思決定に参画させる
組織改革を断行できるか、勝負どころを迎えている。トッ
プや幹部のリーダーシップが問われる。

　学務部、学生部といった各部署のあり方を、教員を長と
する分掌体制から、教員と職員それぞれを長とするセクショ
ン体制に改めた。これにより、各部署の代表が参加する意
思決定の会議に職員も参加。現在は、職員が教員の指示
を待たずに動けるように、意識改革を促している。

　設置基準では、学生の厚生補導を組織的に行うよう求
めている。2023年度から本格実施している準正課の「Ｃ
ＡＮＤＬＥプログラム」は、学生が職員と協働して大学の課
題解決に向けた「業務」に取り組むもの。学生の成長機
会であると同時に、職員が教育に参画する機会でもある。

A Q.

狙
い
は
何
か
？

A Q.

何
を
す
れ
ば
い
い
？
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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

何をすべきか？

　
　教
職
協
働
を
実
質
化
す
る
こ
と
。

　「学
生
の
厚
生
補
導
の
拡
充
や
社
会

と
連
携
す
る
教
育
等
が
求
め
ら
れ
る

中
、
こ
れ
ら
を
担
う
事
務
組
織
の
役
割

が
大
き
く
な
り
、
教
員
と
職
員
が
協
働

し
て
大
学
の
組
織
機
能
を
高
め
て
い
く

こ
と
が
不
可
欠
に
な
っ
て
い
る
。
そ
の

た
め
、
教
員
、
職
員
別
々
に
規
定
し
て

い
た
も
の
を
一
体
化
し
た
」（
文
科
省
）

の
が
、
教
育
研
究
実
施
組
織
だ
。
職
員

出
身
で
、
大
阪
電
気
通
信
大
学
の
学
長

を
務
め
る
塩
田
氏
に
よ
る
と
、「
こ
の

10
年
の
中
教
審
の
流
れ
か
ら
す
る
と
、

教
職
協
働
を
実
質
化
す
る
と
い
う
こ
と

だ
ろ
う
。
職
員
の
位
置
付
け
が
高
め
ら

れ
た
と
理
解
し
て
い
る
。
職
員
は
運
営

の
主
体
で
あ
る
こ
と
を
自
覚
し
、
業
務

水
準
を
上
げ
て
い
く
必
要
も
あ
る
」。

実
際
に
新
基
準
で
は
、
教
職
協
働
を
前

提
に
、
学
内
の
体
制
や
、
教
員
、
職
員

の
役
割
を
見
直
す
よ
う
求
め
て
い
る
。

　○
○
部
、○
○
委
員
会
の
よ
う
な
組

織
（O

rganization

）
の
設
置
で
は
な

く
、
教
育
研
究
を
行
う
大
学
全
体
の
体

制
、
し
く
み
（System

）
の
整
備
を
求

め
て
い
る
点
に
注
意
し
よ
う【
図
表
２
】。

　
　体
制
を
見
直
し
て
教
職
協
働
の
実

質
化
を
図
り
、規
程
上
に
明
文
化
す
る
。

　す
で
に
教
職
協
働
に
よ
る
大
学
運
営

が
円
滑
に
な
さ
れ
て
い
る
な
ら
、
新
た

な
施
策
は
必
要
な
い
。
だ
が
、
教
員
と

職
員
間
に
分
断
が
あ
っ
た
り
、
職
員
が

意
思
決
定
の
一
票
を
持
っ
て
い
な
か
っ

た
り
す
る
大
学
は
、【
図
表
１
】に
示
す

よ
う
に
、
教
育
研
究
活
動
、
学
生
の
厚

生
補
導
、
大
学
運
営
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ

い
て
、
教
職
員
の
配
置
、
役
割
が
組
織

的
か
つ
効
果
的
に
な
っ
て
い
る
か
を
見

直
そ
う
。
そ
の
う
え
で
、
改
め
る
べ
き

点
や
、
明
文
化
さ
れ
て
い
な
い
点
が
見

つ
か
れ
ば
、
学
内
規
程
に
反
映
す
る
。

　現
段
階
で
の
大
学
の
取
り
組
み
例
や

識
者
の
見
解
を
、【
図
表
３
】に
挙
げ
た
。

こ
の
改
正
は
「
自
学
の
運
営
上
の
課
題

を
解
決
す
る
ト
リ
ガ
ー
に
な
り
得
る
」

（
宮
林
氏
）
が
、
篠
田
氏
の
指
摘
の
と

お
り
、
多
く
の
大
学
の
意
思
決
定
は
教

員
が
優
位
で
あ
る
た
め
、
職
員
の
役
割

の
明
確
化
と
権
限
移
譲
、
大
学
運
営
に

関
す
る
意
思
決
定
へ
の
参
画
が
ポ
イ
ン

ト
だ
ろ
う
。「
各
業
務
の
リ
ー
ダ
ー
は

教
職
の
区
別
な
く
選
出
す
る
ほ
か
、
重

要
事
項
の
審
議
は
、
全
ス
タ
ッ
フ
が
参

加
す
る
会
議
で
検
討
」（
共
愛
学
園
前

橋
国
際
大
学
）、「
従
来
、
教
員
が
各
分

掌
の
長
だ
っ
た
の
を
改
め
て
職
員
の
長

も
設
け
、
意
思
決
定
会
議
に
も
職
員
が

参
画
」（
桐
蔭
横
浜
大
学
）、「
施
策
の

立
案
補
佐
、
遂
行
指
示
を
専
門
と
す
る

事
務
組
織
を
設
置
」（
京
都
橘
大
学
）

な
ど
の
取
り
組
み
が
参
考
に
な
る
。
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＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）を参考にBetween編集部にて作成

＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）を基にBetween編集部で作成

第７条（要旨）
大学は、教育研究上の目的を達成するため、必要な
教員及び事務職員等からなる教育研究実施組織を
編制する。編制にあたっては、教員及び事務職員等
相互の役割分担の下での協働や連携体制を確保
し、責任の所在を明確にする。課外活動や進路選択
等の学生指導、人事や広報等の大学運営業務に、
専属の教員又は事務職員等を置く組織を設ける｡

旧第41条は削除

改正後

【図表1】「教育研究実施組織」規定の経緯と大学がすべきこと【図表3】各大学や大学関係者の教育研究実施組織に対する考え・取り組み例

改正前 審議まとめでの提言

第７条（要旨）
大学は、教育研究上の目的を達成す
るため、必要な教員を置く。教員の役
割分担の下で連携体制を確保し、責
任の所在が明確になるように教員組
織を編制する。

第41条（要旨）
大学は、その事務を遂行するため、専
任の職員を置く事務組織を設ける。

教
育
研
究
実
施
組
織
と
は
？

□大学運営に係る企画立
案、学外連携、人事、総
務、財務、広報、情報シス
テム、施設・設備の整備な
どの業務を行う専属の教
員又は事務職員を置く。

□学生の課外活動、修
学、進路選択、心身の健
康に関する指導・援助等
の厚生補導を行うために、
専属の教員又は事務職
員を置く。

□教員と事務職員のそれ
ぞれの役割と責任を明確
にし、連携体制をとる。

□教育研究は、教員だけ
でなく「教員＋職員」での
編制にて、実施する。

分散して規定されてい
る、教員や事務職員、
各種組織に関する規
定を、一体的に再整理
することなどが提言さ
れた。

【図表2】

「教育研究実施組織」
等の改正による
大学の組織イメージ

大学本部

厚生補導の機能は「課外活動、修学、進
路選択及び心身の健康に関する指導及び援
助等」。事務職員だけではなく教員も関わるこ
ともあることを明確化している。

事務職員等 事務職員等 教員

学部
事務職員等 教員

学部
教員 教員

学生支援部
事務職員等 教員

「専任の職員」→「専属の教員・事務職員等」と法令上の
用語は変わるが、それぞれの機能・役割を担う教職員を置く
という従前の趣旨は変わらない。

今日の大学の事務組織の役割は、
・教育研究実施組織および厚生補導の組織の円滑かつ効果的な業務の遂行のための支援
・大学運営に係る企画立案  ・大学以外の者との連携（地域連携含む）
・人事、総務、財務、広報、情報システム、施設設備整備  など多岐にわたり、教育研究活動に密接に関連。

教育研究実施組織に関わる取り組み例

教育研究実施組織に対する考え

大学

大学関係者

共愛学園前橋
国際大学
（P.12）

神田外語大学
（P.13）

大阪電気通信
大学
（P.15）

桐蔭横浜大学
（P.36～37）

京都橘大学
（P.38～39）

宮林 常崇
（P.3～5）

篠田 道夫
（P.16～17）

　新しい組織を設置せよという趣旨ではないので、すで
に教職一体のガバナンスが確立している本学において
は、学内規程を整備するだけでよいと考えている。
 教職協働の一例が、大学運営の方向性など最重要事
項を審議する会議体であるスタッフ会議。教員、職員、嘱

託スタッフ・委託スタッフなど、大学運営に関わる全人員
が参加し、役職混合のグループに分かれて重要案件を
討論する。また、学生、教務、就職、入試などの業務は教
員、職員一体の「センター」「グループ」という組織単位で
担い、リーダーも教員、職員の区別なく選出している。

　大学運営に関して、本学は伝統的に経営陣や職員が
経営の意思決定を行ってきた。例えば、中期経営計画の
策定は法人が担うため、教員に計画が十分に浸透して
いなかった。私学法改正を機に教職協働で進める体制
に改め、教員の大学運営への参画を推進している。

　新体制では副学長と学長補佐（教員各３人）の役割分
担を明確にし、新たに設置した「執行部会議」で、大学運
営について学長の諮問に応じるものとした。また、教授会
をはじめ、教員が参加する各種会議の機能と位置付けを
明確にし、教員の意思を大学運営に反映させている。

　求められているのは教職協働の実質化だ。職員も大
学運営の主体であるという自覚を高める必要がある。本
学では、まず、採用活動の時点で、経営人材としての職
員像を明確にして募集。入職後は定期的に上長との面
談を実施し、本人が設定した目標に応じて育成や評価を

行うようにしている。重要な改革案件を30代の若手職員
に任せるなど、運営の要に職員を配置するケースも増え
ている。教員とのコミュニケーションを活性化させようと、
2022年に竣工した新棟では、壁のない各フロアに全研
究室と全事務組織を集めた。

　職員がカリキュラムのたたき台をつくり、教員がもむとい
うように、教育においても教職協働が当たり前になってい
る。現状、特別な規程がない状態でうまくいっているだけ
に、教員、職員の役割をあえて明文化すると良好なバラン
スが崩れる懸念があり、規程の作成は慎重に行いたい。

　現体制の基礎ができたのは2005年。それまで、改革の
議論は諮問機関が行っていたが、これを学長主催の委員
会が行う形に変更。併せて事務局も、改革の政策を各部
署がバラバラに受け持っていた体制を改め、統合的に政
策を担う部署として企画部門と広報部門を独立させた。

　教職協働の実質化を促すこの改正は、自学の運営上
の課題を解決するトリガーになり得るだろう。「教員、職員
間の関係における課題を洗い出し、対応策を検討する」と
いう取り組みに、学内を巻き込むきっかけとして使える。改
正から時間が経ってしまうと、きっかけとしての効力が弱く

なってしまうので、使うのであれば早いほうがいいだろう。
　学内規程にどのような文言を記せば「教員と職員の関
係を一体的に規定」したことになるのかに迷う場合は、す
でに対応している他大学の学則等は参考になる。将来
的には、認証評価の結果も参考になるだろう。

　現場で教育実務、学修支援を担う職員の実行力なし
には教育や大学改革は進まない。職員の教育参画が法
令に明記されたことは、教員のみによる教学運営からの
転換につながる歴史的な変化だと言える。
　この変化を前に各大学が試されているのは、ガバナン

ス力だ。「教職協働」が当たり前になった今でも、職員が
教育や大学運営に提案・意見を十分に言えない大学も
ある。実際に職員に権限を与え、意思決定に参画させる
組織改革を断行できるか、勝負どころを迎えている。トッ
プや幹部のリーダーシップが問われる。

　学務部、学生部といった各部署のあり方を、教員を長と
する分掌体制から、教員と職員それぞれを長とするセクショ
ン体制に改めた。これにより、各部署の代表が参加する意
思決定の会議に職員も参加。現在は、職員が教員の指示
を待たずに動けるように、意識改革を促している。

　設置基準では、学生の厚生補導を組織的に行うよう求
めている。2023年度から本格実施している準正課の「Ｃ
ＡＮＤＬＥプログラム」は、学生が職員と協働して大学の課
題解決に向けた「業務」に取り組むもの。学生の成長機
会であると同時に、職員が教育に参画する機会でもある。

A Q.

狙
い
は
何
か
？

A Q.

何
を
す
れ
ば
い
い
？
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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

何をすべきか？

き
で
は
な
く
、
め
ざ
す
教
育
実
現
に
向

け
、
試
し
た
い
ア
イ
デ
ア
あ
り
き
で
検

討
し
た
い
。「
特
色
強
化
の
過
程
で
、

規
定
を
超
え
る
遠
隔
授
業
が
必
要
に
な

れ
ば
申
請
を
検
討
し
始
め
る
。
特
例
制

度
は
あ
く
ま
で
手
段
。
申
請
自
体
が
目

的
で
は
な
い
」（
大
阪
電
気
通
信
大
学
）。

　
　取
り
組
み
の
１
年
前
ま
で
に
申
請
。

　申
請
は
随
時
受
け
付
け
。
審
査
期
間

は
申
請
内
容
に
よ
る
が
、
文
科
省
は
遅

く
と
も
取
り
組
み
開
始
１
年
前
の
申
請

を
求
め
る
【
P. 

27
図
表
５
】。
加
え

て
申
請
前
の 

  ＊3

　
事
前
相
談
を
勧
め
て
い

る
。
新
規
に
設
置
す
る
学
部
等
の
場
合

は
、
特
例
制
度
と
設
置
認
可
、
そ
れ
ぞ

れ
の
申
請
が
必
要
だ
。
学
部
新
設
の
場

合
、
設
置
認
可
申
請
の
半
年
〜
１
年
前

ま
で
（
２
０
２
６
年
度
新
設
の
学
部
で

あ
れ
ば
、
２
０
２
４
年
９
月
ま
で
）
に

特
例
制
度
に
申
請
す
る
。

　な
お
、
認
定
前
で
も
、
直
接
的
な
学

生
募
集
行
為
（
募
集
要
項
の
配
布
等
）

を
除
け
ば
、   ＊4

　
広
報
は
行
っ
て
よ
い
。

　
　２
つ
の
要
件
が
あ
る【
図
表
６
】。

　①
の
機
関
要
件
は
、
質
保
証
、
情
報

公
表
、
健
全
な
運
営
を
求
め
る
も
の
。

申
請
対
象
の
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
だ
け
で

な
く
、
大
学
全
体
と
し
て
満
た
し
て
い

る
こ
と
を
書
面
で
説
明
す
る
。

　②
の
取
り
組
み
自
体
の
要
件
は
、
目

的
、内
容
、計
画
、先
進
性
な
ど
が
問
わ

れ
る
。
中
教
審
大
学
分
科
会
に
設
置
さ

れ
た
特
例
制
度
の
運
営
委
員
会
が
審
査

し
、内
容
に
よ
っ
て
面
接
審
査
や
、改
善

点
等
の
指
摘
↓
書
類
再
提
出
の
工
程
を

挟
む
場
合
も
あ
る
。
先
進
的
と
認
め
ら

れ
る
取
り
組
み
の
基
準
は
な
い
た
め
、

先
の
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
を
参
照
し
、
事
前

相
談
を
活
用
す
る
と
と
も
に
、
認
定
事

例
が
出
た
際
は
内
容
に
注
目
し
た
い
。

　
　学
則
変
更
、２
種
の
報
告
書
作
成
。

　特
例
制
度
の
適
用
に
伴
う
取
り
組
み

が
自
学
の
既
存
の
学
則
に
そ
ぐ
わ
な
い

場
合
、
学
則
変
更
の
手
続
き
を
行
う
。

　文
科
省
に
対
し
て
は
、「
実
施
状
況

報
告
書
」「
教
育
効
果
検
証
報
告
書
」

を
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
【
図
表
８
】。

状
況
の
記
録
、
効
果
測
定
の
計
画
立
案

を
進
め
た
い
。
両
書
類
に
記
載
す
べ
き

内
容
は
、
今
後
、
運
営
委
員
会
か
ら
発

表
さ
れ
る
予
定
だ
。

　認
定
後
に
計
画
を
変
更
す
る
際
は
、

文
科
省
に
届
け
出
る
。
変
更
範
囲
が
、

取
り
組
み
対
象
の
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
や

特
例
対
象
規
定
に
及
ぶ
場
合
、
再
審
査

を
受
け
る
。
取
り
組
み
中
に
期
間
延
長

を
申
請
す
る
場
合
も
再
審
査
と
な
る
。

　
　12
の
規
定
が
対
象
、
学
位
プ
ロ
グ

ラ
ム
単
位
で
の
申
請
・
認
可
が
必
要
。

　ま
ず
、
文
科
大
臣
に
申
請
し
て
認
め

ら
れ
る
と
適
用
さ
れ
る
特
例
対
象
規
定

は
【
図
表
２
】
の
条
項
に
限
定
さ
れ
る
。

こ
の
中
か
ら
１
つ
、
ま
た
は
複
数
を
指

定
し
て
申
請
す
る
。
申
請
は
学
位
プ
ロ

グ
ラ
ム
単
位
で
、
申
請
し
た
期
間
内
に

限
っ
て
特
例
が
認
め
ら
れ
る【
図
表
３
】。

期
間
を
区
切
る
の
は
、
文
科
省
が
設
置

基
準
の
改
善
に
向
け
て
検
証
を
行
う
た

め
だ
と
い
う
。【
図
表
４
】
は
、
文
科

省
が
示
し
た
想
定
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
だ
。

め
ざ
す
教
育
実
現
に
向
け
、
遠
隔
授
業

の
単
位
上
限
を
緩
和
し
、
国
内
外
を
移

動
し
な
が
ら
遠
隔
授
業
を
フ
ル
活
用
し

て
学
ぶ
ケ
ー
ス
①
、
授
業
科
目
を
自
学

で
開
設
す
る
原
則
を
緩
和
し
、
他
大
学

の
科
目
を
大
幅
に
取
り
込
む
ケ
ー
ス
②

が
あ
る
。
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
に
沿
う
計
画

は
審
査
が
簡
易
化
さ
れ
る
た
め
、
準
備

期
間
の
短
縮
が
期
待
で
き
る
。

　こ
れ
ら
の
例
を
頭
に
入
れ
た
う
え
で

各
大
学
が
行
い
た
い
の
は
、
制
約
が
な

け
れ
ば
何
を
し
た
い
の
か
、
ア
イ
デ
ア

を
広
げ
る
こ
と
だ
ろ
う【
図
表
１
】。「
特

例
を
申
請
し
な
く
て
も
実
質
的
に
は
総

授
業
数
の
概
ね
４
分
の
３
ま
で
は
遠
隔

授
業
に
で
き
る
し
、
他
大
学
の
授
業
を

取
り
込
む
に
は
大
学
等
連
携
推
進
法
人

制
度
も
あ
る
」（
宮
林
氏
）。
申
請
あ
り
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＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）を参考にBetween編集部にて作成 

＊文部科学省「大学設置基準等における教育課程等に係る特例制度の申請・審査（令和５年度）について」（2023年）を参考にBetween編集部にて作成  

＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）を基にBetween編集部にて作成

＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）や同省Ｑ＆Ａを基にBetween編集部にて作成＊文部科学省「大学設置基準等における教育課程等に係る特例制度の申請・審査（令和５年度）について」（2023年）を参考にBetween編集部にて作成

＊２ アメリカの私立大学。特定のキャンパスを持たず、学生が世界７都市を移動しながら遠隔授業を受講する特徴的な教育で知られる

第57条（要旨）
先導的な取組と、適切な内部質保証
や情報公表等を行っていると文科大
臣が認めた大学は、大学設置基準の
一部の条項（特例対象規定）につい
て、条項の範囲外の取組を認める。

改正後

【図表1】特例制度設置の経緯と、設置を受けて大学がすべきこと 

【図表2】特例対象規定

【図表3】特例対象となる組織等、期間等 

【図表4】特例制度を使った先導的な取組の構想イメージ

【図表5】特例制度の申請スケジュールイメージ

授業科目の自ら開設の原則
１年間の授業期間
単位互換等の60単位上限
遠隔授業の60単位上限
連携開設科目に係る30単位上限
校地・校舎面積基準
学部等連係課程実施基本組織に係る校舎面積等 ※基幹教員数に係る部分を除く

入学前の実務経験を通じて修得した実践的な能力についての単位認定
共同学科に係る卒業要件の単位修得要件
共同学科に係る校地・校舎面積
国際連携学科の共同開設科目に係る単位修得要件
共同国際連携教育課程の場合の国際連携学科に係る校地・校舎面積

改正前めざす教育 特例対象規定 文科省提示のモデルケース

条項 内容

審議まとめでの提言

「大学の創意工夫に基づく取組を促
進し、今後の大学設置基準の改善
につなげるため、内部質保証等の体
制が十分機能していることを前提
に、教育課程等に係る特例を認める
制度を新設する」

複数大学による共同教育課程等、
特定の課程を除き、設置基準上の
規定について特例を認める制度は
存在せず。

ミネルバ大学＊２の国内版をイ
メージ。既存の国内サテライト
施設なども活用して、国内の複
数地域を周りながら、国際的視
野を育む。

▶国内複数地域、および海外留学先でフィールドワークを行い、地方での
社会課題解決に必要な国際性、地域性、課題発見力・解決力を育てる。
▶「各国・地域の学生が現地から参加し、発表・協議を行う演習」「各
国・地域に滞在中の学生も参加するメインキャンパスでの講義」等の遠
隔授業を実施。

▶文／理、一般／専門教育を問わず多様な科目を提供し、学生の科目
選択の幅を広げる。
▶連携先の大学の科目を連携開設科目と位置付け、卒業要件となる
修得単位数に算入する（大学等連携推進法人、複数大学設置法人の
枠組みは使わない）。

▶「各地域の学生が現地から参加し、発表・協議を行う演習」「各地域に滞
在中の学生も参加するメインキャンパスでの講義」等の遠隔授業を実施。
▶「留学」先の大学の科目を連携開設科目と位置付け、卒業要件とな
る修得単位数に算入する（大学等連携推進法人、複数大学設置法人
の枠組みは使わない）。

成長分野（データサイエンス、
カーボンニュートラル等）に強み
を持つ大学と連携。先方大学
の科目を自学の科目とみなし、
より多様な教育を提供する。

距離の離れた複数大学が連携
し、「国内交換留学」のようなし
くみを創設。学生を派遣し合い、
各地域で関係人口（地域と多
様にかかわる人々）を増やす。

第19条第1項
第22条
第28条・第29条第2項・第30条第4項
第32条第5項
第32条第6項
第37条・第37条の2
第41条第3項
第42条の8
第45条第1項から第3項まで
第47条・第48条
第52条第2項・第54条第1項・第2項
第56条の6・第56条の7第2項若しくは第3項

第32条第5項
「遠隔授業の60単位上限」
の緩和を申請

第19条第1項
「授業科目の自ら開設の原則」
の緩和を申請

第32条第5項
「遠隔授業の60単位上限」
第19条第1項
「授業科目の自ら開設の原則」
の緩和を申請

グローカル人材育成

成長分野の人材育成

地方創生

年 2024（R6）

時期

学部等の
設置を伴わない 

学部等の
設置を
伴う

特例
制度

学部等
設置

申請
（３月）

認定 取組開始
（４月）

2025（R7） 2026（R8）

冬秋夏春冬秋夏春 春

審査

申請
（３月）

認可
（８月）

学部等
開設
（４月）

審査

申請
（３月～9月）

認定 取組開始
（４月）

審査

モデルケース①　同時双方向型オンライン授業を活用

モデルケース②　学修の多様化・深化×大学間連携

モデルケース①②を併用

申請期間

対象規定

対象期間

【図表２】参照

大学等が申請し、認定された期間（上限なし）

2023年度以降は随時受付
※2022年度は第一次、第二次の締切があった

学位プログラム単位で申請（学部、学科、課程又
は学部以外の基本組織が最小単位）
※大学院は対象外
※新設大学は、対象外（認証評価の適合認定が要件の
ため）、新設学部等は申請可能
※複数大学等での連携による共同申請可能

対象
組織等

特
例
制
度
と
は
？

　
　先
導
的
な
取
り
組
み
の
促
進
と
、

今
後
の
設
置
基
準
改
正
の
参
考
材
料
。

　本
制
度
の
「
特
例
」
は
、「
設
置
基
準

外
の
取
組
の
認
定
」を
指
す【
図
表
１
】。

文
科
省
が
挙
げ
る
目
的
は
２
つ
。
１
つ

は
、「
基
準
に
よ
ら
な
い
先
導
的
な
取

組
の
促
進
」。
型
に
と
ら
わ
れ
な
い
発

想
で
、
新
た
な
教
育
モ
デ
ル
を
手
掛
け

る
大
学
を
後
押
し
す
る
。も
う
１
つ
は
、

「
今
後
の
大
学
設
置
基
準
改
善
の
た
め
」。

今
般
の
改
正
も
、
実
質
、
一
部
の
大
学

の
先
導
的
な
取
り
組
み
の
「
追
認
」
と

い
う
側
面
も
あ
り
、補
助
金
は
な
い
が
、

新
し
い
教
育
を
試
す
に
は
有
用
な
制
度

だ
。
し
か
し
、
申
請
件
数
は 

    ＊1

　
現
状
3

件
。
大
学
の
注
目
度
は
高
い
と
は
言
え

な
い
。
そ
も
そ
も
改
正
項
目
自
体
で
大

幅
な
規
制
緩
和
が
な
さ
れ
て
い
る
た

め
、
特
例
を
活
用
す
る
ま
で
に
は
至
ら

な
い
大
学
が
多
い
の
か
も
し
れ
な
い
。

一
方
で
、
申
請
に
前
向
き
な
大
学
も
あ

る
。「
新
設
予
定
の
デ
ジ
タ
ル
・
グ
リ
ー

ン
学
部
で
は
、
本
学
が
現
在
扱
っ
て
い

な
い
分
野
の
科
目
も
必
要
。
他
大
学
の

Ｄ
Ｘ・Ｇ
Ｘ
関
連
科
目
を
自
学
で
受
講

さ
せ
る
と
な
れ
ば
、
申
請
検
討
の
余
地

が
あ
る
」（
共
愛
学
園
前
橋
国
際
大
学
）。

「
柔
軟
な
ア
イ
デ
ア
が
許
容
さ
れ
る
新

設
置
基
準
の
、
象
徴
の
よ
う
な
制
度
。

学
長
、
副
学
長
が
有
効
な
活
用
方
法
を

模
索
し
て
い
る
」（
神
田
外
語
大
学
）。

AA Q.

特
例
制
度
の
目
的
は
？

特例制度の申請は取り組み開始の遅くとも１年前を目安に

特例制度の申請は設置認可申請の半年～１年前を目安に

Q.
特
例
制
度
の
対
象
は
？

□新基準や常識を抜きにして、挑
戦してみたい教育の案出しをする。

□新基準の範囲でも可能な案
と、可能でない案に仕分けする。

□仕分けの結果、新基準下では難しい
が、やってみたい案があれば申請する。

＊１ 2024年１月時点

B1244290-P26-29.indd   26B1244290-P26-29.indd   26 2024/03/04   11:372024/03/04   11:37

特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

何をすべきか？

き
で
は
な
く
、
め
ざ
す
教
育
実
現
に
向

け
、
試
し
た
い
ア
イ
デ
ア
あ
り
き
で
検

討
し
た
い
。「
特
色
強
化
の
過
程
で
、

規
定
を
超
え
る
遠
隔
授
業
が
必
要
に
な

れ
ば
申
請
を
検
討
し
始
め
る
。
特
例
制

度
は
あ
く
ま
で
手
段
。
申
請
自
体
が
目

的
で
は
な
い
」（
大
阪
電
気
通
信
大
学
）。

　
　取
り
組
み
の
１
年
前
ま
で
に
申
請
。

　申
請
は
随
時
受
け
付
け
。
審
査
期
間

は
申
請
内
容
に
よ
る
が
、
文
科
省
は
遅

く
と
も
取
り
組
み
開
始
１
年
前
の
申
請

を
求
め
る
【
P. 

27
図
表
５
】。
加
え

て
申
請
前
の 

  ＊3

　
事
前
相
談
を
勧
め
て
い

る
。
新
規
に
設
置
す
る
学
部
等
の
場
合

は
、
特
例
制
度
と
設
置
認
可
、
そ
れ
ぞ

れ
の
申
請
が
必
要
だ
。
学
部
新
設
の
場

合
、
設
置
認
可
申
請
の
半
年
〜
１
年
前

ま
で
（
２
０
２
６
年
度
新
設
の
学
部
で

あ
れ
ば
、
２
０
２
４
年
９
月
ま
で
）
に

特
例
制
度
に
申
請
す
る
。

　な
お
、
認
定
前
で
も
、
直
接
的
な
学

生
募
集
行
為
（
募
集
要
項
の
配
布
等
）

を
除
け
ば
、   ＊4

　
広
報
は
行
っ
て
よ
い
。

　
　２
つ
の
要
件
が
あ
る【
図
表
６
】。

　①
の
機
関
要
件
は
、
質
保
証
、
情
報

公
表
、
健
全
な
運
営
を
求
め
る
も
の
。

申
請
対
象
の
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
だ
け
で

な
く
、
大
学
全
体
と
し
て
満
た
し
て
い

る
こ
と
を
書
面
で
説
明
す
る
。

　②
の
取
り
組
み
自
体
の
要
件
は
、
目

的
、内
容
、計
画
、先
進
性
な
ど
が
問
わ

れ
る
。
中
教
審
大
学
分
科
会
に
設
置
さ

れ
た
特
例
制
度
の
運
営
委
員
会
が
審
査

し
、内
容
に
よ
っ
て
面
接
審
査
や
、改
善

点
等
の
指
摘
↓
書
類
再
提
出
の
工
程
を

挟
む
場
合
も
あ
る
。
先
進
的
と
認
め
ら

れ
る
取
り
組
み
の
基
準
は
な
い
た
め
、

先
の
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
を
参
照
し
、
事
前

相
談
を
活
用
す
る
と
と
も
に
、
認
定
事

例
が
出
た
際
は
内
容
に
注
目
し
た
い
。

　
　学
則
変
更
、２
種
の
報
告
書
作
成
。

　特
例
制
度
の
適
用
に
伴
う
取
り
組
み

が
自
学
の
既
存
の
学
則
に
そ
ぐ
わ
な
い

場
合
、
学
則
変
更
の
手
続
き
を
行
う
。

　文
科
省
に
対
し
て
は
、「
実
施
状
況

報
告
書
」「
教
育
効
果
検
証
報
告
書
」

を
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
【
図
表
８
】。

状
況
の
記
録
、
効
果
測
定
の
計
画
立
案

を
進
め
た
い
。
両
書
類
に
記
載
す
べ
き

内
容
は
、
今
後
、
運
営
委
員
会
か
ら
発

表
さ
れ
る
予
定
だ
。

　認
定
後
に
計
画
を
変
更
す
る
際
は
、

文
科
省
に
届
け
出
る
。
変
更
範
囲
が
、

取
り
組
み
対
象
の
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
や

特
例
対
象
規
定
に
及
ぶ
場
合
、
再
審
査

を
受
け
る
。
取
り
組
み
中
に
期
間
延
長

を
申
請
す
る
場
合
も
再
審
査
と
な
る
。

　
　12
の
規
定
が
対
象
、
学
位
プ
ロ
グ

ラ
ム
単
位
で
の
申
請
・
認
可
が
必
要
。

　ま
ず
、
文
科
大
臣
に
申
請
し
て
認
め

ら
れ
る
と
適
用
さ
れ
る
特
例
対
象
規
定

は
【
図
表
２
】
の
条
項
に
限
定
さ
れ
る
。

こ
の
中
か
ら
１
つ
、
ま
た
は
複
数
を
指

定
し
て
申
請
す
る
。
申
請
は
学
位
プ
ロ

グ
ラ
ム
単
位
で
、
申
請
し
た
期
間
内
に

限
っ
て
特
例
が
認
め
ら
れ
る【
図
表
３
】。

期
間
を
区
切
る
の
は
、
文
科
省
が
設
置

基
準
の
改
善
に
向
け
て
検
証
を
行
う
た

め
だ
と
い
う
。【
図
表
４
】
は
、
文
科

省
が
示
し
た
想
定
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
だ
。

め
ざ
す
教
育
実
現
に
向
け
、
遠
隔
授
業

の
単
位
上
限
を
緩
和
し
、
国
内
外
を
移

動
し
な
が
ら
遠
隔
授
業
を
フ
ル
活
用
し

て
学
ぶ
ケ
ー
ス
①
、
授
業
科
目
を
自
学

で
開
設
す
る
原
則
を
緩
和
し
、
他
大
学

の
科
目
を
大
幅
に
取
り
込
む
ケ
ー
ス
②

が
あ
る
。
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
に
沿
う
計
画

は
審
査
が
簡
易
化
さ
れ
る
た
め
、
準
備

期
間
の
短
縮
が
期
待
で
き
る
。

　こ
れ
ら
の
例
を
頭
に
入
れ
た
う
え
で

各
大
学
が
行
い
た
い
の
は
、
制
約
が
な

け
れ
ば
何
を
し
た
い
の
か
、
ア
イ
デ
ア

を
広
げ
る
こ
と
だ
ろ
う【
図
表
１
】。「
特

例
を
申
請
し
な
く
て
も
実
質
的
に
は
総

授
業
数
の
概
ね
４
分
の
３
ま
で
は
遠
隔

授
業
に
で
き
る
し
、
他
大
学
の
授
業
を

取
り
込
む
に
は
大
学
等
連
携
推
進
法
人

制
度
も
あ
る
」（
宮
林
氏
）。
申
請
あ
り
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＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）を参考にBetween編集部にて作成 

＊文部科学省「大学設置基準等における教育課程等に係る特例制度の申請・審査（令和５年度）について」（2023年）を参考にBetween編集部にて作成  

＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）を基にBetween編集部にて作成

＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）や同省Ｑ＆Ａを基にBetween編集部にて作成＊文部科学省「大学設置基準等における教育課程等に係る特例制度の申請・審査（令和５年度）について」（2023年）を参考にBetween編集部にて作成

＊２ アメリカの私立大学。特定のキャンパスを持たず、学生が世界７都市を移動しながら遠隔授業を受講する特徴的な教育で知られる

第57条（要旨）
先導的な取組と、適切な内部質保証
や情報公表等を行っていると文科大
臣が認めた大学は、大学設置基準の
一部の条項（特例対象規定）につい
て、条項の範囲外の取組を認める。

改正後

【図表1】特例制度設置の経緯と、設置を受けて大学がすべきこと 

【図表2】特例対象規定

【図表3】特例対象となる組織等、期間等 

【図表4】特例制度を使った先導的な取組の構想イメージ

【図表5】特例制度の申請スケジュールイメージ

授業科目の自ら開設の原則
１年間の授業期間
単位互換等の60単位上限
遠隔授業の60単位上限
連携開設科目に係る30単位上限
校地・校舎面積基準
学部等連係課程実施基本組織に係る校舎面積等 ※基幹教員数に係る部分を除く

入学前の実務経験を通じて修得した実践的な能力についての単位認定
共同学科に係る卒業要件の単位修得要件
共同学科に係る校地・校舎面積
国際連携学科の共同開設科目に係る単位修得要件
共同国際連携教育課程の場合の国際連携学科に係る校地・校舎面積

改正前めざす教育 特例対象規定 文科省提示のモデルケース

条項 内容

審議まとめでの提言

「大学の創意工夫に基づく取組を促
進し、今後の大学設置基準の改善
につなげるため、内部質保証等の体
制が十分機能していることを前提
に、教育課程等に係る特例を認める
制度を新設する」

複数大学による共同教育課程等、
特定の課程を除き、設置基準上の
規定について特例を認める制度は
存在せず。

ミネルバ大学＊２の国内版をイ
メージ。既存の国内サテライト
施設なども活用して、国内の複
数地域を周りながら、国際的視
野を育む。

▶国内複数地域、および海外留学先でフィールドワークを行い、地方での
社会課題解決に必要な国際性、地域性、課題発見力・解決力を育てる。
▶「各国・地域の学生が現地から参加し、発表・協議を行う演習」「各
国・地域に滞在中の学生も参加するメインキャンパスでの講義」等の遠
隔授業を実施。

▶文／理、一般／専門教育を問わず多様な科目を提供し、学生の科目
選択の幅を広げる。
▶連携先の大学の科目を連携開設科目と位置付け、卒業要件となる
修得単位数に算入する（大学等連携推進法人、複数大学設置法人の
枠組みは使わない）。

▶「各地域の学生が現地から参加し、発表・協議を行う演習」「各地域に滞
在中の学生も参加するメインキャンパスでの講義」等の遠隔授業を実施。
▶「留学」先の大学の科目を連携開設科目と位置付け、卒業要件とな
る修得単位数に算入する（大学等連携推進法人、複数大学設置法人
の枠組みは使わない）。

成長分野（データサイエンス、
カーボンニュートラル等）に強み
を持つ大学と連携。先方大学
の科目を自学の科目とみなし、
より多様な教育を提供する。

距離の離れた複数大学が連携
し、「国内交換留学」のようなし
くみを創設。学生を派遣し合い、
各地域で関係人口（地域と多
様にかかわる人々）を増やす。

第19条第1項
第22条
第28条・第29条第2項・第30条第4項
第32条第5項
第32条第6項
第37条・第37条の2
第41条第3項
第42条の8
第45条第1項から第3項まで
第47条・第48条
第52条第2項・第54条第1項・第2項
第56条の6・第56条の7第2項若しくは第3項

第32条第5項
「遠隔授業の60単位上限」
の緩和を申請

第19条第1項
「授業科目の自ら開設の原則」
の緩和を申請

第32条第5項
「遠隔授業の60単位上限」
第19条第1項
「授業科目の自ら開設の原則」
の緩和を申請

グローカル人材育成

成長分野の人材育成

地方創生

年 2024（R6）

時期

学部等の
設置を伴わない 

学部等の
設置を
伴う

特例
制度

学部等
設置

申請
（３月）

認定 取組開始
（４月）

2025（R7） 2026（R8）

冬秋夏春冬秋夏春 春

審査

申請
（３月）

認可
（８月）

学部等
開設
（４月）

審査

申請
（３月～9月）

認定 取組開始
（４月）

審査

モデルケース①　同時双方向型オンライン授業を活用

モデルケース②　学修の多様化・深化×大学間連携

モデルケース①②を併用

申請期間

対象規定

対象期間

【図表２】参照

大学等が申請し、認定された期間（上限なし）

2023年度以降は随時受付
※2022年度は第一次、第二次の締切があった

学位プログラム単位で申請（学部、学科、課程又
は学部以外の基本組織が最小単位）
※大学院は対象外
※新設大学は、対象外（認証評価の適合認定が要件の
ため）、新設学部等は申請可能
※複数大学等での連携による共同申請可能

対象
組織等

特
例
制
度
と
は
？

　
　先
導
的
な
取
り
組
み
の
促
進
と
、

今
後
の
設
置
基
準
改
正
の
参
考
材
料
。

　本
制
度
の
「
特
例
」
は
、「
設
置
基
準

外
の
取
組
の
認
定
」を
指
す【
図
表
１
】。

文
科
省
が
挙
げ
る
目
的
は
２
つ
。
１
つ

は
、「
基
準
に
よ
ら
な
い
先
導
的
な
取

組
の
促
進
」。
型
に
と
ら
わ
れ
な
い
発

想
で
、
新
た
な
教
育
モ
デ
ル
を
手
掛
け

る
大
学
を
後
押
し
す
る
。も
う
１
つ
は
、

「
今
後
の
大
学
設
置
基
準
改
善
の
た
め
」。

今
般
の
改
正
も
、
実
質
、
一
部
の
大
学

の
先
導
的
な
取
り
組
み
の
「
追
認
」
と

い
う
側
面
も
あ
り
、補
助
金
は
な
い
が
、

新
し
い
教
育
を
試
す
に
は
有
用
な
制
度

だ
。
し
か
し
、
申
請
件
数
は 

    ＊1

　
現
状
3

件
。
大
学
の
注
目
度
は
高
い
と
は
言
え

な
い
。
そ
も
そ
も
改
正
項
目
自
体
で
大

幅
な
規
制
緩
和
が
な
さ
れ
て
い
る
た

め
、
特
例
を
活
用
す
る
ま
で
に
は
至
ら

な
い
大
学
が
多
い
の
か
も
し
れ
な
い
。

一
方
で
、
申
請
に
前
向
き
な
大
学
も
あ

る
。「
新
設
予
定
の
デ
ジ
タ
ル
・
グ
リ
ー

ン
学
部
で
は
、
本
学
が
現
在
扱
っ
て
い

な
い
分
野
の
科
目
も
必
要
。
他
大
学
の

Ｄ
Ｘ・Ｇ
Ｘ
関
連
科
目
を
自
学
で
受
講

さ
せ
る
と
な
れ
ば
、
申
請
検
討
の
余
地

が
あ
る
」（
共
愛
学
園
前
橋
国
際
大
学
）。

「
柔
軟
な
ア
イ
デ
ア
が
許
容
さ
れ
る
新

設
置
基
準
の
、
象
徴
の
よ
う
な
制
度
。

学
長
、
副
学
長
が
有
効
な
活
用
方
法
を

模
索
し
て
い
る
」（
神
田
外
語
大
学
）。

AA Q.

特
例
制
度
の
目
的
は
？

特例制度の申請は取り組み開始の遅くとも１年前を目安に

特例制度の申請は設置認可申請の半年～１年前を目安に

Q.
特
例
制
度
の
対
象
は
？

□新基準や常識を抜きにして、挑
戦してみたい教育の案出しをする。

□新基準の範囲でも可能な案
と、可能でない案に仕分けする。

□仕分けの結果、新基準下では難しい
が、やってみたい案があれば申請する。

＊１ 2024年１月時点
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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

き
で
は
な
く
、
め
ざ
す
教
育
実
現
に
向

け
、
試
し
た
い
ア
イ
デ
ア
あ
り
き
で
検

討
し
た
い
。「
特
色
強
化
の
過
程
で
、

規
定
を
超
え
る
遠
隔
授
業
が
必
要
に
な

れ
ば
申
請
を
検
討
し
始
め
る
。
特
例
制

度
は
あ
く
ま
で
手
段
。
申
請
自
体
が
目

的
で
は
な
い
」（
大
阪
電
気
通
信
大
学
）。

　
　取
り
組
み
の
１
年
前
ま
で
に
申
請
。

　申
請
は
随
時
受
け
付
け
。
審
査
期
間

は
申
請
内
容
に
よ
る
が
、
文
科
省
は
遅

く
と
も
取
り
組
み
開
始
１
年
前
の
申
請

を
求
め
る
【
P. 

27
図
表
５
】。
加
え

て
申
請
前
の 

  ＊3

　
事
前
相
談
を
勧
め
て
い

る
。
新
規
に
設
置
す
る
学
部
等
の
場
合

は
、
特
例
制
度
と
設
置
認
可
、
そ
れ
ぞ

れ
の
申
請
が
必
要
だ
。
学
部
新
設
の
場

合
、
設
置
認
可
申
請
の
半
年
〜
１
年
前

ま
で
（
２
０
２
６
年
度
新
設
の
学
部
で

あ
れ
ば
、
２
０
２
４
年
９
月
ま
で
）
に

特
例
制
度
に
申
請
す
る
。

　な
お
、
認
定
前
で
も
、
直
接
的
な
学

生
募
集
行
為
（
募
集
要
項
の
配
布
等
）

を
除
け
ば
、   ＊4

　
広
報
は
行
っ
て
よ
い
。

　
　２
つ
の
要
件
が
あ
る【
図
表
６
】。

　①
の
機
関
要
件
は
、
質
保
証
、
情
報

公
表
、
健
全
な
運
営
を
求
め
る
も
の
。

申
請
対
象
の
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
だ
け
で

な
く
、
大
学
全
体
と
し
て
満
た
し
て
い

る
こ
と
を
書
面
で
説
明
す
る
。

　②
の
取
り
組
み
自
体
の
要
件
は
、
目

的
、内
容
、計
画
、先
進
性
な
ど
が
問
わ

れ
る
。
中
教
審
大
学
分
科
会
に
設
置
さ

れ
た
特
例
制
度
の
運
営
委
員
会
が
審
査

し
、内
容
に
よ
っ
て
面
接
審
査
や
、改
善

点
等
の
指
摘
↓
書
類
再
提
出
の
工
程
を

挟
む
場
合
も
あ
る
。
先
進
的
と
認
め
ら

れ
る
取
り
組
み
の
基
準
は
な
い
た
め
、

先
の
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
を
参
照
し
、
事
前

相
談
を
活
用
す
る
と
と
も
に
、
認
定
事

例
が
出
た
際
は
内
容
に
注
目
し
た
い
。

　
　学
則
変
更
、２
種
の
報
告
書
作
成
。

　特
例
制
度
の
適
用
に
伴
う
取
り
組
み

が
自
学
の
既
存
の
学
則
に
そ
ぐ
わ
な
い

場
合
、
学
則
変
更
の
手
続
き
を
行
う
。

　文
科
省
に
対
し
て
は
、「
実
施
状
況

報
告
書
」「
教
育
効
果
検
証
報
告
書
」

を
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
【
図
表
８
】。

状
況
の
記
録
、
効
果
測
定
の
計
画
立
案

を
進
め
た
い
。
両
書
類
に
記
載
す
べ
き

内
容
は
、
今
後
、
運
営
委
員
会
か
ら
発

表
さ
れ
る
予
定
だ
。

　認
定
後
に
計
画
を
変
更
す
る
際
は
、

文
科
省
に
届
け
出
る
。
変
更
範
囲
が
、

取
り
組
み
対
象
の
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
や

特
例
対
象
規
定
に
及
ぶ
場
合
、
再
審
査

を
受
け
る
。
取
り
組
み
中
に
期
間
延
長

を
申
請
す
る
場
合
も
再
審
査
と
な
る
。

29 No.311 28No.311

＊３ https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daigaku/04052801/web_soudan.html
＊４ 特例制度に申請中であり、内容に変更があり得ることを明確に示す必要がある

＊文部科学省「大学設置基準等における教育課程等に係る特例制度の申請・審査（令和５年度）について」（2023年）を基にBetween編集部にて作成  

＊文部科学省「大学設置基準等における教育課程等に係る特例制度の申請・審査（令和５年度）について」（2023年）や同省Ｑ＆Ａを基にBetween編集部にて作成 

＊【図表７、８】文部科学省「大学設置基準等における教育課程等に係る特例制度の申請・審査（令和５年度）について」（2023年）を参考にBetween編集部にて作成  

　
　12
の
規
定
が
対
象
、
学
位
プ
ロ
グ

ラ
ム
単
位
で
の
申
請
・
認
可
が
必
要
。

　ま
ず
、
文
科
大
臣
に
申
請
し
て
認
め

ら
れ
る
と
適
用
さ
れ
る
特
例
対
象
規
定

は
【
図
表
２
】
の
条
項
に
限
定
さ
れ
る
。

こ
の
中
か
ら
１
つ
、
ま
た
は
複
数
を
指

定
し
て
申
請
す
る
。
申
請
は
学
位
プ
ロ

グ
ラ
ム
単
位
で
、
申
請
し
た
期
間
内
に

限
っ
て
特
例
が
認
め
ら
れ
る【
図
表
３
】。

期
間
を
区
切
る
の
は
、
文
科
省
が
設
置

基
準
の
改
善
に
向
け
て
検
証
を
行
う
た

め
だ
と
い
う
。【
図
表
４
】
は
、
文
科

省
が
示
し
た
想
定
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
だ
。

め
ざ
す
教
育
実
現
に
向
け
、
遠
隔
授
業

の
単
位
上
限
を
緩
和
し
、
国
内
外
を
移

動
し
な
が
ら
遠
隔
授
業
を
フ
ル
活
用
し

て
学
ぶ
ケ
ー
ス
①
、
授
業
科
目
を
自
学

で
開
設
す
る
原
則
を
緩
和
し
、
他
大
学

の
科
目
を
大
幅
に
取
り
込
む
ケ
ー
ス
②

が
あ
る
。
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
に
沿
う
計
画

は
審
査
が
簡
易
化
さ
れ
る
た
め
、
準
備

期
間
の
短
縮
が
期
待
で
き
る
。

　こ
れ
ら
の
例
を
頭
に
入
れ
た
う
え
で

各
大
学
が
行
い
た
い
の
は
、
制
約
が
な

け
れ
ば
何
を
し
た
い
の
か
、
ア
イ
デ
ア

を
広
げ
る
こ
と
だ
ろ
う【
図
表
１
】。「
特

例
を
申
請
し
な
く
て
も
実
質
的
に
は
総

授
業
数
の
概
ね
４
分
の
３
ま
で
は
遠
隔

授
業
に
で
き
る
し
、
他
大
学
の
授
業
を

取
り
込
む
に
は
大
学
等
連
携
推
進
法
人

制
度
も
あ
る
」（
宮
林
氏
）。
申
請
あ
り

【図表6】特例の認定に必要な２つの要件まとめ
①機関としての要件

要件

記載すべき内容が明らかにされているか 記載項目横断的に確認するポイント

詳細
森岡 文子

―大学設置基準改正の狙いは？
　学修者本位の教育への転換と社会に開かれた質
保証システムを重視する従来の改正の流れを引き継ぎ
ながら、最低限の水準を厳格に担保しつつ、「客観性、
わかりやすさ」「学修／教育成果の可視化のしやすさ」
「先導性、制度運用の柔軟性」を向上させることが狙い
です。少子化、デジタル化等の社会変化、また入学者
の多様化に対応するために、各大学は自学の教育を
不断に見直し、新たな形に展開させていくことと思いま
す。新設置基準は、そうした各大学ならではの取り組み
を、これまで以上に実現しやすくするものです。

―基準改正で大幅に規制が緩和されたのに、さら
に自由度を高める「特例制度」を設けた理由は？
　設置基準は、高等教育への社会ニーズを考えたとき
に、全大学が満たすべき基準です。つまり「規制緩和」
は、将来の社会変化に大学が対応するには、それだけ
柔軟な対応が必要であろうという判断でもあります。そ
れでも、より先進的な改革で社会の期待に応えようとす
れば、基準が足かせになることもあるでしょう。内部質保
証を確立したうえで、時代に応じて教育を大きく変えた
いという大学の声を反映して、特例制度を設けました。
　一部の基準の緩和により優れた事例が生まれ、その
事例に汎用性があるならば、現基準に改善の余地があ
ると言えます。特に遠隔授業についてはコロナ禍以降
急速に広まったこともあり、今後の設置基準改正の参
考となる事例の誕生に期待しています。

―申請や問い合わせの状況は？
　意向調査では、申請予定52校、今後検討が４００校
と、一定の関心を確認できました【図表７】。一方、２０２
４年1月現在で申請３件、問い合わせが４件なのは、ま
だ制度の理解や具体策の検討が進行中であるほか、
補助金が出ないことも影響しているのかもしれません。
特例制度は大学自身がめざす教育研究を実施しやすく
するための恒常的な制度であり、補助金により国からス
ポット的に予算を割くことはなじまないと考えています。
なお、申請中の３件は、大学と改善・修正のやり取りをし
ているところで、認定の可否や時期は未定です。

―全国の大学にメッセージを。
　設置基準は、大学が大学としての機能を果たすため
の必須条件です。基準に沿って取り組みを見直すこと
により、自学の社会におけるポジションをあらためて位
置付けるきっかけにしてほしいと思います。その過程で、
基準を超えた取り組みが必要になれば、特例制度の活
用をお勧めします。Zoomによる相談や、直接ご説明に
伺うこともできます。よくわからない、興味があるという段
階でも、ご遠慮なくお問い合わせください。

文部科学省 高等教育局 
大学教育・入試課 法規係長「

特
例
制
度
」
を
設
け
た
理
由
は
？

 

〜
大
学
に
自
由
で
自
律
的
な
取
り
組
み
を
促
し
た
い

もりおかふみこ●2019年文部科学省
入省。研究振興局振興企画課学術企
画室、科学技術・学術政策局人材政策
課人材政策推進室などを経て、2023年
より現職。

先導的な教育において、そ
の全部又は一部によらな
いこととする特例対象規定

先導的な教育の実施が、当該
先導的な教育を行わない場合
に比して教育研究水準の向
上に資する取組である根拠

学生に対する適切な配慮
のための具体的な措置

先導的な教育の実施を通
じて得られる教育効果の
検証に係る計画

内部質保証の体制整備について、自学のWebサイト掲載情報等を提出。認証評価
で改善等が指摘されている場合には、当該指摘と対応状況も提出

「教学マネジメント指針」の情報公表事項の例を参考に、特に積極的に行っている
情報公表の内容を記載

①役員等の個人の法令違反のうち業務に関連するもの、労働基準法違反も含め、事業者として
適用される全ての法令が対象／一時的な基準違反で改善等が認められれば欠格事由としない
②修学支援新制度における「経営要件」を満たさない状態　
③不適正な管理運営により私学助成が全額不交付となった場合などを想定

※大学等が養成しようとする人材の在り方等に照らし、先導的な教育の実施
により期待される効果に触れつつ、目指すべき姿を明らかにして記載すること。

※先導的な教育を行う学部等の名称を記載すること。当該学部等が複数にわ
たる場合は、当該学部等の名称を全て記載すること。

※特例対象規定の条項（例：大学設置基準第32条第５項）を記載すること。

※大学等が行おうとする先導的な教育について、教育課程編成の基本的な
考え方のほか、授業科目や教育活動の概要、教員等も含めた教育実施体制
の確保、成績評価の際の留意点等の観点から、具体的に記載すること。

※先導的な教育の実施が、申請目的を達成する上で、必要不可欠又はその効
果的・効率的な実施に当たり合理的であり、大学の教育研究水準の向上に資
することを具体的に記載すること。
※特例対象規定の規制緩和が、先導的な教育を行う上で、必要不可欠又はそ
の効果的・効率的な実施に当たり合理的であることを具体的に記載すること。

※先導的な教育の実施について、あらかじめ、学生募集の際に適切に周知や
在学生に対する丁寧な説明を行うことや、実施後も学生からの意見聴取や相
談受付けの仕組みを整備すること等の配慮措置を具体的に記載すること。
※特例対象規定の規制緩和に対する学生保護の観点も記載すること。

※あらかじめ、検証の実施に係るスケジュールのほか、教育効果・成果の測定
方法、測定指標等を掲げること。
※可能な限り定量的な達成目標を設定すること。
※先導的な教育の取組に係るＰＤＣＡサイクルを機能させるための考え方（内
部質保証）を記載すること。

※「期間」だけでなく「始期」及び「終期」も記載すること。
※学部等の設置認可の申請を予定している場合には、開設希望年度とともに
その旨を記載すること。

□教育研究活動等の状況を積極的に公表していること

申請目的

先導的な教育を行う学部等

先導的な教育の実施内容

実施予定期間

□申請日の直近の認証評価において適合認定
（分野別認証評価を除く）を受けていること

□申請の日前五年以内に次のいずれにも該当しないこと
①法令の規定、寄附行為、定款等に違反したこと　
②財政状況が健全でなくなったこと
③教育条件・管理運営が適正を欠くに至ったこと

②先導的な取組に係る要件（申請計画書の記載事項）

□自己点検評価・見直しの体制が十分整備されていること

確認1

確認2

□当該大学等の人材養成の目的
と、本取組による先導的な教育内
容とが整合的か。
□本取組は、申請目的を達成する
のに必要十分な内容か。

□本取組の内容は、具体性・継続性・
教育の質の確保の観点から、妥当か。
□本取組の内容は、円滑かつ確実
に実施されると見込まれるか。（実現
可能性があるか、本取組の基礎とな
る教育改革の取組などはあるか）

□本取組の内容は、先進性、他大学等
への波及可能性があるか。（他大学等
を牽引する先駆的なモデルと言えるか）

□達成目標の設定方法・内容は、
明確かつ妥当か。

□本取組による先導的な教育内容
と規制緩和の内容とが整合的か。

※記載事項等は、第１サイクルの申請状況を踏まえ、運営委員会で審議、決定

【図表8】認定後に提出すべき２種の報告書
報告書 頻度・時期 備考

実施状況
報告書

認定期間中１回、
終了後３か月以内

教育効果検証
報告書

年１回、
毎年度の終了後
３か月以内

Ｗｅｂサイトで
公表している場合は
そのＵＲＬでも可

報告書を作成し
文科大臣に提出

【図表７】特例制度の意向調査結果 
計

2022年度申請予定

2023年度以降
２～３年のうちに申請
今後検討（時期未定）
なし
計
（回答率）
調査期間：2022年11月30日～2023年1月31日  回答数：688件

大学意向 専門職大学 短期大学 高等専門学校
1

1

29

14
45

（79％）

0

2

63

78
143

（46％）

0

0

7

2
9

（60％）

4

44

301

142
491

（62％）

5

47

400

236
688

（59％）

文科省に聞く！

　
　先
導
的
な
取
り
組
み
の
促
進
と
、

今
後
の
設
置
基
準
改
正
の
参
考
材
料
。

　本
制
度
の
「
特
例
」
は
、「
設
置
基
準

外
の
取
組
の
認
定
」を
指
す【
図
表
１
】。

文
科
省
が
挙
げ
る
目
的
は
２
つ
。
１
つ

は
、「
基
準
に
よ
ら
な
い
先
導
的
な
取

組
の
促
進
」。
型
に
と
ら
わ
れ
な
い
発

想
で
、
新
た
な
教
育
モ
デ
ル
を
手
掛
け

る
大
学
を
後
押
し
す
る
。も
う
１
つ
は
、

「
今
後
の
大
学
設
置
基
準
改
善
の
た
め
」。

今
般
の
改
正
も
、
実
質
、
一
部
の
大
学

の
先
導
的
な
取
り
組
み
の
「
追
認
」
と

い
う
側
面
も
あ
り
、補
助
金
は
な
い
が
、

新
し
い
教
育
を
試
す
に
は
有
用
な
制
度

だ
。
し
か
し
、
申
請
件
数
は 

    ＊1

　
現
状
3

件
。
大
学
の
注
目
度
は
高
い
と
は
言
え

な
い
。
そ
も
そ
も
改
正
項
目
自
体
で
大

幅
な
規
制
緩
和
が
な
さ
れ
て
い
る
た

め
、
特
例
を
活
用
す
る
ま
で
に
は
至
ら

な
い
大
学
が
多
い
の
か
も
し
れ
な
い
。

一
方
で
、
申
請
に
前
向
き
な
大
学
も
あ

る
。「
新
設
予
定
の
デ
ジ
タ
ル
・
グ
リ
ー

ン
学
部
で
は
、
本
学
が
現
在
扱
っ
て
い

な
い
分
野
の
科
目
も
必
要
。
他
大
学
の

Ｄ
Ｘ・Ｇ
Ｘ
関
連
科
目
を
自
学
で
受
講

さ
せ
る
と
な
れ
ば
、
申
請
検
討
の
余
地

が
あ
る
」（
共
愛
学
園
前
橋
国
際
大
学
）。

「
柔
軟
な
ア
イ
デ
ア
が
許
容
さ
れ
る
新

設
置
基
準
の
、
象
徴
の
よ
う
な
制
度
。

学
長
、
副
学
長
が
有
効
な
活
用
方
法
を

模
索
し
て
い
る
」（
神
田
外
語
大
学
）。

A Q.

申
請
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
？

A Q.

申
請
・
認
定
の
要
件
は
？

A Q.

認
定
後
す
べ
き
事
は
？

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓
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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

き
で
は
な
く
、
め
ざ
す
教
育
実
現
に
向

け
、
試
し
た
い
ア
イ
デ
ア
あ
り
き
で
検

討
し
た
い
。「
特
色
強
化
の
過
程
で
、

規
定
を
超
え
る
遠
隔
授
業
が
必
要
に
な

れ
ば
申
請
を
検
討
し
始
め
る
。
特
例
制

度
は
あ
く
ま
で
手
段
。
申
請
自
体
が
目

的
で
は
な
い
」（
大
阪
電
気
通
信
大
学
）。

　
　取
り
組
み
の
１
年
前
ま
で
に
申
請
。

　申
請
は
随
時
受
け
付
け
。
審
査
期
間

は
申
請
内
容
に
よ
る
が
、
文
科
省
は
遅

く
と
も
取
り
組
み
開
始
１
年
前
の
申
請

を
求
め
る
【
P. 

27
図
表
５
】。
加
え

て
申
請
前
の 

  ＊3

　
事
前
相
談
を
勧
め
て
い

る
。
新
規
に
設
置
す
る
学
部
等
の
場
合

は
、
特
例
制
度
と
設
置
認
可
、
そ
れ
ぞ

れ
の
申
請
が
必
要
だ
。
学
部
新
設
の
場

合
、
設
置
認
可
申
請
の
半
年
〜
１
年
前

ま
で
（
２
０
２
６
年
度
新
設
の
学
部
で

あ
れ
ば
、
２
０
２
４
年
９
月
ま
で
）
に

特
例
制
度
に
申
請
す
る
。

　な
お
、
認
定
前
で
も
、
直
接
的
な
学

生
募
集
行
為
（
募
集
要
項
の
配
布
等
）

を
除
け
ば
、   ＊4

　
広
報
は
行
っ
て
よ
い
。

　
　２
つ
の
要
件
が
あ
る【
図
表
６
】。

　①
の
機
関
要
件
は
、
質
保
証
、
情
報

公
表
、
健
全
な
運
営
を
求
め
る
も
の
。

申
請
対
象
の
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
だ
け
で

な
く
、
大
学
全
体
と
し
て
満
た
し
て
い

る
こ
と
を
書
面
で
説
明
す
る
。

　②
の
取
り
組
み
自
体
の
要
件
は
、
目

的
、内
容
、計
画
、先
進
性
な
ど
が
問
わ

れ
る
。
中
教
審
大
学
分
科
会
に
設
置
さ

れ
た
特
例
制
度
の
運
営
委
員
会
が
審
査

し
、内
容
に
よ
っ
て
面
接
審
査
や
、改
善

点
等
の
指
摘
↓
書
類
再
提
出
の
工
程
を

挟
む
場
合
も
あ
る
。
先
進
的
と
認
め
ら

れ
る
取
り
組
み
の
基
準
は
な
い
た
め
、

先
の
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
を
参
照
し
、
事
前

相
談
を
活
用
す
る
と
と
も
に
、
認
定
事

例
が
出
た
際
は
内
容
に
注
目
し
た
い
。

　
　学
則
変
更
、２
種
の
報
告
書
作
成
。

　特
例
制
度
の
適
用
に
伴
う
取
り
組
み

が
自
学
の
既
存
の
学
則
に
そ
ぐ
わ
な
い

場
合
、
学
則
変
更
の
手
続
き
を
行
う
。

　文
科
省
に
対
し
て
は
、「
実
施
状
況

報
告
書
」「
教
育
効
果
検
証
報
告
書
」

を
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
【
図
表
８
】。

状
況
の
記
録
、
効
果
測
定
の
計
画
立
案

を
進
め
た
い
。
両
書
類
に
記
載
す
べ
き

内
容
は
、
今
後
、
運
営
委
員
会
か
ら
発

表
さ
れ
る
予
定
だ
。

　認
定
後
に
計
画
を
変
更
す
る
際
は
、

文
科
省
に
届
け
出
る
。
変
更
範
囲
が
、

取
り
組
み
対
象
の
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
や

特
例
対
象
規
定
に
及
ぶ
場
合
、
再
審
査

を
受
け
る
。
取
り
組
み
中
に
期
間
延
長

を
申
請
す
る
場
合
も
再
審
査
と
な
る
。
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＊３ https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daigaku/04052801/web_soudan.html
＊４ 特例制度に申請中であり、内容に変更があり得ることを明確に示す必要がある

＊文部科学省「大学設置基準等における教育課程等に係る特例制度の申請・審査（令和５年度）について」（2023年）を基にBetween編集部にて作成  

＊文部科学省「大学設置基準等における教育課程等に係る特例制度の申請・審査（令和５年度）について」（2023年）や同省Ｑ＆Ａを基にBetween編集部にて作成 

＊【図表７、８】文部科学省「大学設置基準等における教育課程等に係る特例制度の申請・審査（令和５年度）について」（2023年）を参考にBetween編集部にて作成  

　
　12
の
規
定
が
対
象
、
学
位
プ
ロ
グ

ラ
ム
単
位
で
の
申
請
・
認
可
が
必
要
。

　ま
ず
、
文
科
大
臣
に
申
請
し
て
認
め

ら
れ
る
と
適
用
さ
れ
る
特
例
対
象
規
定

は
【
図
表
２
】
の
条
項
に
限
定
さ
れ
る
。

こ
の
中
か
ら
１
つ
、
ま
た
は
複
数
を
指

定
し
て
申
請
す
る
。
申
請
は
学
位
プ
ロ

グ
ラ
ム
単
位
で
、
申
請
し
た
期
間
内
に

限
っ
て
特
例
が
認
め
ら
れ
る【
図
表
３
】。

期
間
を
区
切
る
の
は
、
文
科
省
が
設
置

基
準
の
改
善
に
向
け
て
検
証
を
行
う
た

め
だ
と
い
う
。【
図
表
４
】
は
、
文
科

省
が
示
し
た
想
定
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
だ
。

め
ざ
す
教
育
実
現
に
向
け
、
遠
隔
授
業

の
単
位
上
限
を
緩
和
し
、
国
内
外
を
移

動
し
な
が
ら
遠
隔
授
業
を
フ
ル
活
用
し

て
学
ぶ
ケ
ー
ス
①
、
授
業
科
目
を
自
学

で
開
設
す
る
原
則
を
緩
和
し
、
他
大
学

の
科
目
を
大
幅
に
取
り
込
む
ケ
ー
ス
②

が
あ
る
。
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
に
沿
う
計
画

は
審
査
が
簡
易
化
さ
れ
る
た
め
、
準
備

期
間
の
短
縮
が
期
待
で
き
る
。

　こ
れ
ら
の
例
を
頭
に
入
れ
た
う
え
で

各
大
学
が
行
い
た
い
の
は
、
制
約
が
な

け
れ
ば
何
を
し
た
い
の
か
、
ア
イ
デ
ア

を
広
げ
る
こ
と
だ
ろ
う【
図
表
１
】。「
特

例
を
申
請
し
な
く
て
も
実
質
的
に
は
総

授
業
数
の
概
ね
４
分
の
３
ま
で
は
遠
隔

授
業
に
で
き
る
し
、
他
大
学
の
授
業
を

取
り
込
む
に
は
大
学
等
連
携
推
進
法
人

制
度
も
あ
る
」（
宮
林
氏
）。
申
請
あ
り

【図表6】特例の認定に必要な２つの要件まとめ
①機関としての要件

要件

記載すべき内容が明らかにされているか 記載項目横断的に確認するポイント

詳細
森岡 文子

―大学設置基準改正の狙いは？
　学修者本位の教育への転換と社会に開かれた質
保証システムを重視する従来の改正の流れを引き継ぎ
ながら、最低限の水準を厳格に担保しつつ、「客観性、
わかりやすさ」「学修／教育成果の可視化のしやすさ」
「先導性、制度運用の柔軟性」を向上させることが狙い
です。少子化、デジタル化等の社会変化、また入学者
の多様化に対応するために、各大学は自学の教育を
不断に見直し、新たな形に展開させていくことと思いま
す。新設置基準は、そうした各大学ならではの取り組み
を、これまで以上に実現しやすくするものです。

―基準改正で大幅に規制が緩和されたのに、さら
に自由度を高める「特例制度」を設けた理由は？
　設置基準は、高等教育への社会ニーズを考えたとき
に、全大学が満たすべき基準です。つまり「規制緩和」
は、将来の社会変化に大学が対応するには、それだけ
柔軟な対応が必要であろうという判断でもあります。そ
れでも、より先進的な改革で社会の期待に応えようとす
れば、基準が足かせになることもあるでしょう。内部質保
証を確立したうえで、時代に応じて教育を大きく変えた
いという大学の声を反映して、特例制度を設けました。
　一部の基準の緩和により優れた事例が生まれ、その
事例に汎用性があるならば、現基準に改善の余地があ
ると言えます。特に遠隔授業についてはコロナ禍以降
急速に広まったこともあり、今後の設置基準改正の参
考となる事例の誕生に期待しています。

―申請や問い合わせの状況は？
　意向調査では、申請予定52校、今後検討が４００校
と、一定の関心を確認できました【図表７】。一方、２０２
４年1月現在で申請３件、問い合わせが４件なのは、ま
だ制度の理解や具体策の検討が進行中であるほか、
補助金が出ないことも影響しているのかもしれません。
特例制度は大学自身がめざす教育研究を実施しやすく
するための恒常的な制度であり、補助金により国からス
ポット的に予算を割くことはなじまないと考えています。
なお、申請中の３件は、大学と改善・修正のやり取りをし
ているところで、認定の可否や時期は未定です。

―全国の大学にメッセージを。
　設置基準は、大学が大学としての機能を果たすため
の必須条件です。基準に沿って取り組みを見直すこと
により、自学の社会におけるポジションをあらためて位
置付けるきっかけにしてほしいと思います。その過程で、
基準を超えた取り組みが必要になれば、特例制度の活
用をお勧めします。Zoomによる相談や、直接ご説明に
伺うこともできます。よくわからない、興味があるという段
階でも、ご遠慮なくお問い合わせください。

文部科学省 高等教育局 
大学教育・入試課 法規係長「

特
例
制
度
」
を
設
け
た
理
由
は
？

 

〜
大
学
に
自
由
で
自
律
的
な
取
り
組
み
を
促
し
た
い

もりおかふみこ●2019年文部科学省
入省。研究振興局振興企画課学術企
画室、科学技術・学術政策局人材政策
課人材政策推進室などを経て、2023年
より現職。

先導的な教育において、そ
の全部又は一部によらな
いこととする特例対象規定

先導的な教育の実施が、当該
先導的な教育を行わない場合
に比して教育研究水準の向
上に資する取組である根拠

学生に対する適切な配慮
のための具体的な措置

先導的な教育の実施を通
じて得られる教育効果の
検証に係る計画

内部質保証の体制整備について、自学のWebサイト掲載情報等を提出。認証評価
で改善等が指摘されている場合には、当該指摘と対応状況も提出

「教学マネジメント指針」の情報公表事項の例を参考に、特に積極的に行っている
情報公表の内容を記載

①役員等の個人の法令違反のうち業務に関連するもの、労働基準法違反も含め、事業者として
適用される全ての法令が対象／一時的な基準違反で改善等が認められれば欠格事由としない
②修学支援新制度における「経営要件」を満たさない状態　
③不適正な管理運営により私学助成が全額不交付となった場合などを想定

※大学等が養成しようとする人材の在り方等に照らし、先導的な教育の実施
により期待される効果に触れつつ、目指すべき姿を明らかにして記載すること。

※先導的な教育を行う学部等の名称を記載すること。当該学部等が複数にわ
たる場合は、当該学部等の名称を全て記載すること。

※特例対象規定の条項（例：大学設置基準第32条第５項）を記載すること。

※大学等が行おうとする先導的な教育について、教育課程編成の基本的な
考え方のほか、授業科目や教育活動の概要、教員等も含めた教育実施体制
の確保、成績評価の際の留意点等の観点から、具体的に記載すること。

※先導的な教育の実施が、申請目的を達成する上で、必要不可欠又はその効
果的・効率的な実施に当たり合理的であり、大学の教育研究水準の向上に資
することを具体的に記載すること。
※特例対象規定の規制緩和が、先導的な教育を行う上で、必要不可欠又はそ
の効果的・効率的な実施に当たり合理的であることを具体的に記載すること。

※先導的な教育の実施について、あらかじめ、学生募集の際に適切に周知や
在学生に対する丁寧な説明を行うことや、実施後も学生からの意見聴取や相
談受付けの仕組みを整備すること等の配慮措置を具体的に記載すること。
※特例対象規定の規制緩和に対する学生保護の観点も記載すること。

※あらかじめ、検証の実施に係るスケジュールのほか、教育効果・成果の測定
方法、測定指標等を掲げること。
※可能な限り定量的な達成目標を設定すること。
※先導的な教育の取組に係るＰＤＣＡサイクルを機能させるための考え方（内
部質保証）を記載すること。

※「期間」だけでなく「始期」及び「終期」も記載すること。
※学部等の設置認可の申請を予定している場合には、開設希望年度とともに
その旨を記載すること。

□教育研究活動等の状況を積極的に公表していること

申請目的

先導的な教育を行う学部等

先導的な教育の実施内容

実施予定期間

□申請日の直近の認証評価において適合認定
（分野別認証評価を除く）を受けていること

□申請の日前五年以内に次のいずれにも該当しないこと
①法令の規定、寄附行為、定款等に違反したこと　
②財政状況が健全でなくなったこと
③教育条件・管理運営が適正を欠くに至ったこと

②先導的な取組に係る要件（申請計画書の記載事項）

□自己点検評価・見直しの体制が十分整備されていること

確認1

確認2

□当該大学等の人材養成の目的
と、本取組による先導的な教育内
容とが整合的か。
□本取組は、申請目的を達成する
のに必要十分な内容か。

□本取組の内容は、具体性・継続性・
教育の質の確保の観点から、妥当か。
□本取組の内容は、円滑かつ確実
に実施されると見込まれるか。（実現
可能性があるか、本取組の基礎とな
る教育改革の取組などはあるか）

□本取組の内容は、先進性、他大学等
への波及可能性があるか。（他大学等
を牽引する先駆的なモデルと言えるか）

□達成目標の設定方法・内容は、
明確かつ妥当か。

□本取組による先導的な教育内容
と規制緩和の内容とが整合的か。

※記載事項等は、第１サイクルの申請状況を踏まえ、運営委員会で審議、決定

【図表8】認定後に提出すべき２種の報告書
報告書 頻度・時期 備考

実施状況
報告書

認定期間中１回、
終了後３か月以内

教育効果検証
報告書

年１回、
毎年度の終了後
３か月以内

Ｗｅｂサイトで
公表している場合は
そのＵＲＬでも可

報告書を作成し
文科大臣に提出

【図表７】特例制度の意向調査結果 
計

2022年度申請予定

2023年度以降
２～３年のうちに申請
今後検討（時期未定）
なし
計
（回答率）
調査期間：2022年11月30日～2023年1月31日  回答数：688件

大学意向 専門職大学 短期大学 高等専門学校
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（59％）
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表
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＊1 文部科学省「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引（令和７年度開設用）」（2024年改訂）
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/ninka/1422217_00010.htm

＊２ 大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準
＊３ 学校法人の寄附行為及び寄附行為の変更の認可に関する審査基準

＊文部科学省による通知をBetween編集部にて抜粋・加工

＊文部科学省資料を基にBetween編集部にてまとめ

入学者選抜及び教育課程の編成について３つのポリシーに基づき行うとともに、自己点検・評
価、及び認証評価の結果をふまえ、教育研究活動について不断の見直しを行うことに努める。

新設学部以外の学部等においても、一斉に本規定を適用する。
※設置後、教員の数、各教員が有する学位、業績、担当授業科目に係る状況などの情報や、専ら当該大学の教育
研究に従事する教員か否かの区別を公表する。

体育館や講堂などの厚生補導施設は必要に応じて整備。教育研究上必要となる教室、研究室（共
同可）、図書館、医務室、事務室を備えることは必須。図書館に閲覧室、整理室は備えなくてもよい。

申請する年度の収容定員充足率が規模ごとの基準値内であること、収容定員充足率が全ての
学部で５割を上回っていることが必要。

【図表1】学部設置認可申請（2025年度以降開設）に関わる主なポイント 

教育課程 学
部
設
置
認
可
へ
の
影
響

【図表2】私立大学等の学部等設置認可における学生確保の見通し（提出書類）の変更まとめ 

▶客観的なエビデンスとなるよう、調査実施の要件や必須の設問項目を示し、「実際のターゲット層の新設学部への
入学意向」を確認するためのクロス集計（「学部開設時期や学生募集地域とアンケート対象者の進学時期、居住
地域を合致させる」「回答者に対し、学部・学科名、養成する人材像やアドミッション・ポリシー、設置場所・アクセス、
学生納付金、競合する大学やその学部・学科名などの情報を明示する」）
▶選択肢による設問必須事項 ❶卒業後の希望進路（選択肢：大学、短大、専門学校、就職...等）＊専門学校や就
職を選んだ者は以降の設問から除外 ❷進学を希望する大学等の設置者（選択肢：国立、公立、私立） ❸興味のあ
る学問分野（選択肢：学校基本調査の学科系統分類表の中分類から選択。新設学部に該当するものがない場合
は選択肢を追加できる。複数選択可） ❹新設学部の受験を希望するか（設問：○○大学○○学部○○学科が開
設された場合、受験を希望しますか。［選択肢：第一志望として受験する、第二志望として受験する、第三志望以降と
して受験する、受験しない］）＊「受験しない」と回答した者は❺の設問から除外 ❺新設学部に合格した場合に入学
するか（設問：○○大学○○学部○○学科を受験して合格した場合、入学を希望しますか。［選択肢：入学する、志
望順位が上位の他の志望校が不合格の場合に入学する、入学しない］）。 ▷これらの設問に対する回答について
は、クロス集計で「私立四年制大学志望で〇〇系統に興味がある」高校生のうち、自学の新設学部を「受験し、合格
したら入学する」と答えた人数を算出し、学生確保の見通しとして示す必要がある

自学の優位性について、教育内容と方法、入試（実施時期や入学手続き時期等）、学生納付金・奨学制度、取得可
能な資格等の観点から競合校との比較分析／学校種や定員規模、学問分野、学生募集地域、ターゲットとする受
験生の学力層などの類似性の観点から、「なぜその大学を競合に選んだか」の説明／競合校の過去３年間の志願
状況（志願者数、受験者数、合格者数、入学者数、定員充足率）に自学の優位性に関する分析も踏まえ新設学部
の定員を充足できることを説明

近接する学問分野を持つ既設学部・学科に関する分析（過去2年間のオープンキャンパスや各種説明会の参加者
数、そのうち受験対象者数、そのうち受験者数、そのうち入学者数を整理し、受験率や入学率を算出。資料請求者に
ついても入学につながった割合を分析、高校訪問の計画と実施体制、訪問エリアや学校数等の目標、ホームページ
のアクセス数、SNSの登録者数や配信数に関する計画、目標なども）／新設学部の学生募集活動の方針と戦略、
実施計画・目標と、新設学部で同様の取り組みをした場合に見込まれる入学者数を、取り組みごとに説明

今後の定員充足の見通し（学科ごとに直近5年間の選抜方法ごとの志願者数、受験者数、合格者数［そのうち追加合
格者数］、辞退者数、入学者数について延べ人数と実人数を整理し、入学定員充足率、歩留率を示す）／申請時点で
収容定員充足率7割未満の学科等がある場合は、原因を分析したうえで新設学部の定員設定の合理性について説明

学生募集地域の設定の妥当性について、学校基本調査のデータ（出身高校の所在地県別入学者数）及び自学や
他大学等の実績も用いて、どの都道府県からどの程度の進学者が見込まれるか等を説明

求められる主なデータや説明観点
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吉良 直子　文科省が進めるＤＸ・ＧＸ等成長分野への学部転換
に向けた支援事業に、多くの大学が申請しています。
今回の新基準での学部新設は、大学全体の存在意義
を見つめ直し、特色を明らかにするチャンスでしょう。
　その一方、自学に合った学生の確保が、より一層、重
要になります。そこで、これからの新設広報のポイントを
５つにまとめました。
①学部新設時こそが全学リブランディングのチャンス
　なぜ、その学部を設置するのか。それは、大学全体の
教育設計にも関わることです。総合大学への発展をめ
ざす、文理融合教育をしやすくするなど、さまざまなケー
スがあるでしょう。いずれにしても、新基準適用によって
大学全体が新たな一歩を踏み出します。これを機に、新
規市場開拓に向け、「大学ブランドの向上・浸透」をも
意識した広報にすることをお勧めします。
②「社会的意義」の追求により学部の価値を明確化
　新基準による規制緩和により、文理融合、遠隔授業
など、新しい教育を取り入れる学部が次 と々生まれる中、
単に「新学部設置」だけでは、高校生の入学意欲はか
き立てられません。自学が設置する意義、地域にとって
のメリット、既存学部との違いについて、新学部の教員
と広報部署の職員とで十分に議論しましょう。このプロ

セスにより、学部のコア価値が言語化され、教員にとっ
て教育の方向性が明確化する効果も期待できます。
③入学者像を描いてターゲット設定
　ターゲットをセグメントした後、具体的なペルソナ（入
学してほしい人の居住地、価値観、ライフスタイル、志
向など）を想定します。左下の広告の例のように、同じ
心理学でも、理系からアプローチしたい層（愛知学院大
学）、人に寄り添いたい層（同朋大学）など、ペルソナに
よって、広報の表現は違います。
④実績がない学部だからこそ「納得感」が大事
　新学部の特色が複数あっても、あえて１つに絞り込
みます。ビジュアルやコピーがシャープになってメッセー
ジ性が強まり、ターゲットに伝わりやすいからです。
　新学部はターゲットに知られていないため、一方的に
言いたいことを発信するのではなく、SNSなどでつなが
りをつくりコミュニケーションを重ねることが求められま
す。その後、対面での会話や体験活動を通して、新学
部の世界観に対する納得感を醸成します。
⑤設置２年前からの動き出しが肝要
　広報は２年前には始めます【図表３】。新たな教育の
認知を図るのに時間がかかるだけでなく、ターゲットであ
る高２生の多くは夏のオープンキャンパスに参加するから
です。「学生確保の見通し」の厳格化で、調査で入学希
望者数を集めるのに、この機を逃す手はありません。
　教育内容の構想と新学部広報とをセットで考え、新
学部広報だけでなく、自学のリブランディング、市場開
拓に役立てることこそ、これからの新設広報のあり方と
言えるのではないでしょうか。

（株）進研アド
エリアプランニング部チーフプランナー

【図表3】新設学部広報スケジュールのモデル（2026年度開設）

新学部の広報にとどまらず
自学の存在意義の再定義を

きらなおこ●広告会社勤務後、2012
年（株）進研アド入社。教育情報セン
ターにて市場分析に従事後、コミュニ
ケーションプランナーとして東京、東
北、北海道エリアの大学の魅力や教育
力の可視化を支援。

同じ「心理学」でも、ペルソナ（募集したい学生像＝共感する受験者）が異なる
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＊1 文部科学省「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引（令和７年度開設用）」（2024年改訂）
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/ninka/1422217_00010.htm

＊２ 大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準
＊３ 学校法人の寄附行為及び寄附行為の変更の認可に関する審査基準

＊文部科学省による通知をBetween編集部にて抜粋・加工

＊文部科学省資料を基にBetween編集部にてまとめ

入学者選抜及び教育課程の編成について３つのポリシーに基づき行うとともに、自己点検・評
価、及び認証評価の結果をふまえ、教育研究活動について不断の見直しを行うことに努める。

新設学部以外の学部等においても、一斉に本規定を適用する。
※設置後、教員の数、各教員が有する学位、業績、担当授業科目に係る状況などの情報や、専ら当該大学の教育
研究に従事する教員か否かの区別を公表する。

体育館や講堂などの厚生補導施設は必要に応じて整備。教育研究上必要となる教室、研究室（共
同可）、図書館、医務室、事務室を備えることは必須。図書館に閲覧室、整理室は備えなくてもよい。

申請する年度の収容定員充足率が規模ごとの基準値内であること、収容定員充足率が全ての
学部で５割を上回っていることが必要。

【図表1】学部設置認可申請（2025年度以降開設）に関わる主なポイント 
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【図表2】私立大学等の学部等設置認可における学生確保の見通し（提出書類）の変更まとめ 
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大学改革支援・学位授与機構 大学・短期大学基準協会

特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

　

   

教
育
研
究
の
質
向
上
に
向
け
、
認

証
評
価
結
果
の
活
用
が
求
め
ら
れ
る
。

　設
置
前
に
「
基
準
を
満
た
し
て
い
る

か
」を
確
認
す
る
設
置
審
査
に
対
し
て
、

大
学
、学
部
が
完
成
年
度
を
迎
え
た
後
、

「
基
準
が
引
き
続
き
守
ら
れ
て
い
る
か
」

「
教
育
研
究
が
適
切
に
行
わ
れ
て
い
る

か
」
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
の
が
認
証
評
価

だ
。
設
置
基
準
の
改
正
は
認
証
評
価
に

ど
う
影
響
す
る
の
だ
ろ
う
か
。

　改
正
後
の
大
学
設
置
基
準
第
1
条
に

は
、「
大
学
は
、
こ
の
省
令
で
定
め
る

設
置
基
準
よ
り
低
下
し
た
状
態
に
な
ら

な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
は
も
と
よ
り
、

（
中
略
）
点
検
及
び
評
価
の
結
果
並
び

に
認
証
評
価
の
結
果
を
踏
ま
え
、
教
育

研
究
活
動
等
に
つ
い
て
不
断
の
見
直
し

を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
水
準
の
向

上
を
図
る
こ
と
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
」と
太
字
の
内
容
が
加
え
ら
れ
た
。

各
大
学
が
教
育
研
究
の
向
上
を
常
に
図

る
た
め
に
、
認
証
評
価
の
結
果
の
活
用

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　ま
た
、
認
証
評
価
で
確
認
す
る
も
の

と
し
て
、
情
報
公
表
状
況
も
含
ま
れ
て

い
る
。
基
幹
教
員
制
度
を
導
入
し
た
大

学
は
、
基
幹
教
員
に
関
す
る
情
報
（
基

幹
教
員
数
や
基
幹
教
員
の
学
位
、
教
育

研
究
等
の
業
績
、
所
属
、
教
育
課
程
の

編
成
そ
の
他
の
学
部
の
運
営
等
へ
の
参
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＊文部科学省「教学マネジメント指針」（追補）より抜粋

認
証
評
価
へ
の
影
響

【図表1】各認証評価機関の新基準対応一覧（予定）

画
状
況
、
担
当
授
業
科
目
な
ど
）
の
公

表
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
情

報
も
今
後
は
、
認
証
評
価
機
関
で
確
認

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　【図
表
1
】
は
、
設
置
基
準
改
正
へ

の
対
応
を
各
認
証
評
価
機
関
に
聞
き
、

そ
の
内
容
を
ま
と
め
た
も
の
だ
。
改
正

項
目
に
関
す
る
評
価
の
ポ
イ
ン
ト
に
つ

い
て
、
自
学
が
受
審
す
る
機
関
の
回
答

を
確
認
さ
れ
た
い
。
認
証
評
価
が
大
学

設
置
基
準
へ
の
適
合
性
を
確
認
す
る
こ

と
に
変
わ
り
は
な
い
が
、新
基
準
で
は
、

よ
り
一
層
、
学
修
者
本
位
の
教
育
の
実

質
化
が
問
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い

る
。
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
確
立
し
、

さ
ら
な
る
向
上
を
図
り
た
い
【
図
表

２
】。
認
証
評
価
の
受
審
は
、
事
後

チ
ェ
ッ
ク
と
い
う
ゴ
ー
ル
で
は
な
く
、

そ
の
結
果
を
改
善
す
る
た
め
の
ス
タ
ー

ト
だ
と
捉
え
よ
う
。

（１）改正された
     大学設置基準への
     対応方針 

認証評価は関係法令により大学設置基準等の
適合状況を確認するよう求められているため、大
学設置基準等の改正があれば随時分析項目の
調整等を行っている。今般の改正も同様に対
応する。

改正された大学設置基準は、一部を除き、これまでの一律の
基準が弾力化され、大学自身の考えで基準を設定できるよう
になっている。設置基準改正後に変更等があった場合は、
大学の考え方を確認したうえで評価を行うこととなり、当機構
の評価基準等は変更せずに法令等の遵守状況一覧などで
対応している。

「大学基準は大学としてのあるべき姿を定めてきた」という考
え方を基礎に置きながら、新しい時代の要請として必要なこ
とは大学基準の改定で対応（例えば、教育研究実施組織に
関する規定追加をふまえ、教職協働について定めてきた従
来の内容を補強）。各論的なことは評価項目や評価の視点
で対応していく。

法令適合性を扱う基準１に関して、参照する法
令を改正に則して改めた。

資料として求める「法令遵守状況一覧」にお
いて確認している。

特になし大学設置基準等の順守状況をふまえて、3つのポリシーを起
点とする教育の質保証と中期的な計画をふまえた大学全体
の質保証が双方にわたってできているかどうかを、これまで同
様に自己点検・評価を求めていく予定であり、特に内部質保
証における変更点はない。

内部質保証の機能性を重視した評価に変わりはない。ま
た、新たに質保証活動に学生の意見や外部からの評価を
取り入れること等を大学には求めている。学位の質保証の
必要性という観点から、プログラム評価（教育課程及びその
内容、教育方法の自己点検・評価）に関する評価の視点も
増やした。

大学設置基準の改正を受けての変更はない
が、大学による自己点検評価や認証評価の結
果をふまえた改善の取り組みを実効性あるもの
とするため、受審大学に対する助言や支援の
機能が同時に果たせるような評価のあり方に
ついて、会員大学等との対話をもとに、引き続
き研究しなければならないと考えている。

自己点検・評価の実施体制を確立し、全教職
員が関与し、その結果を改善に活用している
かを引き続き確認する。

特例の認定を受けている学部等について、特例
の対象となる設置基準の規定に関する教育研
究活動等（授業科目の開設や単位互換の上限
の設定など）が認定内容に沿った状況となって
いることを確認する。

基本的には認定された内容に沿って運営しているかの確認
になる。単位に関する事柄も含めて特色・特徴がある取り組
みとして、成果が出ているもの、他大学の模範となるものなど
については、評価時の「優れた点」として取り上げることを可
能とする。

特例制度を活用する場合は、申請計画書や教育効果の検
証に係る計画を大学から資料として提出してもらう。制度の
概要だけでなく、実際の教育効果や運用上の問題点等の
有無等も必ず自己点検・評価することを大学には求める。そ
れに基づいて教育の妥当性を評価する。

特例制度の認定を受け活用している場合に
は、制度の運用の適切性、情報公表の状況を
確認する。　

法令、学則等に基づき適切に運用しているか
を確認予定。

指導補助者に授業の一部を担当させている場
合は、その定義・業務内容や採用等に係る手続
きが規定されていること、配置状況、活用状況
のほか、教員を除く指導補助者に対して必要な
研修が行われていることを確認する。

設置基準改正前から、当機構では主に基準２において、授
業をはじめ、学生の指導の補助役として、TAなどについて
自己点検・評価を求めている。今後は、指導補助者への研
修の実施状況を確認したうえで引き続き法令に沿って評
価する。

ティーチング・アシスタント（ＴＡ）等の指導補助者が果たす役
割、授業担当教員との責任関係・指導計画を明確にし、それ
にふさわしい条件設定と適した研修の実施が必要。これらを
総合して適切に運用されているかを評価する。

指導補助者については、関連する規程等の組
織的な定めおよび活動状況、必要な研修の実
施状況について確認する。

教育課程編成・実施の方針に基づき、指導
補助者を配置している場合、適切に運用して
いるか、必要な研修を実施しているかを確認
予定。

基本的には従来の専任教員と同様に、設置基準
に定める教員数、採用・昇任・評価に関すること
等を確認する。なお、基幹教員に係る情報公表に
関しては、専任教員について確認していた事項
（教育研究業績や学位の情報等）に加え、学部
運営への参画状況、授業科目の担当状況（主要
授業科目担当の有無、担当授業単位数など）、他
機関における兼務状況等も併せて確認する。

経過措置があるため、2022、2023年度に当機構で評価
を受けている大学については、基幹教員への移行はなかっ
た。今後、基幹教員への移行があった場合は、主要授業科
目の考え方や各学位プログラムに責任を持つ教員の定義
を確認したうえで、法令上必要な教員数のチェックなどは提
出されたデータや自己点検・評価書での記載等で確認し、
評価する。

学習成果の達成につながる教育や大学としてめざす研究
上の成果につながる教員組織であることが原則。そのた
め、設置基準上必要な教員数等の充足はもとより、各教員
の担当授業科目の適切性や各教員の学内外の業務状
況、授業担当時間数の適切性について把握・管理してい
ること等を評価する。学部内において果たしている責任な
ども重要なポイント。

法令上求められる教員数を確認する。その
際、基幹教員の要件への大学としての対応、
考え方、情報公表の状況等を確認する。

認証評価機関の共通様式（大学の概要等）
を用いて、設置基準を満たしているか（基幹
教員の要件、員数、必要事項の公表等）を確
認する。

今般改正の趣旨である教員と事務職員等の適
切な役割分担・連携体制の確保に関しては従
前より分析項目を設定しており、引き続き同様に
評価を行う。

今回の設置基準の改正は、組織機能の明確化や教員と事
務職員等相互の役割分担、協働、責任の明確化を目的とし
たものであり、新たな組織を学内に設けることを求めるもので
はないが、大学が個別に対応して、組織改編されているので
あれば、その経緯などを含めて評価する。

大学基準「６教員・教員組織」及び「10大学運営・財務（１）
大学運営」にて、教員・職員の責任を明確にし、協働・連携し
ながら役割を果たすことを定めている。組織的かつ効果的な
教育研究活動の実現が目的であり、そのために教員・職員が
どのように役割を果たしているかが評価のポイント。

教員及び事務職員等相互の適切な役割分担
の下での協働や組織的な連携体制の確保状
況等を確認する。

学習成果の獲得に向けて教職員の役割や
責任を規定しているかを確認予定。

③指導補助者

（３）内部質保証の
     評価の変更点 

④教育課程等
　に関する
　特例制度

Ⅰ 「三つの方針」を通じた学修目標の具体化
Ⅱ 授業科目・教育課程の編成・実施
追補 「入学者受け入れの方針」に基づく大学入学者
　　 選抜の実施
Ⅲ 学修成果・教育成果の把握・可視化
Ⅳ 教学マネジメントを支える基盤（FD・SD・教学IR）
Ⅴ 情報公表

（２）
主
な
改
正
項
目
に
関
す
る
評
価
の
ポ
イ
ン
ト

①教育研究
　実施組織

②基幹教員

【図表2】教学マネジメントの確立 Q.

大
学
設
置
基
準
の
改
正
は

認
証
評
価
に
ど
う
影
響
す
る
？

A

各取組を、大学全体、学位プログラム、授業科目のそれ
ぞれのレベルで実施しつつ、全体として整合性を確保。

大学教育質保証・評価センター日本高等教育評価機構大学基準協会

＊ 学校教育法第百九条第一項の点検及び評価

＊
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     大学設置基準への
     対応方針 

認証評価は関係法令により大学設置基準等の
適合状況を確認するよう求められているため、大
学設置基準等の改正があれば随時分析項目の
調整等を行っている。今般の改正も同様に対
応する。

改正された大学設置基準は、一部を除き、これまでの一律の
基準が弾力化され、大学自身の考えで基準を設定できるよう
になっている。設置基準改正後に変更等があった場合は、
大学の考え方を確認したうえで評価を行うこととなり、当機構
の評価基準等は変更せずに法令等の遵守状況一覧などで
対応している。

「大学基準は大学としてのあるべき姿を定めてきた」という考
え方を基礎に置きながら、新しい時代の要請として必要なこ
とは大学基準の改定で対応（例えば、教育研究実施組織に
関する規定追加をふまえ、教職協働について定めてきた従
来の内容を補強）。各論的なことは評価項目や評価の視点
で対応していく。

法令適合性を扱う基準１に関して、参照する法
令を改正に則して改めた。

資料として求める「法令遵守状況一覧」にお
いて確認している。

特になし大学設置基準等の順守状況をふまえて、3つのポリシーを起
点とする教育の質保証と中期的な計画をふまえた大学全体
の質保証が双方にわたってできているかどうかを、これまで同
様に自己点検・評価を求めていく予定であり、特に内部質保
証における変更点はない。

内部質保証の機能性を重視した評価に変わりはない。ま
た、新たに質保証活動に学生の意見や外部からの評価を
取り入れること等を大学には求めている。学位の質保証の
必要性という観点から、プログラム評価（教育課程及びその
内容、教育方法の自己点検・評価）に関する評価の視点も
増やした。

大学設置基準の改正を受けての変更はない
が、大学による自己点検評価や認証評価の結
果をふまえた改善の取り組みを実効性あるもの
とするため、受審大学に対する助言や支援の
機能が同時に果たせるような評価のあり方に
ついて、会員大学等との対話をもとに、引き続
き研究しなければならないと考えている。

自己点検・評価の実施体制を確立し、全教職
員が関与し、その結果を改善に活用している
かを引き続き確認する。

特例の認定を受けている学部等について、特例
の対象となる設置基準の規定に関する教育研
究活動等（授業科目の開設や単位互換の上限
の設定など）が認定内容に沿った状況となって
いることを確認する。

基本的には認定された内容に沿って運営しているかの確認
になる。単位に関する事柄も含めて特色・特徴がある取り組
みとして、成果が出ているもの、他大学の模範となるものなど
については、評価時の「優れた点」として取り上げることを可
能とする。

特例制度を活用する場合は、申請計画書や教育効果の検
証に係る計画を大学から資料として提出してもらう。制度の
概要だけでなく、実際の教育効果や運用上の問題点等の
有無等も必ず自己点検・評価することを大学には求める。そ
れに基づいて教育の妥当性を評価する。

特例制度の認定を受け活用している場合に
は、制度の運用の適切性、情報公表の状況を
確認する。　

法令、学則等に基づき適切に運用しているか
を確認予定。

指導補助者に授業の一部を担当させている場
合は、その定義・業務内容や採用等に係る手続
きが規定されていること、配置状況、活用状況
のほか、教員を除く指導補助者に対して必要な
研修が行われていることを確認する。

設置基準改正前から、当機構では主に基準２において、授
業をはじめ、学生の指導の補助役として、TAなどについて
自己点検・評価を求めている。今後は、指導補助者への研
修の実施状況を確認したうえで引き続き法令に沿って評
価する。

ティーチング・アシスタント（ＴＡ）等の指導補助者が果たす役
割、授業担当教員との責任関係・指導計画を明確にし、それ
にふさわしい条件設定と適した研修の実施が必要。これらを
総合して適切に運用されているかを評価する。

指導補助者については、関連する規程等の組
織的な定めおよび活動状況、必要な研修の実
施状況について確認する。

教育課程編成・実施の方針に基づき、指導
補助者を配置している場合、適切に運用して
いるか、必要な研修を実施しているかを確認
予定。

基本的には従来の専任教員と同様に、設置基準
に定める教員数、採用・昇任・評価に関すること
等を確認する。なお、基幹教員に係る情報公表に
関しては、専任教員について確認していた事項
（教育研究業績や学位の情報等）に加え、学部
運営への参画状況、授業科目の担当状況（主要
授業科目担当の有無、担当授業単位数など）、他
機関における兼務状況等も併せて確認する。

経過措置があるため、2022、2023年度に当機構で評価
を受けている大学については、基幹教員への移行はなかっ
た。今後、基幹教員への移行があった場合は、主要授業科
目の考え方や各学位プログラムに責任を持つ教員の定義
を確認したうえで、法令上必要な教員数のチェックなどは提
出されたデータや自己点検・評価書での記載等で確認し、
評価する。

学習成果の達成につながる教育や大学としてめざす研究
上の成果につながる教員組織であることが原則。そのた
め、設置基準上必要な教員数等の充足はもとより、各教員
の担当授業科目の適切性や各教員の学内外の業務状
況、授業担当時間数の適切性について把握・管理してい
ること等を評価する。学部内において果たしている責任な
ども重要なポイント。

法令上求められる教員数を確認する。その
際、基幹教員の要件への大学としての対応、
考え方、情報公表の状況等を確認する。

認証評価機関の共通様式（大学の概要等）
を用いて、設置基準を満たしているか（基幹
教員の要件、員数、必要事項の公表等）を確
認する。

今般改正の趣旨である教員と事務職員等の適
切な役割分担・連携体制の確保に関しては従
前より分析項目を設定しており、引き続き同様に
評価を行う。

今回の設置基準の改正は、組織機能の明確化や教員と事
務職員等相互の役割分担、協働、責任の明確化を目的とし
たものであり、新たな組織を学内に設けることを求めるもので
はないが、大学が個別に対応して、組織改編されているので
あれば、その経緯などを含めて評価する。

大学基準「６教員・教員組織」及び「10大学運営・財務（１）
大学運営」にて、教員・職員の責任を明確にし、協働・連携し
ながら役割を果たすことを定めている。組織的かつ効果的な
教育研究活動の実現が目的であり、そのために教員・職員が
どのように役割を果たしているかが評価のポイント。

教員及び事務職員等相互の適切な役割分担
の下での協働や組織的な連携体制の確保状
況等を確認する。

学習成果の獲得に向けて教職員の役割や
責任を規定しているかを確認予定。

③指導補助者

（３）内部質保証の
     評価の変更点 

④教育課程等
　に関する
　特例制度

Ⅰ 「三つの方針」を通じた学修目標の具体化
Ⅱ 授業科目・教育課程の編成・実施
追補 「入学者受け入れの方針」に基づく大学入学者
　　 選抜の実施
Ⅲ 学修成果・教育成果の把握・可視化
Ⅳ 教学マネジメントを支える基盤（FD・SD・教学IR）
Ⅴ 情報公表

（２）
主
な
改
正
項
目
に
関
す
る
評
価
の
ポ
イ
ン
ト

①教育研究
　実施組織

②基幹教員

【図表2】教学マネジメントの確立 Q.
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A

各取組を、大学全体、学位プログラム、授業科目のそれ
ぞれのレベルで実施しつつ、全体として整合性を確保。
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＊ 学校教育法第百九条第一項の点検及び評価

＊
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